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はじめに 
 

 

この一覧は、本市が平成２４年度当初予算において予算化している「負担金、補助及び交付金」を目

的に応じて分類し、その内容などについて取りまとめたものです。また、行政情報の積極的な「見える

化」を図るため、全ての事業を公表しています。 

「負担金、補助及び交付金」は、市民サービスの向上及び市民活動の促進などを目的に支出していま

すが、それぞれの交付根拠や目的、対象事業、基準などについて公表することで、市政の透明性を高め

るとともに、市民活動の活性化やまちづくりの推進に役立てていただければと存じます。 

なお、この一覧は、市のホームページでも公開しておりますので、是非、ご活用ください。 
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件数 金額 件数 金額 件数 金額

1
事業の対価として支出する負担金
<例>建設負担金、下水道受益者負担金等

140 8,069,726 152 7,749,943 ▲ 12 319,783 4.13 %

2
会費・研修費等の負担金
<例>会議等への出席者負担金、年会費等

1,119 171,992 1,161 175,983 ▲ 42 ▲ 3,991 ▲ 2.27 %

3 その他負担金 18 882,101 19 879,846 ▲ 1 2,255 0.26 %

1,277 9,123,819 1,332 8,805,772 ▲ 55 318,047 3.61 %

4 環境・アメニティ分野 29 463,713 30 426,745 ▲ 1 36,968 8.66 %

5 健康・福祉分野 110 9,881,961 115 10,412,136 ▲ 5 ▲ 530,175 ▲ 5.09 %

6 教育・文化・スポーツ分野 48 387,774 44 381,799 4 5,975 1.56 %

7 都市基盤・交通分野 17 12,388,838 17 11,992,381 0 396,457 3.31 %

8 産業・経済分野 38 1,095,104 39 1,049,741 ▲ 1 45,363 4.32 %

9 安全・生活基盤分野 27 559,582 27 439,383 0 120,199 27.36 %

10 交流・コミュニティ分野 50 494,826 49 412,882 1 81,944 19.85 %

11 その他分野 11 309,794 14 327,815 ▲ 3 ▲ 18,021 ▲ 5.50 %

12 交付金 0 0 1 510 ▲ 1 ▲ 510 ▲ 100.00 %

330 25,581,592 336 25,443,392 ▲ 5 138,710 0.55 %

1,607 34,705,411 1,668 34,249,164 ▲ 60 456,757 1.33 %合　　　　　計

負
　
　
担
　
　
金

補
　
助
　
及
　
び
　
交
　
付
　
金

負 　担 　金 　小 　計

補　助　及　び　交　付　金　小　計

一般会計　負担金、補助及び交付金総括表

対前年度比

（単位：千円）

区　　分
当初予算額増減比較（①－②）

①平成２４年度
当初予算額

②平成２３年度
当初予算額
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件数 金額 件数 金額 件数 金額

1 国民健康保険事業特別会計 34 109,443,987 33 107,629,228 1 1,814,759 1.69 %

2 後期高齢者医療事業特別会計 4 17,768,504 4 16,341,419 0 1,427,085 8.73 %

3 介護保険事業特別会計 16 59,844,368 16 55,488,150 0 4,356,218 7.85 %

4
食肉中央卸売市場及びと畜場事業特別会
計

12 661 12 689 0 ▲ 28 ▲ 4.06 %

5 大宮駅西口都市改造事業特別会計 5 51,273 6 128,650 ▲ 1 ▲ 77,377 ▲ 60.15 %

6 深作西部土地区画整理事業特別会計 1 40 1 40 0 0 0.00 %

7 東浦和第二土地区画整理事業特別会計 3 46,811 3 60,124 0 ▲ 13,313 ▲ 22.14 %

8
浦和東部第一特定土地区画整理事業特別
会計

5 225,088 4 345,088 1 ▲ 120,000 ▲ 34.77 %

9 南与野駅西口土地区画整理事業特別会計 3 26,903 3 42,739 0 ▲ 15,836 ▲ 37.05 %

10 指扇土地区画整理事業特別会計 2 15,154 2 8,274 0 6,880 83.15 %

11 江川土地区画整理事業特別会計 1 50 1 50 0 0 0.00 %

12 南平野土地区画整理事業特別会計 1 95 2 21,597 ▲ 1 ▲ 21,502 ▲ 99.56 %

87 187,422,934 87 180,066,048 0 7,356,886 4.09 %

特別会計　負担金、補助及び交付金総括表

合　　　　　計

（単位：千円）

②平成２３年度
当初予算額

対前年度比

会　計　名
当初予算額増減比較（①－②）

①平成２４年度
当初予算額
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件数 金額 件数 金額 件数 金額

1 水道事業会計 97 9,191 90 8,639 7 552 6.39 %

2 病院事業会計 31 10,396 32 9,798 ▲ 1 598 6.10 %

3 下水道事業会計 29 6,158,563 30 5,948,157 ▲ 1 210,406 3.54 %

157 6,178,150 152 5,966,594 5 211,556 3.55 %

企業会計　負担金、補助及び交付金総括表

①平成２４年度
当初予算額

当初予算額増減比較（①－②）
②平成２３年度
当初予算額

合　　　　　計

会　計　名

対前年度比

（単位：千円）
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政策局
企画調整課
新都心整備
対策室

さいたま新都心三者協議会
負担金

さいたま新都心三者協
議会設置要綱第９条

さいたま新都心第８－１Ａ街区の
まちづくりの促進

さいたま新都心第８－１
Ａ街区の整備に向けた、
各種調査･検討等

県、市、ＵＲの協議に拠る さいたま新都心三者協議会 0 3,800 0

政策局
企画調整課
新都心整備
対策室

測量業務に係る負担金
測量等委託業務見積金
額の１／２

さいたま赤十字病院への支援とし
て、県、市でＵＲ所有地の一部を
取得し、現在所有している県・市
有地とあわせ、有償貸付を行うた
め

ＵＲ所有地の測量・分筆 県・市１／２ずつ負担 埼玉県 1,122 0 0

政策局
企画調整課
新都心整備
対策室

不動産鑑定評価に係る負担
金

不動産鑑定評価見積金
額の16％

さいたま赤十字病院への支援とし
て、県、市でＵＲ所有地の一部を
取得し、現在所有している県・市
有地とあわせ、有償貸付を行うた
め

ＵＲ所有地の不動産鑑定
評価

県：84％、市：16％
（ＵＲから取得する土地の面
積按分）

埼玉県 0 0 383

政策局
情報システ
ム課

ＬＧＷＡＮ埼玉県域ネット
ワーク増速負担金(５Ｍ)

埼玉県域ネットワーク
利用約款、埼玉県域
ネットワークの増速に
関する取扱要綱

ＬＧＷＡＮメールや電子申請･電
子入札システム等で使用されるＬ
ＧＷＡＮ回線のうち市町村～県間
の回線について、県の契約分を負
担するもの

情報化推進事業 22,148円×12か月=265,776円 埼玉県 0 266 118

政策局
情報システ
ム課

ＬＧＷＡＮ埼玉県域ネット
ワーク増速負担金(10Ｍ)

埼玉県域ネットワーク
利用約款、埼玉県域
ネットワークの増速に
関する取扱要綱

ＬＧＷＡＮメールや電子申請･電
子入札システム等で使用されるＬ
ＧＷＡＮ回線のうち市町村～県間
の回線について、５Ｍから10Ｍへ
増速する

情報化推進事業
200,000円×１式=200,000円
25,052円×９か月=225,468円

埼玉県 0 426 0

政策局 東京事務所
東京事務所電気使用料に係
る負担金

電気料負担金 事務所の円滑な管理運営に資する
東京事務所の管理･運営に
関する事業

15,000円×12か月=180,000円 (社)全国市有物件災害共済会 180 192 112

総務局 防災課 防災行政無線電波利用料 利用料負担金
総務省より免許を所得している無
線局に関して、電波利用料として
行政経費を負担する

電波利用料負担金

電波利用料固定局:15,900円
×17局=270,300円移動系基地
局:4,700円×４局=18,800円
陸上移動局:200円×211局
=42,200円

総務省関東総合通信局 331 2,883 3,409

総務局 防災課 防災行政無線電気料負担金 電気料負担金
県立浦和高等学校に設置されてい
る防災行政無線(固定系)の子局に
係る電気料を負担する

電気料負担金
防災行政無線電気料(県立浦
和高等学校)120円×12月
=1,440円

埼玉県立浦和高等学校 2 2 2

総務局 防災課
埼玉県防災情報システム通
信費負担金

防災情報システム通信
費

埼玉県が県内市町村へ導入してい
る防災情報システムに係る通信費
を負担する

埼玉県防災情報システム
通信費

3,500円×12か月=42,000円 埼玉県 42 21 21

財政局 用地管財課 コルソビル維持改修負担金
コルソ管理規約(第17
条)

コルソビルの維持管理のため コルソビルの修繕積立金
150,000,000円(全体額)×
103,668/1,000,000(持
分)=15,550,200円

コルソビル区分所有者会(管
理者:浦和商業開発(株))

15,550 15,550 15,550

財政局 用地管財課 下水道受益者負担金
さいたま市都市計画下
水道事業受益者負担に
関する条例

下水道が整備された地域の土地の
所有者が下水道施設の建設にかか
る費用の一部を負担し、更なる下
水道整備の促進を図る

下水道受益者負担金
235,290円+95,450円+10,020
円+144,220円+66,000円
=550,980円(５か所)

さいたま市 551 817 958

財政局 用地管財課 那須市有地土地共益管理費
｢相鉄の那須｣別荘管理
規約(第４条)

那須町の市有地の維持管理のため
栃木県那須町に所在する
市有地の別荘用地として
の維持管理

48円×9,338㎡×
1.05=470,635円

相模鉄道(株) 471 471 471

財政局 庁舎管理課 施設光熱水費負担金 電気料負担金 電気料支払い
執務室として借りている
施設の電気料を負担する

施設光熱水費5,800,000円
(財)埼玉県勤労者福祉セン
ター

5,800 5,600 3,697

(単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

１　事業の対価として支出する負担金

◆一般会計　負担金、補助及び交付金一覧

平成23年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称
平成24年度
当初予算額

内容

対象者基準対象事業目的
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称
平成24年度
当初予算額

(単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

１　事業の対価として支出する負担金

財政局 庁舎管理課 電波使用料負担金
電波法第103条の２(電
波利用料の徴収等)

電波使用料の支払い
無線機７台分の電波使用
料を負担する

400円×７台=2,800円 総務省関東総合通信局 3 3 3

財政局 契約課
電子入札システム共同運営
負担金

埼玉県電子入札共同シ
ステムの開発及び運営
に係る事業の費用負担
に関する基本協定書

埼玉県等との共同による電子入札
システムを構築し、運営する

｢埼玉県電子入札共同シス
テム｣による電子申請及び
電子入札

均等割:391,667円
人口割:8,199,180円

埼玉県 8,591 8,605 7,918

財政局 契約課
電子入札システム共同受付
窓口に係る負担金

競争入札参加資格申請
に係る共同受付に関す
る協定書

建設工事等の競争入札参加資格申
請を埼玉県下自治体で共同受付を
実施する

｢埼玉県電子入札共同シス
テム｣による競争入札参加
資格審査の受付

電子入札システム共同受付に
係る負担金合計(千円未満四
捨五入)37,838,695×
0.02345=887,318円

埼玉県 887 129 122

財政局 市民税課
埼玉県市町村軽自動車税事
務協議会負担金

埼玉県市町村軽自動車
税協議会会則

軽自動車の登録･廃車受付業務の
統括処理

軽自動車の登録･廃車受付
業務

前年４月１日現在の課税客体
数×１台あたり単価
138,652台×17円=2,357,084
円

埼玉県市町村軽自動車税事務
協議会

2,358 2,299 2,298

市民･
スポーツ
文化局

市民総務課
ソニックシティビル共用部
管理負担金

費用負担に関する協定
書

ソニックシティビル共用部の適正
な管理を行う

大宮ソニックシティビル
の管理運営実費、公共料
金及びリニューアル工事
のさいたま市費用負担分

共用部管理、公共料金等
4,103,567円
リニューアル工事負担金
74,551,942円

大宮ソニックシティ(株) 78,656 83,503 67,545

市民･
スポーツ
文化局

コミュニ
ティ推進課

管理組合負担金
スカイレジデンシャル
タワーズノースウイン
グ管理規約

都市再開発法第133条第１項の規
定に基づき、区分所有者相互間の
事項について定められた管理規約
に則り、建築物等の維持にかかる
費用を負担する

管理規約に定められる施
設等の管理に要する経費

管理組合負担金の内訳(事務
店舗管理費、事務所管理費、
全体管理費、事務所店舗積立
金、事務所修繕維持積立金、
全体修繕維持積立金、自治会
費、駐車場使用料、電気使用
料、水道使用料として)

スカイレジデンシャルタワー
ズノースウイング管理組合法
人

5,520 5,520 5,382

市民･
スポーツ
文化局

コミュニ
ティ推進課

共益費 ワッツ西館管理規約

都市再開発法第133条第１項の規
定に基づき、区分所有者相互間の
事項について定められた管理規約
に則り、建築物等の維持にかかる
費用を負担する

管理規約に定められる施
設等の管理に要する経費

施設管理共益費2,100円×
1,223.59坪×12月×
1.05=32,376,191円、修繕積
立金共益費420円×1,223.59
坪×12月=6,166,894円、火災
保険料共益費1,440,785円

岩槻都市振興(株) 39,984 40,606 40,606

市民･
スポーツ
文化局

コミュニ
ティ推進課
市民活動支
援室

ストリームビル管理費負担
金(共用部分)

ストリームビル管理規
約

ストリームビルを管理するスト
リームビル管理組合へ負担金(共
用部)を支出する

ストリームビル共用部の
管理運営及び修繕積立に
係る費用負担分

管理費年額:90,960,278円、
修繕積立年額:6,317,041円

ストリームビル管理組合 97,278 97,278 93,843

市民･
スポーツ
文化局

コミュニ
ティ推進課
市民活動支
援室

ストリームビル管理費負担
金(専用部分)

ストリームビル管理規
約

ストリームビルを管理するスト
リームビル管理組合へ、共用部分
と一体管理するために負担金(専
有部)を支出する

ストリームビル内の専有
部の維持管理(電気･冷温
熱費、水道使用料、塵芥
処理費等)に係る実費負担
分

専用部分年額:52,829,000円 ストリームビル管理組合 52,829 52,829 41,899

市民･
スポーツ
文化局

スポーツ振
興課

下水道受益者負担金
さいたま市都市計画下
水道事業受益者負担に
関する条例

下水道が整備された地域の土地の
所有者が下水道施設の建設にかか
る費用の一部を負担し、更なる下
水道整備の促進を図る

下水道受益者負担金 1,610円×４期=6,440円 さいたま市 7 7 6

市民･
スポーツ
文化局

スポーツ振
興課

下水道受益者負担金
さいたま市都市計画下
水道事業受益者負担に
関する条例

下水道が整備された地域の土地の
所有者が下水道施設の建設にかか
る費用の一部を負担し、更なる下
水道整備の促進を図る

下水道受益者負担金

平成23年度徴収猶予分
464,470円、平成24年度分
116,070円×4期=464,280円

さいたま市 929 0 0

市民･
スポーツ
文化局

文化振興課
大都市文化行政会議参加負
担金

大都市会議参加者負担
金

文化行政について、情報交換を行
い、文化行政の一層の向上をはか
る

大都市文化行政会議参加
負担金

3,000円×1名＝3,000円 幹事市（新潟市） 3 3 3
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称
平成24年度
当初予算額

(単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

１　事業の対価として支出する負担金

市民･
スポーツ
文化局

文化振興課
プライマリーコンサート負
担金

｢さいたま市名曲コン
サート｣及び｢さいたま
市プライマリーコン
サート｣の実施に関する
協定書

広く市民への音楽鑑賞の機会の提
供と地域において子どもから高齢
者までのより多くの市民が音楽に
触れる機会を提供し、音楽文化の
向上を図る

日本フィルハーモニー交
響楽団の演奏会にかかる
共催事業経費

255,000円×15回=3,825,000
円

(財)埼玉県産業文化センター 3,825 2,550 2,550

市民･
スポーツ
文化局

文化振興課 名曲コンサート負担金
｢さいたま市名曲コン
サート｣の実施に関する
協定書

市民の芸術文化の向上に寄与する
ためにクラシックコンサートを開
催し、広く市民への音楽鑑賞の機
会を提供し、音楽文化の向上を図
る

ソニックシティで開催す
る日本フィルハーモニー
交響楽団の定期演奏につ
いて市との共催

1,000円×760名=760,000円 (財)埼玉県産業文化センター 760 760 760

市民･
スポーツ
文化局

区政推進室 下水道受益者負担金
さいたま市都市計画下
水道事業受益者負担に
関する条例

下水道が整備された地域の土地の
所有者が下水道施設の建設にかか
る費用の一部を負担し、更なる下
水道整備の促進を図る

下水道受益者負担金

総負担金(三室支所)567円×
986.78㎡×１/２=279,750円
１年目111,990円、２～４年
目55,920円

さいたま市 0 56 54

市民･
スポーツ
文化局

区政推進室 下水道受益者負担金
さいたま市都市計画下
水道事業受益者負担に
関する条例

下水道が整備された地域の土地の
所有者が下水道施設の建設にかか
る費用の一部を負担し、更なる下
水道整備の促進を図る

下水道受益者負担金
総負担金(七里支所)170,630
円１年目34,150円、２～５年
目34,120円

さいたま市 35 35 33

市民･
スポーツ
文化局

区政推進室 郵便局電気使用料負担金
さいたま市の特定の事
務の郵便局における取
扱いに関する協定書

より広範な窓口業務を実現し、住
民福祉を向上することを目的とす
る

郵便局電気使用料負担金
400円×12月×72局=345,600
円

郵便局(株) 346 346 274

市民･
スポーツ
文化局

区政推進室
庁舎資源ごみ回収[ラミーゴ
作戦]負担金

さいたま商工会議所ラ･
ミーゴ作戦覚書

事務所等から排出される紙類の再
生資源を効率的に回収し、資源循
環型社会の実現を目指す

古紙回収事業
(基本料金2,000円+協力金
8,000円)×12か月=120,000円

さいたま商工会議所ラ･ミー
ゴ作戦事務局

120 120 120

市民･
スポーツ
文化局

区政推進室
証明書等自動交付事務運営
負担金

運営負担金

コンビニエンスストアでの証明書
交付を行うにあたり、（財）地方
自治情報センターの提供するＩＣ
カード標準システムを利用するた
め

コンビニエンスストアで
の証明書交付事務

政令市（人口100万人以上）
年額10,000,000円

(財)地方自治情報センター 10,000 0 0

市民･
スポーツ
文化局

区政推進室 ワッツ東館光熱水費負担金 ワッツ東館賃貸借契約
ワッツ東館３・４階の区役所の使
用する光熱水費

光熱水費 区役所使用光熱水費 岩槻都市振興(株) 19,352 0 1,504

市民･
スポーツ
文化局

区政推進室 ワッツ東館７階管理負担金 ワッツ東館賃貸借契約
ワッツ東館７階の区役所が専有す
る駐車スペース管理経費

管理費 専有面積率による負担 岩槻都市振興(株) 524 0 0

市民･
スポーツ
文化局

区政推進室
旧岩槻区役所第２別館水道
分担金

さいたま市給水条例

さいたま市水道事業の給水につい
ての料金、給水装置工事の費用負
担その他の供給条件及び給水の適
正を保持するために行う

水道分担金
旧岩槻区役所第２別館水道分
担金水道口径20ミリメートル
105,000円

さいたま市水道局 0 0 105

保健
福祉局

健康増進課
埼玉県精神科救急医療体制
整備事業費負担金

埼玉県精神科救急医療
体制整備事業実施要
綱，埼玉県精神科救急
医療体制整備事業の費
用負担に関する協定書

総合的な精神科救急医療体制を埼
玉県と共同で整備･運営をする必
要がある

埼玉県精神科救急情報セ
ンターの設置及び各種会
議の実施

埼玉県精神科救急医療体制整
備事業費に対する平成22年の
国勢調査に基づく人口按分･
実績按分

埼玉県 9,708 6,888 8,114

保健
福祉局

健康増進課 自殺予防対策事業費負担金
埼玉県･さいたま市自殺
対策事業の費用負担に
関する協定書

自殺予防に関する対策を埼玉県と
共同で円滑に推進する

埼玉県自殺対策連絡協議
会

自殺予防対策事業費に対する
平成22年の国勢調査に基づく
人口按分

埼玉県 190 187 39
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称
平成24年度
当初予算額

(単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

１　事業の対価として支出する負担金

保健
福祉局

高等看護学
院

管理業務委託負担金

さいたま市立病院看護
師寮及び市立高等看護
学院学生宿舎管理業務
負担金に関する覚書

一本化している建物の管理につい
て市立病院と本学院の双方で管理
している部分の委託を所管するこ
とになる市立病院に対して１/２
費用負担するもの

学生宿舎の施設管理
看護師・学生宿舎１棟分
6,615,000円÷２=3,307,500
円

さいたま市立病院 3,308 3,308 3,251

保健
福祉局

高等看護学
院

消防設備等保守業務委託負
担金

さいたま市立病院看護
師寮及び市立高等看護
学院学生宿舎消防設備
等保守業務負担金に関
する覚書

上記同様双方で管理運営している
建物の消防設備等保守業務委託委
託を所管することになる市立病院
に対して１/２費用負担するもの

学生宿舎の施設管理
看護師・学生宿舎１棟分
367,500円÷２=183,750円

さいたま市立病院 184 184 184

保健
福祉局

浦和斎場管
理事務所

下水道受益者負担金
さいたま市都市計画下
水道事業受益者負担に
関する条例

下水道が整備された地域の土地の
所有者が下水道施設の建設にかか
る費用の一部を負担し、更なる下
水道整備の促進を図る

下水道受益者負担金
１㎡あたりの単位負担金額×
土地の面積(公簿面積)

さいたま市 2,966 0 0

保健
福祉局

こころの健
康センター

思春期精神保健相談光熱水
費負担金

上下水道･電気･ガス使
用負担協定書

与野本町デイサービスセンター利
用のため

運営経費負担金 施設借用による年間使用料分ナーシングヴィラ与野 400 400 98

保健
福祉局

高齢福祉課 ラムザタワー負担金 ラムザタワー管理規約

社会福祉法人さいたま市社会福祉
協議会浦和サービスセンターが入
居するラムザタワー管理組合への
管理費等及び光熱水費等に対する
負担金

ラムザタワーに入居して
いる社協の浦和サービス
センターの維持管理費

管理費･修繕積立金138,787円
×12月=1,665,444円、光熱水
費･下水道負担金100,000円×
12月=1,200,000円

ラムザタワー管理組合 2,866 2,866 2,484

保健
福祉局

障害福祉課 指定医師研修会開催負担金
身体障害者福祉法第15
条指定医研修会協定書

身体障害者手帳の障害程度認定の
審査基準の均衡、意識の向上及び
情報交換を行なう

指定医師研修会事業 さいたま市負担率14.7% 埼玉県 140 150 83

保健
福祉局

障害福祉課
｢おおぞら号｣運行事業負担
金

リフト付き大型バス｢お
おぞら号｣運行事業にお
ける団体利用分に相当
する費用の支払等に関
する協定書

障害者団体等が行う障害者のため
の更生訓練、研修などの旅費の軽
減を図る

｢おおぞら号｣運行事業に
要する経費

66,000円×40日=2,640,000円 埼玉県 2,640 2,600 2,367

保健
福祉局

食品衛生課 事務所光熱水費等負担金 賃貸借契約 事務所光熱水費等負担金
大宮市場･浦和市場内の食
品関係営業の監視業務

34,335円×12月=412,020円 埼玉県魚市場 412 412 348

保健
福祉局

食品衛生課 検査室光熱水費等負担金 賃貸借契約 検査室光熱水費等負担金
大宮市場･浦和市場内の食
品関係営業の監視業務

22,995円×12月=275,940円 埼玉県魚市場 276 276 226

子ども
未来局

子育て支援
課

のびのびルーム負担金

民間放課後児童クラブ
におけるのびのびルー
ムの実施に関する協定
書

光熱水費、通信費 のびのびルーム事業
対象クラブにつき
年額70,000円×３か所
=210,000円

放課後児童クラブ(民設)運営
者

210 210 210

子ども
未来局

子育て支援
課

児童養護施設カルテット下
水道事業受益者負担金

さいたま市都市計画下
水道事業受益者負担に
関する条例

さいたま市都市計画下水道事業受
益者負担に関する条例に基づき、
児童養護施設カルテットにかかる
下水道事業受益者負担金を納付す
る

平成24年度：第１期～第
４期分下水道事業受益者
負担金

平成24年度：第１期～第４期
分　246,900円

さいたま市 247 0 0

子ども
未来局

青少年育成
課

水道負担金 さいたま市給水条例 新規施設建設のため
放課後児童クラブの新設
施設整備

水道管口径による
525,000円×３か所
=1,575,000円

さいたま市水道局 1,575 945 945

子ども
未来局

幼児政策課
(仮称)大宮駅西口複合施設
建設工事に伴う水道設備負
担金

さいたま市給水条例

複合施設の整備により、公立保育
園の老朽化問題を解消し、待機児
童解消のための私立保育園整備等
を図るため

(仮称)大宮駅西口複合施
設整備事業

１か所766,500円 さいたま市水道局 767 525 0
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称
平成24年度
当初予算額

(単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

１　事業の対価として支出する負担金

子ども
未来局

保育課 公立保育園水道設備負担金 さいたま市給水条例
公立保育園の延命化を図り、安心
安全な保育を実施するため

公立保育園延命化事業 １か所1,040,000円 さいたま市水道局 0 1,040 0

子ども
未来局

保育課
日本スポーツ振興センター
負担金

災害共済給付設置者負
担金

保育所の管理下で、幼児の災害が
発生したときに、災害共済給付を
行う

(独)日本スポーツ振興セ
ンター災害共済給付制度

一般分375円、要保護65円、
前年度一般分375円、前年度
要保護65円

(独)日本スポーツ振興セン
ター埼玉県支部

2,548 2,548 2,445

子ども
未来局

保育課 下水道受益者負担金
さいたま市都市計画下
水道事業受益者負担に
関する条例

下水道が整備された地域の土地の
所有者が下水道施設の建設にかか
る費用の一部を負担し、更なる下
水道整備の促進を図る

下水道受益者負担金
植水保育園130,000円

さいたま市 130 100 97

子ども
未来局

ひまわり学
園総務課

下水道受益者負担金
さいたま市都市計画下
水道事業受益者負担に
関する条例

下水道が整備された地域の土地の
所有者が下水道施設の建設にかか
る費用の一部を負担し、更なる下
水道整備の促進を図る

下水道受益者負担金 負担金236,000円 さいたま市 0 236 229

環境局
東清掃事務
所

下水道受益者負担金
さいたま市都市計画下
水道事業受益者負担に
関する条例

下水道が整備された地域の土地の
所有者が下水道施設の建設にかか
る費用の一部を負担し、更なる下
水道整備の促進を図る

下水道受益者負担金 負担金467,120円 さいたま市 468 468 467

環境局
新クリーン
センター建
設準備室

給水分担金
さいたま市給水条例第
９条

集会所建設工事
新クリーンセンター整備
事業に伴う集会所建設

口径25mm　525,000円 さいたま市水道局 525 441 546

環境局
西部環境セ
ンター

無線電波利用料負担金 電波法 円滑な電波利用を確保するため
運転業務に使用する無線
機

500円×10台=5,000円 関東総合通信局 5 4 5

環境局
クリーンセ
ンター大崎

米沢市環境保全協力金 米沢市環境保全協力金
焼却残渣後の固化灰を最終処分す
るため

米沢市環境保全協力金 １ｔあたり1,000円 米沢市 3,500 0 495

経済局
産業展開推
進課

産学連携支援センター埼玉
運営費負担金

産学連携の相互協力に
関する基本協定書

埼玉県との共同により産学連携支
援センターを設置し、総合窓口機
能、ニーズ･シーズのマッチング
のためのコーディネート機能、企
業間連携促進機能を整備し新事業
の創出を促進する

産学連携支援センター設
置による賃料等維持管理
費の一部

新都心ビジネス交流プラザの
県･市の利用･管理スペースの
１/９

埼玉県 10,000 10,000 10,000

経済局
産業展開推
進課

(仮称)さいたま市モビリ
ティと経済活性化研究会負
担金

(仮称)さいたま市モビ
リティと経済活性化研
究会負担金に関する協
定書

総合特区関連事業も含めた新たな
提案事業を研究し、総合特区専門
部会などへ提案する

研究事業費の一部 研究事業費の９/１０ 市内大学 800 0 0

経済局 農業政策課
農地･水･環境保全向上対策
交付金に係る負担金

農地･水･環境保全向上
対策実施要綱

地域の環境保全に向けた先進的な
営農活動を支援する

埼玉県農地･水･環境保全
向上対策

活動費1地区200,000円×１/
４、水稲作付面積×6,000円
×１/４、葉茎菜類作付面積
10,000円×１/４

馬宮環境保全会、高曽根環境
美会

0 2,000 1,693

経済局 農業政策課 環境保全型農業補助金
環境保全型農業直接支
援対策実施要綱

地域の環境保全効果の高い営農活
動を支援する

環境保全型農業直接支援
対策事業

対象営農栽培　4,000円/10ａ
×１/２

市内農業者 1,000 0 0

経済局 農業政策課
農業共済組合運営事務負担
金

農業災害補償法 運営経費の一部負担 運営経費の一部
センサス農家戸数、耕地面積
数値に基づく負担額及び市町
村均等負担額

埼玉中部農業共済組合、埼玉
東部農業共済組合

5,227 0 0
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称
平成24年度
当初予算額

(単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

１　事業の対価として支出する負担金

経済局
農業環境整
備課

末田須賀堰建設費償還負担
金

償還金に関する協定書 末田須賀堰の建設費償還 堰の建設費償還金

末田須賀堰建設費償還負担金
31,640,355円
岩槻市の負担額:負担率
=10.54％(受益面積比率)
据置期間利息(Ｈ７･Ｈ８年
度)32,805,130円(Ｈ７年
15,699,598円、Ｈ８年
17,105,532円)
Ｈ９年度～23年度までの償還
額(15年間)31,640,355円/年
×15年=474,605,325円

埼玉県 0 31,641 31,640

経済局
農業環境整
備課

農地･水･環境保全向上対策
交付金に係る負担金

農地･水･環境保全向上
対策実施要綱

農地･水等を守り、質を高める効
果の高い共同活動を支援する

埼玉県農地･水･環境保全
向上対策

馬宮地区3,175,000円×１/４
+高曽根1,500,000円×１/４+
野孫1,001,000円×１/４+見
山748,000円×１/４
=1,606,000円

馬宮環境保全会、野孫環境保
全会、高曽根環境美会、見山
環境保全会

0 1,606 1,462

経済局
農業環境整
備課

H19年度加入:土地改良施設
維持管理適正化事業負担金
(膝子排水機場)

土地改良施設維持管理
適正化事業実施要綱

土地改良施設の整備補修に対し、
加入事業の30%を５年間均等に負
担し、国、県の補助60％を加えて
事業を実施する

膝子排水機場補修整備

事業賦課金17,000,000円×
30/100×１/5=1,020,000円+
特別賦課金1,020,000円×
1/5=1,224,000円

埼玉県土地改良事業団体連合
会

0 1,224 1,224

経済局
農業環境整
備課

平成22年度加入:土地改良施
設維持管理適正化事業負担
金(第34期)

土地改良施設維持管理
適正化事業実施要綱

土地改良施設の整備補修に対し、
加入事業の30%を５年間均等に負
担し、国、県の補助60％を加えて
事業を実施する

大橋井堰補修整備
事業賦課金4,000,000円×
30/100×１/５=240,000円

埼玉県土地改良事業団体連合
会

240 240 240

経済局
農業環境整
備課

平成23年度加入:土地改良施
設維持管理適正化事業負担
金(第35期)

土地改良施設維持管理
適正化事業実施要綱

土地改良施設の整備補修に対し、
加入事業の30%を５年間均等に負
担し、国、県の補助60％を加えて
事業を実施する

大橋井堰補修整備
事業賦課金4,000,000円×
30/100×１/５=240,000円

埼玉県土地改良事業団体連合
会

240 480 240

経済局
農業環境整
備課

平成24年度加入:土地改良施
設維持管理適正化事業負担
金(第36期)

土地改良施設維持管理
適正化事業実施要綱

土地改良施設の整備補修に対し、
加入事業の30%を５年間均等に負
担し、国、県の補助60％を加えて
事業を実施する

大橋井堰補修整備、大浦
土地改良区水路補修

事業賦課金10,000,000円×
30/100×１/５=600,000円

埼玉県土地改良事業団体連合
会

600 0 0

経済局
農業環境整
備課

農地・水保全管理支払交付
金

農地・水保全管理支払
交付金要綱

農地周りの水路・農道等の補修更
新に対して支援をし、資源保全を
進める。

埼玉県農地・水保全管理
向上事業

馬宮地区3,172,400円×１/４
+高曽根1,348,000円×１/４+
野孫992,400円×１/４+見山
748,000円×１/４=1,567,000
円

馬宮環境保全会、野孫環境保
全会、高曽根環境美会、見山
環境保全会

1,567 0 0

経済局 観光政策課
大宮駅インフォメーション
センター観光案内業務に関
する人件費負担金

大宮駅インフォメー
ションセンター｢大宮駅
観光案内所｣の運営に関
する協定書

大宮駅中央自由通路において、Ｊ
Ｒの情報提供と併せて観光･コン
ベンションについての案内業務も
行う

当該センターの観光案内
にあたる係員の人件費の
一部

10,000円×365日×１名
=3,650,000円

東日本旅客鉄道(株) 3,650 3,650 3,660

経済局 観光政策課
羽田観光情報センター分担
金

羽田空港６県市観光情
報センター運営協議会
規約

海外を含め観光客の積極的な誘致
をする

同協議会運営費
協議会分担金
１県市あたり600,000円

羽田空港６県市観光情報セン
ター運営協議会

600 800 800

経済局 観光政策課
埼玉県外国人観光客誘致推
進協議会負担金

埼玉県外国人観光客誘
致推進協議会規約

県及び県内参加市町村で連携し、
外国人観光客の誘致を推進する

事業費(外国人観光客誘致
に関わるプロモーション
等の費用)

対象事業に要する経費
埼玉県外国人観光客誘致推進
協議会

300 300 300

経済局 国際課
国際コンベンション誘致事
業協賛金

独立行政法人国際観光
振興機構業務方法書

国際的なコンベンション誘致のた
めの情報及び売り込みの場の提供
を受け、国際会議の誘致及び経済
の活性化、都市イメージの向上を
図る

団体の運営等に関わる費
用等

対象事業に要する経費 国際観光振興機構(ＪＮＴＯ) 3,000 5,000 4,200

経済局 国際課
自治体職員協力交流事業負
担金

さいたま市自治体職員
協力交流事業実施要領

国際協力の推進及び庁内における
国際化の促進を図る

海外自治体職員受入、実
務研修実施

航空賃250,000円、国内旅費
110,000円、研修費253,000円

(財)自治体国際化協会 0 613 0
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称
平成24年度
当初予算額

(単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

１　事業の対価として支出する負担金

都市局 都市交通課
大宮駅西口自転車駐車場
ケーブルテレビ負担金

データーの通信及び危
機管理情報の収集

大宮駅西口自転車駐車場の通信及
びテレビ画像の受信をするため

大宮駅西口自転車駐車場
のケーブルテレビの引き
込み

219,000円(見積額) (株)ジェイコムさいたま 219 219 0

都市局 都市交通課
けやきひろば自転車駐車場
電気水道料負担金

管理協定書
けやきひろば自転車駐車場の電気
水道料

電気水道料負担金
電気水道料負担金979,111円/
年

(株)さいたまアリーナ 979 1,104 979

都市局 都市交通課 シーノ大宮全体管理負担金
シーノ大宮全体管理組
合規約

シーノ大宮自転車駐車場の加入す
る管理組合の負担金

共益費 共益費2,137,745円/年 シーノ大宮団地管理組合 2,138 2,097 1,861

都市局 都市交通課
シーノ大宮パーキング棟管
理負担金

シーノ大宮パーキング
管理規約

シーノ大宮自転車駐車場のある
シーノ大宮パーキング棟の管理負
担金

共益費 共益費10,395,441円/年 シーノ大宮パーキング管理者 10,396 9,267 9,267

都市局 都市交通課
武蔵浦和駅南自転車駐車場
電気料負担金

ラムザ全体管理組合管
理規約

武蔵浦和駅南自転車駐車場の電気
料

電気料負担金
250,000円×12か月
=3,000,000円

ラムザ全体管理組合管理代行
(株)ラムザ都市開発

3,000 3,000 2,336

都市局 都市交通課
浦和駅東口駐車場修繕積立
金

ストリームビル管理組
合規約

浦和駅東口駐車場の加入する管理
組合に係る負担金

共益費 共益費9,389,324円/年 ストリームビル管理組合 9,389 9,389 9,389

都市局 都市交通課
武蔵浦和駅東自動車駐車場
管理負担金

ザファーストタワー管
理組合規約

武蔵浦和駅東自動車駐車場の加入
する管理組合の負担金

共益費
779,040円×12か月
=9,348,480円

ザファーストタワー管理組合 9,348 9,348 9,348

都市局 都市交通課
岩槻駅東口公共駐車場修繕
積立金

ワッツ東館管理規約
岩槻駅東口公共駐車場の加入する
管理組合に係る負担金

修繕費
13,506.48㎡×133円 ㎡×12
月=21,556,332円

ワッツ東館管理組合 21,557 21,557 21,556

都市局 都市交通課
岩槻駅東口公共駐車場管理
費

ワッツ東館管理規約
岩槻駅東口公共駐車場の加入する
管理組合に係る負担金

共益費
4085.72坪×583円 坪･月×
1.05×12か月=30,012,876円

ワッツ東館管理組合 30,013 30,013 30,013

都市局 都市交通課 浦和駅東口駐車場管理費
ストリームビル管理組
合規約

浦和駅東口駐車場の加入する管理
組合に係る負担金

共益費 共益費118,372,092円/年 ストリームビル管理組合 118,373 118,373 107,428

都市局 都市交通課
岩槻駅東口公共駐車場修繕
積立金臨時積立金

ワッツ東館管理規約
岩槻駅東口公共駐車場の加入する
管理組合に係る負担金

修繕費 修繕費30,000,000円/年 ワッツ東館管理組合 30,000 30,000 30,000

都市局 都市交通課
北浦和駅東口事務室改修工
事負担金

京浜東北線北浦和駅改
札外バリアフリー設備
整備に伴う覚書及び確
認書

京浜東北線北浦和駅改札外バリア
フリー設備整備に伴う覚書及び確
認書に基づく負担金

北浦和駅東口事務室改修
工事負担金

124,000,000円(覚書) 東日本旅客鉄道(株) 124,000 47,980 0

都市局 都市交通課
東大宮駅エレベーター設置
にかかる既存遡及負担金

東北本線東大宮駅改札
外バリアフリー設備整
備に伴う覚書及び変更
覚書

東北本線東大宮駅改札外バリアフ
リー設備整備に伴う覚書及び変更
覚書に基づく負担金

東大宮駅既存遡及詳細設
計負担金

25,000,000円(覚書) 東日本旅客鉄道(株) 0 25,000 0
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称
平成24年度
当初予算額

(単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

１　事業の対価として支出する負担金

都市局 都市交通課 ラムザ全体管理組合負担金
ラムザ全体管理組合管
理規約

武蔵浦和駅南自転車駐車場が加入
するラムザ管理組合への負担金

共益費
278,644円×12か月
=3,343,728円

ラムザ全体管理組合管理代行
(株)ラムザ都市開発

3,344 3,344 3,344

都市局 都市公園課
民間児童遊園地等管理補助
金

さいたま市民間児童遊
園地等補助金交付要綱

児童の自由な遊び場を充実させる
とともに、児童の健康と情操に寄
与することを目的とする

児童遊園地等の管理運営 18,000円×45団体=810,000円 自治会等の団体 810 954 783

都市局 都市公園課 水道分担金
さいたま市給水条例第
９条による

水道事業の普及及び維持管理 水道事業

(25mm)105,000円×5本
=525,000円
(20mm)525,000円×2本
=1,050,000円

さいたま市水道局 1,575 2,100 1,224

都市局
みどり推進
課

全国都市緑化フェア負担金
全国都市緑化フェアへ
の花壇出展に関する協
定書

都市緑化意識の高揚と知識の普及
を図り、緑豊かな潤いのある都市
づくりに寄与する

市が出展参加する花壇等
の設置、維持管理及び撤
去

負担金3,500,000円 全国都市緑化実行委員会 3,500 3,500 3,500

都市局
みどり推進
課

下水道受益者負担金

さいたま市都市計画下
水道事業受益者負担に
関する条例第２条第１
項

下水道整備費の一部として負担す
るもの

指定緑地等設置･保全事業 下水道管理課試算 さいたま市 44 87 86

都市局
まちづくり
総務課

アルーサＡ館長期修繕計画
負担金

アルーサＡ館管理協議
会規約

アルーサＡ館管理協議会規約に基
づき、計画的に実施する共用部分
等の修繕費用に当てる

都市整備事務事業 長期修繕計画による
アルーサＡ館管理者与野都市
開発(株)

549 411 411

都市局
まちづくり
総務課

北浦和ターミナルビル公共
公益施設及び駐車場床等維
持管理負担金

北浦和ターミナルビル
公共公益施設及び駐車
場床の管理運営に係る
協定書

北浦和ターミナルビル全体管理組
合及び施設一部管理組合の組合員
又は占有者として公共公益床及び
駐車場の円滑な管理運営を行う

都市整備事務事業
北浦和ターミナルビル公共公
益床の管理運営に係る協定書
による

北浦和ターミナルビル(株) 1,423 30,272 30,272

都市局
まちづくり
総務課

北浦和ターミナルビル公共
公益施設及び駐車場床修繕
積立負担金

北浦和ターミナルビル
管理費等取扱規則

北浦和ターミナルビル全体管理組
合及び施設一部管理組合の組合員
又は占有者として適正な管理運営
を行う

都市整備事務事業 長期修繕計画による 北浦和ターミナルビル(株) 4,060 12,707 12,707

都市局
まちづくり
総務課

浦和センチュリーシティ中
長期修繕積立負担金

浦和センチュリーシ
ティ管理規約

浦和センチュリーシティにおける
所有者であることから、適正な管
理運営を行う

都市整備事務事業 長期修繕計画による
浦和センチュリーシティ管理
組合

6,353 6,353 6,353

都市局
まちづくり
総務課

下水道受益者負担金
さいたま市都市計画下
水道事業受益者負担に
関する条例

下水道事業の普及及び維持管理 下水道受益者負担金
総敷地面積に対する負担金
（平成24年度分）
1,371,200円

さいたま市 1,372 6,220 2,785
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称
平成24年度
当初予算額

(単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

１　事業の対価として支出する負担金

都市局
日進･指扇周
辺まちづく
り事務所

踏切改修工事負担金 覚書による
西大宮駅設置に伴う踏切改修のた
め

西大宮駅設置に伴う踏切
改修工事

施行協定書 東日本旅客鉄道(株) 0 0 108,723

都市局
日進･指扇周
辺まちづく
り事務所

指扇駅駅舎橋上化実施設計
負担金

覚書による 指扇駅駅舎橋上化のため 駅舎改修工事の実施設計 設計協定書 東日本旅客鉄道(株) 0 65,000 61,589

都市局
日進･指扇周
辺まちづく
り事務所

指扇駅前広場予定地水道管
移設切廻し負担金

水道局との負担協議に
よる

指扇駅駅舎橋上化のため 水道管移設切廻し工事 水道局設計 さいたま市水道局 0 8,000 2,260

都市局
日進･指扇周
辺まちづく
り事務所

指扇駅駅舎橋上化工事負担
金

覚書による 指扇駅駅舎橋上化のため 駅舎橋上化工事 施行協定書 東日本旅客鉄道(株) 840,000 0 0

都市局
浦和東部ま
ちづくり事
務所

東口連絡階段管理負担金
浦和美園駅東口連絡階
段の管理に関する協定
書による

浦和美園駅東口連絡階段の清掃業
務費等を負担金としてＳＲに支払
う

浦和美園駅東口連絡階段
(平成18年度共用開始)

埼玉高速鉄道との協議による埼玉高速鉄道(株) 855 855 664

都市局
浦和東部ま
ちづくり事
務所

水道本管布設工事市負担金
(地区外)

浦和東部第一地区及び
浦和東部第二地区にお
ける上水道施設の設置
事業に関する基本協定
による

第二地区内の排水管整備に係る費
用を水道局に負担金として支払う

水道本管布設工事
600mm管 1,317m
300mm管   259m

水道局設計 さいたま市水道局 22,276 31,300 28,986

都市局
浦和東部ま
ちづくり事
務所

浦和美園駅西口公衆便所水
道本管布設工事市負担金

水道局との負担協議に
よる

公衆便所水道本管布設に係る費用
を水道局に分担金として支払う

給水装置
水道メータ口径40mm管

水道局設計 さいたま市水道局 1,300 1,300 0

都市局
浦和東部ま
ちづくり事
務所

浦和美園駅西口連絡階段管
理負担金

浦和美園駅西口連絡階
段の管理に関する協定
による

浦和美園駅西口連絡階段の清掃業
務費等を負担金としてＳＲに支払
う

浦和美園駅西口連絡階段
(平成２４年度供用開始予
定)

埼玉高速鉄道との協議による埼玉高速鉄道(株) 1,000 0 0

都市局
与野まちづ
くり事務所

水道局配水支管布設･移設負
担金

宅地造成及び住宅団地
開発並びに共同住宅、
中高層建築物等の建築
に係る給水に関する取
扱要綱

上下水道の整備
9－2号線配水(水道)管工
事

配水(水道)管布設　92ｍ さいたま市水道局 500 0 0

都市局
岩槻まちづ
くり事務所

水道布設負担金
水道局との負担協議に
よる

区画整理事業に伴う公共施設(道
路)の整備に合わせ、水道施設の
移設･新設を行う

岩槻駅西口土地区画整理
事業地内上水道施設等

水道局設計 さいたま市水道局 26,339 15,200 15,104
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称
平成24年度
当初予算額

(単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

１　事業の対価として支出する負担金

都市局
岩槻まちづ
くり事務所

橋上駅舎工事負担金
岩槻駅舎改修に関する
東武鉄道㈱との施行協
定

駅舎改修（橋上駅舎、自由通路の
整備、バリアフリー対応）による
利便性の向上

駅舎・ホーム・軌道の改
修工事

駅舎改修事業の実施設計 東武鉄道㈱ 314,000 0 0

都市局
鉄道高架整
備課

浦和駅貨物線旅客ホーム新
設事業に対する負担金

東北客貨線乗降場設置
事業に伴う工事の施行
に関する協定(書)

東北客貨線乗降場設置事業を施行
するため

鉄道高架推進事業
東北客貨線乗降場設置事業に
伴う工事の施行に関する市負
担額2,111,825,000円

東日本旅客鉄道(株) 2,111,825 2,300,655 1,756,401

都市局
鉄道高架整
備課

鉄道高架化事業に対する負
担金

浦和駅周辺鉄道高架化
事業に伴う工事の施行
に関する協定(書)

浦和駅周辺鉄道高架化事業を施行
するため

鉄道高架推進事業
浦和駅周辺鉄道高架化事業に
伴う工事の施行に関する市負
担金2,738,564,000円

東日本旅客鉄道(株) 2,738,564 3,222,553 2,379,269

都市局
鉄道高架整
備課

浦和駅周辺交差道路整備に
対する負担金

浦和駅周辺交差道路整
備に伴う工事の施行に
関する協定(書)

浦和駅周辺交差道路整備工事を施
行するため

鉄道高架推進事業
浦和駅周辺交差道路整備に伴
う工事の施行に関する市負担
額131,175,750円

東日本旅客鉄道(株) 131,176 118,558 0

都市局
鉄道高架整
備課

浦和駅西口地下通路の検討
に対する負担金

浦和駅西口地下通路の
検討に関する協定(書)

浦和駅西口地下通路の検討をする
ため

鉄道高架推進事業
浦和駅西口地下通路の検討に
対する負担金37,037,550円

東日本旅客鉄道(株) 37,038 0 0

建設局 道路環境課
秋ケ瀬橋維持管理業務負担
金

政令指定都市移行に伴
う行政区域の境界に係
る道路の管理に関する
協定

境界地に係る道路の管理につい
て、埼玉県との協定により円滑な
管理を図る

境界地に係る道路の管理 協定による 埼玉県 15,000 0 27,199

建設局 道路環境課
電線共同溝整備事業費負担
金

浦和東部第二地区に係
る電線共同溝の整備に
関する覚書ほか

土地区画整備事業の都市計画道路
等において整備する電線共同溝工
事の円滑な遂行を図る

電線共同溝の占用予定者
より電線共同溝法に基づ
き建設負担金を徴収し事
業者に事業費として支出
する

覚書による
標準単価21円/電線･ｍ

事業者 410 640 363

建設局 道路環境課
岩槻南部新和西特定土地区
画整理事業に伴う公共施設
管理者負担金

県道蒲生岩槻線整備事
業に係る岩槻南部新和
西特定土地区画整理事
業の費用負担に関する
覚書

県道蒲生岩槻線整備に必要な道路
用地を岩槻南部新和西特定土地区
画整理事業によって取得すること
による負担金

県道蒲生岩槻線整備 覚書による (独)都市再生機構 103,000 0 0

建設局 道路環境課
北与野デッキ管理費用負担
金

北与野駅デッキ管理費
用負担協定書

安全で快適な歩行者空間を確保
し、北与野デッキの適正な維持管
理を行う

さいたま新都心地区６－
１街区歩行者通路施設の
維持管理

日常清掃756,000円、定期清
掃504,000円、電気使用料
743,400円

ビル所有者 2,004 2,004 2,003

建設局 道路環境課
武蔵浦和駅第２街区エレ
ベーター管理費、修繕積立
金

ラムザ全体管理規約

武蔵浦和駅第２街区第一種市街地
再開発事業により整備された建物
及び敷地を区分所有者割合をもっ
て維持･増進を行う

武蔵浦和駅第２街区第一
種市街地再開発事業によ
り整備された建物及び敷
地維持管理費の積立金

管理費、修繕積立金36,000円
ラムザ全体管理組合管理代行
(株)ラムザ都市開発

36 36 35
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称
平成24年度
当初予算額

(単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

１　事業の対価として支出する負担金

建設局 道路環境課
武蔵浦和駅第２街区エレ
ベーター電気使用料負担金

ラムザ全体管理規約

武蔵浦和駅第２街区第一種市街地
再開発事業により整備された建物
及び敷地を区分所有者割合をもっ
て維持･増進を行う

武蔵浦和駅第２街区第一
種市街地再開発事業によ
り整備された建物付属設
備等の光熱水費

電気使用料160,000円
ラムザ全体管理組合管理代行
(株)ラムザ都市開発

160 160 122

建設局 道路環境課
駐車場案内システムコント
ロールセンター負担金

駐車場案内システムコ
ントロールセンターに
関する賃貸借契約書覚
書

さいたま市駐車場案内システムコ
ントロール室に設置された、機器
類の維持管理のため

さいたま市駐車場案内シ
ステム経費

共益費25,368円×12月
=304,416円
光熱水費178,500円×12月
=2,142,000円

(株)さいたまアリーナ 2,447 2,447 2,446

建設局 道路環境課

武蔵浦和駅第２街区第一種
市街地再開発事業地区内敷
地の特定管理部分維持管理
費負担金

武蔵浦和駅第２街区第
一種市街地再開発事業
地区内敷地及びペデス
トリアンデッキの一部
の特定管理に関する覚
書

武蔵浦和駅第２街区第一種市街地
再開発事業により整備された特定
管理部分の適正な維持管理を行う

武蔵浦和駅第２街区第一
種市街地再開発事業地区
内敷地の特定管理部分の
維持管理

清掃費12,531円×12月
=150,372円

ラムザ全体管理組合施設運営
協議会

151 151 150

建設局 道路環境課
一般県道東門前蓮田線歩道
整備工事に伴う協定に基づ
く負担金

一般県道東門前蓮田線
歩道整備工事に伴う協
定

埼玉県により整備を進めている歩
道整備事業にあたり、管理境界付
近の施工を円滑に行うことを目的
とする

歩道整備事業 協定による 埼玉県 14,000 8,500 0

建設局 道路環境課 下水道事業受益者負担金
さいたま市都市計画下
水道事業受益者負担金
に関する条例

公共下水道整備に係る工事費用の
一部を負担する

道路維持課分室敷地に係
る下水道受益者負担金

条例による さいたま市 889 0 0

建設局 道路環境課
内谷・会ノ谷特定区画整理
事業に伴う沿道工事負担金

内谷・会ノ谷特定区画
整理事業に伴う沿道工
事協定

内谷・会ノ谷特定区画整理事業に
伴い区画整理境界の道路をおい
て、区画整理事業者が暮らしの道
路整備事業を実施する

暮らしの道路整備工事 協定による
内谷・会ノ谷特定区画整理事
業者

6,000 0 0

建設局 道路計画課
東門前蓮田線改良工事公共
施設管理者負担金

一般県道東門前蓮田線
改良工事に係るさいた
ま市丸ヶ崎土地区画整
理事業の費用負担に関
する覚書

東門前蓮田線改良工事に必要な道
路用地をさいたま市丸ヶ崎土地区
画整理事業によって取得する

さいたま市丸ヶ崎土地区
画整理事業の費用負担に
関する協定

用地費108,900,000円(鑑定評
価による価格)

さいたま市丸ヶ崎土地区画整
理組合

108,900 67,200 46,700

建設局 道路計画課 直轄道路事業負担金
さいたま市内で国土交
通省が所管する道路事
業に要する費用負担金

道路法第50条に基づき、国土交通
省が行う直轄国道の新設事業や改
築事業等に要する費用の一部を負
担するもの

直轄国道の新設事業や改
築事業等

400,000,000円(国道16号、国
道17号、国道298号)

国土交通省 400,000 500,000 328,978

建設局 道路計画課
土地収用に伴う用地取得費
鑑定評価費用

土地収用法、手数料第
125、126条

土地収用に伴う土木管理費負担金
(起業者負担金)

土地収用路線
鑑定手数料4,600,000円、鑑
定手当て64,000円、鑑定士旅
費8,000円

埼玉県県土整備部県土整備総
務課

4,672 10,756 0

建設局 河川課
芝川第一調節池排水機場維
持管理負担金

埼玉県との負担金協定 施設管理費負担金
芝川第一調節池排水機場
施設管理費

4,410,000円×32％(さいたま
市負担割合)=1,411,200円

埼玉県 1,412 1,136 1,021
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称
平成24年度
当初予算額

(単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

１　事業の対価として支出する負担金

建設局 河川課 水道管移設負担金 水道管移設費負担
工事に伴う水道管の切り回し料と
して水道局に支払うため

水道管切り回し箇所 水道移設費4,676,000円 さいたま市水道局 4,676 5,616 1,927

建設局 河川課 水道管移設負担金 水道管移設費負担
工事に伴う水道管の切り回し料と
して水道局に支払うため

水道管切り回し箇所 水道移設費2,000,000円 さいたま市水道局 2,000 3,000 0

建設局 河川課
さくら川(荒川左岸排水路)
整備工事負担金(戸田市)

戸田市との負担金協定 工事負担金
さくら川(荒川左岸排水
路)整備事業

150,000,000円×52％(さいた
ま市負担割合)=78,000,000円

戸田市 78,000 78,000 67,491

建設局 河川課
準用河川浅間川改修事業負
担金

上尾市との負担金協定 工事負担金 準用河川浅間川改修事業

さいたま市負担割合
12,500,000円×50％
=6,250,000円

上尾市 6,250 12,500 11,183

建設局 河川課
高沼用水路整備に伴う水道
管移設負担金

水道管移設費負担金
工事に伴う水道管の切り回し料と
して水道局に支払うため

水道管切り回し箇所 水道移設費24,000,000円 さいたま市水道局 0 24,000 0

建設局 住宅課
都市再生機構からの借上市
営住宅に係る共益費

借上住宅賃貸借契約

都市再生機構から借上げた市営住
宅に係る共用部分の光熱費、清掃
費用等共益費を負担することによ
り本住宅の維持管理を適切かつ合
理的に行うため

共用部分の光熱費、清掃
費用等の共益費

西本郷住宅4,100円×60戸×
12月=2,952,000円
本郷町団地4,200円×64戸×
12月=3,225,600円

(独)都市再生機構埼玉地域支
社

6,178 7,100 6,178

建設局 住宅課
下水道受益者負担金(植水･
春岡)

さいたま市都市計画下
水道事業受益者負担に
関する条例

下水道が整備された地域の土地の
所有者が下水道施設の建設にかか
る費用の一部を負担し、更なる下
水道整備の促進を図る

下水道受益者負担金
植水住宅673,690円
春岡住宅632,870円

さいたま市 0 1,307 1,307

建設局
下水道維持
管理課

笹目川浄化施設維持管理負
担金

笹目川浄化施設の管理
等に関する覚書

笹目川の水量･水質確保のために
設置されている浄化施設の維持管
理に伴う負担金

浄化施設の維持管理事業

電気料金1,900,000円×
38.6％≒733,000円、機器点
検費１,900,000円×38.6％≒
733,000円、水質検査費
280,000円×50.0％=140,000
円、汚泥処分費800,000円×
50.0％=400,000円、機器更新
費6,000,000円×50.0％
=3,000,000円

埼玉県 5,006 1,897 1,573
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称
平成24年度
当初予算額

(単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

１　事業の対価として支出する負担金

建設局
下水道維持
管理課

芝川都市下水路維持管理負
担金

芝川都市下水路維持管
理等基本協定書

芝川都市下水路の機能確保と環境
保全のための維持管理に伴う負担
金

芝川都市下水路の維持管
理事業

維持管理総事業費19,300,000
円、さいたま市19,300,000円
×18％=3,474,000円
河道浚渫総事業費10,000,000
円、さいたま市10,000,000円
×18％=1,800,000円
見沼伏越部除塵機補修総事業
費2,000,000円、さいたま市
2,000,000円×18％=360,000
円

上尾市 5,634 7,884 7,880

建設局
下水道計画
課

水道管移設負担金
水道局との負担協議に
よる

排水路整備の際、支障となる水道
管の移設工事に伴う負担金の支出

排水路整備の際、支障と
なる水道管の移設工事

移設する施設の口径、延長な
どにより積算

さいたま市水道局 0 10,000 0

消防局 消防総務課
平成23年度消防救助技術指
導会実行委員会さいたま市
負担金

政令指定都市等で開催
されている｢全国消防救
助技術大会｣の開催地と
なるため

大会開催を通じて他の模範となる
救助隊員を育成し、全国市民の消
防に寄せる期待に力強く応える

全国消防救助技術大会事
業

22,000,000円×１開催地
=22,000,000円

平成23年度消防救助技術指導
会実行委員会

0 22,000 0

消防局 消防施設課
浦和領家市街地住宅解体に
係る費用負担金

浦和領家市街地住宅の
取り扱いに係る覚書

区分所有している浦和領家市街地
住宅を(独)都市再生機構にて取り
壊すため

浦和領家市街地住宅解体
工事

浦和領家市街地住宅の取り扱
いに係る覚書による按分負担
額

(独)都市再生機構 0 660 905

消防局 消防施設課
防災センター下水道貯留槽
等管理負担金

共同負担工事に係る費
用の負担割合に関する
協定書

隣接する自治医大医療センターと
共同で費用負担し、汚水処理設備
を維持管理する

下水道管、貯留槽及びポ
ンプ場の維持管理費用

3,360,000円(費用)×10％(協
定負担割合)=336,000円

自治医科大学附属さいたま医
療センター

336 339 336

消防局 消防施設課 下水道受益者負担金
さいたま市都市計画下
水道事業受益者負担に
関する条例

下水道が整備された地域の土地の
所有者が下水道施設の建設にかか
る費用の一部を負担し、更なる下
水道整備の促進を図る

下水道受益者負担金

790.54㎡×610円×50%(減
免)=241,110円、241,110円-
28,920円(一括納付報奨
金)=212,190円

さいたま市 0 213 212

消防局 消防施設課 ケーブルＴＶ引込み負担金 引込み負担金
下町出張所移転に伴い新庁舎へ
ケーブルＴＶを引込む

大宮消防署下町出張所移
転建設事業

初期費用 150,000円×
1.05=157,500円、利用料240
月×700円×1.05=176,400円

(株)ジェイコムさいたま 0 334 334

消防局 消防施設課 給水装置新設分担金 さいたま市給水条例 給水装置の新設に伴う分担金
(仮称)馬宮分団第２車庫
新築工事

メーター口径20mm100,000円
×1.05=105,000円

さいたま市 105 0 0

消防局 消防施設課
下水道受益者負担金
（桜消防署）

さいたま市都市計画下
水道事業受益者負担に
関する条例

下水道が整備された地域の土地の
所有者が下水道施設の建設にかか
る費用の一部を負担し、更なる下
水道整備の促進を図る

下水道受益者負担金

1962㎡×810円×50%(減
免)=794,600円、794,600円-
95,350円(一括納付報奨
金)=699,250円

さいたま市 700 0 0
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称
平成24年度
当初予算額

(単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

１　事業の対価として支出する負担金

消防局 指令課
衛星個別通信回線数に伴う
分担金

地域衛星通信ネット
ワーク利用契約約款

衛星通信による個別通信回線数に
伴う分担金(５回線)

衛星個別通信回線数に伴
う分担金

１回線75,000円×５回線
=375,000円

(財)自治体衛星通信機構 375 375 338

教育
委員会

教育財務課 下水道受益者負担金
さいたま市都市計画下
水道事業受益者負担に
関する条例

下水道が整備された地域の土地所
有者が下水道施設の建設にかかる
費用の一部を負担し、更なる下水
道整備の促進を図る

下水道受益者負担金

大谷口小251,160円、新開小
741,980円、春岡小547,360
円、七里小230,910円、田島
小1,082,810円

さいたま市 2,855 3,363 3,362

教育
委員会

教育財務課 下水道受益者負担金
さいたま市都市計画下
水道事業受益者負担に
関する条例

下水道が整備された地域の土地所
有者が下水道施設の建設にかかる
費用の一部を負担し、更なる下水
道整備の促進を図る

下水道受益者負担金

大宮八幡中538,510円、大谷
口中384,440円、田島中
2,279,530円、大久保中
1,282,160円

さいたま市 4,485 1,518 1,517

教育
委員会

教育財務課 下水道受益者負担金
さいたま市都市計画下
水道事業受益者負担に
関する条例

下水道が整備された地域の土地の
所有者が下水道施設の建設にかか
る費用の一部を負担し、更なる下
水道整備の促進を図る

下水道受益者負担金 特別支援学校272,690円 さいたま市 0 273 273

教育
委員会

学校施設課
分担金(美園小学校給水装
置)

さいたま市給水条例
美園小学校建設工事に伴い給水管
を引き込むため

給水装置設置分担金
水道メーター口径50mm
2,220,000円×1.05×３本-過
年度既払分2,100,000円

さいたま市水道局 0 4,893 4,893

教育
委員会

学校施設課
分担金（与野西中学校給水
装置）

さいたま市給水条例
与野西中学校プール新設に伴い給
水管を引き込むため

給水装置設置分担金
水道メーター口径50mm
2,220,000円×1.05×1本

さいたま市水道局 0 0 2,331

教育
委員会

学校施設課
分担金(上里小学校給水装
置)

さいたま市給水条例
上里小学校給食室建設工事に伴い
給水管を引き込むため

給水装置設置分担金
水道メーター口径50mm
2,220,000円×1.05×１本

さいたま市水道局 2,331 0 0

教育
委員会

教職員課
教員採用選考試験第１次試
験問題作成負担金

当該試験の問題用紙の
印刷製本費用を負担金
で積算するもの

教員採用選考試験問題作成費用の
さいたま市分を負担する

教員採用選考試験
278円×1,300部×1.05=
379,470円

埼玉県 380 478 305

教育
委員会

指導１課
外国青年招致事業ＪＥＴ傷
害保険料負担金

参加者負担金等
ＡＬＴが参加する海外旅行傷害保
険の保険料を負担

ＡＬＴが参加する海外旅
行傷害保険の経費

1,000円×２人=2,000円 自治体国際化協会 0 2 0

教育
委員会

指導２課
市立ひまわり特別支援学校
下水道移設工事負担金

下水道菅移設工事費負
担

市立ひまわり特別支援学校増築に
伴い、下水道菅の移設工事を行う
もの

下水道菅の移設工事
移設する下水道菅の口径・長
さ等による

さいたま市 0 0 2,310
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称
平成24年度
当初予算額

(単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

１　事業の対価として支出する負担金

教育
委員会

指導２課
岩槻教育相談室電気料負担
金

電気料負担金 電気料負担金
岩槻教育相談室の電気料
金（ワッツ東館使用分）

毎月の使用量の案分による 岩槻都市振興(株) 0 0 27

教育
委員会

健康教育課
日本スポーツ振興センター
負担金

日本スポーツ振興セン
ター法

学校管理下における児童生徒の負
傷、疾病、障害又は死亡に関して
必要な給付を行い、学校教育の円
滑な実施に資する

医療費、障害見舞金、死
亡見舞金

掛金１人当たり小･中学校945
円、高等学校1,865円、幼稚
園295円、要保護65円

(独)日本スポーツ振興セン
ター

100,599 100,988 99,255

教育
委員会

舘岩少年自
然の家

敷地内幹線道路除雪負担金 協定書

さいたま市と南会津町が協定を結
び、南会津町が道路の除雪を行い
交通の安全を確保し自然の家の管
理･運営が円滑に進行するもの

協定規程による 南会津町との協定による 福島県南会津町 800 800 541

教育
委員会

舘岩少年自
然の家

電波利用料 電波利用法第103条の２

野外活動として敷地内オリエン
テーリング･登山活動等に対し児
童･生徒の安全確保のため基地局･
移動局を使用している

電波利用法

基地局9,400円×１局=9,400
円、移動局400円×７局
=2,800円、簡易無線局600円
×6台=3,600円

総務省東北総合通信局、関東
総合通信局

15 12 12

教育
委員会

舘岩少年自
然の家

赤城山沼尻地区テレビ共同
受信施設組合費

組合費

赤城少年自然の家のテレビ受像に
対し沼尻地区での共同アンテナを
使用しているため、その一部を負
担する

組合規程による 年会費6,000円
赤城山沼尻地区テレビ共同受
信施設組合組合長

6 6 6

教育
委員会

生涯学習振
興課人権教
育推進室

北足立地区人権教育研究集
会開催負担金

研究集会開催負担金
人権教育･啓発関係者の人権意識
向上を図ることを目的に、開催す
る

北足立地区人権教育研究
集会

開催負担金10,000円
北足立地区人権教育研究集会
実行委員会

10 10 10

教育
委員会

青少年宇宙
科学館

大宮情報文化センター管理
負担金

大宮情報文化センター
管理規約

大宮情報文化センター管理費 宇宙劇場管理運営 管理費49,951,376円 (財)さいたま市都市整備公社 49,952 57,200 57,198

教育
委員会

うらわ美術
館

浦和センチュリーシティ管
理運営負担金

浦和センチュリーシ
ティ管理規約第24条

敷地内･共用部分等の管理費をビ
ル内区分所有者で負担する

敷地･共用部分等に係る電
気･ガス･水道料金等

1,000,000円×12か月
=12,000,000円

浦和センチュリーシティ管理
組合

12,000 12,000 10,510

教育
委員会

うらわ美術
館

浦和センチュリーシティ計
画修繕負担金

浦和センチュリーシ
ティ管理規約第28条

敷地内･共用部分等の修理費をビ
ル内区分所有者で負担する

敷地･共用部分等に係る大
規模修繕

1,523,820円×１回
=1,523,820円

浦和センチュリーシティ管理
組合

1,524 1,524 1,524

教育
委員会

生涯学習総
合センター

シーノ大宮センタープラザ
管理組合負担金(共用部分)

施設管理負担金

シーノ大宮センタープラザを管理
するシーノ大宮センタープラザ管
理組合へ、負担金(共用部分)を支
出

シーノ大宮センタープラ
ザ共用部の施設管理費

年額64,510,000円
シーノ大宮センタープラザ管
理組合

64,510 67,905 67,905
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称
平成24年度
当初予算額

(単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

１　事業の対価として支出する負担金

教育
委員会

生涯学習総
合センター

シーノ大宮センタープラザ
管理組合負担金(専用部分)

施設管理負担金

シーノ大宮センタープラザを管理
するシーノ大宮センタープラザ管
理組合へ、共用部分と一体管理す
るために負担金(専用部分)を支出
する

シーノ大宮センタープラ
ザ専用部の施設管理費

年額35,552,000円
シーノ大宮センタープラザ管
理組合

35,552 37,837 37,837

教育
委員会

生涯学習総
合センター

シーノ大宮団地管理組合負
担金

施設管理負担金

シーノ大宮アトリウムはＡ地区全
体の共用施設であり、その管理を
するシーノ大宮団地管理組合へ、
負担金を支出する

生涯学習総合センターの
施設維持管理及び事業費
等に係る経費

年額5,583,000円 シーノ大宮団地管理組合 5,583 5,478 4,860

教育
委員会

生涯学習総
合センター

水道分担金
さいたま市給水条例第
９条

領家公民館建設に伴い水道の引込
みを40mmから50mmに変更する

領家公民館改築事業
2,331,000円(50mm/税込)－
1,291,500円(40mm/税込)
=1,039,500円

さいたま市水道局 1,040 0 0

教育
委員会

中央図書館
管理課

上小町配本所管理費(大宮西
部図書館)

電気料負担金 電気料負担金
配本所使用に際しての年
間電気料負担

年間電気料25,000円 上小町自治会 25 25 16

教育
委員会

中央図書館
管理課

共益費負担金(岩槻駅東口図
書館)

ワッツ西館管理規約及
び管理費等取扱規則

敷地及び共用部分等の環境を一定
水準に維持管理するため

施設管理費、施設修繕
費、損害保険料

施設管理費2,100円×180坪×
12月×1.05=4,762,800円、施
設修繕費420円×180坪×12月
=907,200円、損害保険料
211,870円

岩槻都市振興(株) 5,882 5,973 5,973

選挙
管理
委員会

選挙課 不在者投票指定施設負担金

国会議員の選挙等の執
行経費の基準に関する
法律第13条の２、公職
選挙法第264条

指定施設における不在者投票に要
する経費を負担する

市議会議員一般選挙
不在者投票をした選挙人１人
について、727円

公職選挙法施行令の規定によ
る不在者投票を行うことがで
きる施設の長

0 22 109

選挙
管理
委員会

選挙課 選挙公営負担金(はがき)
公職選挙法第142条、
264条

地方公共団体が候補者の選挙運動
の費用を負担する

市議会議員一般選挙
候補者１人につき通常葉書
4,000枚

日本郵便(株) 0 24,000 16,548

選挙
管理
委員会

選挙課
選挙公営負担金(自動車ハイ
ヤー方式)

さいたま市の議会の議
員及び長の選挙におけ
る選挙運動用自動車等
の公営に関する条例第
２条、公職選挙法第264
条

地方公共団体が候補者の選挙運動
の費用を負担する

市議会議員一般選挙
候補者１人１日当たりの限度
額
64,500円

一般乗用旅客自動車運送事業
者

0 5,805 450

選挙
管理
委員会

選挙課
選挙公営負担金(自動車レン
タル方式)

さいたま市の議会の議
員及び長の選挙におけ
る選挙運動用自動車等
の公営に関する条例第
２条、公職選挙法第264
条

地方公共団体が候補者の選挙運動
の費用を負担する

市議会議員一般選挙

候補者１人当たりの限度額
自動車の借入れ
１日当たり15,300円
燃料の供給
９日分66,150円
運転手の雇用
１日当たり12,500円

レンタカー業者
燃料供給業者
運転手

0 34,798 14,496

選挙
管理
委員会

選挙課 選挙公営負担金(ポスター)

さいたま市の議会の議
員及び長の選挙におけ
る選挙運動用自動車等
の公営に関する条例第
６条、公職選挙法第264
条

地方公共団体が候補者の選挙運動
の費用を負担する

市議会議員一般選挙
候補者１人当たりの限度額
単価の制限額×ポスター掲示
場数×1.2

ポスター作成業者 0 56,257 33,302
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称
平成24年度
当初予算額

(単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

１　事業の対価として支出する負担金

選挙
管理
委員会

選挙課 不在者投票指定施設負担金

国会議員の選挙等の執
行経費の基準に関する
法律第13条の２、公職
選挙法第264条

指定施設における不在者投票に要
する経費を負担する

農業委員会委員一般選挙
不在者投票をした選挙人１人
について、727円

公職選挙法施行令の規定によ
る不在者投票を行うことがで
きる施設の長

0 22 0

南
区役所

くらし応援
室

武蔵浦和駅第二街区共用費
(管理･修繕積立金)

さいたま市公衆便所に
係るラムザ全体管理組
合管理費及び修繕維持
積立金の支払に関する
覚書

効率的な維持管理が期待できるた
め

公衆用便所の維持管理
管理費･修繕積立金56,000
円、電気料120,000円

ラムザ全体管理組合 176 188 150
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市長
公室

秘書課 全国市長会分担金 全国市長会会則
全国各市間の連絡協調を図り、市
政の円滑な運営と進展に資し、地
方自治の興隆繁栄に寄与する

全国市長会運営経費
均等割:50,000円
人口割:3,022,000円

全国市長会 3,072 3,072 3,072

市長
公室

秘書課 全国市長会関東支部分担金
全国市長会関東支部規
則

関東地区各市間及び中央との連絡
協調を図り、市政に関する諸般の
事項を調査研究し、各市の発展に
資する

全国市長会関東支部運営
経費

40,000円×１市=40,000円 全国市長会関東支部 40 40 40

市長
公室

秘書課 埼玉県市長会会費 埼玉県市長会会則
県下各市の連絡協調を図り、市政
の円滑な運営と進展に資し、地方
自治と市の興隆と繁栄に寄与する

埼玉県市長会運営経費
均等割:150,000円
人口割:6,084,000円

埼玉県市長会 6,234 6,246 6,246

市長
公室

秘書課 埼玉県副市長会負担金 埼玉県副市長会規約

県下各市の副市長をもって組織
し、市政について調査研究並びに
連絡調整を行い、地方行政の円滑
な運営を図る

埼玉県副市長会運営経費 20,000円×１市=20,000円 埼玉県副市長会 20 20 20

市長
公室

秘書課
埼玉県副市長会研修視察参
加負担金

参加者負担金等
先進事例の調査及び会員相互の情
報交換を通じ、各市行政の運営に
資する

埼玉県副市長会研修視察
20,000円×１名=20,000円
随行職員20,000円×３名
=60,000円

埼玉県副市長会 80 80 0

市長
公室

秘書課
埼玉県副市長会南ブロック
研修視察参加負担金

参加者負担金等

先進事例の調査及び県副市長会南
ブロック会員相互の情報交換を通
じ、南ブロック各市行政の運営に
資する

埼玉県副市長会南ブロッ
ク研修視察

30,000円×１名=30,000円
随行職員30,000円×３名
=90,000円

埼玉県副市長会南ブロック 120 120 0

市長
公室

秘書課 全国都市問題会議参加費 参加者負担金等
都市にかかる諸問題について研
究、討議を行い都市の向上、地方
自治の発展に寄与する

全国都市問題会議 10,000円×２名=20,000円 全国都市問題会議実行委員会 20 20 0

市長
公室

秘書課
埼玉県都市問題研究市長会
総会･研修会参加負担金

参加者負担金等
都市行政に関する諸問題の調査･
研究及び情報交換等を行い、もっ
て住民福祉の増進に資する

埼玉県都市問題研究市長
会研修会

10,000円×２名=20,000円 埼玉県都市問題研究市長会 20 20 0

市長
公室

秘書課
ＮＯＭＡ新任担当者のため
の秘書実務参加料

参加者負担金等
秘書実務の基本的問題を実務の視
点から学び、新任担当者のスキル
向上を図る

参加負担金 30,450円×１名=30,450円 (一社)日本経営協会 31 31 30

市長
公室

秘書課 全国青年市長会 全国青年市長会会則

新しく時代を切り拓くために会員
同士の若い情熱とエネルギーをぶ
つけあい、共に本音で研鑽し、
もって地方自治の発展に寄与する

全国青年市長会運営経費 30,000円×１市=30,000円 全国青年市長会 30 30 30

市長
公室

広報課 日本広報協会負担金 日本広報協会定款

広報に関する技術･資料を収集
し、国、都道府県、市町村、各種
団体などとの連携により、広報広
聴事業の振興発展を図る

日本広報協会運営費 会費120,000円 (公社)日本広報協会 120 120 120

市長
公室

広報課
日本広報協会｢広報基礎講
座｣参加負担金

参加者負担金等
広報基礎講座に参加し、広報編集
新任担当者のスキル向上を図る

参加負担金 9,000円×１名=9,000円 (公社)日本広報協会 9 9 9

市長
公室

広報課
日本広報協会｢広報広聴研究
大会｣参加負担金

参加者負担金等
広報広聴研究大会に参加し、行政
広報の現状と課題、課題に対する
方策を学ぶ

参加負担金 7,000円×１名=7,000円 (公社)日本広報協会 7 7 7

市長
公室

広報課
日本広報協会｢実践広報セミ
ナー｣参加負担金

参加者負担金等

実践広報セミナーに参加し、広報
編集担当者及びPRマスタープラン
進行管理担当者のスキル向上を図
る

参加負担金 30,450円×１名=30,450円 (公社)日本広報協会 30 61 59

市長
公室

広報課
日本経営協会｢広報実務研修
会｣参加負担金

参加者負担金等
広報実務研修に参加し、広報編集
担当者のスキル向上を図る

参加負担金 30,450円×１名=30,450円 (一社)日本経営協会 31 31 19

対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

行財政
改革推進
本部

行政改革
チーム

大都市事務管理主管者会議
負担金

大都市会議等負担金

大都市行政に共通する事務管理の
諸課題について、相互研究と情報
交換を行うことにより、行政の向
上に寄与する

大都市行政に共通する事
務管理の諸課題につい
て、相互研究と情報交換
を行う

4,000円×１市=4,000円
大都市事務主管者会議事務局
(岡山市)

4 4 4

行財政
改革推進
本部

行政改革
チーム

公共施設マネジメント研修
参加

参加者負担金等
公共施設マネジメント計画策定業
務の向上を図る

社会資本を運用･維持･管
理するためのマネジメン
ト研修に参加する

74,800円×１名=74,800円 (財)全国建築研修センター 0 75 0

行財政
改革推進
本部

行政改革
チーム

行政評価システム研修参加 参加者負担金等
行政評価を行政改革のツールとし
て実効性のあるものに再構築する
能力の獲得を図る

行政評価システムの効果
的な活用に係る研修に参
加する

11,400円×１名=11,400円 (財)全国市町村研修財団 0 12 0

行財政
改革推進
本部

民間力活用
チーム

自治体の財源確保策研修参
加負担金

参加者負担金等

広告やネーミングライツの活用な
ど、より一層様々な手法を活用し
た財源確保策について学び、財源
確保策の立案、実施につなげられ
る職員の養成を図る

地方自治体の財政運営や
財源確保策に係る研修に
参加する

13,250円×１名=13,250円 (財)全国市町村研修財団 14 0 0

行財政改革
推進本部

行政改革
チーム

ＪＦＭＡセミナー参加負担
金

参加者負担金等
公共施設マネジメント計画策定に
要する情報を収集する

公共施設マネジメントに
係る先進市の講演会に参
加する

2,000円×１名=2,000円
(公社)日本ファシリティマネ
ジメント協会

0 0 2

政策局 企画調整課 地方自治研究機構負担金
(財)地方自治研究機構
賛助会員規程

地方自治の充実発展に寄与する

地方公共団体が所管する
行政分野に関する調査研
究、地方公共団体の調査
研究の委託、地方公共団
体が関係する調査研究に
関する情報の収集及び提
供、地方公共団体の政策
の企画立案能力の強化に
関する支援

賛助会費135,000円
(政令指定都市)

(財)地方自治研究機構 135 135 135

政策局 企画調整課 企画事務研修会出席負担金 参加者負担金等
企画調整課職員の企画事務の向上
を図る

企画調整課所管全事業 30,450円×１名=30,450円 企画事務研修会主催者 31 31 5

政策局 企画調整課
(財)地域活性化センター負
担金

要望書(さいたま市の政
令指定都市への移行に
伴う出捐金の変更につ
いて)

全国地方自治体等が自主的･主体
的に活力のある地域づくりを推進
する諸活動を支援し、地域振興の
推進に寄与する

地域社会の活性化に関す
る諸情報の収集及び提
供、コンサルティング、
イベント支援、実施、人
材の育成

年会費900,000円
(政令指定都市)

(財)地域活性化センター 900 900 900

政策局 企画調整課
大都市企画主管者会議負担
金

大都市企画主管者会議
規約

大都市(指定都市)が、企画行政及
び都市問題に関し、協力して調査
研究等を行い、もって大都市住民
の福祉向上と我国都市問題の解決
に資する

大都市企画行政及び都市
問題に関する調査、研
究、情報交換事業

構成都市一律70,000円 大都市企画主管者会議 70 70 0

政策局 企画調整課
首都圏業務核都市首長会議
負担金

首都圏業務核都市首長
会議規約

多極分散型国土形成促進法(昭和
63年法律第83号)に基づき業務核
都市を育成･整備し、自立都市圏
の形成を先導する

業務核都市を育成･整備
し、自立都市圏の形成を
先導する事業

構成団体一律40,000円 首都圏業務核都市首長会議 40 40 30

政策局 企画調整課
Smart Wellness City首長研
究会参加負担金

参加者負担金等

総合的な視点を持った健康づくり
をまちづくりの中核に据えた、新
しい都市モデル「スマートウェル
ネスシティ構想」の研究に他都市
などとも連携しながら取り組む

参加者負担金 500円×５名×２回=5,000円
Smart Wellness City首長研
究会

5 0 5

政策局
地下鉄７号
線延伸対策
課

地下鉄７号線建設誘致期成
同盟会負担金

地下鉄７号線建設誘致
期成同盟会規約

地下鉄７号線の建設及び延伸誘致
の早期実現

地下鉄７号線建設誘致期
成同盟会の運営・事業に
必要な経費

市負担金50,000円
地下鉄７号線建設誘致期成同
盟会

50 50 50
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

政策局 ＩＴ政策課
(財)地方自治情報センター
会費

(財)地方自治情報セン
ター寄附行為

社会経済の進展に即応し、地方公
共団体における電子計算組織によ
る情報処理を推進し、地方行政の
近代化に寄与する

情報システム最適化事
業、情報化推進事業、電
算関連事業に関するシス
テム開発、研修など

１団体1,800,000円
(都道府県･政令指定都市)

(財)地方自治情報センター 1,800 1,800 1,800

政策局 ＩＴ政策課
埼玉県電子自治体推進会議
共同事業負担金

埼玉県市町村共同事業
実施要綱

地域情報化を推進し、埼玉県内の
地方公共団体における電子自治体
構築の総合的かつ円滑な推進を図
り、効率的かつ良質な行政サービ
スを提供し、住民の満足度を向上
させる

情報セキュリティに関す
る人材育成事業、情報通
信ネットワークに関する
人材育成事業、その他電
子自治体の推進に必要な
事業

１団体30,000円 埼玉県電子自治体推進会議 30 30 30

政策局 ＩＴ政策課 電算講習会負担金 参加者負担金等 電算講習会受講 電算講習会 760,200円×1式=760,200円
株式会社日立製作所･富士通
株式会社(電算講習会開催者)

0 761 651

政策局
情報システ
ム課

電算講習会負担金 参加者負担金等 電算講習会受講 電算講習会

ネットワークの基礎
 52,500円×３回=157,500円
ＬＡＮ／ＷＡＮの構築実習
135,450円×１回=135,450円
ＪＰ１操作研修
 31,500円×４回=126,000円
データベース基礎
 52,500円×１回= 52,500円
基礎から学ぶシステム運用
 68,250円×１回= 68,250円
プロジェクトマネジメント
 63,000円×３回=189,000円

(株)日立製作所
富士通(株)

729 0 0

政策局
都市経営戦
略室

指定都市市長会分担金 指定都市市長会規約
全国の指定都市の緊密な連携のも
とに、大都市行財政の円滑な推進
と伸張を図る

指定都市市長会事業 分担金4,900,000円 指定都市市長会 4,900 5,400 4,900

政策局 東京事務所 都市東京事務所長会負担金 会費負担金(規約)
各東京事務所所管事務の活発な運
営と全国市長会との円滑な事務連
絡に資する

都市東京事務所長会の運
営に関する事業

会費25,000円 都市東京事務所長会代表幹事 25 25 25

政策局 東京事務所
全国都道府県･政令指定都市
国土交通省担当者連絡協議
会負担金

会費負担金(会則)
全国都道府県･政令指定都市国土
交通省担当者連絡協議会の運営に
資する

研修会の開催、及びその
目的達成のための情報及
び資料の調査、収集

会費15,000円
全国都道府県･政令指定都市
国土交通省担当者連絡協議会

15 15 15

政策局 東京事務所
指定都市東京事務所協議会
研修会参加負担金

参加者負担金等
指定都市東京事務所協議会が主催
する研修会等に参加し、今後の事
務の参考とする

指定都市東京事務所協議
会事業

5,000円×２名=10,000円 指定都市東京事務所協議会 10 10 0

政策局 東京事務所
都市東京事務所長会研修会
参加負担金

参加者負担金等
都市東京事務所長会が主催する研
修会等に参加し、今後の事務の参
考とする

都市東京事務所長会事業 5,000円×２名=10,000円 都市東京事務所長会代表幹事 10 10 0
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

総務局 総務課
文書管理研修受講参加者負
担金

参加者負担金等
文書管理の知識･技法等を習得
し、文書事務の指導に役立てる

参加者負担金 30,450円×１名=30,450円 (一社)日本経営協会 31 31 30

総務局 総務課
大都市文書事務主管者会議
負担金

大都市会議等負担金
政令指定都市における文書事務全
般に関する諸問題について研究･
改善を図る

参加者負担金 10,000円×１名=10,000円
大都市文書事務主管者会議開
催市

10 10 4

総務局 総務課
埼玉県地域史料保存活用連
絡協議会負担金

埼玉県地域史料保存活
用連絡協議会会則

地域史料保存活用及び市町村史編
さんに関する会員相互の連絡と協
調を図り、地域文化の振興に寄与
する

年会費
県及び人口100万人以上の市
18,000円

埼玉県地域史料保存活用連絡
協議会

18 18 18

総務局 総務課
全国歴史資料保存利用機関
連絡協議会負担金

全国歴史資料保存利用
機関連絡協議会会則

会員相互の連絡と提携を図り、研
究協議を通じて、歴史資料の保存
利用活動の振興に寄与する

年会費
都道府県、政令指定都市
40,000円

全国歴史資料保存利用機関連
絡協議会

40 40 40

総務局 総務課
全国歴史資料保存利用機関
連絡協議会全国大会参加負
担金

参加者負担金等
会員相互の連絡と提携を図り、研
究協議を通じて、歴史資料の保存
利用活動の振興に寄与する

参加者負担金 1,500円×１名=1,500円
全国歴史資料保存利用機関連
絡協議会

2 3 3

総務局 総務課 埼玉県統計協会負担金 埼玉県統計協会会則

統計事業の振興発展を図るため
に、埼玉県、市町村、学校、各種
団体で組織される埼玉県統計協会
の運営に係る経費を負担する

年会費
会員一律2,000円
人口割:300,000人以上10,000
円

埼玉県統計協会 12 12 12

総務局 総務課
大都市統計協議会負担金(総
会分)

大都市総会等負担金

都市行政の統計に関する共同研
究、統計制度の改善を図るため
に、政令市及び東京都で組織され
る大都市統計協議会の運営に係る
経費を負担する

参加者負担金 3,000円×２名=6,000円 大都市統計協議会 6 6 6

総務局 総務課
大都市統計協議会負担金(比
較年表編集会議分)

大都市比較年表編集会
議等負担金

大都市比較統計年表を発行する目
的で、政令市及び東京都で組織さ
れる大都市統計協議会比較年表編
集会議の運営に係る経費を負担す
る

参加者負担金 3,000円×１名=3,000円 大都市統計協議会 3 3 3

総務局 法制課
埼玉県都市法制連絡協議会
負担金

埼玉県都市法制連絡協
議会会則

法制執務上の諸問題について調
査、研究を行い、法制執務の適
正、円滑な執行を図る

年会費 １市あたり10,000円 埼玉県都市法制連絡協議会 10 10 10

総務局 法制課
法規実務研修等参加者負担
金

参加者負担金等
法制執務及び政策法務の実務を修
得することにより、自治立法能力
の向上を図る

参加者負担金
30,450円×１名×３回
=91,350円

(一社)日本経営協会 92 92 91

総務局
行政透明推
進課

情報公開･個人情報保護制度
検討講座参加者負担金

参加者負担金等
情報公開制度及び個人情報保護制
度運用に関する理解を深め、資質
の向上を図る

参加者負担金 30,450円×４名=121,800円 (一社)日本経営協会 122 122 122

総務局
人権政策推
進課

北足立郡市町同和対策推進
協議会負担金

参加者負担金等
北足立管内の14市町で協議会を構
成し、同和問題の早期解決を図る

同和対策推進会議及び研
修会による情報の交換等

年会費50,000円
北足立郡市町同和対策推進協
議会

50 50 50

総務局
人権政策推
進課

各種研修会負担金 参加者負担金等
人権問題の解決のために研修を行
い自己研鑽に努める

関係機関･団体が開催する
研修会、人権教育指導者
養成等の研修会への参加
負担金

民間運動団体等が行う各研修
会参加負担金460,000円

部落解放同盟北足立郡協議
会、部落解放北足立郡協議
会、埼玉人権同和センター等

460 500 431

総務局
人権政策推
進課

埼隣協負担金 参加者負担金等
隣保館相互の事業や運営について
情報交換及び研究を行う

協議会が行う事業及び研
究活動

年会費(普通館)135,000円 埼玉県隣保館連絡協議会 135 145 145
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

総務局
人権政策推
進課

各種研修会負担金 参加者負担金等
人権問題の解決のために研修を行
い自己研鑽に努める

関係機関･団体が開催する
研修会、人権教育指導者
養成等の研修会への参加
負担金

隣保館連絡協議会が行う各研
修会参加負担金

全国隣保館連絡協議会
埼玉県隣保館連絡協議会

48 64 58

総務局
人権政策推
進課

人権相談事業負担金
さいたま人権擁護委員
協議会会則

委員としての任務の円滑な遂行及
び人権擁護事業の適正な運営を図
る

人権擁護委員が市民生活
の安定に寄与することを
目的として行う人権相談
事業及び人権啓発活動

人口1,216,892人(Ｈ23.3.31)
×３円≒3,650,600円

さいたま人権擁護委員協議会 3,651 3,628 3,628

総務局 人事課
大都市職員定数事務担当者
会議負担金

参加者負担金等

大都市行政における職員定数事務
の諸課題について、相互研究と情
報交換を行うことにより、より
いっそうの定員適正化に努める

大都市職員定数事務担当
者会議の参加者負担金

3,000円×１名=3,000円
大都市職員定数事務担当者会
議

3 3 1

総務局 人事課
大都市人事担当課長会議負
担金

参加者負担金等

大都市行政における人事事務の諸
課題について、相互研究と情報交
換を行うことにより、よりいっそ
うの人事行政の推進に努める

大都市人事担当課長会議
の参加者負担金

3,000円×２名=6,000円
3,000円×２名=6,000円

大都市人事担当課長会議 12 12 4

総務局 人事課
衛生管理者受験講習会受講
料

地方公務員安全衛生推
進協会受講案内

安全衛生対策の推進にあたり、第
１種衛生管理者の養成を図る

受講負担金等 3,000円×10名=30,000円 地方公務員安全衛生推進協会 30 24 24

総務局 人事課
安全管理者等選任研修受講
料

｢安全管理者選任時研
修｣のご案内

厚生労働大臣が定める研修を受講
し、安全管理者の資格要件である
研修修了要件を取得する

受講負担金等 11,550円×５名=57,750円
社団法人埼玉労働基準協会連
合会

58 58 14

総務局 職員課 給与実務研修会負担金 参加者負担金等
給料及び諸手当に係る制度詳解及
び実務研修により資質の向上を図
る

参加者負担金
11,000円×１名=11,000円
10,000円×１名=10,000円

(財)日本人事行政研究所 21 21 10

総務局 職員課
給与制度とその実務研修参
加者負担金

参加者負担金等
地方公務員の給与制度の知識の習
得と実践的な事例演習により資質
の向上を図る

参加者負担金 30,450円×１名=30,450円 (一社)日本経営協会 31 31 30

総務局 人材育成課 自治大学校研修負担金
自治大学校研修生推薦
要綱

分権型社会を担い、時代の変化に
対応できる人材の育成を目的に、
地方公共団体が担う行政全般にわ
たる総合的･専門的な知識を身に
付ける

第１部課程、第１部特別
課程、第３部課程、税務
専門課程を履修

１部493,000円×２名
=986,000円
１部特別129,000円×１名
=129,000円
３部76,000円×１名=76,000
円
税務専門160,000円×１名
=160,000円
計1,351,000円

自治大学校 1,351 1,517 991

総務局 人材育成課
政策研究大学院大学入学金･
授業料･検定料

政策研究大学院大学修
士課程学生募集要項

①地域レベルの政策を中心に、政
策に関する専門的知識や技術に加
え、高度な政策構想力や行政運営
能力を身に付ける
②防災・復興・危機管理に関する
最新の課題について学び、総合的
な専門知識を有し、関連政策の企
画や実践に係る高度な能力を有す
るエキスパートを養成する

修士課程を履修

①【地域政策プログラム】
入学金282,000円
授業料536,000円
検定料30,000円
②【防災・復興・危機管理プ
ログラム】
授業料536,000円

政策研究大学院大学 1,384 848 1,160

総務局 人材育成課
市町村職員中央研修所研修
受講負担金

市町村職員中央研修所
研修計画

市町村が直面している様々な行政
課題について主体的に取り組み、
的確に対応できる能力を身に付け
る

各種研修コースを受講

19,800円×2名=39,600円
32,600円×4名=130,400円
40,000円×7名=280,000円
計450,000円

市町村職員中央研修所 450 522 350
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

総務局 人材育成課
全国市町村国際文化研修所
研修負担金

全国市町村国際文化研
修所研修計画

国際対応能力の向上を図るととも
に、自治体行政に関わる課題に対
応できる、高度で専門的かつ実践
的な能力を身に付ける

｢地域の国際化｣基礎コー
スを受講

21,000円×３名=63,000円 全国市町村国際文化研修所 63 63 49

総務局 人材育成課
全国建設研修センター研修
負担金

全国建設研修センター
研修計画

高度化する建設技術に即応し、社
会ニーズの多様化に的確に対応で
きる能力を身に付ける

各種研修コースを受講 90,000円×２名=180,000円 全国建設研修センター 180 180 154

総務局 人材育成課
自治体女性管理監督者研修
受講負担金

参加者負担金等 女性管理者の資質の向上を図る 研修会参加 98,000円×１名=98,000円 自治体女性管理者フォーラム 98 98 95

総務局 人材育成課
地方自治体運営に係る講座
参加者負担金

参加者負担金等

地方自治体が抱える課題をテーマ
とした研修会や地方自治体運営に
関わる講座、情報交流会等を通し
て職員の能力の向上を図る

参加者負担金 30,500円×１名=30,500円 (一社)日本経営協会 30 30 30

総務局 人材育成課 日本経営協会会費 日本経営協会定款

経営及び事務能率に関する調査研
究を行いその成果を普及し、かつ
実施を推進し、わが国の生産性向
上に寄与する

日本経営協会登録団体年
会費

年会費50,000円 (一社)日本経営協会 50 50 50

総務局 人材育成課 公務人材開発協会会費
公務人材開発協会会員
規程

公務及びその他の研修関係機関相
互の連携協力の推進、研修に関す
る調査研究を行い、もって研修の
充実、発展を図り、わが国におけ
る人材の育成に寄与する

公務人材開発協会登録団
体年会費

年会費20,000円 公務人材開発協会 0 20 20

総務局 人材育成課
関東地区公務研修協議会会
費

関東地区公務研修協議
会規約

公務に関する研修の発展を図るた
め関東甲信越地域にある公務研修
機関、各地区協議会及び(財)公務
人材開発協会との連絡協力を図
り、研修に関する各種の専門的研
究、研修専門職員等の資質の向上
に寄与する

関東地区公務研修協議会
年会費

年会費2,000円 関東地区公務研修協議会 0 2 2

総務局 人材育成課
彩の国さいたま人づくり広
域連合負担金

彩の国さいたま人づく
り広域連合規約

埼玉県及び埼玉県内の全市町村の
職員を対象に、職務遂行に必要な
基本能力の習得や多様化、高度化
する行政ニーズに対応できる人材
を育成する

団体負担金
24年度市割当負担金
１市あたり2,000,000円

彩の国さいたま人づくり広域
連合

2,000 2,000 1,895

総務局 人材育成課 防火管理者講習会負担金 参加者負担金等
消防法に基づき、防火管理者資格
取得のため

参加者負担金 6,000円×１名=6,000円 (財)日本防火協会 6 6 6

総務局 安心安全課 災害対策専門研修負担金 参加者負担金等
自治体職員として、危機管理･防
災に関する業務を行う上で必要な
知識を習得する

参加者負担金 5,000円×１名=5,000円 人と未来防災センター 5 5 5

総務局 安心安全課 原子力災害対策講習会 参加者負担金等
原子力安全対策及び事故対策の基
礎的知識を習得するため

参加者負担金 5,000円×1名=5,000円 NPO法人NBCR対策推進機構 0 0 5
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

総務局 安心安全課
九都県市新型インフルエン
ザ対策検討部会負担金

新型インフルエンザ対
策検討部会に関する申
し合わせ事項

首都圏における新型インフルエン
ザ対策の広域的な取組みについ
て、九都県市が共同で研究し、そ
の成果を具体化するために組織さ
れた九都県市新型インフルエンザ
対策検討部会の運営に係る経費を
負担する

会議負担金 九都県市負担金60,000円
九都県市新型インフルエンザ
対策検討部会事務局(川崎市)

60 100 60

総務局 防災課
第三級陸上特殊無線技士養
成課程受講負担金

参加者負担金等
防災行政無線の運用に必要となる
第三級陸上特殊無線免許の養成課
程を受講する

養成課程受講負担金
第三級陸上特殊無線技士養成
課程受講料25,000円×２名
=50,000円

(財)日本無線協会 50 50 49

総務局 防災課
関東地方防災行政無線連絡
協議会分担金

協議会分担金等

関東地方の各都県、ならびに政令
市で構成される関東地方防災行政
無線連絡協議会の運営に係る経費
を負担する

運営経費分担金
関東地方防災行政無線連絡協
議会分担金7,000円

関東地方防災行政無線連絡協
議会

7 10 7

総務局 防災課
九都県市地震防災･危機管理
対策部会負担金

九都県市地震防災･危機
管理対策部会負担金等

九都県市地震防災･危機管理対策
部会等の運営等に係る経費を負担
する

運営経費負担金
九都県市地震防災･危機管理
対策部会負担金400,000円

九都県市地震防災･危機管理
対策部会事務局

400 400 400

総務局 防災課
九都県市合同防災訓練連絡
部会負担金

連絡部会負担金等
九都県市合同防災訓練部会の運営
等に係る経費を負担する

運営経費負担金
九都県市合同防災訓練連絡部
会負担金1,500,000円

九都県市合同防災訓練連絡部
会事務局

1,500 1,500 1,500

総務局 防災課
九都県市合同防災訓練連絡
部会負担金(図上訓練)

連絡部会負担金等
九都県市合同防災訓練部会(図上
訓練)の運営に係る経費を負担す
る(隔年)

運営経費負担金
九都県市合同防災訓練連絡部
会負担金(図上訓練)
2,500,000円

九都県市合同防災訓練連絡部
会事務局

0 2,500 2,500

総務局 防災課
危機管理･防災教育科トップ
マネジメントコース入校経
費

参加者負担金等
大規模災害発生時における対応能
力を習得するため

危機管理･防災教育科トッ
プマネジメントコース入
校経費

5,000円×２名=10,000円 (財)消防科学総合センター 10 10 5

総務局 防災課
帰宅困難者対策協議会負担
金

帰宅困難者対策協議会
負担金

埼玉県と合同で、実施する帰宅困
難者対策協議会に係わる費用を負
担する

帰宅困難者対策協議会負
担金

帰宅困難者対策協議会負担金
2,000,000円

帰宅困難者対策協議会事務局 2,000 0 0

財政局 財政課
21大都市公債主管者会議負
担金

21大都市公債主管者会
議規約

会議開催 年会費 年会費3,000円
21大都市公債主管者会議(相
模原市)

3 3 3

財政局 財政課
全国都市税財政主管者研修
会出席者負担金

参加者負担金等
都市税財政主管者としての業務に
精通する

財務研修 6,000円×２名=12,000円 全国市長会 12 12 0

財政局 財政課
予算編成実務研修参加者負
担金

参加者負担金等
予算編成についての知識を習得
し、職員の資質向上を図る

参加者負担金 30,450円×１名=30,450円 (一社)日本経営協会 31 31 0

財政局 財政課 地方債協会負担金
(財)地方債協会寄附行
為

地方公共団体の安定した資金の調
達のため、地方債管理の充実等各
種の活動を行う協会であり、年会
費を負担する

年会費
100,000円×14口=1,400,000
円

(財)地方債協会 1,400 1,400 1,260

財政局 財政課
関東･中部･東北自治宝くじ
事務協議会普及宣伝費負担
金

関東･中部･東北自治宝
くじ事務協議会規約

事務協議会の議決に基づき、運用
計画に基づく事業に充当するた
め、運用益相当額を負担する

分担金 分担金290,000円
関東･中部･東北自治宝くじ事
務協議会(神奈川県)

290 290 26

財政局 財政課
関東･中部･東北自治宝くじ
事務協議会負担金

関東･中部･東北自治宝
くじ事務協議会規約

関中東ブロックの宝くじの発売に
係る一部事務組合に対し、年会費
を負担する

年会費 年会費100,000円
関東･中部･東北自治宝くじ事
務協議会(神奈川県)

100 100 100
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

財政局 財政課
全国自治宝くじ事務協議会
負担金

全国自治宝くじ事務協
議会規約

全国自治宝くじの発売に係る一部
事務組合に対し、年会費を負担す
る

年会費 年会費100,000円
全国自治宝くじ事務協議会
(東京都)

100 50 50

財政局 財政課
全国自治宝くじ協議会運用
利益金(分担金)

全国自治宝くじ事務協
議会規約

事務協議会の議決に基づき、運用
計画に基づく事業に充当するた
め、運用益相当額を負担する

分担金 分担金520,000円
全国自治宝くじ事務協議会
(東京都)

520 520 494

財政局 財政課 地方財務協会負担金
(財)地方財務協会寄附
行為

自主的かつ健全な地方税財政制度
の確立に寄与し、もって地方自治
の完成に資するため設置された協
会であり、年会費を負担する

年会費 年会費600,000円 (財)地方財務協会 600 600 540

財政局 用地管財課
公有財産管理実務講座参加
者負担金

参加者負担金等
財産管理に関する研修へ参加する
ことによって、業務に必要な実務
能力の向上を図る

参加者負担金 30,450円×１名=30,450円 (一社)日本経営協会 31 30 30

財政局 用地管財課
官公署登記事務研究協議会
負担金

協議会会則(第14条)
他の官公署等と共同で情報交換、
研究、協議及び研修を実施するこ
とで、登記事務の効率化を図る

他の官公署等と共同で情
報交換、研究、協議及び
研修を実施するための協
議会の運営

1,000円×８課所=8,000円 官公署登記事務研究協議会 8 8 8

財政局 用地管財課
大都市管財事務主管者会議
(管財部門)負担金

大都市管財事務主管者
会議規約(第４条)

大都市間での連携を図り、管財事
務の効率を上昇させる

政令指定都市及び東京都
における管財事務の調査
研究

4,000円×１名=4,000円
大都市管財事務主管者会議開
催市

4 4 3

財政局 用地管財課
関東地区用地対策連絡協議
会負担金

関東地区用地対策連絡
協議会規則

公共用地の取得に関し、関係現業
機関の相互の連絡を図り、用地取
得の推進、補償に関する調査等を
行う

公共用地の取得に関し、
関係現業機関の情報交
換、研究、協議及び研修
を実施するための協議会
の運営

20,000円×１団体=20,000円 関東地区用地対策連絡協議会 20 20 12

財政局 用地管財課
関東地区用地対策連絡協議
会研修参加負担金

用地事務職員研修参加
費
土地評価実務研修参加
費

実務経験１～３年未満の用地事務
職員研修
実務経験３年以上の用地職員に対
する土地評価実務研修

地方自治体における用地
取得の理論とその実務に
ついて解説する講座の開
催

19,800円×１名=19,800円
14,600円×１名=14,600円

関東地区用地対策連絡協議会 35 35 0

財政局 用地管財課
大都市管財事務主管者会議
(用地部門)負担金

大都市管財事務主管者
会議規約第４条

政令指定都市及び東京都における
管財事務について、調査研究を行
う

他の官公署等と共同で情
報交換、研究、協議及び
研修を実施するための協
議会の運営

4,000円×２名=8,000円
大都市管財事務主管者会議開
催市

8 8 3

財政局 用地管財課
埼玉地区用地対策連絡協議
会負担金

埼玉地区用地対策連絡
協議会第５条

公共用地の取得に関し、会員相互
で調査研究を行い、併せて連絡調
整を図り、適正かつ円滑な事務の
推進を図る

公共用地の取得に関し、
会員相互で情報交換、研
究、協議及び研修を実施
するための協議会の運営

10,000円×１団体=10,000円 埼玉地区用地対策協議会 10 10 10

財政局 用地管財課
全国用対連セミナー参加負
担金

全国用対連セミナー参
加費

公共用地の取得に関し、関係現業
機関の相互の連絡を図り、各専門
家による全国レベルでの事例セミ
ナー

公共用地の取得に関し、
関係現業機関の各専門家
による全国レベルでの事
例セミナーの開催

4,000円×１名=4,000円 関東地区用地対策連絡協議会 4 4 0

財政局 庁舎管理課 安全運転管理者協会会費
各安全運転管理者協会
会則

安全運転管理者協会の年会費
事業所として安全運転に
努めるための活動を行う

浦和地区:本庁舎81,000円、
浦和区役所18,000円、南区役
所18,000円、浦和西地区:中
央区役所18,000円、桜区役所
18,000円、浦和東地区:緑区
役所18,000円、大宮地区:北
区役所21,000円、大宮区役所
29,000円、大宮東地区:見沼
区役所21,000円、大宮西地
区:西区役所16,000円、岩槻
地区:岩槻区役所19,000円

各地区安全運転管理者協会
(浦和･浦和西･浦和東･大宮･
大宮東･大宮西･岩槻)

277 277 277
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

財政局 庁舎管理課
安全運転管理者等講習会受
講料

道路交通法第74条の３
(安全運転管理者等)

安全運転管理者等の安全運転指導
に関する講習会の受講料

事業所として安全運転に
努めるための講習を行う

本庁舎4,200円×８名=33,600
円、大宮･岩槻区役所4,200円
×２名×２区=16,800円、上
記以外区役所4,200円×１名
×８区=33,600円

各地区安全運転管理者協会
(浦和･浦和西･浦和東･大宮･
大宮東･大宮西･岩槻)

84 84 80

財政局 庁舎管理課 防火防災講習会受講料 参加者負担金 防火管理者の選任 庁舎管理事業 9,000円×１名=9,000円 (財)日本防火協会 9 9 8

財政局 庁舎管理課
防災センター要員講習会受
講料

参加者負担金 自衛消防組織管理者の設置 庁舎管理事業 35,000円×５名=175,000円 (社)東京消防設備保守協会 175 175 35

財政局 契約課
地方公共団体における工事
請負契約事務参加者負担金

参加者負担金等
入札･契約事務についての知識を
習得し、職員の資質向上を図る

参加者負担金 30,450円×１名=30,450円 (一社)日本経営協会 0 31 30

財政局 契約課
地方公共団体における工事
請負契約事務参加者負担金

参加者負担金等
入札･契約事務についての知識を
習得し、職員の資質向上を図る

参加者負担金 30,450円×２名=60,900円 (一社)日本経営協会 61 30 30

財政局 契約課
大都市契約事務協議会参加
負担金

参加者負担金等

東京都及び各政令指定都市におい
て、入札･契約事務に係る調査･研
究及び先進事例の情報交換等を行
い、本市の入札契約事務の資質向
上を図る

大都市契約事務協議会の
出席負担金

3,000円×２名=6,000円 協議会開催都市(堺市) 6 6 6

財政局 調達課
地方自治体における契約事
務参加者負担金

参加者負担金等
入札･契約事務についての知識を
習得し、職員の資質向上を図る

参加者負担金 30,450円×１名=30,450円 (一社)日本経営協会 31 31 0

財政局 調達課
大都市契約事務協議会参加
負担金

参加者負担金等

東京都及び各政令指定都市におい
て、入札･契約事務に係る調査･研
究及び先進事例の情報交換等を行
い、本市の入札契約事務の資質向
上を図る

大都市契約事務協議会の
出席負担金

3,000円×１名=3,000円 協議会開催都市(堺市) 3 3 3

財政局 調達課
地方自治体における契約事
務参加者負担金

参加者負担金等
入札･契約事務についての知識を
習得し、職員の資質向上を図る

参加者負担金 30,450円×１名=30,450円 (一社)日本経営協会 31 31 30

財政局 工事検査課
工事管理･技術検査等業務研
修参加者負担金

参加者負担金等

工事監理･検査等の具体的な業務
(土木工事･建築工事)を学習する
講座で、業務(土木工事･建築工
事)に必要な実務能力の向上を図
る

参加者負担金 30,450円×１名=30,450円 (一社)日本経営協会 31 31 30

財政局 工事検査課
関東ブロック工事検査担当
員連絡会負担金

参加者負担金等
土木工事の検査について、関係機
関相互の連絡調整を図り、技術水
準の向上を期する

研修参加費 研修参加費10,000円 連絡開催都県市 10 10 5

財政局 税制課 全国地方税務協議会負担金
全国地方税務協議会会
則

地方団体間の税務行政運営上の協
力を推進する

地方税務行政運営に関す
る連絡調整及び支援地方
税に関する研修

年負担金700,000円 全国地方税務協議会 700 700 700

財政局 税制課
埼玉県市町村税務協議会負
担金

埼玉県市町村税務協議
会会則

税務行政全般についての調査･研
究及び市町村間の連携協調を図る

地方税制度に関する調査･
研究及び税務行政の運営･
改善に関する研究

年負担金6,000円 埼玉県市町村税務協議会 6 6 6

財政局 税制課
浦和税務署管内地区税務協
議会負担金

浦和税務署管内地区税
務協議会会則

税務行政の円滑な運営と相互の親
睦

税務関係諸法規及び取扱
通知等の研修国税、地方
税の事務の連絡調整

年負担金10,000円
浦和税務署管内地区税務協議
会

10 10 10
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

財政局 税制課
大宮税務署管内地区税務協
議会負担金

大宮税務署管内地区税
務協議会会則

税務行政の円滑な運営と相互の親
睦

税務関係諸法規及び取扱
通知等の研修国税、地方
税の事務の連絡調整

年負担金10,000円
大宮税務署管内地区税務協議
会

10 10 10

財政局 税制課
春日部税務署管内税務協議
会負担金

春日部税務署管内税務
協議会会則

税務行政の円滑な運営と相互の親
睦

税務関係諸法規及び取扱
通知等の研修国税、地方
税の事務の連絡調整

均等割:4,000円
人口割:33,000円

春日部税務署管内税務協議会 37 37 37

財政局 市民税課
住民税をめぐる課税の実務
講座参加者負担金

参加者負担金等
個人住民税制度とその適正な運営
等の理解を深め、資質の向上を図
る

参加者負担金
30,450円×10名(区役
所)=304,500円

(一社)日本経営協会 0 305 305

財政局 市民税課
事業所税都市連絡協議会負
担金

事業所税都市連絡協議
会設置要綱

事業所税に関する調査･研究及び
課税団体相互の運営の円滑化

実務担当者を対象とした
研修会、税制改正の取扱
い点に関する総務省の講
義

会員団体１団体につき
年負担金　5,000円

事業所税都市連絡協議会 5 6 6

財政局
固定資産税
課

(財)資産評価システム研究
センター負担金

参加者負担金等
固定資産税および都市計画税の賦
課徴収に係る情報収集及び評価技
術の向上に資する

年会費 年会費150,000円
(財)資産評価システム研究セ
ンター

150 150 150

財政局
固定資産税
課

固定資産税の評価と課税の
実務研修参加者負担金

参加者負担金等
固定資産税および都市計画税の賦
課徴収に係る情報収集及び評価技
術の向上を図る

参加者負担金 30,450円×28名=852,600円 (一社)日本経営協会 853 853 890

財政局
固定資産税
課

(財)資産評価システム研究
センター研修負担金

参加者負担金等
固定資産税および都市計画税の賦
課徴収に係る情報収集及び評価技
術の向上に資する

参加者負担金 30,450円×６名=182,700円
(財)資産評価システム研究セ
ンター

183 183 120

財政局 収納対策課 徴収事務研修出席負担金 参加者負担金等 徴収事務能力の向上を図る 参加者負担金

本庁分:30,450円×３名
=91,350円
各区収納課分:30,450円×10
名=304,500円

(一社)日本経営協会 396 336 288

市民･
スポーツ
文化局

市民総務課 坂戸自治会費 年会費 坂戸自治区運営に対する負担金 自治会費 年額59,400円 南魚沼市 0 60 59

市民･
スポーツ
文化局

市民総務課 南魚沼市観光協会費 年会費 南魚沼市観光振興に対する補助
観光用パンフレットの印
刷及び運営事業費

年額34,000円 南魚沼市 0 34 34

市民･
スポーツ
文化局

市民総務課 食品衛生協会負担金 年会費
食品衛生や安全性に関する情報提
供及び啓蒙活動推進の補助

厨房衛生検査並びに食中
毒防止の促進活動

年額5,000円 食品衛生協会六日町分会 0 5 5

市民･
スポーツ
文化局

市民総務課 社会保険協会負担金 年会費
健康の保持、厚生福利増進事業の
補助

広報紙、パンフレット、
事務講習会費

年額5,500円
新潟県社会保険協会六日町支
部

0 5 6

市民･
スポーツ
文化局

市民総務課 ボイラ協会負担金 年会費
ボイラ安全運転の啓蒙活動に対す
る補助

検査ボイラ、熱交換機等
に対する安全運転の啓蒙
活動等に対するパンフ
レットの作成

年額20,000円 (社)日本ボイラ協会新潟支部 0 20 20

市民･
スポーツ
文化局

市民総務課 危険物安全協会費 年会費
危険物設置者の安全管理運動啓蒙
活動に対する補助

危険物施設設置事業所に
対する安全管理、点検等
啓蒙活動

年額5,000円
(財)新潟県危険物安全協会南
魚沼地区支会

0 5 5

市民･
スポーツ
文化局

市民総務課 六日町温泉保養所組合費 年会費
業務運営の向上と組合員の親睦の
ための補助

保養所組合費 年額24,000円 六日町温泉保養所組合 0 24 0
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

市民･
スポーツ
文化局

市民総務課 市民局長会議出席者負担金
大都市市民局長連絡会
議会則

市民生活に属する諸問題について
意見の交換と相互の連絡を行い、
市民生活行政の効果的推進に資す
る

市民局長会議出席者負担
金

3,000円×２名=6,000円 大都市市民局長連絡会議 6 6 6

市民･
スポーツ
文化局

市民総務課 埼玉県防衛協会負担金 年会費
防衛意識の普及高揚と自衛隊を激
励支援し、自衛隊と県民との相互
理解向上を達成する

埼玉県防衛協会負担金 負担金45,000円 埼玉県防衛協会 45 45 45

市民･
スポーツ
文化局

交通防犯課
埼玉県交通指導員連合会負
担金

埼玉県交通指導員連合
会会則及び埼玉県交通
指導員連合会の運営に
関する規則

埼玉県交通指導員連合会の運営費
に対する県内交通指導員会費

埼玉県交通指導員連合会
が主催･共催する各種事業
及び交通安全活動全般

1,500円×220名=330,000円 埼玉県交通指導員連合会 330 330 302

市民･
スポーツ
文化局

コミュニ
ティ推進課

彩の国コミュニティ協議会
負担金

彩の国コミュニティ協
議会会則

自主的なコミュニティ活動を県民
全体の運動として展開することに
より、県民の幸せを目指し、心の
ふれあう豊かで住みよい地域社会
を構築するため

彩の国コミュニティ協議
会年会費

年会費10,000円 彩の国コミュニティ協議会 10 10 10

市民･
スポーツ
文化局

コミュニ
ティ推進課

指定都市地域振興主管者連
絡会議負担金

大都市会議等負担金

大都市に共通する地域活動の活性
化、地域連帯感の醸成等に関する
行政上の諸問題を研究討議すると
ともに、指定都市相互間の情報交
換及び研修を図る

会議出席に伴う出席者分
担金

5,000円×１名=5,000円
指定都市地域振興主管者会議
幹事市（相模原市）

5 5 2

市民･
スポーツ
文化局

コミュニ
ティ推進課
市民活動支
援室

職員研修参加負担金 参加者負担金等
職員が市民活動や協働についての
理解を深めるため

他の自治体やＮＰＯ等が
主催する研修会への参加

5,000円×10名×２回
=100,000円

研修等主催団体 100 200 15

市民･
スポーツ
文化局

コミュニ
ティ推進課
市民活動支
援室

指定都市地域振興主管者連
絡会議参加者負担金

指定都市地域振興主管
者連絡会議規約

大都市に共通する地域活動の活性
化や地域連帯の醸成等に関する研
究討議を行うとともに、情報交換
及び研修を行う

会議出席に伴う出席者分
担金

5,000円×１名=5,000円
指定都市地域振興主管者会議
幹事市(相模原市)

5 5 2

市民･
スポーツ
文化局

コミュニ
ティ推進課
市民活動支
援室

防火管理者講習会負担金 参加者負担金
消防法に基づく防火管理者資格取
得のため

参加者負担金 6,000円×１名=6,000円 (財)日本防火協会 6 6 0

市民･
スポーツ
文化局

男女共同参
画課

日本女性会議出席負担金 参加者負担金等
男女共同参画に関する全国の活動
事例や取組を学ぶため

参加者負担金 3,500円×３名=10,500円 日本女性会議実行委員会 11 11 11

市民･
スポーツ
文化局

消費生活総
合センター

埼玉県中部地区消費者行政
推進連絡協議会負担金

埼玉県中部地区消費者
行政推進連絡協議会規
約

消費者行政の効率的な運営を図る
埼玉県中部地区消費者行
政推進連絡協議会の運営

人口割:30,000円
(人口区分80万人以上)

埼玉県中部地区消費者行政推
進連絡協議会

30 30 30

市民･
スポーツ
文化局

消費生活総
合センター

国民生活センター行政職員
研修負担金

参加者負担金等 消費者行政の基礎知識の習得
消費者行政に係る講義、
団体討議など

2,200円×２名=4,400円 国民生活センター 4 5 2

市民･
スポーツ
文化局

消費生活総
合センター

国民生活センター消費生活
相談員研修負担金

参加者負担金等
多様化･複雑化する相談に対する
適切かつ速やかな対応を図る

相談に係る法律解釈、適
用方法など

2,200円×16名=35,200円 国民生活センター 36 35 28

市民･
スポーツ
文化局

消費生活総
合センター

防災管理者講習負担金 参加者負担金等 防災管理の資格取得のため 講習受講料 8,000円×１名=8,000円 (社)さいたま市防火安全協会 8 0 0
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

市民･
スポーツ
文化局

スポーツ振
興課

Ｊリーグ関係自治体等連絡
協議会負担金

参加者負担金等

Ｊリーグのホームタウン及びホー
ムスタジアムを所管する自治体等
の相互の連絡調整を密にしてホー
ムスタジアムの適切かつ効果的な
管理と運営の円滑化並びにホーム
タウンの振興を図る

Ｊリーグ関係自治体等(自
治体46、(独)１、その他
関連団体2)による連絡調
整会議

6,000円×１名=6,000円 Ｊリーグ関係自治体等連絡協
議会

6 6 1

市民･
スポーツ
文化局

スポーツ振
興課

特別管理産業廃棄物管理責
任者に関する講習会負担金

参加者負担金

特別管理産業廃棄物に関する業務
を適切に行うため、設置が義務付
けられている、特別産業廃棄物管
理責任者の資格取得のため

参加者負担金 12,000円×１名=12,000円
(財)日本産業廃棄物処理振興
センター

12 0 0

市民･
スポーツ
文化局

文化振興課
埼玉県博物館連絡協議会負
担金

埼玉県博物館連絡協議
会会則

県内の各博物館相互の連携を緊密
にし、博物館事業の振興を図る

埼玉県博物館連絡協議会
の会費

年会費10,000円 埼玉県博物館連絡協議会 10 10 10

市民･
スポーツ
文化局

文化振興課 日本博物館協会会費
(財)日本博物館協会
寄付行為

全国の博物館が情報交換や研究発
表を行う全国博物館会議を通じた
協会諸事業への参画

日本博物館協会の維持会
費

年会費25,000円 (財)日本博物館協会 25 25 25

市民･
スポーツ
文化局

文化振興課 日本漫画家協会賛助会費 日本漫画家協会定款

全国のプロの漫画家による組織
(協会)に係る負担金であり、会館
の展示事業において協力を得てい
る

日本漫画家協会の会費 年会費50,000円 (社)日本漫画家協会 50 50 50

市民･
スポーツ
文化局

文化振興課
日本マンガ学会賛助会員年
会費

日本マンガ学会会則

漫画を文化として研究する団体に
係る負担金
著名な研究者が名を連ねていて、
最新の研究情報等を得ている

日本マンガ学会の会費 年会費50,000円 日本マンガ学会 50 50 50

市民･
スポーツ
文化局

文化振興課 防火管理者講習会負担金 参加者負担金
消防法に基づく防火管理者資格取
得のため

参加者負担金 6,000円×１名=6,000円 (財)日本防火協会 6 6 0

市民･
スポーツ
文化局

文化振興課
文化施設建
設準備室

埼玉県博物館連絡協議会負
担金

埼玉県博物館連絡協議
会会則

県内の各博物館相互の連携を緊密
にし、博物館事業の振興を図る

埼玉県博物館連絡協議会
の会費

年会費14,000円 埼玉県博物館連絡協議会 14 0 0

市民･
スポーツ
文化局

大宮盆栽美
術館

防火管理者講習会負担金 参加者負担金
消防法に基づく防火管理者資格取
得のため

参加者負担金 6,000円×１名=6,000円 (財)日本防火協会 6 6 6

市民･
スポーツ
文化局

大宮盆栽美
術館

日本博物館協会会費
(財)日本博物館協会寄
付行為

全国の博物館が情報交換や研究発
表を行う全国博物館会議を通じた
協会諸事業への参画

日本博物館協会の維持会
費

入会金35,000円
会費35,000円

(財)日本博物館協会 70 35 0

市民･
スポーツ
文化局

大宮盆栽美
術館

地方史研究協議会会費 地方史研究協議会会則

全国各地の地方史研究者および研
究団体相互間の連絡を密にし、日
本史研究の基礎である地方史研究
の推進を図る

地方史研究協議会の会費 会費6,600円 地方史研究協議会 7 7 7

市民･
スポーツ
文化局

大宮盆栽美
術館

埼玉県博物館連絡協議会負
担金

埼玉県博物館連絡協議
会会則

県内の各博物館相互の連携を緊密
にし、博物館事業の振興を図る

埼玉県博物館連絡協議会
の会費

会費21,000円 埼玉県博物館連絡協議会 21 21 21

市民･
スポーツ
文化局

大宮盆栽美
術館

社団法人日本盆栽協会
社団法人日本盆栽協会
規則

盆栽に関する情報共有や盆栽関係
者との連携を緊密にし、盆栽文化
の振興を図る

日本盆栽協会の会費
入会金12,000円
年会費3,000円

(社)日本盆栽協会 15 0 0
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

市民･
スポーツ
文化局

区政推進室
中央地区戸籍住民基本台帳
事務協議会負担金

中央地区戸籍住民基本
台帳事務協議会会則

さいたま地方法務局本局管内の戸
籍及び住民基本台帳事務に関する
各市区町村間の連絡を保ち、戸籍
等に関する研究、協議等を行う

中央地区戸籍住民基本台
帳事務協議会負担金

さいたま市10区負担分(金額
は人口やその他の要件により
決定)

中央地区戸籍住民基本台帳事
務協議会「会長市（戸田
市）」

407 422 399

市民･
スポーツ
文化局

区政推進室
指定都市住居表示連絡協議
会負担金

指定都市住居表示連絡
協議会会則

住居表示に関する諸問題について
意見の交換と相互の連絡を行い事
業の効果的推進に資する

指定都市住居表示連絡協
議会負担金

2,000円×２名=4,000円 指定都市住居表示連絡協議会 4 4 4

市民･
スポーツ
文化局

区政推進室 防火管理者講習会負担金 参加者負担金
消防法に基づく防火管理者資格取
得のため

参加者負担金

6,000円×１名×７区役所
(西、大宮、見沼、中央、
南、緑、岩槻)+6,000円×１
名×３保健センター（中央、
浦和、岩槻）=60,000円

(財)日本防火協会 60 42 12

市民･
スポーツ
文化局

区政推進室
特別管理産業廃棄物管理責
任者に関する講習会負担金

講習受講料

特別管理産業廃棄物に関する業務
を適切に行うため、設置が義務付
けられている、特別産業廃棄物管
理責任者の資格取得

廃棄物処理法第12条の２
第６項に規定されている
特別産業廃棄物管理責任
者の資格を取得するため
の講習で、受講料は定額

受講料12,000円×３区(大宮
区･中央区･岩槻区)=36,000円

(財)日本産業廃棄物処理振興
センター

36 36 24

市民･
スポーツ
文化局

区政推進室 防火管理者講習会負担金 参加者負担金
消防法に基づく防火管理者資格取
得のため

参加者負担金
6,000円×１名×１か所（大
宮駅支所）=6,000円

(財)日本防火協会 6 0 0

市民･
スポーツ
文化局

区政推進室
ボイラー習得技能講習会受
講料

労働安全衛生法 ボイラーの技能取得 ボイラー取扱技能講習会 11,000円×１名=11,000円 (社)日本ボイラ協会埼玉支部 11 0 0

保健
福祉局

健康増進課
大都市衛生主管局長会議参
加負担金

大都市会議等負担金
衛生行政に係る指定都市間の連携
を緊密にし、衛生行政の円滑な推
進を図る

参加者負担金 4,000円×１名=4,000円
大都市衛生主管局長会議事務
局

4 4 0

保健
福祉局

健康増進課 全国衛生部長会会費 全国衛生部長会規約
衛生行政に係る都道府県及び指定
都市間の連携を緊密にし、衛生行
政の円滑な推進を図る

年会費 年会費81,000円 全国衛生部長会 81 81 81

保健
福祉局

健康増進課
日本公衆衛生学会総会分担
金

参加者負担金等

保健医療従事者による講演、シン
ポジウム、公開講座等を通して、
公衆衛生学の発展と国民の健康増
進を図る

参加者負担金 年分担金45,000円 日本公衆衛生学会総会事務局 45 45 45

保健
福祉局

健康増進課
大都市精神保健福祉主管課
長会議参加負担金

参加者負担金等
精神保健福祉行政の充実を図るた
め、政令指定都市が集まり毎年１
回開催

参加者負担金 6,000円×１名=6,000円
大都市精神保健福祉主管課長
会議事務局

6 6 0

保健
福祉局

健康増進課
政令指定都市母子保健主管
課長会議参加負担金

参加者負担金等
政令指定都市が集まり毎年１回開
催し、母子保健行政の充実を図る

参加者負担金 7,000円×１名=7,000円
政令指定都市母子保健主管課
長会議事務局

7 7 0

保健
福祉局

病院経営企
画課

病院事業経営講習会参加負
担金

参加者負担金等 病院事業に必要な知識の習得 参加者負担金 10,000円×1名=10,000円 (財)地方自治研究機構 10 30 6

保健
福祉局

地域医療課
救急医療医務薬務主管課長
会議参加負担金

参加者負担金等
救急医療、医務、薬務に関わる実
務的な問題点を協議し、問題の解
決を図る

参加者負担金 7,000円×１名=7,000円 幹事市 7 7 1

保健
福祉局

地域医療課
政令指定都市結核感染症主
管課長会議参加負担金

参加者負担金等
結核･感染症対策の充実を図るた
め、政令指定都市が集まり毎年１
回開催

参加者負担金 7,000円×１名=7,000円
指定都市結核感染症主管課長
会議事務局

7 7 6
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

保健
福祉局

生活衛生課
全国環境衛生･廃棄物関係課
長会年会費

参加者負担金等

都道府県及び政令指定都市の環境
衛生関係主管課長及び廃棄物関係
主管課長の業務に係る連絡調整並
びに課題の検討及び情報の交流を
図り、環境衛生及び廃棄物関係行
政の発展向上に資する

年会費 年会費9,000円 (財)日本環境衛生センター 9 9 9

保健
福祉局

生活衛生課
さいたま市狂犬病予防協会
負担金

さいたま市狂犬病予防
協会会則

狂犬病予防法及び動物の愛護及び
管理に関する法律に基づく事業の
円滑な推進を図る

協会運営に対するさいた
ま市負担金

負担金100,000円 さいたま市狂犬病予防協会 100 100 100

保健
福祉局

生活衛生課
大都市公営葬務事業協議会
負担金

参加者負担金等
公営葬務行政面における共通の問
題につき、連絡、研究及び改善向
上を図る

参加者負担金 7,000円×１名=7,000円 大都市公営葬務事業協議会 0 7 0

保健
福祉局

生活衛生課
大都市環境衛生主管課長会
議参加負担金

参加者負担金等
環境衛生行政の円滑な運営及び充
実を図るため,環境衛生業務に係
る諸問題について協議を行う

参加者負担金 8,000円×１名=8,000円 大都市環境衛生主管課長会議 8 8 1

保健
福祉局

生活衛生課
生活衛生関係営業指導職員
研修会参加負担金

参加者負担金等

生活衛生関係営業に対する行政上
の指導を担当する自治体職員を対
象に、職務上必要な知識を習得さ
せる

参加者負担金 16,000円×１名=16,000円
(財)全国生活衛生営業指導セ
ンター

16 16 16

保健
福祉局

生活衛生課
ペストロジー実習講座参加
負担金

参加者負担金等
衛生害虫の駆除や相談業務に従事
する行政担当者を対象とし、同定
方法等の実習を行う

参加者負担金 63,000円×１名=63,000円 (財)日本環境衛生センター 63 63 63

保健
福祉局

生活衛生課
(財)日本中毒情報センター
年会費

参加者負担金等

医療機関、消防、保健･福祉施
設、医療行政に勤務するものを対
象としたサイトであり、中毒に関
する情報を迅速に入手する

年会費 年会費2,000円 (財)日本中毒情報センター 2 2 2

保健
福祉局

生活衛生課
救急医療医務薬務主管課長
会議参加負担金

参加者負担金等
救急医療、医務、薬務に関わる実
務的な問題点を協議し、問題の解
決を図る

参加者負担金 7,000円×１名=7,000円
救急医療医務薬務主管課長会
議

7 7 1

保健
福祉局

生活衛生課
全国火葬情報交換会参加負
担金

参加費負担金等
東日本大震災の経験等の情報・意
見交換することにより、火葬場の
運営管理の近代化向上を図る

参加者負担金 5,000円×1名=5,000円 全国火葬情報交換会 0 0 5

保健
福祉局

生活衛生課
講座「これからの墓地行政
の現状と課題を考える」参
加負担金

参加費負担金等
墓地行政に求められること及び公
営墓地のあり方について、職員の
資質を向上を図る

参加者負担金 7,350円×１名=7,350円 墓園・斎場実務研究会 0 0 7

保健
福祉局

食品安全推
進課

全国食品衛生主管課長連絡
協議会年会費

参加者負担金等
食品衛生主管課長がその職責を円
滑に果す目的として食品衛生施策
を相互に検討協議する

年会費 年会費13,000円
全国食品衛生主管課長連絡協
議会

13 20 13

保健
福祉局

食品安全推
進課

関東甲信越静ブロック食品
衛生主管課長会議参加負担
金

参加者負担金等
食品衛生主管課長がその職責を円
滑に果す目的として食品衛生施策
を相互に検討協議する

参加者負担金 6,000円×１名=6,000円
関東甲信越静ブロック食品衛
生主管課長会議

6 6 4

保健
福祉局

食品安全推
進課

二十一大都市食品衛生主管
課長会議参加負担金

参加者負担金等
食品衛生行政の円滑な運営及び充
実を図るため,食品衛生業務に係
る諸問題について協議を行う

参加者負担金 6,000円×１名=6,000円
二十一大都市食品衛生主管課
長会議

6 6 0

保健
福祉局

食品安全推
進課

全国市場食品衛生検査所協
議会年会費

参加者負担金等

各加盟機関の密接な連携のもと
に、卸売市場における食品衛生の
発展と向上に資することを目的と
する

年会費 年会費25,000円
全国市場食品衛生検査所協議
会

25 25 25
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

保健
福祉局

食品安全推
進課

全国市場食品衛生検査所協
議会(関東ブロック協議会)
年会費

参加者負担金等

各加盟機関の密接な連携のもと
に、卸売市場における食品衛生の
発展と向上に資することを目的と
する

年会費 年会費3,000円
全国市場食品衛生検査所協議
会(関東ブロック協議会)

3 3 3

保健
福祉局

食品安全推
進課

ＡＴＰ迅速検査研究会年会
費･参加負担金

参加者負担金等

衛生管理におけるＡＴＰふき取り
検査法に関する調査、研究、意見
の交換及び情報の提供等を行い、
ＡＴＰふき取り検査法による衛生
管理技術の向上･発展に寄与する
と共に会員相互の理解を深める

年会費及び参加者負担金
年会費2,000円
参加負担金1,000円×３回
=3,000円

ＡＴＰ迅速検査研究会 5 5 3

保健
福祉局

高等看護学
院

ボイラー取扱技能講習会出
席負担金

参加者負担金等
小規模ボイラーの業務取扱者のた
めの講習会参加

参加者負担金 11,000円×１名=11,000円 (社)日本ボイラ協会埼玉支部 11 11 11

保健
福祉局

高等看護学
院

防火管理資格講習会負担金 参加者負担金等
消防法に基づき、防火管理者資格
取得のため

参加者負担金 6,000円×１名=6,000円 (財)日本防火協会 6 6 5

保健
福祉局

高等看護学
院

日本看護学会<看護教育>学
術集会参加負担金

参加者負担金等
研究発表･シンポジウムを通して
看護教育や知識を高める

参加者負担金 8,000円×１名=8,000円 (社)日本看護協会 8 8 8

保健
福祉局

高等看護学
院

全国自治体病院看護教育施
設部会研修会参加負担金

参加者負担金等
看護教育に関する具体的な内容･
方法を研鑽する

参加者負担金 11,000円×１名=11,000円 (社)全国自治体病院協議会 11 11 9

保健
福祉局

高等看護学
院

埼玉県高等看護学院長会負
担金(年会費)

埼玉県高等看護学院長
会会則

学生の教育の向上及び学院間の連
携を図り、学院教育振興に寄与す
る

年会費 10,000円×１校=10,000円 埼玉県高等看護学院長会 10 10 10

保健
福祉局

高等看護学
院

埼玉県高等看護学校教務主
任協議会負担金(年会費)

埼玉県高等看護学校教
務主任協議会会則

看護学校間の連携を図り、看護教
育の向上を図る

年会費 15,000円×１校=15,000円
埼玉県高等看護学校教務主任
協議会

15 15 15

保健
福祉局

高等看護学
院

埼玉県高等看護学校看護教
員研究会参加負担金

参加者負担金等
県内の看護学校の専門職の看護教
育における知識の向上を図る

参加者負担金 1,000円×12名=12,000円
埼玉県高等看護学校看護教員
研究会

12 12 12

保健
福祉局

高等看護学
院

埼玉県看護学生研究発表会
参加負担金

参加者負担金等
県内の学生の代表者による研究発
表会に参加することにより、看護
教育の知識を高める

参加者負担金 300円×３名=900円 埼玉県看護学生研究会 1 1 0

保健
福祉局

高等看護学
院

埼玉県看護管理者会･埼玉県
高等看護学校教務主任協議
会合同研修会参加負担金

参加者負担金等 看護教育向上を図る 参加者負担金 1,000円×４名=4,000円
埼玉県高等看護学校教務主任
協議会

4 4 2

保健
福祉局

高等看護学
院

日本小児看護学会学術集会
参加負担金

参加者負担金等 看護教育に必要な知識を深める 参加者負担金 10,000円×１名=10,000円 日本小児看護学会 10 10 10

保健
福祉局

高等看護学
院

日本看護学教育学会学術集
会参加負担金

参加者負担金等 看護教育に必要な知識を深める 参加者負担金 10,000円×１名=10,000円 日本看護学教育学会 10 22 32

保健
福祉局

高等看護学
院

日総研看護教育セミナー参
加負担金

参加者負担金等 看護教育に必要な知識を深める 参加者負担金 18,000円×１名=18,000円 日本総合研究所 18 18 18

保健
福祉局

高等看護学
院

日本看護学会＜母性看護＞
学術集会参加負担金

参加者負担金等 看護教育に必要な知識を深める 参加者負担金 8,000円×１名=8,000円 日本看護協会 0 8 8
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

保健
福祉局

高等看護学
院

日本老年看護学会学術集会
参加負担金

参加者負担金等 看護教育に必要な知識を深める 参加者負担金 10,000円×１名=10,000円 日本老年看護学会 10 0 0

保健
福祉局

高等看護学
院

看護教育力アップセミナー
参加負担金

参加者負担金等 看護教育に必要な知識を深める 参加者負担金 12,600円×２名=25,200円 メディカ出版 25 51 25

保健
福祉局

高等看護学
院

埼玉県高等看護学校看護教
員研究会負担金(年会費)

埼玉県高等看護学校看
護教員研究会会則

看護教育に関する研究活動、実践
報告、情報交換等により看護教員
の資質の向上に貢献する

年会費 1,000円×12名=12,000円
埼玉県高等看護学校看護教員
研究会

12 12 12

保健
福祉局

高等看護学
院

看護実践セミナー参加負担
金

参加者負担金等 看護教育に必要な知識を深める 参加者負担金 5,000円×１名=5,000円 医学書院 0 5 0

保健
福祉局

高等看護学
院

日本看護学会＜老年看護＞
学術集会参加負担金

参加者負担金等 看護教育に必要な知識を深める 参加者負担金 8,000円×１名=8,000円 日本看護協会 0 8 8

保健
福祉局

高等看護学
院

日本看護技術学会学術集会
参加負担金

参加者負担金等 看護教育に必要な知識を深める 参加者負担金 11,000円×２名=22,000円 日本看護技術学会 0 22 23

保健
福祉局

高等看護学
院

日本災害看護学会年次大会
参加負担金

参加者負担金等 看護教育に必要な知識を深める 参加者負担金 10,000円×１名=10,000円 日本災害看護学会 10 10 8

保健
福祉局

高等看護学
院

日本看護学会＜成人看護Ⅱ
＞学術集会参加負担金

参加者負担金等 看護教育に必要な知識を深める 参加者負担金 8,000円×１名=8,000円 日本看護協会 8 0 0

保健
福祉局

高等看護学
院

日本看護サミット学術集会
参加負担金

参加者負担金等 看護教育に必要な知識を深める 参加者負担金 5,000円×１名=5,000円 日本看護協会 5 0 0

保健
福祉局

高等看護学
院

日本看護科学学会学術集会
参加負担金

参加者負担金等 看護教育に必要な知識を深める 参加者負担金 12,000円×３名=36,000円 日本看護科学学会 36 0 0

保健
福祉局

高等看護学
院

日本母性看護学会学術集会
参加負担金

参加者負担金等 看護教育に必要な知識を深める 参加者負担金 7,500円×１名=7,500円 日本母性看護学会 8 0 0

保健
福祉局

高等看護学
院

日本地域看護学会学術集会
参加負担金

参加者負担金等 看護教育に必要な知識を深める 参加者負担金 2,000円×１名=2,000円 日本地域看護学会 2 0 0

保健
福祉局

高等看護学
院

出版社系研修参加負担金 参加者負担金等 看護教育に必要な知識を深める 参加者負担金 10,000円×１名=10,000円 メディカ出版 10 0 0

保健
福祉局

高等看護学
院

国家試験対策セミナー
参加負担金

参加者負担金等 看護教育に必要な知識を深める 参加者負担金 12,600円×１名=25,200円 メディカ出版 25 0 0

保健
福祉局

浦和斎場管
理事務所

防火管理者講習会受講料 参加者負担金等
消防法に基づき、防火管理者資格
取得のため

参加者負担金 6,000円×１名=6,000円 (財)日本防火協会 6 6 6

保健
福祉局

思い出の里
市営霊園事
務所

防火管理者講習会負担金 参加者負担金等
消防法に基づき、防火管理者資格
取得のため

参加者負担金 6,000円×１名=6,000円 (財)日本防火協会 6 6 6
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

保健
福祉局

思い出の里
市営霊園事
務所

全日本墓園協会負担金 参加者負担金等
墓園･墓所の運営管理等に関する
情報を得る

参加者負担金 30,000円×１名=30,000円 (社)全日本墓園協会 30 30 30

保健
福祉局

思い出の里
市営霊園事
務所

埼玉県冷凍設備保安協会負
担金

埼玉県冷凍設備保安協
会会費

冷凍設備の保安検査を推進する 冷凍設備の保安検査 14,900円 埼玉県冷凍設備保安協会 15 15 15

保健
福祉局

思い出の里
市営霊園事
務所

大都市公営葬務事業協議会
負担金

参加者負担金等
公営葬務行政面における共通の問
題につき、連絡、研究及び改善向
上を図る

参加者負担金 10,000円 大都市公営葬務事業協議会 0 10 0

保健
福祉局

思い出の里
市営霊園事
務所

防火管理者講習会負担金 参加者負担金等
消防法に基づき、防火管理者資格
取得のため

参加者負担金 6,000円×１名=6,000円 (財)日本防火協会 0 6 0

保健
福祉局

大宮聖苑管
理事務所

防火管理者講習会負担金 参加者負担金等
消防法に基づき、防火管理者資格
取得のため

参加者負担金 6,000円×１名=6,000円 (財)日本防火協会 6 6 0

保健
福祉局

大宮聖苑管
理事務所

特別管理産業廃棄物管理責
任者講習会受講料負担金

参加者負担金等
特別管理産業廃棄物責任者の資格
取得のため

参加者負担金 12,000円×１名=12,000円
(財)日本産業廃棄物処理振興
センター

12 12 0

保健
福祉局

大宮聖苑管
理事務所

大都市公営葬務事業協議会
参加負担金

参加者負担金等
公営葬務行政面に関する共通の問
題につき、連絡、研究及び資質の
向上を図る

墓地、埋葬等に関する法
律全般

年会費7,000円 大都市公営葬務事業協議会 0 7 0

保健
福祉局

食肉衛生検
査所

全国食肉衛生検査所協議会
負担金

参加者負担金等

食肉衛生検査所の円滑な運営及び
充実を図るため,食肉衛生検査業
務に係る諸問題について協議を行
う

年会費 年会費47,000円 全国食肉衛生検査所協議会 47 47 47

保健
福祉局

食肉衛生検
査所

関東地区食肉衛生検査所協
議会負担金

参加者負担金等
各加盟機関の密接な連携のもと
に、食肉衛生検査の発展と向上に
資する

年会費 年会費10,000円
関東地区食肉衛生検査所協議
会

10 10 10

保健
福祉局

こころの健
康センター

さいたま市与野医師会負担
金

年会費 さいたま市与野医師会への加入 年会費 会費350,000円 さいたま市与野医師会 350 350 337

保健
福祉局

こころの健
康センター

全国精神保健福祉センター
長会負担金

年会費
全国精神保健福祉センター長会の
加入

年会費 会費50,000円
全国精神保健福祉センター長
会

50 50 50

保健
福祉局

こころの健
康センター

全国精神保健福祉センター
長会･研究協議会参加費

参加者負担金等

全国精神保健福祉センター長会研
究協議会にて精神福祉業務につい
ての情報交換等を行うことのによ
り業務上において職員の資質向上
を図る

参加者負担金 2,000円×２名=4,000円
全国精神保健福祉センター長
会

4 4 0

保健
福祉局

こころの健
康センター

関東信越ブロック精神保健
福祉センター連絡協議会負
担金

参加者負担金等
関東信越ブロック精神保健福祉セ
ンター連絡協議会への加入

参加者負担金 会費20,000円
関東信越ブロック精神保健福
祉センター連絡協議会

20 20 10

保健
福祉局

こころの健
康センター

全国自治体病院協議会負担
金

年会費 全国自治体病院協議会への加入 年会費 会費19,900円 全国自治体病院協議会 20 20 20

保健
福祉局

こころの健
康センター

全国自治体病院協議会埼玉
県支部負担金

年会費
全国自治体病院協議会埼玉県支部
への加入

年会費 会費15,000円
全国自治体病院協議会埼玉県
支部

15 15 0

- 42 -



対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

保健
福祉局

こころの健
康センター

全国精神医療審査会連絡協
議会負担金

年会費
全国精神医療審査会連絡協議会へ
の加入及び会議にて精神福祉業務
についての情報交換等を行う

年会費

会費5,000円、総会参加費
3,000円×１名=3,000円、シ
ンポジウム参加費1,000円×
１名=1,000円

全国精神医療審査会連絡協議
会

9 9 5

保健
福祉局

こころの健
康センター

アルコール依存症臨床医等
研修参加負担金

参加者負担金等
アルコール依存症臨床医等研修を
受講することにより職員の資質向
上を図る

参加者負担金 40,000円×１名=40,000円
(独)国立病院機構久里浜アル
コール症センター

40 40 40

保健
福祉局

こころの健
康センター

日本公衆衛生学会参加者負
担金

参加者負担金等

日本公衆衛生学会にて精神福祉業
務についての情報交換等を行うこ
とのにより業務上において職員の
資質向上を図る

参加者負担金 10,000円×１名=10,000円 日本公衆衛生学会 10 10 0

保健
福祉局

こころの健
康センター

日本心理臨床学会参加者負
担金

参加者負担金等

日本心理臨床学会にて精神福祉業
務についての情報交換等を行うこ
とのにより業務上において職員の
資質向上を図る

参加者負担金 14,000円×１名=14,000円 日本心理臨床学会 14 14 5

保健
福祉局

こころの健
康センター

日本うつ病学会参加者負担
金

参加者負担金等

日本うつ病学会にて精神福祉業務
についての情報交換等を行うこと
のにより業務上において職員の資
質向上を図る

参加者負担金 6,000円×１名=6,000円 日本うつ病学会 6 6 6

保健
福祉局

こころの健
康センター

日本児童青年精神医学会参
加者負担金

参加者負担金等

日本児童青年精神医学会にて精神
福祉業務についての情報交換等を
行うことのにより業務上において
職員の資質向上を図る

参加者負担金 12,000円×１名=12,000円 日本児童青年精神医学会 12 12 12

保健
福祉局

こころの健
康センター

日本トラウマティック･スト
レス学会参加者負担金

参加者負担金等

日本トラウマティック･ストレス
学会にて精神福祉業務についての
情報交換等を行うことのにより業
務上において職員の資質向上を図
る

参加者負担金 15,000円×２名=30,000円
日本トラウマティック･スト
レス学会

0 30 8

保健
福祉局

こころの健
康センター

日本心理臨床学会参加者負
担金

参加者負担金等

日本心理臨床学会にて精神福祉業
務についての情報交換等を行うこ
とのにより業務上において職員の
資質向上を図る

参加者負担金 14,000円×１名=14,000円 日本心理臨床学会 14 14 5

保健
福祉局

こころの健
康センター

日本子ども虐待防止学会参
加者負担金

参加者負担金等

日本子ども虐待防止学会にて精神
福祉業務についての情報交換等を
行うことのにより業務上において
職員の資質向上を図る

参加者負担金 10,000円×１名=10,000円 日本子ども虐待防止学会 10 10 0

保健
福祉局

こころの健
康センター

日本トラウマティック･スト
レス学会参加者負担金

参加者負担金等

日本トラウマティック･ストレス
学会にて精神福祉業務についての
情報交換等を行うことのにより業
務上において職員の資質向上を図
る

参加者負担金 12,000円×１名=12,000円
日本トラウマティック･スト
レス学会

12 12 0

保健
福祉局

こころの健
康センター

犯罪被害者メンタルケア研
修(国立精神保健研究所)参
加者負担金

参加者負担金等
犯罪被害者メンタルケア研修(国
立精神保健研究所)を受講するこ
とにより職員の資質向上を図る

参加者負担金 15,000円×１名=15,000円
犯罪被害者メンタルケア研修
(国立精神保健研究所)

0 15 15

保健
福祉局

こころの健
康センター

発達障害支援研修参加者負
担金

参加者負担金等
発達障害支援研修を受講すること
により職員の資質向上を図る

参加者負担金 15,000円×１名=15,000円
国立精神･神経センター(国立
精神保健研究所)

0 15 0

保健
福祉局

こころの健
康センター

摂食障害治療研修参加者負
担金

参加者負担金等
摂食障害治療研修を受講すること
により職員の資質向上を図る

参加者負担金 24,000円×１名=24,000円
国立精神･神経センター(国立
精神保健研究所)

24 24 0

保健
福祉局

こころの健
康センター

薬物依存臨床看護等研修参
加者負担金

参加者負担金等
薬物依存臨床看護等研修を受講す
ることにより職員の資質向上を図
る

参加者負担金 24,000円×１名=24,000円
国立精神･神経センター(国立
精神保健研究所)

24 24 24
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

保健
福祉局

こころの健
康センター

司法精神医学研修参加者負
担金

参加者負担金等
司法精神医学研修を受講すること
により職員の資質向上を図る

参加者負担金 24,000円×１名=24,000円
国立精神･神経センター(国立
精神保健研究所)

24 24 0

保健
福祉局

こころの健
康センター

ＷＡＩＳ－Ⅲ成人知能検査
技術講習会負担金

参加者負担金等
ＷＡＩＳ－Ⅲ成人知能検査技術講
習会を受講することにより職員の
資質向上を図る

参加者負担金 28,000円×１名=28,000円 日本文化科学社 0 28 28

保健
福祉局

こころの健
康センター

日本司法精神医学会大会参
加負担金

参加者負担金等

日本司法精神医学会大会にて精神
福祉業務についての情報交換等を
行うことのにより業務上において
職員の資質向上を図る

参加者負担金 9,000円×１名=9,000円 日本司法精神医学会 9 0 9

保健
福祉局

こころの健
康センター

日本児童青年精神医学会総
会参加者負担金

参加者負担金等
日本児童青年精神医学会総会にて
精神福祉業務についての情報交換
等を行う

参加者負担金 12,000円×2名=24,000円 日本児童青年精神医学会 24 0 10

保健
福祉局

こころの健
康センター

自殺危機初期介入スキル
ワークショップ及びリー
ダー養成研修参加者負担金

参加者負担金等

自殺危機初期介入スキルワーク
ショップ及びリーダー養成研修を
受講することにより職員の資質向
上を図る

参加者負担金 17,000円×２名=34,000円
ルーテル学院大学総合人間学
部自殺危機初期介入スキル研
究会

34 34 34

保健
福祉局

こころの健
康センター

日本思春期学会参加者負担
金

参加者負担金等

日本思春期学会にて精神福祉業務
についての情報交換等を行うこと
のにより業務上において職員の資
質向上を図る

参加者負担金 10,000円×１名=10,000円 日本思春期学会 10 10 0

保健
福祉局

こころの健
康センター

ｱｳﾄﾘｰﾁによる地域ｹｱﾏﾈｲﾝｼﾞﾒ
ﾝﾄ並びに訪問型生活訓練研
修参加者負担金

参加者負担金等

ｱｳﾄﾘｰﾁによる地域ｹｱﾏﾈｲﾝｼﾞﾒﾝﾄ並
びに訪問型生活訓練研修を受講す
ることにより職員の資質向上を図
る

参加者負担金 20,000円×１名=20,000円
国立精神･神経センター　精
神保健研究所

0 20 0

保健
福祉局

こころの健
康センター

薬物依存臨床･医師研修参加
者負担金

参加者負担金等
薬物依存臨床･医師研修を受講す
ることにより職員の資質向上を図
る

参加者負担金 24,000円×１名=24,000円
国立精神･神経センター　精
神保健研究所

0 24 0

保健
福祉局

こころの健
康センター

日本心理臨床学会(ワーク
ショップ)参加者負担金

参加者負担金等

日本心理臨床学会(ワークショッ
プ)へ参加することにより精神福
祉業務について職員の資質向上を
図る

参加者負担金 14,000円×１名=14,000円 日本心理臨床学会 14 14 0

保健
福祉局

こころの健
康センター

自殺総合対策企画研修(国立
精神保健研究所)参加者負担
金

参加者負担金等
自殺総合対策企画研修を受講する
ことにより職員の資質向上を図る

参加者負担金 15,000円×１名=15,000円 国立精神保健研究所 15 15 15

保健
福祉局

こころの健
康センター

ｱﾙｺｰﾙ問題の早期発見･早期
介入実践講座参加者負担金

参加者負担金等
ｱﾙｺｰﾙ問題の早期発見･早期介入実
践講座を受講することにより職員
の資質向上を図る

参加者負担金 10,000円×１名=10,000円
(独)国立病院機構久里浜アル
コール症センター久里浜アル
コール症研修センター

10 10 0

保健
福祉局

こころの健
康センター

日本精神神経学会参加者負
担金

参加者負担金等

日本精神神経学会にて精神福祉業
務についての情報交換等を行うこ
とのにより業務上において職員の
資質向上を図る

参加者負担金 15,000円×１名=15,000円 日本精神神経学会 15 15 15

保健
福祉局

こころの健
康センター

日本精神科救急学会参加者
負担金

参加者負担金等

日本精神科救急学会にて精神福祉
業務についての情報交換等を行う
ことのにより業務上において職員
の資質向上を図る

参加者負担金 10,000円×１名=10,000円 日本精神科救急学会 10 10 0

保健
福祉局

こころの健
康センター

日本集団精神療法学会参加
負担金

参加者負担金等
集団精神療法の進歩･普及･知識･
技術の向上について職員の資質向
上を図る

参加者負担金 8,000円×１名=8,000円 日本集団精神療法学会 8 0 0

保健
福祉局

こころの健
康センター

日本アルコール関連問題学
会参加負担金

参加者負担金等

アルコール関連問題についての情
報収集、情報交換を行うことによ
り、業務上において職員の資質向
上を図る

参加者負担金 5,000円×1名=5,000円 日本アルコール関連問題学会 5 0 5
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

保健
福祉局

こころの健
康センター

摂食障害看護研修参加負担
金

参加者負担金等

摂食障害看護研修を受講すること
により摂食障害についての知識、
援助技術を取得し職員の資質向上
を図る

参加者負担金 18,000円×1名=18,000円
(独)国立精神・神経医療研究
センター精神保健研究所

18 0 18

保健
福祉局

こころの健
康センター

犯罪被害者メンタルケア研
修(国立精神保健研究所)参
加者負担金

参加者負担金等
犯罪被害者メンタルケア研修(国
立精神保健研究所)を受講するこ
とにより職員の資質向上を図る

参加者負担金 15,000円×１名=15,000円
犯罪被害者メンタルケア研修
(国立精神保健研究所)

15 0 0

保健
福祉局

こころの健
康センター

日本公衆衛生学会参加者負
担金

参加者負担金等

日本公衆衛生学会にて精神福祉業
務についての情報交換等を行うこ
とのにより業務上において職員の
資質向上を図る

参加者負担金 10,000円×１名=10,000円 日本公衆衛生学会 10 0 0

保健
福祉局

こころの健
康センター

こどもプログラムＩｎ東京
参加者負担金

参加者負担金等

依存症者の子どもに対する心理教
育プログラムについての研修を受
講することにより、業務上におい
て職員の資質向上を図る

参加者負担金等 20,000円×１名=20,000円
日本認定アディクションカウ
ンセラー協会

0 0 20

保健
福祉局

こころの健
康センター

サインズオブセーフティ研
修会参加者負担金

参加者負担金等

児童虐待問題へのケースワークに
関する研修を受講することにより
業務上において職員の資質向上を
図る

参加者負担金等 20,000円×１名=20,000円 東海大学 0 0 20

保健
福祉局

こころの健
康センター

日本周産期メンタルヘルス
研究会学術集会参加者負担
金

参加者負担金等

災害時における周産期のメンタル
ヘルスに関する研修を受講するこ
とにより業務上において職員の資
質向上を図る

参加者負担金等 4,000円×２名=8,000円
日本周産期メンタルへルス研
究会

0 0 8

保健
福祉局

こころの健
康センター

ＰＣＩＴ－Ｊａｐａｎ　Ｃ
ＡＲＥ－Ｊａｐａｎ合同研
究会参加者負担金

参加者負担金等

ＰＣＩＴをもとに米国シンシナ
ティ子ども病院トラウマトリート
メントセンターで開発された心理
介入的プログラム、ＣＡＲＥの研
修を受講することにより業務上に
おいて職員の資質向上を図る

参加者負担金等
3,000円×１名=3,000円
5,000円×１名=5,000円

ＰＣＩＴ－Ｊａｐａｎ事務局 0 0 8

保健
福祉局

こころの健
康センター

日本心理臨床学会(ワーク
ショップ)参加者負担金

参加者負担金等
日本心理臨床学会(ワークショッ
プ)へ参加することにより業務上
において職員の資質向上を図る

参加者負担金 14,000円×１名=14,000円 日本心理臨床学会 0 0 14

保健
福祉局

こころの健
康センター

日本心理臨床学会(ワーク
ショップ)参加者負担金

参加者負担金等

自死遺族の支援、自助活動につい
て具体的な事例検討についての研
修を受講することにより業務上に
おいて職員の資質向上を図る

参加者負担金 1,000円×１名=1,000円 自死遺族ケア団体全国ネット 0 0 1

保健
福祉局

こころの健
康センター

明治安田生命こころの健康
財団前期精神保健夜間講座
参加者負担金

参加者負担金等

パーソネリティ障害の臨床につい
ての研修を受講することにより、
業務上において職員の資質向上を
図る

参加者負担金等 10,000円×１名=10,000円
(財)安田生命こころの健康財
団

0 0 10

保健
福祉局

こころの健
康センター

こどもプログラムＩｎ東京
参加者負担金

参加者負担金等

依存症者の子どもに対する心理教
育プログラムについての研修を受
講することにより、業務上におい
て職員の資質向上を図る

参加者負担金等 20,000円×１名=20,000円
日本認定アディクションカウ
ンセラー協会

0 0 20

保健
福祉局

こころの健
康センター

ＰＣＩＴ－Ｊａｐａｎ　Ｃ
ＡＲＥ－Ｊａｐａｎ合同研
究会参加者負担金

参加者負担金等

ＰＣＩＴをもとに米国シンシナ
ティ子ども病院トラウマトリート
メントセンターで開発された心理
介入的プログラム、ＣＡＲＥの研
修を受講することにより業務上に
おいて職員の資質向上を図る

参加者負担金等 5,000円×1名=5,000円 ＰＣＩＴ－Ｊａｐａｎ事務局 0 0 5

保健
福祉局

こころの健
康センター

ＰＣＩＴワークショップ２
０１２参加者負担金

参加者負担金等
ＰＣＩＴのワークショックへ参加
することにより業務上において職
員の資質向上を図る

参加者負担金等 30,000円×１名=30,000円 ＰＣＩＴ－Ｊａｐａｎ事務局 0 0 30
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

保健
福祉局

こころの健
康センター

日本家族カウンセリング協
会春季研修会参加者負担金

参加者負担金等
自殺と家族の問題についてのプロ
グラムに参加することにより業務
上において職員の資質向上を図る

参加者負担金等 12,000円×２名=24,000円
ＮＰＯ法人日本カウンセリン
グ協会

0 0 24

保健
福祉局

動物愛護ふ
れあいセン
ター

全国動物管理関係事業所協
議会会費

全国動物管理関係事業
所協議会規約

動物行政に係る都道府県及び政令
指定都市間の連携を緊密にし動物
行政の円滑な推進を図る

全国動物管理関係事業所
協議会会費

27,000円×１名=27,000円
全国動物管理関係事業所協議
会

27 27 27

保健
福祉局

動物愛護ふ
れあいセン
ター

全国動物管理関係事業所協
議会会議参加者負担金

参加者負担金等
動物行政に係る都道府県及び政令
指定都市間の連携を緊密にし動物
行政の円滑な推進を図る

全国動物管理関係事業所
協議会会議参加負担金

2,000円×１名=2,000円
全国動物管理関係事業所協議
会

2 2 2

保健
福祉局

動物愛護ふ
れあいセン
ター

全国動物管理関係事業所協
議会関東甲信越静ブロック
会会費

全国動物管理関係事業
所協議会関東甲信越静
ブロック会規約

動物行政に係る関東甲信越静地区
の県及び市間の連携を緊密にし動
物行政の円滑な推進を図る

全国動物管理関係事業所
協議会関東甲信越静ブ
ロック会会費

10,000円×１名=10,000円
全国動物管理関係事業所協議
会関東甲信越静ブロック会

10 10 10

保健
福祉局

動物愛護ふ
れあいセン
ター

全国動物管理関係事業所協
議会関東甲信越静ブロック
会総会･研修会参加者負担金

参加者負担金等
動物行政に係る関東甲信越静地区
の県及び市間の連携を緊密にし動
物行政の円滑な推進を図る

全国動物管理関係事業所
協議会関東甲信越静ブ
ロック会総会･研修会参加
負担金

3,000円×１名=3,000円
全国動物管理関係事業所協議
会関東甲信越静ブロック会

3 3 0

保健
福祉局

動物愛護ふ
れあいセン
ター

日本獣医師会･三学会年次大
会参加者負担金

参加者負担金等
獣医師としての最新知識の習得及
び業務の向上を図る

三学会年次大会参加負担
金

10,000円×１名=10,000円 (社)日本獣医師会 10 10 10

保健
福祉局

動物愛護ふ
れあいセン
ター

日本臨床獣医学フォーラム
年次大会参加者負担金

参加者負担金等
臨床分野の最新知識を習得し、負
傷動物等の治療技術向上を図る

日本臨床獣医学フォーラ
ム年次大会参加負担金

20,000円×１名=20,000円 日本臨床獣医学会 20 20 0

保健
福祉局

動物愛護ふ
れあいセン
ター

愛玩動物飼養管理士養成講
座受講認定登録･受験料

参加者負担金等
講習会等で講師をする際の知識を
身につける

センターで行う動物愛護
ふれあい事業

33,000円×２名=66,000円 (社)日本愛玩動物協会 66 66 33

保健
福祉局

動物愛護ふ
れあいセン
ター

犬のしつけインストラク
ター養成講座受講料

参加者負担金等
しつけ方教室で講師をする際の知
識を身につける

センターで行うしつけ方
教室

24,000円×２名=48,000円 (社)日本動物病院福祉協会 48 48 24

保健
福祉局

動物愛護ふ
れあいセン
ター

関東甲信越静地区狂犬病予
防･動物愛護管理業務連絡会
議参加者負担金

参加者負担金等
各都県政令市間の狂犬病予防･動
物愛護管理業務に関する議題を協
議し円滑な推進を図る

関東甲信越静地区狂犬病
予防･動物愛護管理業務連
絡会議参加負担金

2,000円×１名=2,000円
関東甲信越静地区狂犬病･動
物愛護管理業務連絡会議

2 2 2

保健
福祉局

動物愛護ふ
れあいセン
ター

全国動物管理関係事業所協
議会関東甲信越静ブロック
会研修会審査員参加者負担
金

参加者負担金等
動物行政に係る関東甲信越静地区
の県及び市間の連携を緊密にし動
物行政の円滑な推進を図る

全国動物管理関係事業所
協議会関東甲信越静ブ
ロック会研修会審査員参
加負担金

3,000円×１名=3,000円
全国動物管理関係事業所協議
会関東甲信越静ブロック会

3 0 0

保健
福祉局

福祉総務課 社会保障講座参加者負担金 参加者負担金等

社会保障･人口問題の基礎的事項
等、統計及び制度改正等の政策動
向に関する情報並びに問題の分
析･解明に必要な知識を享受する
ため

参加者負担金 7,000円×１名=7,000円 (財)厚生労働統計協会 7 7 7

保健
福祉局

福祉総務課
大都市民生主管局長会議負
担金

参加者負担金等

指定都市及び東京都の民生主管局
長が一堂に会して、意見及び情報
の交換を行うことにより、社会福
祉の増進を図るとともに、国に対
して要望を行うため

参加者負担金 10,000円×１名=10,000円 大都市民生主管局長会議 10 20 0

保健
福祉局

福祉総務課
大都市福祉事務所長会議負
担金

参加者負担金等

大都市における福祉事務所共通の
問題について研究討議し、意見及
び情報の交換を行うことにより、
社会福祉の増進を図るため

参加者負担金 3,000円×３名=9,000円 大都市福祉事務所長会議 9 9 9
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

保健
福祉局

福祉総務課
社会福祉主事資格認定通信
課程スクーリング負担金

社会福祉法
福祉事務所職員のうち社会福祉主
事任用資格を持たない職員が資格
を取得するための負担金

社会福祉主事の資格取得
に要する経費

67,000円×１名×10区
=670,000円

(福)全国社会福祉協議会中央
福祉学院

670 600 603

保健
福祉局

福祉総務課
関東ブロック活動研究会参
加負担金

参加者負担金等

全国を７ブロックに分け、民生委
員･児童委員活動の総合的な推進
のあり方や都道府県･指定都市民
児協のあり方等、当面課題となっ
ているテーマを中心に協議を行う

参加者負担金 4,000円×１名=4,000円
関東ブロック民生委員児童委
員連合協議会

4 4 4

保健
福祉局

福祉総務課
全国民生委員児童委員大会
参加負担金

参加者負担金等

全国各地で活動する民生委員･児
童委員がそれぞれの活動を持ち寄
り、活動のノウハウの共有や交流
を進めることをとおして、民生委
員･児童委員の一層の充実をめざ
す

参加者負担金 5,000円×１名=5,000円 全国民生委員児童委員連合会 5 5 5

保健
福祉局

福祉総務課
社会福祉士実習指導者講習
会負担金

社会福祉士及び介護福
祉士法

福祉人材育成のため福祉事務所で
社会福祉士を目指す学生の実習の
受入れる要件である指導者を養成
をするための負担金

社会福祉士実習指導者の
要件を満たすための経費

15,000円×５名=75,000円 埼玉県社会福祉士会 75 60 60

保健
福祉局

高齢福祉課
全国シルバー人材センター
負担金

(社)全国シルバー人材
センター事業協会会費
規程

協会の目的に賛同し、その事業に
協力するため

シルバー人材センター等
の業務に関する普及･啓発
事業、従事者に対する研
修事業、指導などの事
業、情報･資料の収集及び
提供事業

10,000円×５口=50,000円
(社)全国シルバー人材セン
ター事業協会

50 50 50

保健
福祉局

障害福祉課
全国身体障害者総合福祉セ
ンター研修負担金

参加者負担金等 関係職員の資質の向上を図ること
全国身体障害者総合福祉
センター研修

12,000円×２名=24,000円
全国身体障害者総合福祉セン
ター

24 24 7

保健
福祉局

年金医療課 日本国民年金協会負担金 参加者負担金等
国民年金事務の諸問題を研究討議
し、国民年金の発展に寄与する

参加者負担金
人口割(人口100万人以上):
20,000円

(社)日本国民年金協会 20 20 20

保健
福祉局

年金医療課 県南地区事務研究会分担金 参加者負担金等

浦和社会保険事務所管轄市区町村
の国民年金制度及び事業に関する
諸問題について協議･研究し、円
滑な国民年金事務の事業に寄与す
る

参加者負担金 各市5,000円 県南地区事務研究会 5 5 5

保健
福祉局

年金医療課
政令指定都市国保･年金主管
部課長会議負担金

参加者負担金等
政令指定都市における国民年金事
務の諸問題を研究討議し、国民年
金の発展に寄与する

参加者負担金 7,000円×３名=21,000円 政令指定都市幹事市 21 21 0

保健
福祉局

年金医療課
全国都市国民年金協議会会
議負担金

参加者負担金等
全国都市における国民年金事務の
諸問題を研究討議し、国民年金の
発展に寄与する

参加者負担金 5,000円×３名=15,000円 全国都市幹事市 15 10 10

保健
福祉局

障害者更生
相談セン
ター

全国身体障害者更生相談所
長協議会年会費

年会費

全国の身体障害者更生相談所長を
もって組織し、相互の連絡を緊密
にし、更生相談業務の発展を期す
る

協議会年会費 年会費7,000円
全国身体障害者更生相談所長
協議会

7 7 7

保健
福祉局

障害者更生
相談セン
ター

全国知的障害者更生相談所
長協議会年会費

年会費

全国の知的障害者更生相談所長を
もって組織し、相互の連絡を緊密
にし、更生相談業務の発展を期す
る

協議会年会費 年会費8,000円
全国知的障害者更生相談所長
協議会

8 8 8

保健
福祉局

障害者更生
相談セン
ター

身体障害者更生相談所身体
障害者福祉司等実務研修会
参加負担金

参加者負担金等
更生相談所職員として、業務に必
要な専門知識及び技術の向上を図
る

参加者負担金 2,600円×１名=2,600円
国立身体障害者リハビリテー
ションセンター学院

3 3 3
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

保健
福祉局

障害者更生
相談セン
ター

更生相談所所長等研修会参
加負担金

参加者負担金等
更生相談所職員として、業務に必
要な専門知識及び技術の向上を図
る

参加者負担金 6,000円×１名=6,000円
国立身体障害者リハビリテー
ションセンター学院

6 6 6

保健
福祉局

障害者更生
相談セン
ター

リハビリテーション心理職
研修会参加負担金

参加者負担金等
更生相談所職員として、業務に必
要な専門知識及び技術の向上を図
る

参加者負担金 1,300円×１名=1,300円
国立身体障害者リハビリテー
ションセンター学院

1 1 1

保健
福祉局

障害者更生
相談セン
ター

福祉機器専門職員研修会参
加負担金

参加者負担金等
更生相談所職員として、業務に必
要な専門知識及び技術の向上を図
る

参加者負担金 2,800円×１名=2,800円
国立身体障害者リハビリテー
ションセンター学院

3 3 3

保健
福祉局

障害者更生
相談セン
ター

高次脳機能障害支援事業関
係職員研修会

参加者負担金等
更生相談所職員として、業務に必
要な専門知識及び技術の向上を図
る

参加者負担金 5,400円×１名=5,400円
国立身体障害者リハビリテー
ションセンター学院

6 6 5

保健
福祉局

障害者更生
相談セン
ター

全国知的障害者更生相談所
新任職員研修参加負担金

参加者負担金等
更生相談所職員として、業務に必
要な専門知識及び技術の向上を図
る

参加者負担金 4,000円×１名=4,000円
全国知的障害者更生相談所長
協議会

4 4 2

保健
福祉局

障害者更生
相談セン
ター

作業･理学療法士研修会参加
負担金

参加者負担金等
更生相談所職員として、業務に必
要な専門知識及び技術の向上を図
る

参加者負担金 3,200円×１名=3,200円
国立身体障害者リハビリテー
ションセンター学院

3 3 0

保健
福祉局

障害者更生
相談セン
ター

田中ビネー知能検査講習会
参加負担金

参加者負担金等
更生相談所職員として、業務に必
要な専門知識及び技術の向上を図
る

参加者負担金 45,000円×１名=45,000円 田中教育研究所 45 45 45

保健
福祉局

障害者更生
相談セン
ター

実習指導者養成研修 参加者負担金等
社会福祉実習の受け入れを可能と
するため、実習指導者を養成する

参加者負担金 5,000円×１名=5,000円 埼玉県立大学 0 5 3

保健
福祉局

障害者総合
支援セン
ター

発達障害者支援センター全
国連絡協議会会費

発達障害者支援セン
ター全国連絡協議会規
約

発達障害者支援センター職員とし
て、業務に必要な専門知識及び資
質の向上を図る

年会費 20,000円×１か所=20,000円
発達障害者支援センター全国
連絡協議会

20 20 20

保健
福祉局

障害者総合
支援セン
ター

発達障害者支援センター全
国連絡協議会研修参加負担
金

参加者負担金等
発達障害者支援センター職員とし
て、業務に必要な専門知識及び資
質の向上を図る

参加者負担金
6,000円×１名×３回=18,000
円

発達障害者支援センター全国
連絡協議会

18 10 6

保健
福祉局

障害者総合
支援セン
ター

発達障害者支援センター関
東ブロック連絡会研修参加
負担金

参加者負担金等
発達障害者支援センター職員とし
て、業務に必要な専門知識及び資
質の向上を図る

参加者負担金
5,000円×１名×３回=15,000
円

発達障害者支援センター関東
ブロック連絡会

15 10 6

保健
福祉局

障害者総合
支援セン
ター

日本発達障害ネットワーク
研修参加負担金

参加者負担金等
発達障害者支援センター職員とし
て、業務に必要な専門知識及び資
質の向上を図る

参加者負担金 4,000円×１名=4,000円 日本発達障害ネットワーク 4 9 8

保健
福祉局

障害者総合
支援セン
ター

発達障害セミナー(成人編)
研修参加負担金

参加者負担金等
発達障害者支援センター職員とし
て、業務に必要な専門知識及び資
質の向上を図る

参加者負担金
3,000円×２名×３回=18,000
円

横浜市発達障害者支援セン
ター

18 9 4

保健
福祉局

障害者総合
支援セン
ター

自閉症の人たちの発達を支
えるために研修参加負担金

参加者負担金等
発達障害者支援センター職員とし
て、業務に必要な専門知識及び資
質の向上を図る

参加者負担金
3,000円×２名×３回=18,000
円

埼玉県発達障害者支援セン
ター

18 9 0

保健
福祉局

障害者総合
支援セン
ター

発達障害と神経症状との関
連研修参加負担金

参加者負担金等
発達障害者支援センター職員とし
て、業務に必要な専門知識及び資
質の向上を図る

参加者負担金
1,000円×２名×３回=6,000
円

埼玉県発達障害者支援セン
ター

6 2 0

保健
福祉局

障害者総合
支援セン
ター

発達障害児者の支援と医療
①研修参加負担金

参加者負担金等
発達障害者支援センター職員とし
て、業務に必要な専門知識及び資
質の向上を図る

参加者負担金
2,000円×１名×４回=8,000
円

埼玉県発達障害者支援セン
ター

8 4 0
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

保健
福祉局

障害者総合
支援セン
ター

発達障害児者の支援と医療
②研修参加負担金

参加者負担金等
発達障害者支援センター職員とし
て、業務に必要な専門知識及び資
質の向上を図る

参加者負担金
2,000円×１名×３回=6,000
円

埼玉県発達障害者支援セン
ター

6 2 1

保健
福祉局

障害者総合
支援セン
ター

リハビリテーション心理職
(応用)研修参加負担金

参加者負担金等
発達障害者支援センター職員とし
て、業務に必要な専門知識及び資
質の向上を図る

参加者負担金 2,000円×１名=2,000円
国立障害者リハビリテーショ
ンセンター

0 2 0

保健
福祉局

障害者総合
支援セン
ター

就労移行支援事業研修参加
負担金

参加者負担金等 職員の資質向上のため 参加者負担金 4,000円×２名=8,000円 研修主催団体 8 8 0

保健
福祉局

障害者総合
支援セン
ター

障害者地域生活支援技術研
修会参加負担金

参加者負担金等 職員の資質向上のため 参加者負担金 13,500円×２名=27,000円 研修主催団体 27 27 14

保健
福祉局

障害者総合
支援セン
ター

発達障害研修参加負担金 参加者負担金等 職員の資質向上のため 参加者負担金 2,000円×２名=4,000円 研修主催団体 4 4 0

保健
福祉局

障害者総合
支援セン
ター

社会福祉施設新任職員研修
参加負担金

参加者負担金等 職員の資質向上のため 参加者負担金 1,800円×１名=1,800円 研修主催団体 2 2 0

保健
福祉局

障害者総合
支援セン
ター

防火管理講習会参加負担金 参加者負担金等 防火管理者任用資格を取得する 参加者負担金 6,000円×１名=6,000円 研修主催団体 6 6 6

保健
福祉局

障害者総合
支援セン
ター

自閉症実践療育セミナー 参加者負担金等
発達障害者支援センター職員とし
て、業務に必要な専門知識及び資
質の向上を図る

参加者負担金
10,000円×１名×３回
=30,000円

研修主催団体 0 30 5

保健
福祉局

障害者総合
支援セン
ター

てんかん基礎講座参加負担
金

参加者負担金
発達障害者支援センター職員とし
て、業務に必要な専門知識及び資
質の向上を図る

研修会参加負担金 10,000円×１名=10,000円 (社)日本てんかん協会 0 0 10

保健
福祉局

保健総務課 全国保健所長会年会費 参加者負担金等 全国保健所長会の年会費 保健所長会 年会費15,000円 全国保健所長会 15 15 15

保健
福祉局

保健総務課 全国保健所長会総会負担金 参加者負担金等 全国保健所長会総会の負担金 保健所長会 5,000円×１名=5,000円 全国保健所長会 5 5 0

保健
福祉局

保健総務課
全国保健所長会指定都市部
会負担金

参加者負担金等
全国保健所長会指定都市部会の負
担金

保健所長会 3,000円×１名=3,000円 全国保健所長会指定都市部会 3 8 3

保健
福祉局

保健総務課 安全運転管理者協会年会費 参加者負担金等
浦和西地区安全運転管理者協会の
年会費

車両管理 年会費26,000円
浦和西地区安全運転管理者協
会

26 26 26

保健
福祉局

保健総務課
安全運転管理者講習会受講
手数料

参加者負担金等
浦和西地区安全運転管理者講習の
ための受講手数料

車両管理 4,200円×２名=8,400円
浦和西地区安全運転管理者協
会

9 9 8

保健
福祉局

保健総務課 日本結核学会年会費 参加者負担金等 日本結核学会の年会費 結核･感染症予防事業 年会費10,000円 日本結核学会 10 10 10

保健
福祉局

保健総務課
日本公衆衛生学会総会演題
申込金

参加者負担金等
公衆衛生学会において保健所所属
職員が演題発表を行う

日本公衆衛生学会総会 3,000円×１件=3,000円 日本公衆衛生学会 3 3 0
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

保健
福祉局

保健総務課
防火管理者資格講習会負担
金

参加者負担金等
消防法に基づき、防火管理者を設
置するため

参加者負担金 6,000円×１名=6,000円 (財)日本防火協会 6 6 6

保健
福祉局

保健総務課
ボイラー取扱技能講習会受
講料

労働安全衛生法 ボイラーの技能取得 ボイラー取扱技能講習会 11,000円×１名=11,000円 (社)日本ボイラ協会埼玉支部 0 11 11

保健
福祉局

保健総務課
防火管理者資格講習会負担
金

参加者負担金等
消防法に基づき、防火管理者を設
置するため

参加者負担金 6,000円×３名=18,000円 (財)日本防火協会 0 18 0

保健
福祉局

保健総務課
全国保健所長会指定都市部
会開催市出席者負担金

参加者負担金等
全国保健所長会指定都市部会の負
担金

保健所長会 3,000円×５名=15,000円 全国保健所長会指定都市部会 15 0 9

保健
福祉局

保健総務課
保健師等救急蘇生法指導者
講習会受講料

参加者負担金等
保健師等救急蘇生法指導者講習会
の受講料

参加者負担金 7,875円×１名=7,875円 (財)日本救急医療財団 0 0 8

保健
福祉局

地域保健支
援課

栄養改善指導事業参加負担
金

参加者負担金等
専門職員の資質向上のための学会
及び研修への派遣

日本栄養改善学会の研修 10,000円×１名=10,000円 (特非)日本栄養改善学会 10 10 10

保健
福祉局

地域保健支
援課

母子保健セミナー(虐待)参
加負担金

参加者負担金等
児童虐待の予防と発見に資する知
識を習得する

母子保健セミナー(虐待)
24,000円×１名=24,000円、
16,000円×１名=16,000円

(福)恩賜財団母子愛育会 40 64 40

保健
福祉局

地域保健支
援課

母子栄養講座参加負担金 参加者負担金等
小児期からの生活習慣病予防の基
礎知識と栄養士の役割について知
識を習得する

母子栄養講座 18,000円×１名=18,000円 (福)恩賜財団母子愛育会 18 18 18

保健
福祉局

地域保健支
援課

全国行政栄養士研修会参加
負担金

参加者負担金等
現任栄養士及び新任栄養士が行政
栄養士の役割や栄養指導について
の知識を習得する

行政栄養士研修会
新任行政栄養士研修会

8,000円×２名=16,000円、
8,000円×１名=8,000円

(社)日本栄養士会 24 24 16

保健
福祉局

地域保健支
援課

発達協会実践セミナー参加
負担金

参加者負担金等
発達と指導、教育に関する情報･
知識の習得

発達協会実践セミナー 13,650円×５名=68,250円
(社)精神発達障害指導教育協
会

69 69 68

保健
福祉局

地域保健支
援課

母子保健セミナー(育児支
援)参加負担金

参加者負担金等
乳幼児健診と育児支援に関する情
報･知識を習得するため

母子保健セミナー(育児支
援)

24,000円×２名=48,000円 (福)恩賜財団母子愛育会 48 24 24

保健
福祉局

地域保健支
援課

母子保健セミナー(虐待)参
加負担金

参加者負担金等
児童虐待の予防と発見に資する知
識を習得する

母子保健セミナー(虐待) 24,000円×２名=48,000円 (福)恩賜財団母子愛育会 48 72 72

保健
福祉局

地域保健支
援課

日本小児歯科学会全国大会
参加負担金

参加者負担金等
小児歯科学会の子どもの口腔保健
指導等最新の歯科保健情報を習得
する

日本小児歯科学会全国大
会

3,000円×２名=6,000円 (財)口腔保健協会 6 6 6

保健
福祉局

地域保健支
援課

政令指定都市母子保健主管
課長会議参加負担金

参加者負担金等
母子保健全般にわたる厚生労働省
及び政令指定都市との情報交換

政令指定都市母子保健主
管課長会議

7,000円×１名=7,000円 新潟市 7 7 0

保健
福祉局

地域保健支
援課

政令指定都市成人保健主管
課長会議参加負担金

参加者負担金等
成人保健全般にわたる厚生労働省
及び政令指定都市との情報交換

政令指定都市成人保健主
管課長会議

7,000円×１名=7,000円 新潟市 7 7 7

保健
福祉局

地域保健支
援課

日本障害者歯科学会参加負
担金

参加者負担金等
専門職員の資質向上のための学会
及び研修への派遣

日本障害者歯科学会 7,000円×１名=7,000円 (社)日本障害者歯科学会 7 7 7
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

保健
福祉局

地域保健支
援課

子ども虐待防止学会参加負
担金

参加者負担金等
専門職員の資質向上のための学会
及び研修への派遣

日本子ども虐待防止学会 10,000円×１名=10,000円 日本子ども虐待防止学会 0 10 10

保健
福祉局

地域保健支
援課

こどもの城研修会参加負担
金

参加者負担金等
乳幼児期からの生活習慣病予防に
向けた食育のへのアプローチ法を
習得する

こどもの城食育講習会 7,000円×１名=7,000円 (財)児童育成協会こどもの城 7 7 0

保健
福祉局

地域保健支
援課

地域社会振興財団中央研修
会参加負担金

参加者負担金等
人のやる気を引き出す個対個のコ
ミュニケーション法、集団を元気
にするアプローチ法を習得する

地域社会振興財団中央研
修会

25,000円×２名=50,000円 (財)地域社会振興財団 50 50 0

保健
福祉局

地域保健支
援課

プロセス評価実践セミナー 参加者負担金等
活動の進め方を「ものさし」を
使って評価する方法を学ぶ

プロセス評価実践セミ
ナー

10,000円×２名=20,000円
ヘルスプロモーション研究セ
ンター

0 0 20

保健
福祉局

地域保健支
援課

評価がしやすくなる教室企
画セミナー

参加者負担金等
目的設定から方法の選択など、企
画の一連の流れと、評価を可能に
する目標の立て方を学ぶ

評価がしやすくなる教室
企画セミナー

10,000円×２名=20,000円
ヘルスプロモーション研究セ
ンター

0 0 20

保健
福祉局

地域保健支
援課

先天性代謝異常・内分泌疾
患マス・スクリーニング基
礎理論研修

参加者負担金等
新しい検査法であるタンデムマス
法を含む、先天性代謝異常等検査
の基礎知識等を学ぶ

先天性代謝異常・内分泌
疾患マス・スクリーニン
グ基礎理論研修

6,000円×１名=6,000円
日本マス・スクリーニング学
会

0 0 6

保健
福祉局

地域保健支
援課

子どもの栄養ケア・マネジ
メント研修会

参加者負担金等
子どもの栄養ケア・マネジメント
を担う人材育成に向けた基礎固め
をすることを目的とする

子どもの栄養ケア・マネ
ジメント研修会

6,500円×２名=13,000円 日本健康・栄養システム学会 0 0 13

保健
福祉局

疾病予防対
策課

政令指定都市結核感染症主
管課長会議分科会負担金

参加者負担金等
感染症対策事業にわたる政令指定
都市との情報交換

政令指定都市結核感染症
主管課長会議

6,000円×１名=6,000円 幹事市(新潟市) 6 5 6

保健
福祉局

疾病予防対
策課

結研研修負担金 参加者負担金等 結核研究所主催の研修への参加 結核･感染症担当職員

保健師短期13,000円×２回
=26,000円、行政担当者
11,000円×１回=11,000円、
胸部X線読影15,000円×１回
=15,000円、保健師長期
30,000円×１回=30,000円

(財)結核予防会結核研究所 82 82 35

保健
福祉局

疾病予防対
策課

エイズ学会参加負担金 参加者負担金 エイズ学会への参加負担金 結核･感染症担当職員 10,000円×１名=10,000円 日本エイズ学会 10 10 0

保健
福祉局

精神保健課
ＳＳＴリーダー養成クラス
講習会参加負担金

参加者負担金等 精神保健事業に必要な知識の習得 ソーシャルクラブ 18,000円×１名=18,000円 埼玉ＳＳＴ研究会事務局 0 18 18

保健
福祉局

精神保健課
日本精神科救急学会出席者
負担金

参加者負担金等
精神保健における救急医療につい
ての知識を得る

精神保健医療事業 7,000円×１名=7,000円 日本精神科救急学会 7 7 7

保健
福祉局

精神保健課
独立行政法人国立病院機構
久里浜アルコールセンター
主催研修出席者負担金

参加者負担金等
アルコール依存症に対する総括的
な支援の知識と技術を修得

地域精神保健訪問事業 40,000円×１名=40,000円
(独)国立病院機構久里浜アル
コール症センター

40 40 0

保健
福祉局

精神保健課
国立精研主催医学課程(摂食
障害)研修負担金

参加者負担金等
摂食障害の治療に必要な専門的知
識及び技術の修得

地域精神保健訪問事業 24,000円×１名=24,000円
国立精神･神経医療センター
精神保健研究所

24 24 18

保健
福祉局

精神保健課
国立精研主催医学課程(ＡＣ
Ｔ)研修負担金

参加者負担金等
包括的地域生活支援プログラムの
定着に必要な技術や知識の修得

地域精神保健訪問事業 20,000円×１名=20,000円
国立精神･神経医療センター
精神保健研究所

0 20 0
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

保健
福祉局

精神保健課
日本精神障害者リハビリ
テーション学会参加負担金

参加者負担金等
精神科リハビリテーションの動向
や実践を学ぶ

地域精神保健訪問事業 7,000円×１名=7,000円
日本精神障害者リハビリテー
ション学会

7 10 0

保健
福祉局

精神保健課 うつ病学会総会参加負担金 参加負担金等
専門知識の修得を課内で共有する
ため

地域精神保健訪問事業 5,000円×１名=5,000円 うつ病学会 5 6 0

保健
福祉局

精神保健課
アウトリーチによる地域マ
ネジメント並びに訪問型生
活訓練研修

参加負担金等
専門知識の修得を課内で共有する
ため

精神障害者退院支援事業 20,000円×１名=20,000円
国立精神･神経医療センター
精神保健研究所

20 20 20

保健
福祉局

精神保健課
国立精研主催司法精神医学
研修

参加者負担金等
医療観察法対象となる精神障害者
への介入技能の習得のため

地域精神保健訪問事業 10,000円×１名=10,000円
国立精神･神経医療研究セン
ター　精神保健研究所

10 10 10

保健
福祉局

精神保健課
国立精研主催ＰＴＳＤ医療
研修

参加者負担金等
ＰＴＳＤについての医療知識習得
のため

地域精神保健訪問事業 7,000円×２名=14,000円
国立精神･神経医療研究セン
ター　精神保健研究所

0 14 0

保健
福祉局

精神保健課
明治安田こころの健康財
団・集中講座

参加者負担金等 精神保健事業に必要な知識の習得 ソーシャルクラブ 16,000円×１名=16,000円 明治安田こころの健康財団 16 0 0

保健
福祉局

精神保健課
国立精研主催薬物依存臨床
看護等研修

参加者負担金等 精神保健事業に必要な知識の習得 地域精神保健訪問事業 24,000円×１名=24,000円
国立精神神経医療研究セン
ター精神保健研究所

24 0 24

保健
福祉局

精神保健課 ＡＳＷ協会全国研究大会 参加負担金
アルコール依存症に対する支援と
知識の習得

地域精神保健訪問事業 6,000円×1名=6,000円 ＡＳＷ協会 0 0 6

保健
福祉局

精神保健課
全国精神保健福祉業務研修
会

参加負担金 精神保健事業に必要な知識の習得 地域精神保健訪問事業 4,000円×1名=4,000円 全国精神保健福祉相談員会 0 0 4

保健
福祉局

食品衛生課 食品微生物学会参加負担金 参加者負担金等 食品微生物学会参加
飲食店等食品営業施設に
対する許可事務及び許可
営業者に対する指導

7,000円×１名=7,000円 日本食品微生物学会 7 7 0

保健
福祉局

食品衛生課
食品安全フォーラム参加負
担金

参加者負担金等 食品安全フォーラム参加
飲食店等食品営業施設に
対する許可事務及び許可
営業者に対する指導

3,000円×１名=3,000円
日本薬学会レギュラトリーサ
イエンス部会

3 3 2

保健
福祉局

食品衛生課
日本食品衛生学会参加負担
金

参加者負担金等 日本食品衛生学会参加
飲食店等食品営業施設に
対する許可事務及び許可
営業者に対する指導

6,000円×１名=6,000円 (社)日本食品衛生学会 6 5 0

保健
福祉局

食品衛生課
関東甲信越食品衛生主管課
長会議参加負担金

参加者負担金等
関東甲信越食品衛生主管課長会議
参加

飲食店等食品営業施設に
対する許可事務及び許可
営業者に対する指導

2,000円×１名=2,000円 幹事県(神奈川県) 2 2 0

保健
福祉局

食品衛生課
21大都市食品衛生主管課長
会議参加負担金

参加者負担金等
21大都市食品衛生主管課長会議参
加

飲食店等食品営業施設に
対する許可事務及び許可
営業者に対する指導

4,000円×１名=4,000円 幹事市(広島市) 4 2 0

保健
福祉局

食品衛生課
全国市場衛生検査所協議会
全国大会参加負担金

参加者負担金等
全国市場衛生検査所協議会全国大
会参加

大宮市場･浦和市場内の食
品関係営業の監視業務

8,000円×１名=8,000円
全国市場食品衛生検査所協議
会

8 8 0

保健
福祉局

食品衛生課 獣医学会参加費参加負担金 参加者負担金等 獣医学会参加
飲食店等食品営業施設に
対する許可事務及び許可
営業者に対する指導

15,000円×１名=15,000円 (社)日本獣医学会 0 15 0
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

保健
福祉局

環境薬事課
大都市環境衛生主管課長会
議参加負担金

参加者負担金等 大都市環境衛生主管課長会議参加
環境衛生関係営業施設の
許可･確認及び監視指導等

8,000円×１名=8,000円 幹事市(川崎市) 8 8 1

保健
福祉局

環境薬事課
水道技術者ブロック別研修
会参加負担金

参加者負担金等 水道技術者ブロック別研修会参加
飲料水の水質検査及び専
用水道･簡易専用水道等に
関する衛生指導

15,000円×１名=15,000円 (社)日本水道協会 15 15 15

保健
福祉局

環境薬事課
建築物衛生管理技術者講習
会参加負担金

参加者負担金等
建築物環境衛生管理技術者の資格
取得

環境衛生関係営業施設の
許可･確認及び監視指導等

129,000円×１名=129,000円 (財)ビル管理教育センター 129 129 129

保健
福祉局

環境薬事課
ねずみ･衛生害虫駆除技術研
修会参加負担金

参加者負担金等
ねずみ･衛生害虫駆除技術研修会
参加

衛生害虫昆虫の相談 45,150円×１名=45,150円 (財)日本環境衛生センター 46 46 45

保健
福祉局

環境薬事課
全国水道研究発表会参加負
担金

参加者負担金等 全国水道研究発表会参加
飲料水の水質検査及び専
用水道･簡易専用水道等に
関する衛生指導

14,000円×１名=14,000円 (社)日本水道協会 14 14 14

保健
福祉局

環境薬事課
薬剤師会学術大会参加負担
金

参加者負担金等 薬事研究会参加
医薬品販売業等の監視･指
導

10,000円×２名=20,000円 (社)日本薬剤師会 20 10 0

保健
福祉局

環境薬事課
行政薬剤師会講演会参加負
担金

参加者負担金等 行政薬剤師会講演会参加
医薬品販売業等の監視･指
導

3,000円×１名=3,000円 (社)日本薬剤師会 3 3 0

保健
福祉局

環境薬事課 墓地管理講習会参加負担金 参加者負担金等 墓地管理講習会参加
墓地等の許可及び監視指
導等

30,000円×１名=30,000円 (社)全日本墓園協会 30 30 0

保健
福祉局

環境薬事課
救急医療･医務薬務主幹課長
会議参加負担金

参加者負担金等
救急医療、医務、薬務に関わる実
務的な問題点を協議し、問題の解
決を図る

参加者負担金 8,000円×１名=8,000円 幹事市(相模原市) 8 7 2

保健
福祉局

環境薬事課
認定簡易専用水道検査員講
習会参加負担金

参加者負担金等
簡易専用水道の指導に関する専門
職員の資質向上

飲料水の水質検査及び専
用水道･簡易専用水道等に
関する衛生指導

55,000円×１名=55,000円 (社)全国給水衛生検査協会 55 55 55

保健
福祉局

環境薬事課
プール衛生管理者講習会参
加負担金

参加者負担金等
プールの衛生管理に関する専門職
員の資質向上

プールに関する衛生指導 32,000円×１名=32,000円
(社)日本プールアメニティ施
設協会

32 32 32

保健
福祉局

環境薬事課
薬事エキスパート研修会参
加負担金

参加者負担金等
薬事法全般に関する職員の専門性
強化、資質向上

医薬品販売業等の監視･指
導

3,000円×15回=45,000円
(財)医薬品医療機器レギュラ
トリーサイエンス財団

45 45 30

保健
福祉局

環境薬事課 日本薬学会参加負担金 参加者負担金等
薬事法全般に関する職員の専門性
強化、資質向上

医薬品販売業等の監視･指
導

13,000円×１名=13,000円 (社)日本薬学会 13 12 13

保健
福祉局

環境薬事課 温泉経営管理研修 参加者負担金等
温泉の許可･監視指導に関する専
門職員の資質向上

温泉利用施設の監視･指導 31,000円×１名=31,000円 (財)中央温泉研究所 31 31 31

保健
福祉局

環境薬事課
簡易専用水道検査管理技術
者講習会

参加者負担金等
簡易専用水道の指導に関する専門
職員の資質向上

飲料水の水質検査及び専
用水道･簡易専用水道等に
関する衛生指導

50,000円×１名=50,000円 (社)全国給水衛生検査協会 0 50 0

保健
福祉局

環境薬事課 防錆剤管理責任者講習会 参加者負担金等 防錆剤管理責任者の資格取得
環境衛生関係営業施設の
許可･確認及び監視指導等

45,000円×１名=45,000円 日本給水用防錆剤協会 0 45 45
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

保健
福祉局

環境薬事課
簡易専用水道検査全国技術
研究発表会

参加者負担金等
簡易専用水道の指導に関する専門
職員の資質向上

飲料水の水質検査及び専
用水道･簡易専用水道等に
関する衛生指導

7,000円×１名=7,000円 (社)全国給水衛生検査協会 7 7 0

保健
福祉局

環境薬事課
日本家屋害虫学会大会参加
負担金

参加者負担金等 衛生害虫等に関する知識習得 衛生害虫昆虫の相談 5,000円×１名=5,000円 日本家屋害虫学会 0 5 6

保健
福祉局

環境薬事課
日本ペストロジー学会大会
参加負担金

参加者負担金等 衛生害虫等に関する知識習得 衛生害虫昆虫の相談 5,000円×１名=5,000円 日本ペストロジー学会 0 5 6

保健
福祉局

環境薬事課
ペストコントロールフォー
ラム参加負担金

参加者負担金等 衛生害虫等に関する知識習得 衛生害虫昆虫の相談 2,000円×１名=2,000円
(社)日本ペストコントロール
協会

0 2 0

保健
福祉局

環境薬事課
建築設備管理･保全関係講習
会

参加者負担金等
環境衛生関係営業施設の監視指導
等を行う専門職員の資質向上

環境衛生関係営業施設の
許可･確認及び監視指導等

40,000円×１名=40,000円
(社)東京ビルメンテナンス協
会

40 40 40

保健
福祉局

環境薬事課
水道技術管理者資格取得講
習会

参加者負担金等 水道技術管理者の資格取得
飲料水の水質検査及び専
用水道･簡易専用水道等に
関する衛生指導

266,000円×１名=266,000円 (社)日本水道協会 266 0 0

保健
福祉局

環境薬事課 ペストロジー実習講座 参加者負担金等 衛生害虫に関する知識習得 衛生害虫昆虫の相談 63,000円×１名=63,000円 (財)日本環境衛生センター 63 0 0

保健
福祉局

環境薬事課
講座「これからの墓地行政
の現状と課題を考える」参
加負担金

参加者負担金等 墓地業務に関する職員の資質向上
墓地等の許可及び監視指
導等

7,350円×１名=7,350円 墓苑・斎場実務研究会 0 0 7

保健
福祉局

環境薬事課
プール衛生管理士講習会受
講料

参加者負担金等
プールの衛生管理に関する専門職
員の資質向上

プールに関する衛生指導 15,000円×１名=15,000円
(社)日本プールアメニティ施
設協会

0 0 15

保健
福祉局

環境薬事課 臭気対策セミナー参加費 参加者負担金等
環境衛生関係営業施設の監視指導
等を行う専門職員の資質向上

環境衛生関係営業施設の
許可･確認及び監視指導等

18,000円×１名=18,000円 (社)におい・かおり環境協会 0 0 18

保健
福祉局

保健科学課 衛生微生物協議会会費 参加者負担金等

全国地方衛生研究所間の微生物部
門の連絡を密にすることにより事
業の強化促進を図り、もって公衆
衛生の発展に寄与する

年会費 年会費8,000円 全国衛生微生物協議会 8 8 8

保健
福祉局

保健科学課
全国衛生化学技術協議会会
費

参加者負担金等

全国地方衛生研究所間の理化学部
門の連絡を密にすることにより事
業の強化促進を図り、もって公衆
衛生の発展に寄与する

年会費 年会費14,250円 全国衛生化学技術協議会 15 15 14

保健
福祉局

保健科学課
地方衛生研究所全国協議会
会費

参加者負担金等

全国地方衛生研究所間の連絡を密
にすることにより事業の強化促進
を図り、もって公衆衛生の発展に
寄与する

年会費 年会費38,000円 地方衛生研究所全国協議会 38 38 38

保健
福祉局

保健科学課
全国食肉衛生検査所協議会
会費

参加者負担金等

全国食肉衛生検査所間の連絡を密
にすることにより事業の強化促進
を図り、もって食の安全に寄与す
る

年会費 年会費47,000円 全国食肉衛生検査所協議会 47 47 47

保健
福祉局

保健科学課 全国環境研協議会会費 参加者負担金等

全国地方環境研究所間の連絡を密
にすることにより事業の強化促進
を図り、もって環境保全･公害防
止に寄与する

年会費 年会費46,000円 全国環境研協議会 46 46 46
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

保健
福祉局

保健科学課
指定都市衛生研究所所長会
議参加費

参加者負担金等

指定都市地方衛生研究所間の連絡
を密にすることにより事業の強化
促進を図り、もって公衆衛生の発
展に寄与する

年会費 年会費4,000円
指定都市衛生研究所所長会議
事務局

4 4 8

保健
福祉局

保健科学課
関東甲信越ブロック食肉衛
生検査所協議会負担金

参加者負担金等

関東甲信越の食肉衛生検査所間の
連絡を密にすることにより事業の
強化促進を図り、もって食の安全
に寄与する

年会費 年会費10,000円
関東甲信越ブロック食肉衛生
検査所協議会

10 10 10

保健
福祉局

保健科学課
地方衛生研究所全国協議会
関東甲信静支部細菌研究部
会参加費

参加者負担金等
細菌の研究成果を発表し、公衆衛
生の発展に寄与する

参加者負担金 2,000円×１名=2,000円
地方衛生研究所全国協議会関
東甲信静支部細菌研究部会

2 2 2

保健
福祉局

保健科学課
日本公衆衛生学会総会参加
負担金(食品衛生関係分科
会)

参加者負担金等
研究成果を発表し、公衆衛生の発
展に寄与する

参加者負担金 11,000円×１名=11,000円 日本公衆衛生学会 11 11 11

保健
福祉局

保健科学課
日本マススクリーニング学
会参加負担金

参加者負担金等
研究成果を発表して代謝異常スク
リーニング事業の発展に寄与し、
疾患の早期発見を推進する

参加者負担金 7,000円×１名=7,000円 日本マススクリーニング学会 7 0 7

保健
福祉局

保健科学課
地方衛生研究所全国協議会
関東甲信静支部会費

参加者負担金等

地域保健対策を効果的に推進して
公衆衛生の向上及び増進を図るこ
とを目的とした協議会に参加し、
もって市の公衆衛生の発展に寄与
する

年会費 年会費22,000円
地方衛生研究所全国協議会関
東甲信静支部

22 22 20

保健
福祉局

保健科学課 食品衛生学会参加費 参加者負担金等
食品衛生に関する研究成果を発表
し、公衆衛生の発展に寄与する

参加者負担金 5,000円×１名=5,000円 食品衛生学会 0 5 0

保健
福祉局

保健科学課
公衆衛生情報研究協議会年
会費

参加者負担金等

会員相互の公衆衛生･疫学情報に
関する研究と研鑽を図ることによ
り、市の公衆衛生の向上に資する
ことを目的とする

年会費 年会費8,000円 公衆衛生情報研究協議会 8 8 8

保健
福祉局

保健科学課 水環境学会参加負担金 参加者負担金等
水環境に関する研究成果を発表
し、環境行政の発展に寄与する

参加者負担金 6,000円×１名=6,000円 水環境学会年会 6 6 12

保健
福祉局

保健科学課
先天性代謝異常症等検査技
術者研修会参加費

参加者負担金等
代謝異常スクリーニング検査技術
を修得することにより、疾患の早
期発見･早期治療に寄与する

参加者負担金 12,000円×１名=12,000円 母子愛育会 12 12 12

保健
福祉局

保健科学課
日本マススクリーニング学
会参加費

参加者負担金等

マススクリーニング学の進歩発展
と会員相互の研鑽を計り、もって
市の代謝異常スクリーニング事業
の向上に資することを目的とする

参加者負担金 7,000円×１名=7,000円 日本マススクリーニング学会 7 6 14

保健
福祉局

保健科学課
日本医用マススペクトル学
会参加負担金

参加者負担金等

代謝異常検査における最新の検査
技術の習得と会員相互の研鑽を計
る、疾患の早期発見･早期治療に
寄与する

参加者負担金 6,000円×１名=6,000円 日本医用マススペクトル学会 6 6 0

保健
福祉局

保健科学課
バイオセーフティ技術講習
会主任管理者コース参加負
担金

参加者負担金等
バイオハザード対策の技術の習得
及び向上を図り、もって公衆衛生
の発展に寄与する

参加者負担金 60,000円×１名=60,000円
バイオメディカルサイエンス
研究会

60 0 0

保健
福祉局

保健科学課
日本感染症学会東日本地方
会総会参加負担金

参加者負担金等
感染症学の進歩発展と会員相互の
研鑽を計り、もって市の公衆衛生
の向上に資することを目的とする

参加者負担金 15,000円×１名=15,000円 日本感染症東日本地方会 0 15 15
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

保健
福祉局

保健科学課
衛生微生物技術協議会ウイ
ルス分科会

参加者負担金等

関東甲信静の地方衛生研究所間の
ウイルス部門の連絡を密にするこ
とにより事業の強化促進を図り、
もって公衆衛生の発展に寄与する

参加者負担金 5,000円×１名=5,000円
衛生微生物技術協議会(ウイ
ルス分科会)

5 5 5

保健
福祉局

保健科学課
腸管出血性大腸菌感染症研
究会

参加者負担金等

腸管出血性大腸菌の検査情報を入
手して会員相互の研鑽を計り、
もって市の医療及び公衆衛生の向
上に資することを目的とする

参加者負担金 5,000円×１名=5,000円
腸管出血性大腸菌感染症研究
会

5 3 0

保健
福祉局

保健科学課
バイオセーフティ技術講習
会初級コース

参加者負担金等
バイオハザード対策の技術の習得
及び向上を図り、もって公衆衛生
の発展に寄与する

参加者負担金 55,000円×１名=55,000円
バイオメディカルサイエンス
研究会

0 55 55

保健
福祉局

保健科学課
日本感染症学会(感染症疫学
情報関係分科会)

参加者負担金等

新型インフルエンザなど感染症に
関する最新の知見･情報を収集し
もって市の危機管理及び公衆衛生
の向上に資することを目的とする

参加者負担金 15,000円×１名=15,000円 日本感染症学会 0 15 0

保健
福祉局

保健科学課
日本結核病学会(感染症疫学
情報関係分科会)

参加者負担金等

結核医療･保健にする最新の知見･
情報を収集しもって市の感染症対
策の向上に資することを目的とす
る

参加者負担金 10,000円×１名=10,000円 日本結核病学会 0 10 0

保健
福祉局

保健科学課
公衆衛生情報研究協議会研
究会参加費

参加者負担金等

新型インフルエンザ等感染症情報
に関する最新の知見･情報を収集
しもって市の危機管理及び公衆衛
生の向上に資することを目的とす
る

参加者負担金 2,000円×１名=2,000円 公衆衛生情報研究協議会 2 2 3

保健
福祉局

保健科学課
地研全国協議会関東甲信静
支部細菌部会総会参加負担
金

参加者負担金等

関東甲信静の地方衛生研究所間の
細菌部門の連絡を密にすることに
より事業の強化促進を図り、もっ
て公衆衛生の発展に寄与する

参加者負担金 2,000円×１名=2,000円
地方衛生研究所全国協議会関
東甲信静支部

2 2 2

保健
福祉局

保健科学課
地研全国協議会関東甲信静
支部ウイルス部会参加負担
金

参加者負担金等

関東甲信静の地方衛生研究所間の
ウイルス部門の連絡を密にするこ
とにより事業の強化促進を図り、
もって公衆衛生の発展に寄与する

参加者負担金 3,000円×１名=3,000円
地方衛生研究所全国協議会関
東甲信静支部

3 3 3

保健
福祉局

保健科学課
日本公衆衛生学会参加負担
金(感染症疫学情報関係分科
会)

参加者負担金等

新型インフルエンザ等感染症に関
する最新の知見･情報を収集し、
もって市の危機管理及び公衆衛生
の向上に資することを目的とする

参加者負担金 11,000円×１名=11,000円 日本公衆衛生学会 11 11 22

保健
福祉局

保健科学課 日本エイズ学会参加負担金 参加者負担金等

感染者が増加し、深刻な社会問題
となっているエイズに関する最新
の知見･情報を収集し、もって市
の公衆衛生の向上に資することを
目的とする

参加者負担金 10,000円×１名=10,000円 日本エイズ学会 10 10 0

保健
福祉局

保健科学課
日本臨床ウイルス学会参加
負担金

参加者負担金等

新型インフルエンザ感染症等に関
する最新の知見･情報を収集し、
もって市の危機管理及び公衆衛生
の向上に資することを目的とする

参加者負担金 9,000円×１名=9,000円 日本臨床ウイルス学会 9 8 7

保健
福祉局

保健科学課 Ｔ－SPOT.TB研修 参加者負担金等
結核検査技術の習得及び向上を図
り、もって公衆衛生の発展に寄与
する

参加者負担金 84,0000円×１名=84,000円 (財)結核予防会結核研究所 0 84 0
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

保健
福祉局

保健科学課
公衆衛生活動･論文の書き方
研修負担金

参加者負担金等
公衆衛生活動･研究の立案から論
文作成にいたる過程を修得するこ
とを目的とする

参加者負担金 15,000円×１名=15,000円 日本公衆衛生学会 15 15 15

保健
福祉局

保健科学課 日本先天代謝異常学会総会 参加者負担金等
代謝異常専門医からアプローチす
る検査について学習し精研時の流
れを円滑にするため

参加者負担金 10,000円×１名=10,000円 日本先天代謝異常学会 10 10 0

保健
福祉局

保健科学課
日本マススクリーニング学
会技術部会参加負担金

参加者負担金等
新生児マススクリーニング検査技
術の技術研修と情報収集のため

参加者負担金 6,000円×１名=6,000円
日本マススクリーニング学会
技術部会

6 5 21

保健
福祉局

保健科学課
日本環境感染学会総会(検査
技術関係分科会)参加負担金

参加者負担金等
感染症の検査技術における最新の
知見･情報を入手し、もって公衆
衛生の発展に寄与する

参加者負担金 10,000円×１名=10,000円 日本環境感染学会 10 0 0

保健
福祉局

保健科学課
日本環境感染学会総会(感染
症疫学情報関係分科会)参加
負担金

参加者負担金等

感染症疫学情報に関する最新の知
見･情報を収集し、もって市の公
衆衛生の向上に資することを目的
とする

参加者負担金 10,000円×１名=10,000円 日本環境感染学会 10 9 18

保健
福祉局

保健科学課 日本臨床微生物学会 参加者負担金等

微生物感染症に関する最新の知
見･情報を入手し、もって市の危
機管理及び公衆衛生の向上に質す
ることを目的とする

参加者負担金 8,000円×１名=8,000円 日本臨床微生物学会 0 8 8

保健
福祉局

保健科学課
日本先天性代謝異常学会セ
ミナー

参加者負担金等
代謝異常専門医からアプローチす
る検査について学習し、より実践
的な知識を得るため

参加者負担金 20,000円×１名=20,000円
日本先天性代謝異常学会セミ
ナー

0 20 0

保健
福祉局

保健科学課
衛生微生物技術協議会細菌
部会

参加者負担金等

関東甲信静の地方衛生研究所間の
細菌部門の連絡を密にすることに
より事業の強化促進を図り、もっ
て公衆衛生の発展に寄与する

参加者負担金 5,000円×１名=5,000円
衛生微生物技術協議会(細菌
分科会)

5 5 5

保健
福祉局

保健科学課
公衆衛生情報研究協議会総
会･研究会参加費

参加者負担金等

会員相互の公衆衛生･疫学情報に
関する研究と研鑽を図ることによ
り、市の公衆衛生の向上に資する
ことを目的とする

参加者負担金 2,000円×１名=2,000円 公衆衛生情報研究協議会 2 0 0

保健
福祉局

保健科学課
日本臨床微生物学会参加負
担金

参加者負担金等

微生物感染症に関する最新の知
見･情報を入手し、もって市の危
機管理及び公衆衛生の向上に質す
ることを目的とする

参加者負担金 8,000円×１名=8,000円 日本臨床微生物学会 8 8 8

保健
福祉局

保健科学課
嫌気性菌検査技術セミナー
参加負担金

参加者負担金等

嫌気性菌の性状試験及び臨床上重
要な菌種について学び、もって市
の感染症対策の向上に資すること
を目的とする

参加者負担金 20,000円×１名=20,000円 嫌気性菌検査技術セミナー 0 20 0

保健
福祉局

保健科学課
日本小児保健学会参加負担
金

参加者負担金等

患児のＱＯＬの向上を目指し医療
及び地域が連携するために検査が
担う責任を認識することを目的と
する

参加者負担金 6,000円×１名=6,000円 日本小児保健学会 0 6 0

保健
福祉局

保健科学課 病原真菌講習会参加負担金 参加者負担金等
病原真菌の取扱い及び同定法につ
いて学び、もって市の感染症対策
の向上に資することを目的とする

参加者負担金 36,000円×１名=36,000円
千葉大学真菌医学研究セン
ター

0 36 36

保健
福祉局

保健科学課
日本小児内分泌学会参加負
担金

参加者負担金等

小児の甲状腺疾患及び副腎の疾患
について臨床的な知識と検査に求
めることを学びとり日々の検査に
生かすことを目的とする

参加者負担金 10,000円×１名=10,000円 日本小児内分泌学会 0 10 10
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

保健
福祉局

保健科学課
公衆衛生活動･研究論文の書
き方研修会参加負担金

参加者負担金等
公衆衛生活動･研究の立案から論
文作成にいたる過程を修得するこ
とを目的とする

参加者負担金 15,000円×１名=15,000円 日本公衆衛生学会 15 0 0

保健
福祉局

保健科学課 環境化学討論会参加負担金 参加者負担金等
研究成果を発表し、環境行政の発
展に寄与する

参加者負担金 3,000円×１名=3,000円 日本環境化学会 3 0 0

保健
福祉局

保健科学課
日本環境感染学会総会参加
負担金

参加者負担金等
研究成果を発表し、環境行政の発
展に寄与する

参加者負担金 10,000円×１名=10,000円 日本環境感染学会 10 0 0

保健
福祉局

保健科学課 大気環境学会参加負担金 参加者負担金等
研究成果を発表し、環境行政の発
展に寄与する

参加者負担金 10,000円×１名=10,000円 大気環境学会参加負担金 10 0 10

保健
福祉局

保健科学課
人と動物の共通感染症研究
会学術集会

参加者負担金等

動物由来感染症情報に関する最新
の知見･情報を収集しもって市の
危機管理及び公衆衛生の向上に資
することを目的とする

参加者負担金 1,000円×１名=1,000円 人と動物の共通感染症研究会 1 0 0

保健
福祉局

保健科学課
先天性代謝異常・内分泌疾
患マス・スクリーニング基
礎理論研修会負担金

参加者負担金
マス・スクリーニングに関する基
礎的な知識習得と、レベルの向上
を図ることを目的とする

参加者負担金 12,000円×1名=12,000円
日本マス・スクリーニング学
会

0 0 12

保健
福祉局

保健科学課
日本感染症学会　中日本地
方会学術集会　参加者負担
金

参加者負担金

微生物感染症に関する最新の知
見・情報を入手し、もって市の危
機管理及び公衆衛生の向上に資す
ることを目的とする。

参加者負担金 7,000円×1名=7,000円 日本感染症学会中日本地方会 0 0 7

保健
福祉局

保健科学課 日本細菌学会総会参加費 参加者負担金
細菌感染症に関する最新の知見を
入手し、公衆衛生の向上に資する
ことを目的とする。

参加者負担金 14,000円×1名=14,000円 日本細菌学会 0 0 14

保健
福祉局

保健科学課
ウォーターズJLCT9050-
1LC/MS基礎理論コース受講
負担金

参加者負担金
新生児マス・スクリーニング検査
の技術習得と情報収集のため

参加者負担金 21,000円×1名=21,000円 日本ウォーターズ株式会社 0 0 21

保健
福祉局

保健科学課
ウォーターズJLCT9050-
2MassLynx基本操作コース受
講負担金

参加者負担金
新生児マス・スクリーニング検査
の技術習得と情報収集のため

参加者負担金 63,000円×1名=63,000円 日本ウォーターズ株式会社 0 0 63

保健
福祉局

生活科学課
日本食品衛生学会参加者負
担金

参加者負担金等
食品衛生検査に関わる新たな検査
知識･手法の習得や研究成果の発
表を行い資質の向上を図る

参加者負担金 6,000円×２名=12,000円 日本食品衛生学会 12 28 10

保健
福祉局

生活科学課
全国衛生化学技術協議会年
会参加者負担金

参加者負担金等
理化学検査業務について情報交換
を行い、知識･技術の向上を図る
ため

参加者負担金 4,000円×1名=4,000円 全国衛生化学技術協議会 4 8 4

保健
福祉局

生活科学課
地方衛生研究所全国協議会
関東甲信静支部理化学研究
部会参加者負担金

参加者負担金等
理化学検査業務について情報交換
を行い、知識･技術の向上を図る
ため

参加者負担金

食品分科会4,000円×２名
=8,000円、境分科会4,000円
×１名=4,000円、薬事・家庭
用品分科会4,000円×１名
=4,000円

地方衛生研究所全国協議会関
東甲信静支部会

16 16 5

保健
福祉局

生活科学課
日本食品微生物学会学術総
会参加負担金

参加者負担金等
食品微生物に関わる新たな検査知
識･手法の習得や研究成果の発表
を行い資質の向上を図るため

参加者負担金 7,000円×２名=14,000円 日本食品微生物学会 0 14 14

保健
福祉局

生活科学課
地方衛生研究所全国協議会
関東甲信静支部細菌研究部
会参加者負担金

参加者負担金等
微生物検査業務について情報交換
を行い、知識･技術の向上を図る
ため

参加者負担金 2,000円×１名=2,000円
地方衛生研究所全国協議会関
東支部会

2 2 2
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

保健
福祉局

生活科学課
衛生微生物技術協議会参加
者負担金

参加者負担金等
感染症及び食中毒に関する情報交
換を行い、知識･技術の向上を図
るため

参加者負担金 6,000円×１名=6,000円 衛生微生物技術協議会 6 6 5

保健
福祉局

生活科学課
特別シンポジウム参加者負
担金

参加者負担金等
食品衛生検査に関わる新たな検査
知識･手法を習得し、資質の向上
を図るため

参加者負担金 7,000円×１名=7,000円 日本食品衛生学会 7 0 0

保健
福祉局

生活科学課
日本公衆衛生学会参加者負
担金

参加者負担金等
公衆衛生に関わる新たな検査知
識･手法の習得や研究成果の発表
を行い資質の向上を図るため

参加者負担金 11,000円×１名=11,000円 日本公衆衛生学会総会 11 0 11

保健
福祉局

生活科学課
公衆衛生情報研究協議会総
会・研修会参加者負担金

参加者負担金等
公衆衛生情報に関わる新たな知
識･情報等を習得し、資質の向上
を図るため

参加者負担金 1,000円×１名=1,000円 公衆衛生情報研究協議会 0 0 1

保健
福祉局

環境科学課
特別管理産業廃棄物管理責
任者講習会

講習会受講料 資質向上のため資格を取得する
特別管理産業廃棄物管理
責任者講習会受講料

12,000円×１名=12,000円
(財)日本産業廃棄物処理振興
センター

0 12 12

保健
福祉局

環境科学課
水質公害防止主任者資格認
定講習

講習会受講料 資質向上のため資格を取得する
水質公害防止主任者資格
認定講習受講料

7,400円×１名=7,400円 埼玉県環境部水環境課 7 8 7

保健
福祉局

環境科学課
第71回日本公衆衛生学会参
加者負担金

参加者負担金等
公衆衛生行政の発展に寄与するた
め、研究成果を発表する

参加者負担金等 10,500円×１名=10,500円 日本公衆衛生学会総会 10 0 0

保健
福祉局

環境科学課 Arc DesktopⅠ　入門編 参加者負担金等
地理情報システムについての知
識・技術を習得し、資質向上を図
るため

参加者負担金等 58,800円×１名=58,800円 ESRIジャパン(株) 59 0 0

保健
福祉局

環境科学課 Arc DesktopⅡ　基礎編 参加者負担金等
地理情報システムについての知
識・技術を習得し、資質向上を図
るため

参加者負担金等 75,600円×１名=75,600円 ESRIジャパン(株) 76 0 0

保健
福祉局

環境科学課 Arc DesktopⅢ　応用編 参加者負担金等
地理情報システムについての知
識・技術を習得し、資質向上を図
るため

参加者負担金等 58,800円×１名=58,800円 ESRIジャパン(株) 59 0 0

保健
福祉局

環境科学課 GISデータ構築 参加者負担金等
地理情報システムについての知
識・技術を習得し、資質向上を図
るため

参加者負担金等 58,800円×１名=58,800円 ESRIジャパン(株) 59 0 0

保健
福祉局

環境科学課 Spatial Analyst解析 参加者負担金等
地理情報システムについての知
識・技術を習得し、資質向上を図
るため

参加者負担金等 58,800円×１名=58,800円 ESRIジャパン(株) 59 0 0

保健
福祉局

環境科学課
Pythonによるｼﾞｵﾌﾟﾛｾｼﾝｸﾞｽｸ
ﾘﾌﾟﾄ入門

参加者負担金等
地理情報システムについての知
識・技術を習得し、資質向上を図
るため

参加者負担金等 58,800円×１名=58,800円 ESRIジャパン(株) 59 0 0

保健
福祉局

環境科学課
.NETによるArcObfectsﾌﾟﾛｸﾞ
ﾗﾐﾝｸﾞ入門

参加者負担金等
地理情報システムについての知
識・技術を習得し、資質向上を図
るため

参加者負担金等 84,000円×１名=84,000円 ESRIジャパン(株) 84 0 0

保健
福祉局

環境科学課
.NETによるArc Desktopｺﾝ
ﾎﾟｰﾈﾝﾄ開発

参加者負担金等
地理情報システムについての知
識・技術を習得し、資質向上を図
るため

参加者負担金等 42,000円×１名=42,000円 ESRIジャパン(株) 42 0 0

保健
福祉局

環境科学課
.NETによるArcGIS Engineｱ
ﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ開発

参加者負担金等
地理情報システムについての知
識・技術を習得し、資質向上を図
るため

参加者負担金等 84,000円×１名=84,000円 ESRIジャパン(株) 84 0 0
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

子ども
未来局

子育て企画
課

21大都市児童福祉主管課長
会議参加負担金

参加者負担金等 参加者負担金
21大都市児童福祉主管課
長会議参加負担金

3,000円×３名=9,000円 幹事市（相模原市） 9 9 0

子ども
未来局

子育て企画
課

大都市民生主管局長会議参
加負担金

参加者負担金等 参加者負担金
大都市民生主管局長会議
参加負担金

10,000円×１名=10,000円 幹事市（川崎市） 10 10 0

子ども
未来局

子育て支援
課

全国母子自立支援員連絡協
議会負担金

参加者負担金等 参加者負担金
全国母子自立支援員連絡
協議会

1,000円×３名=3,000円
全国母子自立支援員連絡協議
会

3 3 3

子ども
未来局

子育て支援
課

関東ブロック母子自立支援
員連絡協議会負担金

参加者負担金等 参加者負担金
関東ブロック母子自立支
援員・母子福祉担当者連
絡協議会

3,000円×１名=3,000円
関東ブロック母子自立支援
員・母子福祉担当者連絡協議
会

3 3 3

子ども
未来局

子育て支援
課

埼玉県家庭児童相談室連絡
協議会負担金

埼玉県家庭児童相談室
連絡協議会規約

協議会に加盟し、各種の情報交換
等を通じて家庭児童相談室の円滑
な業務運営に資するため

埼玉県家庭児童相談室連
絡協議会の運営

5,000円×10団体=50,000円
埼玉県家庭児童相談室連絡協
議会

50 50 50

子ども
未来局

子育て支援
課

(財)女性労働協会ファミ
リー･サポート･センター特
別会員負担金

参加者負担金等 参加者負担金 年会費 年会費52,500円
(財)女性労働協会ファミ
リー･サポート･センター

53 53 53

子ども
未来局

子育て支援
課

第46回関東ブロック乳児院
研究協議会負担金

開催地負担金 開催地負担金
第46回関東ブロック乳児
院研究協議会負担金

負担金100,000円
関東ブロック乳児院研究協議
会

0 100 100

子ども
未来局

子育て支援
課

第65回全国児童養護施設長
研究協議会負担金

開催地負担金 開催地負担金
第65回全国児童養護施設
長研究協議会負担金

負担金100,000円
全国児童養護施設長研究協議
会

0 100 100

子ども
未来局

児童相談所
関東ブロック里親研究協議
会参加費

参加者負担金等 里親関連の情報交換及び研究報告
関東ブロック里親研究協
議会参加費

5,000円×３名=15,000円 関東ブロック里親連絡協議会 0 15 0

子ども
未来局

児童相談所
児童福祉司資格認定通信課
程負担金

参加者負担金等 児童福祉司資格習得 専門研修 72,000円×５名=360,000円
社会福祉法人全国社会福祉協
議会中央福祉学院

360 130 432

子ども
未来局

児童相談所 全国里親大会参加者負担金 参加者負担金等 里親関連の情報交換及び研究報告
全国里親大会参加者負担
金

5,000円×１名=5,000円 厚生労働省 5 5 3

子ども
未来局

児童相談所 全国児童相談所長会議会費 参加者負担金等 全国児童相談所長会の年会費 全国児童相談所長会 14,000円×１所=14,000円 全国児童相談所長会 14 14 14

子ども
未来局

児童相談所
東京都及び政令指定都市児
童相談所長会議負担金

参加者負担金等 会議への負担金
東京都及び政令指定都市
児童相談所長会議

7,000円×１名=7,000円 当番市(東京都) 7 7 6

子ども
未来局

児童相談所
浦和西地区安全運転管理者
協会負担金

参加者負担金等 安全運転管理者協会年会費
浦和西地区安全運転管理
者協会

18,000円×１所=18,000円
浦和西地区安全運転管理者協
会

18 18 18

子ども
未来局

児童相談所
安全運転管理者講習会負担
金

参加者負担金等
安全運転管理者協会の開催する講
習会への参加

安全運転管理者講習会 4,200円×１名=4,200円
浦和西地区安全運転管理者協
会

4 5 4

子ども
未来局

児童相談所 甲種防火管理者講習 参加者負担金等 施設の防火管理者資格取得 児童相談所運営事業 6,000円×１名=6,000円 (財)日本防火協会 6 0 6
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

子ども
未来局

児童相談所
｢実習指導者研修｣参加者負
担金

参加者負担金等 社会福祉士の実習指導者養成 児童相談所運営事業 15,000円×１名=15,000円
(福)横浜博萌会子どもの虹情
報センター

15 15 16

子ども
未来局

児童相談所
日本子どもの虐待防止研究
会大会参加者負担金

参加者負担金等
虐待に関わる情報収集、見識拡大
を図る

家族支援事業専門研修 10,000円×2名=20,000円 日本子どもの虐待防止研究会 20 40 40

子ども
未来局

児童相談所
子どもの虐待防止セミナー
参加者負担金

参加者負担金等 虐待相談に関する技術向上を図る 家族支援事業専門研修 6,000円×２名=12,000円 東京都虐待防止センター 12 32 0

子ども
未来局

児童相談所
ＥＭＤＲｐａｒｔ１研修負
担金

参加者負担金等 児童心理司の治療技術向上 家族支援事業専門研修 50,000円×１名=50,000円 日本ＥＭＤＲ学会 0 0 50

子ども
未来局

児童相談所
｢ペアレントトレーニング
リーダー養成講習会｣参加者
負担金

参加者負担金等 相談担当職員の専門知識の向上 家族支援事業専門研修 13,000円×１名=13,000円
心身障害児総合医療療育セン
ター

13 13 26

子ども
未来局

児童相談所
情緒障害児治療訓練担当職
員現地研修

参加者負担金等 相談担当職員の専門知識の向上 家族支援事業専門研修 4,000円×２名=8,000円 さいたま市舘岩少年自然の家 8 0 0

子ども
未来局

児童相談所
認知行動療法を用いたＤＶ
加害プログラム参加費

参加者負担金等 相談担当職員の専門知識の向上 児童相談所運営事業 8,000円×１名=8,000円 ＲＲＰ研究会 0 8 0

子ども
未来局

児童相談所 動機づけ面接参加費 参加者負担金等 面接困難ケースへの対応の向上 児童相談所運営事業 28,350円×１名=28,350円
ＡＳＫ　アスク･ヒューマン･
ケア

0 28 0

子ども
未来局

児童相談所
ソーシャルワーク実践講座:
人を理解する～アセスメン
トの基本と展開参加費

参加者負担金等 児童福祉司の面接技術の向上 児童相談所運営事業 6,000円×１名=6,000円 日本社会事業大学 6 6 0

子ども
未来局

児童相談所
里親ソーシャルワーク参加
費

参加者負担金等 里親事業の円滑な運営を図る 児童相談所運営事業 10,000円×１名=10,000円 日本社会事業大学 10 10 10

子ども
未来局

児童相談所 家族療法参加費 参加者負担金等
相談担当職員及び児童福祉司の専
門知識の向上

児童相談所運営事業 10,000円×１名=10,000円 日本社会事業大学 10 10 10

子ども
未来局

児童相談所
子ども虐待シンポジウム｢サ
インズ･オブセーフティー｣
参加者負担金

参加者負担金等
安全な家庭引取りのための技術の
向上

家族支援事業専門研修 13,000円×２名=26,000円
子ども虐待ネグレクト防止
ネットワーク

26 20 26

子ども
未来局

児童相談所
ＥＭＤＲ　ｐａｒｔ２研修
負担金

参加者負担金等 児童心理司の治療技術向上 家族支援事業専門研修 50,000円×１名=50,000円 日本ＥＭＤＲ学会 50 50 0

子ども
未来局

児童相談所
被害確認面接認定資格取得
研修負担金

参加者負担金等 被害確認面接技術の向上 家族支援事業専門研修 4,000円×１名=4,000円
子ども虐待ネグレクト防止
ネットワーク

0 4 0

子ども
未来局

児童相談所
性被害についての医師研修
負担金

参加者負担金等
医師の性被害者に対する専門技術
向上

家族支援事業専門研修 2,000円×１名=2,000円 子ども虐待防止センター 0 2 0

子ども
未来局

児童相談所 里親対応関係機関職員研修 参加者負担金等 里親委託・里親支援の研究報告
里親対応関係機関職員研
修

14,000円×１名=14,000円 国立武蔵野学院 14 0 0
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

子ども
未来局

児童相談所 一時保護所指導者研修 参加者負担金等 保護所指導技術の習得 一時保護所指導者研修 14,000円×１名=14,000円 国立武蔵野学院 14 0 3

子ども
未来局

児童相談所 心理臨床秋季大会 参加者負担金等 最新の心理臨床知識の習得 心理臨床秋季大会 5,000円×１名=5,000円 日本心理臨床学会 5 0 0

子ども
未来局

児童相談所
ＷＩＳＣ　Ⅳ知能検査講習
会

参加者負担金等 知能検査技術の習得
ＷＩＳＣ　Ⅳ知能検査講
習会

15,000円×１名=15,000円 日本文化科学社 15 0 0

子ども
未来局

児童相談所 関係を育てる心理臨床 参加者負担金等 心理臨床知識の習得 関係を育てる心理臨床 12,000円×１名=12,000円 明治安田こころの健康財団 12 0 0

子ども
未来局

児童相談所 定例職能研修会Ⅱ 参加者負担金等 心理臨床知識の習得 定例職能研修会Ⅱ 10,000円×１名=10,000円 臨床心理士会 10 0 0

子ども
未来局

児童相談所 認知行動療法 参加者負担金等 心理臨床知識の習得 認知行動療法 6,000円×１名=6,000円 臨床心理士会 6 0 0

子ども
未来局

児童相談所 発達障害への理解と対応 参加者負担金等 発達障害対応の知識の習得 発達障害への理解と対応 6,000円×１名=6,000円 臨床心理士会 6 0 0

子ども
未来局

児童相談所
子どもへの暴力防止のため
の基礎講座

参加者負担金等
子どもへの暴力防止と子どもの力
を活性化させる関わりやサポート
の知識習得（基礎編）

子どもへの暴力防止のた
めの基礎講座

27,750円×１名=27,750円 CAPセンター・JAPAN 28 0 0

子ども
未来局

児童相談所
CAPスペシャリスト養成講座
実践編

参加者負担金等
子どもへの暴力防止と子どもの力
を活性化させる関わりやサポート
の知識習得（実践編）

CAPスペシャリスト養成講
座実践編

24,050円×１名=24,050円 CAPセンター・JAPAN 24 0 0

子ども
未来局

児童相談所 自閉症セミナー 参加者負担金等 自閉症対応の知識の習得 自閉症セミナー 37,000円×１名=37,000円 日本文化科学社 37 0 0

子ども
未来局

児童相談所 家族療法連続講座 参加者負担金等 家族療法の知識及び技術の習得 家族療法連続講座 55,000円×１名=55,000円 中村心理療法研究室 55 0 0

子ども
未来局

児童相談所
性的虐待被害確認面接研修
負担金

参加者負担金等
性的虐待を受けた子ども本人から
事実確認をする面接技術の取得

専門研修 160,800円×５日=804,000円

特定非営利活動法人子ども虐
待ネグレクト防止ネットワー
クＣｈｉｌｄＦｉｒｓｔ　Ｊ
ａｐａｎ

0 0 804

子ども
未来局

児童相談所
ＷＩＳＣ－４知能検査技術
講習会（１２月１１日開
催）参加負担金

参加者負担金等 児童相談所職員の専門知識の向上 家族支援事業専門研修 15,000円×１名=15,000円 日本ＥＭＤＲ学会 0 0 15

子ども
未来局

児童相談所
全国児童相談所一時保護所
研究セミナーへの参加費

参加者負担金等 児童相談所職員の専門知識の向上 家族支援事業専門研修 2,000円×２名=4,000円 児童相談所一時保護所研究会 0 0 4

子ども
未来局

幼児政策課
政令都市私学助成主管課長
会議負担金

参加者負担金等 参加者負担金
政令都市私学助成主管課
長会議負担金

3,000円×１名=3,000円 幹事市（仙台市） 3 3 3
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

子ども
未来局

保育課
障害児保育担当者研修参加
負担金

参加者負担金等 参加負担金等 障害児保育担当者研修会 50,000円×２名=100,000円 日本保育協会 100 100 94

子ども
未来局

保育課
乳児保育担当者研修会参加
負担金

参加者負担金等 参加負担金等 乳児保育担当者研修会 50,000円×２名=100,000円 日本保育協会 0 100 94

子ども
未来局

保育課
全国保育研究大会参加負担
金

参加者負担金等 参加者負担金
全国保育協議会･全国保育
研究大会

15,000円×２名=30,000円 全国保育協議会 30 60 60

子ども
未来局

保育課
発達障害に関する研修参加
負担金

参加者負担金等 参加者負担金
埼玉県社会福祉協議会･発
達障害に関する研修

3,000円×20名=60,000円 埼玉県社会福祉協議会 60 60 60

子ども
未来局

保育課
埼玉県保育研究大会参加負
担金

参加者負担金等 参加者負担金
埼玉県保育協議会･埼玉県
保育研究大会

2,000円×20名=40,000円 埼玉県保育協議会 40 60 60

子ども
未来局

保育課 中堅職員研修負担金 参加者負担金等 参加者負担金
埼玉県保育協議会･中堅職
員研修会

2,000円×10名=20,000円 埼玉県保育協議会 20 40 40

子ども
未来局

保育課
関東ブロック保育研究大会
参加負担金

参加者負担金等 参加者負担金
全国保育協議会･関東ブ
ロック保育研究大会

10,000円×６名=60,000円 埼玉県保育協議会 60 60 60

子ども
未来局

保育課
公立保育所トップセミナー
研修参加負担金

参加者負担金等 参加者負担金
日本保育協会･公立保育所
トップセミナー研修会

10,000円×３名=30,000円 全国保育協議会 30 60 30

子ども
未来局

保育課 感染症研修負担金 参加者負担金等 参加者負担金 感染症研修会 2,000円×10名=20,000円 (福)埼玉県社会福祉協議会 20 30 30

子ども
未来局

保育課
全国福祉栄養士協議会研修
会参加負担金

参加者負担金等 参加者負担金
全国福祉栄養士協議会研
修会

20,000円×１名=20,000円 全国福祉栄養士協議会 20 20 15

子ども
未来局

保育課
埼玉県社会福祉協議会負担
金

参加者負担金等 参加者負担金
埼玉県社会福祉協議会･年
会費

12,000円(基本)+61園×5,400
円=341,400円

埼玉県社会福祉協議会 342 342 341

子ども
未来局

保育課 埼玉県保育協議会負担金 参加者負担金等 参加者負担金 埼玉県保育協議会･年会費 12,000円×62園=744,000円 埼玉県保育協議会 744 744 744

子ども
未来局

保育課
埼玉県保育所栄養士研究会
負担金

参加者負担金等 参加者負担金
埼玉県保育所栄養士研究
会･年会費

4,000円×３名=12,000円 埼玉県保育所栄養士研究会 12 12 12

子ども
未来局

保育課 防火管理者研修負担金 参加者負担金等 参加者負担金
(財)日本防火協会･防火管
理者研修会

6,000円×12名=72,000円 (財)日本防火協会 72 30 89

子ども
未来局

保育課
さいたま市保健所管内集団
給食研究会負担金

参加者負担金等 参加者負担金
さいたま保健所管内集団
給食研究会負担金

負担金13,000円(500食以上)
さいたま市保健所管内集団給
食研究会

13 13 13

子ども
未来局

保育課 母子保健セミナー負担金 参加者負担金等 参加者負担金
埼玉県社会福祉協議会･母
子保健セミナー

25,000円×１名=25,000円 埼玉県社会福祉協議会 0 25 18
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

子ども
未来局

保育課 21世紀セミナー参加負担金 参加者負担金等 参加者負担金
全国社会福祉協議会･21世
紀セミナー

14,000円×５名=70,000円 全国保育協議会 70 154 0

子ども
未来局

保育課
保育所リーダーに関する研
修負担金

参加者負担金等 参加者負担金
全国社会福祉協議会･保育
所リーダーに関する研修

14,000円×５名=70,000円 全国社会福祉協議会 70 140 140

子ども
未来局

保育課
母子保健関係者講習会負担
金(栄養士)

参加者負担金等 参加者負担金 母子愛育会研修会負担金 24,000円×１名=24,000円 母子愛育会 24 0 0

子ども
未来局

保育課 保育所事故予防研修会 参加者負担金等 参加者負担金等 保育所事故予防研修会 3,000円×10名=30,000円 日本保育協会 30 35 27

子ども
未来局

ひまわり学
園総務課

さいたま市保健所管内給食
研究会会費

さいたま市保健所管内
給食研究会会則

給食施設を有する施設が会員とな
り施設の給食業務の向上を目的と
して、栄養士、調理師等の給食関
係職員を対象にした研修や自主的
研究を行う

維持管理事業
１日食数区分100～300食未満
施設8,000円

さいたま市保健所管内給食研
究会

8 8 8

子ども
未来局

ひまわり学
園総務課

防火管理者講習会負担金 参加者負担金等
消防法に基づき、防火管理者資格
取得のため

維持管理事業 6,000円×１名=6,000円 (財)日本防火協会 6 6 6

子ども
未来局

ひまわり学
園総務課

心身障害児総合医療療育セ
ンター講習会負担金

参加者負担金等
障害児に対する栄養指導・調理技
術及び給食内容の向上を図る

維持管理事業 18,000円×１名=18,000円
心身障害児総合医療療育セン
ター

18 0 0

子ども
未来局

ひまわり学
園総務課

医師会会費 医師会定款
所属常勤医師を会に加盟させ、
ネットワーク構築を通じ、セン
ターの円滑な業務運営を図るため

診療検査事業
年会費162,000円×１名
=162,000円

(社)大宮医師会 162 163 162

子ども
未来局

ひまわり学
園総務課

全国自治体病院協議会会費
全国自治体病院協議会
埼玉県支部規約

協議会に加盟し、各種の情報交換
等を通じてセンターの円滑な業務
運営に資するため

診療検査事業 準会員会費19,900円 (社)全国自治体病院協議会 20 35 20

子ども
未来局

ひまわり学
園総務課

日本小児神経学会総会参加
費

参加者負担金等
小児神経医療に対する診断治療の
動向を把握するため

診療検査事業 15,000円×１名=15,000円 日本小児神経学会 15 15 15

子ども
未来局

ひまわり学
園総務課

日本てんかん学会参加費 参加者負担金等
小児てんかん医療に対する診断治
療の動向を把握するため

診療検査事業 15,000円×１名=15,000円 日本てんかん学会 15 0 0

子ども
未来局

ひまわり学
園総務課

日本小児科学会学術集会参
加費

参加者負担金等
小児医療に対する診断治療の動向
を把握するため

診療検査事業 15,000円×１名=15,000円 日本小児科学会 15 0 0

子ども
未来局

ひまわり学
園総務課

埼玉県医師会臨床検査精度
管理調査参加費

参加者負担金等
検査データの病院格差をなくし、
正確なデータを提供するため精度
管理を行う必要があるため

診療検査事業 7,000円×１名=7,000円 埼玉県医師会 7 5 7

子ども
未来局

ひまわり学
園総務課

心身障害児総合医療療育セ
ンター講習会負担金

参加者負担金等
実践的に治療技術を習得し、今後
の療育活動に生かすため

診療検査事業 22,000円×１名=22,000円
心身障害児総合医療療育セン
ター

22 22 22

子ども
未来局

ひまわり学
園総務課

全国児童発達支援協議会負
担金

全国児童発達支援協議
会会則

協議会に加盟し、各種の情報交換
等を通じてセンターの円滑な業務
運営に資するため

育成事業 年会費20,000円 全国児童発達支援協議会 20 20 20

- 64 -



対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

子ども
未来局

ひまわり学
園総務課

障害児のプール指導講習会 参加者負担金等
発達支援活動の実践的な取り組み
を学ぶ事により今後の療育活動に
活かす

育成事業 18,000円×１名=18,000円
心身障害児総合医療療育セン
ター

18 18 0

子ども
未来局

ひまわり学
園総務課

全国児童発達支援協議会施
設長研修会

参加者負担金等
発達支援活動の実践的な取り組み
を学ぶ事により今後の療育活動に
活かす

育成事業 10,000円×１名=10,000円 全国児童発達支援協議会 10 10 10

子ども
未来局

ひまわり学
園総務課

埼玉県発達障害福祉協会負
担金

埼玉県発達障害福祉協
会会則

協会に加盟し、各種の情報交換等
を通じてセンターの円滑な業務運
営に資するため

育成事業 年会費54,000円 埼玉県発達障害福祉協会 54 54 54

子ども
未来局

ひまわり学
園総務課

埼玉県社会福祉協議会負担
金

埼玉県社会福祉協議会
会費規定

協議会に加盟し、各種の情報交換
等を通じてセンターの円滑な業務
運営に資するため

育成事業 年会費12,000円 (福)埼玉県社会福祉協議会 0 12 12

子ども
未来局

ひまわり学
園総務課

実践セミナー参加負担金 参加者負担金等
発達支援活動の実践的な取り組み
を学ぶ事により今後の療育活動に
活かす

育成事業 13,650円×１名=13,650円
(社)精神発達障害指導教育協
会

0 14 14

子ども
未来局

ひまわり学
園総務課

全国通園施設職員研修会｢江
ノ島セミナー｣参加負担金

参加者負担金等
発達支援活動の実践的な取り組み
を学ぶ事により今後の療育活動に
活かす

育成事業 10,000円×１名=10,000円 (財)日本知的障害者福祉協会 10 10 10

子ども
未来局

ひまわり学
園総務課

ＪＰＡＮ感覚・処理行為機
能検査検査取得コース受講
料

参加者負担金等
発達支援活動の実践的な取り組み
を学ぶ事により今後の療育活動に
活かす

外来療育事業 16,000円×１名=16,000円 日本感覚統合学会 16 0 0

子ども
未来局

ひまわり学
園総務課

肢体不自由児･重症障害児
(者)療育職員講習会

参加者負担金等
発達支援活動の実践的な取り組み
を学ぶ事により今後の療育活動に
活かす

育成事業 25,000円×１名=25,000円
心身障害児総合医療療育セン
ター

25 25 25

子ども
未来局

ひまわり学
園総務課

埼玉県社会福祉協議会研修
部門(部門別)

参加者負担金等
発達支援活動の実践的な取り組み
を学ぶ事により今後の療育活動に
活かす

育成事業 2,000円×２名=4,000円 (福)埼玉県社会福祉協議会 0 4 0

子ども
未来局

ひまわり学
園総務課

実践セミナー参加負担金 参加者負担金等
発達支援活動の実践的な取り組み
を学ぶ事により今後の療育活動に
活かす

育成事業 13,650円×１名=13,650円
(社)精神発達障害指導教育協
会

0 14 14

子ども
未来局

ひまわり学
園総務課

よこはま発達クリニックセ
ミナー

参加者負担金等
発達支援活動の実践的な取り組み
を学ぶ事により今後の療育活動に
活かす

育成事業 12,600円×１名=12,600円 よこはま発達クリニック 13 0 0

子ども
未来局

ひまわり学
園総務課

全国盲ろう難聴児通園施設
協議会負担金

全国盲ろう難聴児施設
協議会会則

協議会に加盟し、各種の情報交換
等を通じてセンターの円滑な業務
運営に資するため

育成事業 年会費40,000円 全国盲ろう難聴児施設協議会 40 40 40

子ども
未来局

ひまわり学
園総務課

全国盲ろう難聴児通園施設
協議会定期総会参加負担金

参加者負担金等
発達支援活動の実践的な取り組み
を学ぶ事により今後の療育活動に
活かす

育成事業 1,000円×１名=1,000円 全国盲ろう難聴児施設協議会 1 1 0

子ども
未来局

ひまわり学
園総務課

言語聴覚士研修参加負担金 参加者負担金等
発達支援活動の実践的な取り組み
を学ぶ事により今後の療育活動に
活かす

育成事業 2,000円×１名=2,000円
国立身体障害者リハビリテー
ションセンター

2 2 0

子ども
未来局

ひまわり学
園総務課

全国盲ろう難聴(児)施設職
員講習会

参加者負担金等
発達支援活動の実践的な取り組み
を学ぶ事により今後の療育活動に
活かす

育成事業 1,000円×１名=1,000円 全国盲ろう難聴児施設協議会 1 1 0
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

子ども
未来局

ひまわり学
園総務課

医師会入会金 医師会定款
所属常勤医師を会に加盟させる必
要があり、人事異動の際には新規
に加入手続きをとる必要がある

診療検査事業 入会金100,000円 (社)大宮医師会 100 100 0

子ども
未来局

ひまわり学
園総務課

特別管理産業廃棄物管理責
任者資格講習会

参加者負担金等

特別管理産業廃棄物に係わる管理
全般にわたる業務を適切に遂行す
るため、必要な知識及び技能を修
得するため

診療検査事業 12,000円×１名=12,000円
(財)日本産業廃棄物処理振興
センター

12 12 12

子ども
未来局

ひまわり学
園総務課

脳性麻痺児の評価と治療法 参加者負担金等
発達支援活動の実践的な取り組み
を学ぶ事により今後の療育活動に
活かす

育成事業 25,000円×１名=25,000円
心身障害児総合医療療育セン
ター

25 25 0

子ども
未来局

ひまわり学
園総務課

実践セミナー 参加者負担金等
発達支援活動の実践的な取り組み
を学ぶ事により今後の療育活動に
活かす

育成事業 13,650円×１名=13,650円
(社)精神発達障害指導教育協
会

0 14 14

子ども
未来局

ひまわり学
園総務課

WISC－Ⅳ知能検査技術講習
会

参加者負担金等
発達支援活動の実践的な取り組み
を学ぶ事により今後の療育活動に
活かす

育成事業 25,000円×１名=25,000円 日本文化化学社 0 25 0

子ども
未来局

ひまわり学
園総務課

言語発達障害研究会 参加者負担金等
発達支援活動の実践的な取り組み
を学ぶ事により今後の療育活動に
活かす

育成事業 1,500円×１名=1,500円
ＮＰＯ法人言語発達障害研究
会

0 2 0

子ども
未来局

ひまわり学
園総務課

全国知的障害関係施設長等
会議

参加者負担金等
同会議に参加し、障害福祉施策・
施設の動向等を通じてセンターの
円滑な業務運営に資するため

育成事業 15,000円×１名=15,000円 (財)日本知的障害者福祉協会 15 0 0

子ども
未来局

ひまわり学
園総務課

実践セミナー参加負担金 参加者負担金等
発達支援活動の実践的な取り組み
を学ぶ事により今後の療育活動に
活かす

育成事業 14,000円×3名=42,000円 (社)発達協会 42 0 0

子ども
未来局

療育セン
ターさくら
草

防火管理者講習会負担金 参加者負担金等
一定基準以上の建物に設置必須の
防火管理者の資格を取得するため

維持管理事業 6,000円×１名=6,000円 (財)日本防火協会 6 6 6

子ども
未来局

療育セン
ターさくら
草

さいたま市保健所管内給食
研究会負担金

年会費

給食施設を有する施設が会員とな
り施設の給食業務の向上を目的と
して、栄養士、調理師等の給食関
係職員を対象にした研修や自主的
研究を行う

維持管理事業
１日食数区分100食未満施設
5,000円

さいたま市保健所管内給食研
究会

5 5 5

子ども
未来局

療育セン
ターさくら
草

心身障害児総合医療療育セ
ンター講習会負担金

参加者負担金等
実践的に治療技術を習得し、今後
の療育活動に活かすため

維持管理事業 18,000円×１名=18,000円
心身障害児総合医療療育セン
ター

18 0 0

子ども
未来局

療育セン
ターさくら
草

医師会会費 年会費
所属医師１名を会に加盟させ、
ネットワークを通じ、センターの
円滑な業務運営を図るため

診療所運営事業 医師会基準による 浦和医師会 158 158 157

子ども
未来局

療育セン
ターさくら
草

全国自治体病院協議会会費 年会費
協議会に加盟し、各種の情報交換
等を通じてセンターの円滑な業務
運営に資するため

診療所運営事業 協議会基準による 全国自治体病院協議会 35 35 20

子ども
未来局

療育セン
ターさくら
草

小児神経学会総会参加費 参加者負担金等
同学会総会に参加し、各種の情報
交換等を通じてセンターの円滑な
業務運営に資するため

診療所運営事業 15,000円×１名=15,000円 日本小児神経学会 15 15 15

子ども
未来局

療育セン
ターさくら
草

日本てんかん学会参加費 参加者負担金等
同学会総会に参加し、各種の情報
交換等を通じてセンターの円滑な
業務運営に資するため

診療所運営事業 15,000円×１名=15,000円 日本てんかん学会 15 0 0
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

子ども
未来局

療育セン
ターさくら
草

日本小児科学会学術集会参
加費

参加者負担金等
同学会総会に参加し、各種の情報
交換等を通じてセンターの円滑な
業務運営に資するため

診療所運営事業 15,000円×１名=15,000円 日本小児科学会 15 0 0

子ども
未来局

療育セン
ターさくら
草

心身障害児総合医療療育セ
ンター講習会負担金

参加者負担金等
実践的に治療技術を習得し、今後
の療育活動に活かすため

診療所運営事業 22,000円×１名=22,000円
心身障害児総合医療療育セン
ター

22 22 22

子ども
未来局

療育セン
ターさくら
草

実践セミナー等講習会参加
費

参加者負担金等

医療技術職を講習会に参加させ、
技術の習得と情報交換等を通じて
センターの円滑な業務運営に資す
るため

外来･地域療育事業 13,650円×１名=13,650円 (社)発達協会 0 14 14

子ども
未来局

療育セン
ターさくら
草

うめだ･あけぼの学園夏季セ
ミナー

参加者負担金等
発達支援活動の実践的な取り組み
を学ぶ事により今後の療育活動に
活かす

外来･地域療育事業 14,000円×１名=14,000円 うめだあけぼの学園 14 0 0

子ども
未来局

療育セン
ターさくら
草

言語聴覚士研修会 参加者負担金等

聴覚障害、音声機能障害及び言語
機能障害のリハビリテーションに
従事する言語聴覚士を対象とし
て、専門的知識及び技術を習得す
る

外来･地域療育事業 2,000円×１名=2,000円
国立障害者リハビリテーショ
ンセンター

2 0 0

子ども
未来局

療育セン
ターさくら
草

ペアレントトレーニング講
習会

参加者負担金等

発達障害をもつ子ども、ならびに
家族の支援に携わる職員がペアレ
ントトレーニング実践のための知
識と技術を習得するため

外来･地域療育事業 22,000円×１名=22,000円
まめの木クリニック発達臨床
研究所

22 0 0

子ども
未来局

療育セン
ターさくら
草

精神発達障害指導教育協会
秋のセミナー

参加者等負担金

医療技術職を講習会に参加させ、
技術の習得と情報交換等を通じて
センターの円滑な業務運営に資す
るため

外来･地域療育事業 8,800円×１名=8,800円 (社)発達協会 0 9 9

子ども
未来局

療育セン
ターさくら
草

日本児童青年精神医学会総
会参加費

参加者負担金等
同学会総会に参加し、各種の情報
交換等を通じてセンターの円滑な
業務運営に資するため

診療所運営事業 13,000円×１名=13,000円 日本児童青年精神医学会 13 12 12

子ども
未来局

療育セン
ターさくら
草

日本コミュニケーション障
害学会講習会

参加者負担金等
評価技術を習得し今後の療育活動
に活かすため

外来･地域療育事業 8,000円×１名=8,000円
日本コミュニケーション障害
学会

0 8 0

環境局 環境総務課
埼玉県フロン回収･処理推進
協議会負担金

参加者負担金等
回収したフロンの的確な処理を推
進する

フロン回収･処理のための
情報収集、普及啓発、研
修会等の開催

20,000円×１団体=20,000円
埼玉県フロン回収･処理推進
協議会

20 20 20

環境局 環境総務課
九都県市環境問題対策委員
会幹事会負担金

環境問題対策委員会規
約

九都県市として共同協調して取組
むべき方策を検討し、首脳会議に
報告する

会議運営費 年会費1,700,000円
九都県市環境問題対策委員会
幹事会

1,700 1,700 1,700

環境局 環境総務課
大都市環境保全主管局長会
議出席者負担金

参加者負担金等

環境保全行政の諸問題について、
意見の交換と相互の連絡を行い、
環境保全行政の効果的な推進に資
する

会議運営費 10,000円×２名=20,000円 幹事市(大阪市) 20 20 3

環境局 環境総務課
大都市環境保全主管局長会
議･環境計画担当者会議出席
者負担金

参加者負担金等
大都市主管局長会議に諮る前段階
として、調査･検討などをする

会議運営費 6,000円×１名=6,000円 幹事市(堺市) 6 6 0

環境局
地球温暖化
対策課

地球温暖化対策地域協議会
負担金

さいたま市地球温暖化
対策地域協議会規約

さいたま市地球温暖化対策地域推
進計画に基づき、市民･事業者及
び市が協働し温暖化対策の推進を
図る

地域推進計画に基づく温
暖化対策事業

10,000円×100口=1,000,000
円

さいたま市地球温暖化対策地
域協議会

1,000 1,000 1,000
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

環境局
地球温暖化
対策課

グリーン購入ネットワーク
加入負担金

埼玉グリーン購入ネッ
トワーク会則

事業者、消費者、教育関係者、行
政、民間団体等と連携し、グリー
ン購入活動を促進し、グリーン購
入に関する普及啓発事業や情報提
供事業、調査研究事業などを行う

グリーン購入推進事業(会
費)

10,000円×１口=10,000円
埼玉県グリーン購入ネット
ワーク

10 10 10

環境局
地球温暖化
対策課

エネルギー管理講習会受講
料

エネルギーの使用の合
理化に関する法律

エネルギーの使用の合理化に関す
る法律の規定により市に置く事が
義務とされたエネルギー管理企画
推進員の資格要件を満たすため、
市職員がエネルギー管理講習を受
講する

エネルギー管理講習(経済
産業大臣指定講習)

17,100円×１名=17,100円 (財)省エネルギーセンター 18 52 51

環境局 環境対策課
埼玉県合併処理浄化槽普及
促進協議会負担金

埼玉県合併処理浄化槽
普及促進協議会会則

合併処理浄化槽を普及促進するた
めの埼玉県内市町村の連絡協議会
への費用の負担を行う

協議会が主体となる各種
事業

35,000円×１回=35,000円
埼玉県合併処理浄化槽普及促
進協議会

35 35 35

環境局 環境対策課
浄化槽管理士講習参加負担
金

参加者負担金等

浄化槽の維持管理に関する業者、
管理者への指導に際し、浄化槽に
関する法制度や技術に関する必要
な知識及び技能を習得する

浄化槽の適正管理推進、
合併浄化槽設置促進によ
る生活環境の保全及び公
衆衛生の向上

129,700円×１名=129,700円
(財)日本環境整備教育セン
ター

130 130 130

環境局 環境対策課
埼玉県南部環境事務研究会
負担金

埼玉県南部環境事務研
究会会則

環境問題について会員各市の連絡
を緊密にし、その処理を円滑にす
る

環境に関する連絡及び情
報交換、環境に関する調
査研究及び職員研修、そ
の他必要な施策

均等割:10,000円
人口割:42,000円

埼玉県南部環境事務研究会
会長市(朝霞市)

52 52 52

環境局 環境対策課
関東地区地盤沈下調査測量
協議会負担金

関東地区地盤沈下調査
測量協議会規約

東京湾周辺における地盤沈下調査
を担当する各計画機関相互の連絡
を密にする

事業計画の連絡調整、測
量技術ならびに資料整理
等の検討、資料の交換、
学識経験者による講演等
の受講、関連事業の調査
及び視察

年会費30,000円
関東地区地盤沈下調査測量協
議会
幹事市(横浜市)

30 50 30

環境局 環境対策課
大都市大気担当者会議参加
負担金

参加者負担金等

環境保全行政の諸問題について、
意見の交換と相互の連絡を行い、
環境保全行政の効果的な推進に資
する

会議(議題の趣旨説明、回
答、質疑、まとめ)、視察

7,000円×１名=7,000円
大都市大気担当者会議事務局
幹事市(川崎市)

7 7 0

環境局 環境対策課
大都市騒音振動主管担当者
会議参加負担金

参加者負担金等

環境保全行政の諸問題について、
意見の交換と相互の連絡を行い、
環境保全行政の効果的な推進に資
する

会議(議題の趣旨説明、回
答、質疑、まとめ)、視察

7,000円×１名=7,000円
大都市騒音振動主管担当者会
議事務局
幹事市(横浜市)

7 7 0

環境局 環境対策課
大都市水質主管担当者会議
参加負担金

参加者負担金等

環境保全行政の諸問題について、
意見の交換と相互の連絡を行い、
環境保全行政の効果的な推進に資
する

会議(議題の趣旨説明、回
答、質疑、まとめ)、視察

3,000円×１名=3,000円
大都市水質主管担当者会議事
務局
幹事市(東京都)

3 3 3

環境局 環境対策課
環境大気常時監視測定機維
持管理講習会負担金

参加者負担金等
乾式自動測定器を中心に維持管理
技術の普及、向上を図る

ＳＯ２、ＮＯｘ、ＳＰ
Ｍ、光化学オキシダント
自動測定機器、及び乾式
測定器の維持管理事例等
の講義、実習

36,000円×１名=36,000円 (社)日本環境技術協会 36 36 27

環境局 環境対策課
日本騒音制御工学会主催講
習会負担金

参加者負担金等
騒音･振動に関する諸問題を解決
するために必要な知識を習得する

音の基礎、騒音･振動の測
定と評価、騒音･振動の規
格と法令、測定実習

5,000円×2名+38,850円×1名
=48,850円

(社)日本騒音制御工学会 49 44 47

環境局 環境対策課 臭気判定技術講習会負担金 参加者負担金等 臭気対策セミナー 臭気対策(悪臭対策) 23,000円×１名=23,000円 におい･かおり環境学会 23 23 20
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

環境局 環境対策課
九都県市首脳会議大気保全
専門部会参加負担金

九都県市環境問題対策
委員会大気保全専門部
会申合せ事項

快適な地球環境を創造し、地球環
境の保全に貢献する

大気中のＮＯｘＳＰＭに
係る自動車排ガス規制並
びに自動車交通量対策等

年会費2,400,000円
九都県市首脳会議環境問題対
策委員会大気保全専門部会
幹事市(千葉市)

2,400 2,700 2,700

環境局 環境対策課
石綿作業主任者技能講習会
負担金

参加者負担金等

労働安全衛生法施行令第６条第１
項23号に掲げる作業を行う際に、
その従事者に対し監督を行う石綿
作業主任者の資格を習得するため

石綿対策 9,470円×１名=9,470円 (財)埼玉県健康づくり事業団 10 9 8

環境局 環境対策課 交通工学講習会 参加者負担金等
都市交通における環境的に持続可
能な交通や低炭素型社会の普及促
進に関する講習会

担当職員の研修･技術向上 9,000円×１名=9,000円 交通工学研究会 9 9 9

環境局 環境対策課
モビリティマネジメント技
術講習会

参加者負担金等
エコ通勤の推進に関わる技術的知
識の習得

担当職員の研修･技術向上 10,000円×１名=10,000円 (財)計量計画研究所(ＩＢＳ) 10 10 10

環境局
環境未来都
市推進課

指定都市自然エネルギー協
議会負担金

指定都市自然エネル
ギー協議会規約

自然エネルギーの普及・拡大を図
る

年会費 年会費50,000円
指定都市自然エネルギー協議
会

0 0 50

環境局
資源循環政
策課

さいたま市･上尾市地区荒川
クリーン協議会負担金

さいたま市･上尾市地区
荒川クリーン協議会規
約

さいたま市･上尾市地区の荒川河
川敷における不法投棄の防止等、
河川環境保全を図るため、関係機
関と連絡調整をとり、的確な処置
をとる

荒川河川敷不法投棄防止
事業(啓発･一斉撤去費)

各団体均等割:15,000円
さいたま市･上尾市地区荒川
クリーン協議会

15 15 15

環境局
資源循環政
策課

全国都市清掃会議負担金 会費
地方公共団体が行う清掃事業の効
率的な運営及び技術改善のための
研究･情報管理等を行う

国家要望･企画委員会等の
開催

人口割(90万人以上150万人未
満の都市):709,000円

(公社)全国都市清掃会議 709 709 709

環境局
資源循環政
策課

埼玉県清掃行政研究協議会
負担金

会費
地方公共団体が行う清掃事業の効
率的な運営及び技術改善のための
研究･情報管理等を行う

役員会･研修会等の開催
均等割:10,000円
施設規模割:50,000円

埼玉県清掃行政研究協議会 60 70 60

環境局
資源循環政
策課

廃棄物・３Ｒ研究財団負担
金

会費
市町村及び環境問題に関心のある
民間企業が協力して廃棄物の対策
を研究すること

廃棄物の適正処理に係る
調査

人口割(50万人以上の都
市):100,000円

(公財)廃棄物・３Ｒ研究財団 100 100 100

環境局
資源循環政
策課

大都市清掃事業協議会減量
化･資源化共同キャンペーン
負担金

会費
ごみ減量･リサイクルの推進につ
いて、広く市民に周知する

ごみ減量啓発事業 負担金970,000円
大都市清掃事業協議会減量
化･資源化共同キャンペーン
実行委員会

970 970 970

環境局
資源循環政
策課

九都県市廃棄物問題検討委
員会負担金

会費
九都県市で共同･協調し、広域的
な廃棄物処理に関する施策につい
て検討する

容器包装発生抑制事業
３Ｒ普及促進事業

負担金3,000,000円
九都県市廃棄物問題検討委員
会

3,000 3,000 3,000

環境局
資源循環政
策課

全国都市清掃研究会･事例発
表会参加負担金

参加者負担金等
市町村の環境担当課が協力して廃
棄物の対策を研究すること

発表会運営費 7,000円×１名=7,000円 (公社)全国都市清掃会議 7 7 0

環境局
西清掃事務
所

安全運転管理者講習負担金 参加者負担金等
安全運転管理者及び副安全運転管
理者が講習を受講するため(道路
交通法第108条の２第１項第１号)

埼玉県公安委員会が実施
する安全運転管理者･副安
全運転管理者講習

4,200円×３名=12,600円 埼玉県公安委員会 13 12 13

環境局
西清掃事務
所

大宮西地区安全運転管理者
協会負担金

大宮西地区安全運転管
理者協会会則

大宮西地区安全運転管理者協会の
年地区協会費

大宮西地区安全運転管理
者協会の交通安全活動及
び協会運営

地区協会費(事業所単
位)36,000円

大宮西地区安全運転管理者協
会

36 36 36

環境局
西清掃事務
所

安全確認研修参加負担金 参加者負担金等 塵芥収集車運転技術の向上
安全衛生推進事業(西清掃
事務所)

7,350円×６名=44,100円 (社)埼玉県トラック協会 44 45 44
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

環境局
西清掃事務
所

防火管理者講習会負担金 参加者負担金等
消防法に基づき、防火管理者資格
取得のため

参加者負担金 6,000円×１名=6,000円 (財)日本防火協会 6 6 6

環境局
東清掃事務
所

安全運転管理者講習受講料 参加者負担金等
安全運転管理者及び副安全運転管
理者が講習を受講するため(道路
交通法第108条の２第１項第１号)

安全衛生推進事業(東清掃
事務所)

4,200円×３名=12,600円 埼玉県公安委員会 13 13 13

環境局
東清掃事務
所

大宮東地区安全運転管理者
協会費

大宮東地区安全運転管
理者協会会則

安全運転管理の推進
安全衛生推進事業(東清掃
事務所)

車の保有台数(40台～59
台)32,000円

大宮東地区安全運転管理者協
会

32 32 32

環境局
東清掃事務
所

安全確認研修参加負担金 参加者負担金等 塵芥収集車運転技術の向上
安全衛生推進事業(東清掃
事務所)

7,350円×６名=44,100円 (社)埼玉県トラック協会 44 44 44

環境局
大崎清掃事
務所

安全確認研修参加負担金 参加者負担金等 塵芥収集車運転技術の向上
大崎清掃事務所収集･管理
事業

7,350円×３名=22,050円 (社)埼玉県トラック協会 23 23 22

環境局
大崎清掃事
務所

塵芥収集車整備技術講習会
参加負担金

参加者負担金等 塵芥収集車整備技術の向上
大崎清掃事務所収集･管理
事業

10,000円×２名=20,000円 フジ特車(株) 20 20 20

環境局 環境施設課
技術管理者等スキルアップ
研修会受講費

参加者負担金等
研修により知識の習得を行い、職
員の資質の向上を図るため

一般廃棄物処理施設技術
管理者の再研修

19,000円×１名=19,000円 (財)日本環境衛生センター 0 19 0

環境局 環境施設課 廃棄物資源循環学会年会費 参加者負担金等 年会費
一般廃棄物の処理及び処
分の技術開発に係る調査
並びに研究

年会費50,000円 (社)廃棄物資源循環学会 50 50 50

環境局 環境施設課
廃棄物資源循環学会研究発
表会参加費

参加者負担金等
研修により知識の習得を行い、職
員の資質の向上を図るため

一般廃棄物の処理及び処
分の技術開発に係る調査
並びに研究

8,000円×１名=8,000円 (社)廃棄物資源循環学会 8 8 8

環境局 環境施設課
廃棄物処理施設積算要領研
修会受講費

参加者負担金等
研修により知識の習得を行い、職
員の資質の向上を図るため

一般廃棄物処理施設建設
の積算をするため

5,000円×１名=5,000円 (公社)全国都市清掃会議 5 5 5

環境局 環境施設課
廃棄物資源循環学会研究討
論会参加費

参加者負担金等
研修により知識の習得を行い、職
員の資質の向上を図るため

一般廃棄物の処理及び処
分の技術開発に係る調査
並びに研究

5,000円×１名=5,000円 (社)廃棄物資源循環学会 5 5 5

環境局 環境施設課
全国都市清掃研究･事例発表
会参加費

参加者負担金等
研修により知識の習得を行い、職
員の資質の向上を図るため

一般廃棄物の処理及び処
分の技術開発に係る調査
並びに研究

7,000円×１名=7,000円 (公社)全国都市清掃会議 7 7 7

環境局 環境施設課 埼玉県電力協会会費 参加者負担金等 年会費
一般廃棄物処理施設の電
気に関すること

年会費15,000円 埼玉県電力協会 15 15 0

環境局 環境施設課
最終処分場技術システム研
究協会研究成果発表会参加
費

参加者負担金等
研修により知識の習得を行い、職
員の資質の向上を図るため

一般廃棄物の処理及び処
分の技術開発に係る調査
並びに研究

2,000円×２名=4,000円
ＮＰＯ法人最終処分場技術シ
ステム研究協会

4 4 0

環境局 環境施設課
廃棄物･資源循環研修会負担
金

参加者負担金等

廃棄物処理施設の技術管理者及び
担当職員を対象に技術の近代化･
高度化に対応できる知識･技術の
向上

維持管理事業 21,000円×１名=21,000円 (財)日本環境衛生センター 21 21 0
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

環境局 環境施設課
廃棄物処理施設技術管理者
中央研究集会負担金

参加者負担金等
技術管理者の知識･技能の向上を
図り、施設の適正な管理を行う

維持管理事業 6,300円×１名=6,300円
日本廃棄物処理施設技術管理
者協議会

6 7 0

環境局 環境施設課
廃棄物処理施設技術管理者
講習負担金

参加者負担金等 施設管理 施設管理 115,500円×１名=115,500円 (財)日本環境衛生センター 116 120 0

環境局 環境施設課 用地事務職員研修 参加者負担金等 用地交渉に係る基礎知識の習得 維持管理事業 3,000円×１名=3,000円 関東地区用地対策連絡協議会 3 7 0

環境局 環境施設課
廃棄物・資源循環研修会受
講費

参加者負担金等
研修により知識の習得を行い、職
員の資質の向上を図るため

一般廃棄物処理施設技術
管理者の再研修

21,000円×１名=21,000円 (財)日本環境衛生センター 21 0 0

環境局
新クリーン
センター建
設準備室

全国都市清掃会議、廃棄物
処理実務担当者研修会受講
費

参加者負担金等
廃棄物処理に関する知識技術の習
得･研鑽

一般廃棄物処理施設の事
務手続き

4,500円×２名=9,000円 (公社)全国都市清掃会議 9 9 9

環境局
新クリーン
センター建
設準備室

全国都市清掃会議
研究･事例発表会参加費

参加者負担金等
廃棄物処理に関する諸問題の解
決、新たな処理技術への対応等を
研究するため

一般廃棄物処理施設の事
務手続き

7,000円×１名=7,000円 (公社)全国都市清掃会議 7 7 7

環境局
西部環境セ
ンター

天井クレーン運転士資格取
得負担金

労働安全衛生法
吊り上げ荷重５t以上のクレーン
運転業務の資格を取得する

吊り上げ荷重５t以上のク
レーン運転業務

130,400円×３名=391,200円 (財)江南クレーン技能教習所 391 392 391

環境局
西部環境セ
ンター

ボイラー実技講習会 労働安全衛生法
ボイラーの構造、機能、取扱いを
習得し職場の業務、安全に役立て
る

ボイラー取扱業務 18,000円×３名=54,000円 (社)日本ボイラ協会埼玉支部 54 54 54

環境局
西部環境セ
ンター

ガス溶接技能講習会負担金 労働安全衛生法第61条 ガス溶接資格を取得する 運転業務のための資格 12,000円×２名=24,000円 (財)埼玉県溶接技能協会 24 36 36

環境局
西部環境セ
ンター

一般廃棄物処理施設技術管
理者講習負担金

廃棄物処理法第21条
廃棄物処理施設処理施設には技術
管理者を置くことの義務付けによ
る

一般廃棄物処理施設の運
転

115,500円×１名=115,500円 (財)日本環境衛生センター 115 0 0

環境局
西部環境セ
ンター

電気主任技術者会負担金
関東東北産業保安監督
部管内電気主任技術者
会会則第14条

関東東北産業保安監督部管内の自
家用発電所主任技術者で組織する
団体の会員相互の交流及び技術向
上

自家用発電所の運転･維持
管理

年会費45,000円
関東東北産業保安監督部電力
安全課管内電気主任技術者会

45 45 45

環境局
西部環境セ
ンター

ボイラー･タービン主任技術
者会負担金

関東東北産業保安監督
部管内ボイラー･タービ
ン主任技術者会会則第
11条

関東東北産業保安監督部管内のボ
イラー･タービン主任技術者で組
織する団体の会員相互の交流及び
技術向上

自家用発電所の運転･維持
管理

年会費45,000円
関東東北産業保安監督部電力
安全課管内ボイラータービン
主任技術者会

45 45 45

環境局
西部環境セ
ンター

廃棄物処理施設技術管理者
協議会負担金

参加者負担金等
廃棄物処理施設技術管理者の会員
相互の技術交流を図る

一般廃棄物処理施設の運
転･維持管理

年会費10,000円
(社)廃棄物処理施設技術管理
者協議会

10 10 10

環境局
西部環境セ
ンター

危険物取扱者保安講習負担
金

消防法
危険物取扱作業の実務に従事して
いる者に課せられた法令に基づく
保安講習

危険物の取扱 4,700円×１名=4,700円
(公社)埼玉県危険物安全協会
連合会

0 4 5

環境局
西部環境セ
ンター

自衛消防業務新規講習料負
担金

消防法 自衛消防業務に必要な資格の習得 自衛消防隊の任務 33,000円×１名=33,000円 (社)東京消防設備保守協会 0 0 33
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

環境局
西部環境セ
ンター

ショベルローダー等運転技
能講習負担金

労働安全衛生法第61条
ショベルローダー等運転技能の資
格取得に必要

ショベルローダー運転業
務

43,000円×１名=43,000円 (財)日本産業技能教習協会 43 0 0

環境局
西部環境セ
ンター

公害防止主任者資格認定講
習負担金

埼玉県生活環境保全条
例

公害防止組織を整備し、施設を適
正に管理して、有害物質等による
事故や苦情の発生を未然に防ぐ

公害防止の任務 7,400円×４名=29,600円 (社)産業環境協会 30 0 0

環境局
西部環境セ
ンター

防災管理新規講習負担金 消防法 防災管理者に必要な資格の取得
防火管理者新規講習受講
料金

6,000名×1名=6,000円 (財)日本防火協会 0 0 6

環境局
東部環境セ
ンター

特定化学物質等作業主任者
技能講習負担金

労働安全衛生法第14条
及び労働安全衛生法施
行令第６条

労働安全衛生法第14条及び労働安
全衛生法施行令第６条に基づき受
講する

硫酸等取扱業務 7,000円×２名=14,000円 (財)埼玉県健康づくり事業団 14 14 0

環境局
東部環境セ
ンター

第２種酸素欠乏作業主任者
講習負担金

労働安全衛生法第14条
及び労働安全衛生法施
行令第６条

労働安全衛生法第14条及び労働安
全衛生法施行令第６条に基づき受
講する

酸素欠乏及び硫化水素中
毒予防

9,000円×２名=18,000円 (社)埼玉労働基準協会 18 18 0

環境局
東部環境セ
ンター

低圧電気取扱業務特別教育
講習負担金

労働安全衛生法第59条
及び労働安全衛生法規
則第36条

施設内における電気関連のトラブ
ルに対応すべく、適正な知識及び
技能を修得する

低圧電気取扱による感電
災害防止

6,300円×１名=6,300円 (社)熊谷地区労働基準協会 7 7 0

環境局
東部環境セ
ンター

クレーン運転のための特別
教育負担金

労働安全衛生法第59条
及び労働安全衛生法施
行令第20条

労働安全衛生法第56条･61条及び
労働安全衛生法施行令第20条によ
り、クレーン運転の教育を行う

吊り上げ荷重５t未満のク
レーン運転業務

11,000円×２名=22,000円
(社)日本クレーン協会埼玉支
部

22 22 11

環境局
東部環境セ
ンター

ボイラー取扱技能講習会負
担金

労働安全衛生法第61条
及び労働安全衛生法規
則第20条

労働安全衛生法第61条(就業制限)
に基づき、ボイラー取扱業務を適
正に行う

ボイラー取扱業務 17,000円×２名=34,000円 (社)日本ボイラ協会埼玉支部 34 34 36

環境局
東部環境セ
ンター

ショベルローダー等運転技
能講習会負担金

労働安全衛生法第61条
及び労働安全衛生法規
則第20条

労働安全衛生法第61条に基づく大
物廃棄物運搬処理に必要

大型建材、重量物搬送 23,000円×１名=23,000円 (財)江南クレーン技能講習所 23 23 0

環境局
東部環境セ
ンター

ガス溶接技能講習負担金
労働安全衛生法第61条
及び労働安全衛生法規
則第20条

ガス溶接業務を行なうためには労
働安全衛生法第61条による技能講
習修了が要件となる

施設の維持管理 9,200円×１名=9,200円 (財)埼玉県溶接技能協会 9 9 0

環境局
東部環境セ
ンター

ボイラー･タービン主任技術
者会年会費

関東東北産業保安監督
部管内ボイラー･タービ
ン主任技術者会会則第
11条

関東東北産業保安監督部管内のボ
イラー･タービン主任技術者で組
織する団体で、会員相互の交流及
び技術向上

関東東北産業保安監督部
管内のボイラー･タービン
主任技術者で組織する団
体で、会員相互の交流及
び技術向上

年会費45,000円
ボイラー･タービン主任技術
者会

45 45 45

環境局
東部環境セ
ンター

電気主任技術者会年会費
関東東北産業保安監督
部管内電気主任技術者
会会則第14条

関東東北産業保安監督部管内の自
家用発電所電気主任技術者で組織
する団体で、会員相互の交流及び
技術向上

関東東北産業保安監督部
管内の自家用発電所電気
主任技術者で組織する団
体で、会員相互の交流及
び技術向上

年会費45,000円 電気主任技術者会 45 45 45

環境局
東部環境セ
ンター

危険物取扱者保安講習会負
担金

消防法第13条の23
消防法第13条の23で、危険物取扱
者の３年以内毎の受講が義務付け
られているため

危険物取扱者の危険物の
取扱作業の保安に関する
講習

4,700円×１名=4,700円
（公社）埼玉県危険物安全協
会連合会

5 5 5

環境局
東部環境セ
ンター

甲種防火管理者資格講習負
担金

消防法第８条
消防法第８条に基づく防火管理者
の育成及び防火の知識の習得、及
び意識向上を目的とする

防火管理者の育成及び防
火の知識の習得、及び意
識向上

6,000円×１名=6,000円 (財)日本防火協会 6 6 6

環境局
東部環境セ
ンター

廃棄物資源環境研修会負担
金

参加者負担金等
廃棄物処理技術者の指導育成を目
的とした厚生労働省の認可団体
で、相互の技術交流及びその向上

技術管理者の自主的研修
並びに技術交流

21,000円×１名=21,000円 (財)日本環境衛生センター 21 17 0
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

環境局
東部環境セ
ンター

廃棄物処理施設技術管理者
中央研究集会負担金

参加者負担金等

技術管理者の自主的研修並びに技
術交流等を目的とした団体で、相
互の情報交換及び廃棄物処理事業
の向上を図る

技術管理者の自主的研修
並びに技術交流

3,150円×１名=3,150円
日本廃棄物処理技術管理者協
議会

3 3 3

環境局
東部環境セ
ンター

日本廃棄物処理技術管理者
会負担金

参加者負担金等
技術管理者の自主的研修並びに技
術交流等

技術管理者の自主的研修
並びに技術交流

11,000円×１名=11,000円
日本廃棄物処理技術管理者協
議会

11 10 11

環境局
東部環境セ
ンター

無線電波使用料負担金 電波法第103条

平成５年４月１日における電波法
の改正に伴い、当施設開局の無線
局が同法第103条の21に該当する
ため電波利用料を納入する

業務に使用する無線機
電波利用料600円×11台
=6,600円

関東総合通信局 7 7 4

環境局
東部環境セ
ンター

大気関係公害防止主任者資
格認定講習負担金

埼玉県生活環境保全条
例第116条

特定工場における公害防止組織の
整備に関する法律による公害防止
管理者認定講習で、技術及び意識
高揚を図る

ばい煙発生施設(廃棄物焼
却炉)の技術的事項に関す
る管理

7,400円×１名=7,400円 埼玉県 7 7 0

環境局
東部環境セ
ンター

騒音振動公害防止主任者資
格認定講習負担金

埼玉県生活環境保全条
例第116条

特定工場における公害防止組織の
整備に関する法律による公害防止
管理者認定講習で、技術及び意識
高揚を目的とする

騒音若しくは振動を発生
する施設若しくは騒音若
しくは振動を防止するた
めの施設の維持及び管理

7,400円×１名=7,400円 埼玉県 7 8 0

環境局
東部環境セ
ンター

廃棄物処理施設積算要領研
修会

参加負担金
研修により知識の習得を行い、職
員の資質の向上を図るため

一般廃棄物処理施設修繕
の積算をするため

5,000円×１名=5,000円 (公社)全国都市清掃会議 0 0 5

環境局
東部環境セ
ンター

防火管理者資格取得講習会
負担金

消防法第８条
消防法第８条に基づく防火管理者
の育成及び防火の知識の習得、及
び意識向上を目的とする

防火管理者の育成及び防
火の知識の習得、及び意
識向上

6,000円×１名=6,000円 さいたま市防火管理協会 6 6 0

環境局
東部環境セ
ンター

廃棄物処理施設
技術管理者講習

廃棄物の処理及び清掃
に関する法律第21条，
施行規則第17条

廃棄物の処理及び清掃に関する法
律第21条に基づき技術管理者が要
件

施設の維持管理 115,500円×1名=115,500円 (財)日本環境衛生センター 116 0 116

環境局
クリーンセ
ンター大崎

安全運転管理者協会会費 年会費
浦和東地区安全運転管理者協会の
地区協会費

安全運転管理者協会 年会費36,000円
浦和東地区安全運転管理者協
会

36 36 36

環境局
クリーンセ
ンター大崎

電気主任技術者会会費
関東東北産業保安監督
部管内電気主任技術者
会会則第14条

関東東北産業保安監督部との密接
な関係のもとに、会員相互の技術
交流を通して個々の技術の向上を
図る

電気主任技術者会 年会費45,000円
関東東北産業保安監督部管内
電気主任技術者会

45 45 45

環境局
クリーンセ
ンター大崎

ボイラー･タービン主任技術
者会会費

関東東北産業保安監督
部管内ボイラー･タービ
ン主任技術者会会則第
11条

関東東北産業保安監督部との密接
な関係のもとに、会員相互の技術
交流を通して個々の技術の向上を
図る

ボイラー･タービン主任技
術者会

年会費45,000円
関東東北産業保安監督部管内
ボイラー･タービン主任技術
者会

45 45 45

環境局
クリーンセ
ンター大崎

危険予知活動トレーナー研
修受講料負担金

参加者負担金等
ゼロ災運動を理念とし、職員の安
全意識の向上を図る

参加者負担金 24,100円×２名=48,200円
(社)埼玉労働基準協会連合会
埼玉地区ゼロ災運動推進会

48 44 24

環境局
クリーンセ
ンター大崎

安全運転管理者･副安全運転
管理者等法定講習会負担金

参加者負担金等
安全運転管理者、副安全運転管理
者に対する講習(道路交通法第108
条の２第１項第１号)

参加者負担金 4,200円×３名=12,600円
(社)埼玉県安全運転管理者協
会

13 13 13

環境局
クリーンセ
ンター大崎

ガス溶接技能講習受講料負
担金

参加者負担金等
ガス溶接作業に伴う事故防止の知
識及び技能資格の習得(労働安全
衛生法第61条)

参加者負担金 12,000円×１名=12,000円 (財)埼玉県溶接技能協会 12 12 12

環境局
クリーンセ
ンター大崎

廃棄物処理施設技術管理者
講習(管理家課程)受講料負
担金

参加者負担金等
技術管理者の資質向上を図り資格
の取得(廃棄物の処理及び清掃に
関する法律)

廃棄処理施設技術管理者
の資格取得に要する経費

63,000円×１名=63,000円 (財)日本環境衛生センター 63 63 63
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

環境局
クリーンセ
ンター大崎

自衛消防業務新規･技術講習
負担金

参加者負担金等
消防法の一部改正により、自衛消
防組織を設置するための講習(消
防法第８条の２の５)

参加者負担金 35,000円×２名=70,000円 (財)東京消防設備保守協会 70 140 140

環境局
クリーンセ
ンター大崎

公害防止主任者資格認定講
習受講料負担金

埼玉県生活環境保全条
例第116条

ばい煙発生施設における維持管理
等、法律による公害防止主任者資
格認定講習

参加者負担金 7,400円×１名=7,400円 埼玉県 8 8 7

環境局
クリーンセ
ンター大崎

防火･防災管理新規講習受講
料負担金

参加者負担金等
防火管理者の育成及び火気管理、
消防設備等の操作維持管理を習得
(消防法第８条)

参加者負担金 9,000円×２名=18,000円 (社)さいたま市防火安全協会 18 18 8

環境局
クリーンセ
ンター大崎

危険物取扱者試験受験負担
金

消防法
危険物取扱者試験(乙種)を受験す
るため

危険物取扱者の資格取得
に要する経費

4,700円×１名=4,700円
(財)消防試験研究センター
埼玉県支部

5 5 5

環境局
クリーンセ
ンター大崎

防災管理新規講習受講料負
担金

参加者負担金等
防災管理の重要性や設備等の操作
維持管理を習得(消防法第８条)

参加者負担金 12,000円×１名=12,000円 (社)さいたま市防火安全協会 0 0 12

環境局
クリーンセ
ンター大崎

技術管理者等スキルアップ
研修会受講料負担金

参加者負担金等
廃棄物処理技術者の指導育成、技
術向上や交流を目的とする

参加者負担金 20,000円×１名=20,000円 (財)日本環境衛生センター 0 20 0

環境局
クリーンセ
ンター大崎

発電設備技術講習受講料負
担金

参加者負担金等
自家用発電所の運転･保守を安全
かつ円滑に行う

参加者負担金 10,000円×１名=10,000円 (財)発電設備技術検査協会 0 10 0

環境局
クリーンセ
ンター大崎

粉じん作業特別教育講習受
講料負担金

参加者負担金等
粉じん作業業務を行うために特別
教育が必要なため

参加者負担金 8,000円×２名=16,000円 (社)浦和地区労働基準協会 0 16 16

環境局
クリーンセ
ンター大崎

アーク溶接特別講習受講料
負担金

参加者負担金等
アーク溶接業務を行うために特別
教育が必要なため

参加者負担金 8,400円×１名=8,400円 (財)埼玉県溶接技能協会 0 8 11

環境局
クリーンセ
ンター大崎

研削といし特別講習受講料
負担金

参加者負担金等
業務を行うために特別教育が必要
なため

参加者負担金 8,000円×１名=8,000円 (社)春日部労働基準協会 8 8 8

環境局
岩槻環境セ
ンター

日本廃棄物処理技術者管理
者協議会負担金

日本廃棄物処理施設技
術者管理者協議会会費

廃棄物の適正処理と再利用推進の
ための調査、研究及び技術の研鑽

日本廃棄物処理施設技術
管理者協議会負担金

会費30,000円
日本廃棄物処理施設技術管理
者協議会

0 30 30

環境局
岩槻環境セ
ンター

研修会参加負担金
廃棄物処理施設技術管
理者講習参加者負担金
等

廃棄物処理施設技術管理能力の習
得

廃棄物処理施設の運転管
理

破砕・リサイクル施設63,000
円×1名=63,000円、公害防止
主任者7,400円×2名=14,800
円、危険物保安講習4,700円
×1名=4,700円

(財)日本環境衛生センター、
埼玉県、（公社）埼玉県危険
物安全協会連合会

83 200 163

環境局
大宮南部浄
化センター

フォークリフト運転特別教
育参加負担金

参加者負担金等
フォークリフト運転のための特別
教育

安全衛生推進事業 19,000円×１名=19,000円 (財)江南クレーン技能教習所 19 19 19

環境局
大宮南部浄
化センター

酸素欠乏･硫化水素危険作業
主任者技能講習参加負担金

参加者負担金等
酸素欠乏･硫化水素が発生する危
険作業をする技能者の講習

安全衛生推進事業 12,075円×１名=12,075円 (社)埼玉労働基準協会連合会 13 10 12

環境局
大宮南部浄
化センター

特別管理産業廃棄物管理責
任者講習会参加負担金

廃棄物の処理及び清掃
に関する法律

特別管理産業廃棄物管理責任者の
講習

安全衛生推進事業 12,000円×１名=12,000円
(財)日本産業廃棄物処理振興
センター

12 12 12
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

環境局
大宮南部浄
化センター

ガス溶接技能講習参加負担
金

参加者負担金等 施設修繕のため 安全衛生推進事業 12,000円×１名=12,000円 (財)労働安全衛生管理協会 12 12 12

環境局
大宮南部浄
化センター

アーク溶接特別教育参加負
担金

参加者負担金等 施設修繕のため 安全衛生推進事業 11,000円×１名=11,000円 (財)労働安全衛生管理協会 11 11 11

環境局
大宮南部浄
化センター

廃棄物処理施設技術管理者
認定講習参加負担金

廃棄物の処理及び清掃
に関する法律

廃棄物処理施設技術管理者の認定
講習

維持管理事業 63,000円×１名=63,000円 (財)日本環境衛生センター 63 74 63

環境局
大宮南部浄
化センター

廃棄物･資源循環研修会(旧
技術管理者等スキルアップ
別研修会)負担金

研修会受講費
廃棄物処理施設技術管理者の指導
育成と技術交流を目的とした研修
会

維持管理事業 21,000円×１名=21,000円 (財)日本環境衛生センター 21 21 0

環境局
大宮南部浄
化センター

公害防止主任者(水質関係)
講習会参加負担金

埼玉県生活環境保全条
例

公害防止主任者講習で技術及び意
識の向上を図る

維持管理事業 7,400円×１名=7,400円 埼玉県 8 7 7

環境局
大宮南部浄
化センター

防火管理者講習 防火管理者講習 防火安全の推進 維持管理事業 6,000円×１名=6,000円 (財)日本防火協会 0 6 6

環境局
クリーンセ
ンター西堀

ショベルローダー等運転技
能講習参加負担金

参加者負担金等 知識及び技能習得を図る 安全衛生推進事業 12,600円×１名=12,600円 陸運労災防止協会 13 13 13

環境局
クリーンセ
ンター西堀

安全運転管理者協会負担金 会費
浦和西地区安全運転管理者協会の
地区協会費用

安全衛生推進事業 会費18,000円
浦和西地区安全運転管理者協
会

0 18 18

環境局
クリーンセ
ンター西堀

安全運転管理者講習会負担
金

参加者負担金等
浦和西地区安全運転管理者協会主
催の講習会費用

安全衛生推進事業 4,200円×１名=4,200円
浦和西地区安全運転管理者協
会

0 5 4

環境局
クリーンセ
ンター西堀

危険物取扱者受験準備講習
会参加負担金

参加者負担金等
危険物取扱者試験の予備知識向上
の為

安全衛生推進事業 6,700円×１名=6,700円
(公社)埼玉県危険物安全協会
連合会

7 7 7

環境局
クリーンセ
ンター西堀

危険予知活動トレーナー研
修会負担金

参加者負担金等
職場のゼロ災害を目標とし具体的
な事例、情報交流を設け危険予知
に対する意識の向上を図る

安全衛生推進事業 22,000円×１名=22,000円
(社)埼玉労働基準協会連合会
埼玉地区ゼロ災運動推進会

0 22 0

環境局
クリーンセ
ンター西堀

職場巡視･点検セミナー負担
金

参加者負担金等
職場の危険･有害要因を発見し、
対策を講じ、災害を未然に防ぐこ
とを目的とする

安全衛生推進事業 20,000円×１名=20,000円 中央労働災害防止協会 20 20 20

環境局
クリーンセ
ンター西堀

酸素欠乏･硫化水素作業主任
者技能講習会負担金

参加者負担金等 知識及び技能習得を図る 安全衛生推進事業 12,075円×１名=12,075円 (社)埼玉労働基準協会連合会 12 9 12

環境局
クリーンセ
ンター西堀

フォークリフト運転技能講
習会負担金

参加者負担金等 知識及び技能習得を図る 安全衛生推進事業 39,200円×１名=39,200円 陸運労災防止協会 39 39 39

環境局
クリーンセ
ンター西堀

危険物取扱者保安講習会負
担金

参加者負担金等 知識及び技能習得を図る 安全衛生推進事業 4,700円×１名=4,700円
(公社)埼玉県危険物安全協会
連合会

5 9 9

環境局
クリーンセ
ンター西堀

廃棄物処理施設積算要領研
修会負担金

参加者負担金等 知識及び技能習得を図る 維持管理事業 5,000円×１名=5,000円 (公社)全国都市清掃会議 5 5 5
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

環境局
クリーンセ
ンター西堀

廃棄物処理施設技術管理者
講習会負担金

参加者負担金等
廃棄物処理施設技術管理者認定講
習

維持管理事業 115,500円×１名=115,500円 (財)日本環境衛生センター 116 130 116

環境局
クリーンセ
ンター西堀

特別管理産業廃棄物管理責
任者講習会負担金

参加者負担金等 知識及び技能習得を図る 安全衛生推進事業 12,000円×１名=12,000円 (社)埼玉県産業廃棄物協会 12 0 12

環境局
クリーンセ
ンター西堀

特定化学物質等作業主任者
技能講習会負担金

参加者負担金等 知識及び技能習得を図る 安全衛生推進事業 9,450円×１名=9,450円 (社)埼玉労働基準協会連合会 10 0 0

環境局
クリーンセ
ンター西堀

公害防止主任者資格認定講
習負担金

参加者負担金等 公害防止主任者資格認定講習 安全衛生推進事業 7,400円×１名=7,400円 埼玉県 7 0 0

経済局 経済政策課 埼玉県産業振興公社負担金
(財)埼玉県産業振興公
社会員規約第６条

産業振興施策に係る情報収集 年会費負担金 年会費12,600円 (財)埼玉県産業振興公社 13 13 13

経済局 経済政策課
指定都市経済局長会議負担
金

参加者負担金等
指定都市の経済行政についての情
報、意見交換等を行う

同会議運営費の一部 幹事市運営費480,000円 指定都市経済局長会議 480 20 6

経済局 経済政策課
指定都市経済局庶務担当課
長会議負担金

参加者負担金等
指定都市の経済行政全般における
諸問題等の協議･情報交換等を行
う

同会議運営費の一部 10,000円×１名=10,000円
指定都市経済局庶務担当課長
会議

10 10 3

経済局 労働政策課
(財)21世紀職業財団賛助会
費

(財)21世紀職業財団規
定

21世紀職業財団では、女性労働者
の能力発揮のための職場作りの援
助、育児や介護を行う労働者の職
業生活と家庭生活の両立支援、
パートタイム労働者の雇用管理を
改善するための事業等を実施して
おり、労働政策課は会員となって
いる

女性労働者の能力発揮の
ための職場作りの援助、
育児や介護を行う労働者
の職業生活と家庭生活の
両立支援、パートタイム
労働者の雇用管理を改善
するための事業等

団体･法人会費一口50,000円 (財)21世紀職業財団 0 50 50

経済局 労働政策課
指定都市雇用労働･勤労市民
行政主管者会議出席者分担
金

大都市会議等出席者分
担金

指定都市における雇用労働･勤労
市民行政の諸問題等の協議･情報
交換を行う

指定都市雇用労働･勤労市
民行政主管者会議

3,000円×１名=3,000円
指定都市雇用労働・勤労市民
行政主管者会議

3 3 0

経済局 労働政策課
（公社）埼玉県雇用開発協
会会費

（公社）埼玉県雇用開
発協会定款

障害者、高年齢者等の雇用並びに
就業への啓発、指導及び援助等に
より雇用の促進を図り福祉の向上
に寄与

障害者、高年齢者等の雇
用並びに就業への啓発、
指導及び援助、研修等

年会費15,000円 (公社)埼玉県雇用開発協会 15 15 15

経済局 労働政策課 防火管理講習受講料負担金
消防法施行令第３条第
１項

防火管理者資格取得のため
防火管理者として必要な
知識に関する講習会

6,000円×１名=6,000円 (財)日本防火協会 6 6 6

経済局
産業展開推
進課

政令指定都市金融主管課長
会議負担金

参加者負担金
指定都市における金融行政の諸問
題等の協議･情報交換を行う

同会議運営費の一部 4,000円×１名=4,000円
政令指定都市金融主管課長会
議

4 4 3

経済局
産業展開推
進課

経理･簿記決算書等研修会負
担金

参加者負担金等
融資事務に必要な企業会計等の基
本的知識を習得し、資質の向上を
図る

参加負担金 31,500円×１名=31,500円 (一社)日本経営協会 32 32 0

経済局
産業展開推
進課

政令指定都市中小企業支援
担当課長会議負担金

参加者負担金等
中小企業支援施策についての情
報、意見交換等を行う

同会議運営費の一部 6,000円×１名=6,000円
指定都市中小企業支援担当課
長会議

6 6 4
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

経済局
産業展開推
進課

九都県市合同商談会負担金 商談会の出展料 企業同士のマッチングを図る 商談会への参加費 政令指定都市一律250,000円
九都県市合同商談会実行委員
会

250 250 250

経済局
産業展開推
進課

埼玉県国際経済交流懇話会
負担金

埼玉県国際経済交流懇
話会規約

国際ビジネスを目指す企業との情
報交換

会員負担金 年会費10,000円 埼玉県国際経済交流懇話会 0 10 0

経済局
産業展開推
進課

外国企業誘致担当者育成ス
クール参加費

研修会参加費
職員の外国企業誘致に対する理解
を図る

研修への参加費 研修参加費40,000円 (独)日本貿易振興機構 0 40 0

経済局 商工振興課
全国特定市計量行政協議会
全国会議負担金

参加者負担金等

計量行政に関し、都市間相互にお
いて緊密な連携を保ち、適正な計
量の実施を確保し、もって経済の
発展及び文化の向上に寄与する

同会議運営費の一部 年会費18,000円
全国特定市計量行政協議会全
国会議

18 18 18

経済局 商工振興課
全国特定市計量行政協議会
関東甲信越地区協議会負担
金

参加者負担金等

計量行政に関し、都市間相互にお
いて緊密な連携を保ち、適正な計
量の実施を確保し、もって経済の
発展及び文化の向上に寄与する

同会議運営費の一部 5,000円×１名=5,000円
全国特定市計量行政協議会関
東甲信越地区協議会

5 5 0

経済局 商工振興課
政令指定都市計量行政協議
会負担金

参加者負担金等

計量行政に関し、都市間相互にお
いて緊密な連携を保ち、適正な計
量の実施を確保し、もって経済の
発展及び文化の向上に寄与する

同会議運営費の一部 8,000円×１名=8,000円 政令指定都市計量行政協議会 8 8 0

経済局 商工振興課
伝統的工芸品産業振興協会
負担金

(財)伝統的工芸品産業
振興協会寄附行為第36
条

国の伝統工芸品に指定されている
｢江戸木目込人形｣｢岩槻人形｣の特
別会員としての負担金

年会費負担金 年会費50,000円
(財)伝統的工芸品産業振興協
会

50 50 50

経済局 商工振興課
指定都市商業担当課長会議
負担金

参加者負担金等
指定都市の商業行政全般における
諸問題等の協議･情報交換等を行
う

同会議運営費の一部 5,000円×１名=5,000円 指定都市商業担当課長会議 5 5 3

経済局 商工振興課
大都市圏関係都市工業担当
課長会議負担金

参加者負担金等
指定都市の工業行政全般における
諸問題等の協議･情報交換等を行
う

同会議運営費の一部 5,000円×２名=10,000円
大都市圏関係都市工業担当課
長会議

10 10 0

経済局 商工振興課 防火管理者講習会負担金
消防法第8条第1項の定
めによる

産業振興会館の安心･安全な管理
運営のため

防火管理者資格取得講習
会受講料

6,000円×１名=6,000円 (財)日本防火協会 6 6 0

経済局 農業政策課
北足立農業振興協議会負担
金

北足立農業振興協議会
規約

園芸農家の安定を図るため、生産
の合理化を図る組織的に推進する
ことを目的とする

運営経費の一部
均等割:60％
農家割:農地面積40％
農号組成産額割

北足立農業振興協議会 29 29 29

経済局 農業政策課
さいたま農業改良普及協議
会負担金

さいたま地区農業改良
普及協議会規約

さいたま農業改良普及センター管
内の市町･関係機関の連絡協調を
密にし、管内農業生産や農家生活
の向上を図るため、農業普及事業
を円滑に実施する

運営経費の一部
均等割:50％
農家戸数割30％
耕地面積割20％

さいたま地域農業改良普及協
議会

236 236 218

経済局 農業政策課 埼玉県畜産会負担金 埼玉県畜産会規約 運営費の一部負担金 運営経費の一部 規約による 埼玉県畜産会 95 95 95

経済局
農業環境整
備課

政令指定都市農政主管者会
議負担金

参加者負担金等
指定都市の農業行政についての情
報、意見交換等を行うことを目的
に設置された会議の負担金

参加者負担金 12,000円×１名=12,000円 政令指定都市農政主管者会議 0 12 0
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

経済局
農業環境整
備課

見沼代用水協力協議会負担
金

見沼用水協力協議会規
約

自然と機能の均衡を保ちながら親
水と治水の両面から水辺の特性を
生かした整備を行う

見沼代用水の維持管理に
ついての相互援助協力

人口割2,276,000円+水路割
1,189,000円+均等割20,000円
=3,485,000円

見沼代用水土地改良区 3,485 3,501 3,402

経済局
農業環境整
備課

埼玉県土地改良事業団体連
合会負担金

埼玉県土地改良事業団
体連合会規約

埼玉県土地改良事業団体連合会の
会員となっている国県等の補助金
を受けて工事を毎年実施している
が、工事費の割合により、負担金
を納入している

県営事業にかかる賦課金 一般賦課金24,000円
埼玉県土地改良事業団体連合
会

24 24 24

経済局
農業環境整
備課

さいたま土地改良推進協議
会負担金

さいたま土地改良推進
協議会規約

さいたま農林振興センター管内に
おける土地改良事業発展のため、
会員相互の連絡を図り､事業の調
査研究を行い、これを推進する

協議会運営

市内農振農用地面積2,631ｈ
ａ
地積割:40円/ｈａ当たり
均等割:10,000円+2,631ｈａ
×40円/ｈａ=115,240円

さいたま土地改良推進協議会 115 220 115

経済局
農業環境整
備課

埼玉県農業農村振興対策協
議会負担金

埼玉県農業農村振興対
策協議会規約

新農業構造改善事業の先進市視察
研修会等を開催し､他市との連絡
を密にする

協議会運営 会費15,000円
埼玉県農業農村振興対策協議
会

15 15 15

経済局
農業環境整
備課

埼玉県土地改良県営部会負
担金

埼玉県土地改良県営部
会規約

国県等の補助金を受けて工事を毎
年実施しているが、工事費の割合
により、負担金を納入している

県営土地改良事業の推進
にかかる運営費

均等割:1,000円
埼玉県土地改良事業団体連合
会

1 1 1

経済局
農業環境整
備課

隼人掘･姫宮掘悪水路組合運
営費負担金

隼人掘･姫宮掘悪水路組
合規約

農業排水を円滑にするため、隼人
掘･姫宮掘の幹線水路の維持管理
を図る

水路組合の運営費
均等割:10,000円
受益割:70円/ｈａ×69.84ｈ
ａ≒4,889円

隼人掘･姫宮掘悪水路組合 15 15 14

経済局
農業環境整
備課

末田須賀堰連絡協議会負担
金

末田須賀堰連絡協議会
規約

末田須賀堰の管理運営を円滑に進
め、農業用水の安定確保と洪水調
整機能の向上を図る

協議会運営 定額18,000円 末田須賀堰連絡協議会 18 18 18

経済局
農業環境整
備課

元荒川農業水利確保対策負
担金

元荒川農業水利確保対
策委員会規約

見沼から元荒川に補給している用
水の負担金

水利確保

総額5,000,000円を元荒川土
地改良区の前年度賦課面積に
より関係市で負担する
 5,000,000円×48.52％
/100％=2,426,000円

見沼代用水土地改良区 2,426 2,417 2,417

経済局
農業環境整
備課

末田須賀堰維持管理費負担
金

管理負担金に関する協
定書

末田須賀堰の維持管理費 堰の維持管理

末田須賀堰維持管理費負担金
2,987,000円(その他)平成24
年度維持管理費予定総額
62,162,000円
負担割合:国庫補助=総額の
55％(34,189,000円)
４市:総額の45％の10.68％
62,162,000円×45/100×
10.68/100％≒2,987,000円

埼玉県さいたま農林振興セン
ター

2,988 3,292 0

経済局
農業環境整
備課

農業揚水ポンプ場管理負担
金

締結協議書

上山口新田南大通線ポンプ機場の
維持管理については､管理に関す
る協議書により､市が組合に負担
する

ポンプ場の保守点検操作
保守点検及び操作(協議
書)50,000円

中川用排水維持管理組合 50 50 50

経済局
農業環境整
備課

大橋井堰管理負担金
大橋井堰の管理に関す
る協定書

大橋井堰の管理を円滑に行い、第
一及び第二用水の農業用水の安定
確保を図る

堰の管理及び水位観測

管理費350,000円、通報装置
交換200,000円、通報システ
ム54,000円、水位観測
117,600円

大橋井堰管理委員会 722 522 517

経済局
農業者ト
レーニング
センター

緑の相談所連絡会議出席者
負担金

緑の相談所連絡会議開
催要領

緑の相談所設置運営管理に要する
情報交換、技術交流を行う

会議等の参加
緑の相談所連絡会議出席者負
担金年額

緑の相談所連絡協議会 10 10 10

経済局
農業者ト
レーニング
センター

さいたま市防火安全協会講
習会負担金

消防法等
農業者トレーニングセンター防火
管理体制の確立

防火管理者の資格取得に
要する経費

6,000円×１名=6,000円 さいたま市防火安全協会 6 6 0

- 78 -



対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

経済局
見沼グリー
ンセンター

全国市立農場協議会負担金
全国市立農場協議会規
約

農場間の連絡協調を強化し、各農
場の機能の充実、職員資質の向上
を図る

場長の研修会
参加者負担金5,000円
負担金１農場10,000円

全国市立農場協議会 15 15 15

経済局
見沼グリー
ンセンター

東部ブロック市立農場協議
会負担金

東部ブロック市立農場
協議会規約

農場間の連絡協調を強化し、各農
場の機能の充実と技術者指導の向
上を図り、農政発展に寄与する

場長と技術担当者の研修
会

参加者負担金13,000円×２名
=26,000円、協議会負担金１
農場20,000円

東部ブロック市立農場協議会 46 46 46

経済局
見沼グリー
ンセンター

さいたま市防火安全協会講
習会負担金

消防法
見沼グリーンセンターの防火管理
体制の確立

防火管理者の資格取得に
要する負担金

6,000円×２回=12,000円 さいたま市防火安全協会 12 12 0

経済局 観光政策課
(社)埼玉県物産観光協会負
担金

(社)埼玉県物産観光協
会定款第７条

本県観光振興を目的とする当該団
体の財政基盤の確立と組織強化の
ため会費を負担するものである

年会費負担金 3,000円×26口=78,000円 (社)埼玉県物産観光協会 78 78 78

経済局 観光政策課 大都市観光協議会分担金 参加者負担金等
都市観光行政面における共通の問
題について連絡調整を図り、その
円滑なる運営を期する

同会議運営費の一部 10,000円×１市=10,000円 大都市観光協議会 10 10 10

経済局 観光政策課 防火管理者講習費負担金
消防法施行令第３条第
１項

防火管理者資格取得のため
防火管理者として必要な
知識に関する講習会

6,000円×１名=6,000円 (財)日本防火協会 6 6 6

経済局 国際課
ＪＥＴプログラム団体割会
費(自治体国際化協会年会費
負担金)

外国青年招致事業に係
る会費に関する規則

外国語教育の充実とともに諸外国
との相互理解と地域の国際化推進
を図る

語学指導等を行う外国青
年招致事業(ＪＥＴプログ
ラム)

正会員(都道府県･政令指定都
市):団体割会費1,200,000円

(財)自治体国際化協会 1,200 1,200 1,200

経済局 国際課 自治体国際化協会分担金
(財)自治体国際化協会
寄附行為

国際化に対応した地域社会の振興
と地方公共団体の人材養成を図る

地方公共団体の国際化施
策に対する支援事業のう
ち、海外事務所運営経費

100億円×41％×(さいたま市
売上額/年末ジャンボ宝くじ
全国売上額)×１/２×0.8

(財)自治体国際化協会 15,000 15,000 14,000

都市局 都市総務課
(一財)都市みらい推進機構
負担金

(一財)都市みらい推進
機構寄付行為、賛助会
員規程

都市の活性化に関する調査･研
究、情報･資料の収集･提供等を実
施し、民間の技術と経験を生かし
つつ地域社会と調和した活力ある
都市づくりの推進を図る

年会費 年会費200,000円 (一財)都市みらい推進機構 200 200 200

都市局 都市総務課 埼玉県都市計画協会負担金
埼玉県都市計画協会会
則

都市計画に関する視察研修の実施
や講演会の開催等により、都市計
画並びに都市計画事業に寄与する

年会費 年会費90,000円 埼玉県都市計画協会(所沢市) 90 90 90

都市局 都市総務課 (公財)都市計画協会負担金
(公財)都市計画協会会
員に関する規定

都市計画及び都市計画事業に関す
る調査研究、啓蒙宣伝、研究会等
の開催などにより、都市計画及び
都市計画事業に寄与する

年会費 年会費323,000円 (公財)都市計画協会 323 323 323

都市局 都市総務課
(公社)日本都市計画学会負
担金

(公社)日本都市計画学
会定款

会員の研究発表、知識の交換並び
に会員相互間及び関連学協会との
連絡提携の場となり、都市計画に
関する学術の進歩普及を図り、
もって学術･文化の発展に寄与す
る

年会費 年会費30,000円 (公社)日本都市計画学会 30 30 30

都市局 都市総務課
都市計画全国大会参加負担
金

参加者負担金等

全国の都市計画関係者が一同に会
し、まちづくりの実践についての
研究成果を発表して意見交換をす
る

参加者負担金 20,000円×１名=20,000円 (公財)都市計画協会 20 20 18

都市局 都市総務課
第140回大都市土木協議会参
加負担金

参加者負担金等
大都市土木担当部局が施行する事
業に関する問題点及び状況等につ
いて、各都市が意見交換を行う

参加者負担金 5,000円×２名=10,000円 大都市土木協議会事務局 10 10 3
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

都市局 都市総務課
第141回大都市土木協議会参
加負担金

参加者負担金等
大都市土木担当部局が施行する事
業に関する問題点及び状況等につ
いて、各都市が意見交換を行う

参加者負担金 5,000円×２名=10,000円 大都市土木協議会事務局 10 10 0

都市局 都市総務課 広報誌企画研修参加負担金 参加者負担金等
都市計画等に関する知識･視野の
向上を図る講座に参加し、職員の
自己啓発に寄与する

参加者負担金 30,450円×２名=60,900円 (一財)日本経営協会 61 61 30

都市局 都市総務課
政令市都市計画主管局長会
議参加負担金

政令市都市計画主管局
長会議運営要綱

政令指定都市間で都市計画行政に
係る意見交換を行う

参加者負担金 10,000円×１名=10,000円 幹事市(新潟市) 10 10 6

都市局 都市計画課 都市計画全国大会参加費 参加者負担金等
都市計画に関する知識の普及、都
市計画事業の諸問題に関する研究
発表及び意見交換を図る

参加者負担金 18,000円×１名=18,000円 (公財)都市計画協会 18 11 16

都市局 都市計画課
住民参加型行政の推進講座
参加費

参加者負担金等

効率的、効果的地域経営等の視点
を取り入れたまちづくりについて
の専門知識を習得し、資質の向上
を図る

参加者負担金 30,450円×２名=60,900円 (一社)日本経営協会 61 61 0

都市局 都市計画課
屋外広告物適正化十都県市
協議会負担金

屋外広告物適正化都県
市協議会規約

屋外広告物の適正化の推進及び屋
外広告物条例の啓発を広域的に行
い、街の美観等を図る

屋外広告物適正化
１団体100,000円
※平成23年度より負担金廃止

屋外広告物適正化都県市協議
会

0 100 0

都市局 都市計画課 都市防災推進協議会負担金
都市防災推進協議会規
約

都市防災の制度設置、拡充及び事
業の推進、都市防災に関する調
査･研究、情報交換により安全な
都市形成を資する

都市防災 １団体40,000円 都市防災推進協議会 40 40 40

都市局 都市計画課
埼玉県住環境整備推進協議
会負担金

埼玉県住環境整備推進
協議会会則

会員相互の連携を緊密にするとと
もに、住環境整備に関する知識と
技術の向上を図り、住環境整備事
業の円滑な進展に資する

住環境整備事業 負担金24,000円 埼玉県住環境整備推進協議会 24 24 24

都市局 都市計画課
全国住環境整備推進協議会
合同部会参加負担金

全国住環境整備事業推
進協議会会則

都道府県及び政令市において、住
環境整備推進事業等に係る、現行
事業制度等を調査するとともに、
今後の方向性を検討し住環境整備
事業等の推進に資する

住環境整備事業

事業推進･改善方策検討部会
設置要綱第７条(必要の都度
会員負担)会員負担金4,000
円、視察負担金3,000円

全国住環境整備事業推進協議
会三部会合同検討部会開催運
営費権限受任者

7 7 4

都市局 都市計画課
各種研修会、講習会参加負
担金

参加者負担金等
各種協議会、民間団体等が開催す
る研修会･講演会等に参加するこ
とで、より専門知識を習得する

都市計画事業全般
(特に、当該年度の主要事
業及び次年度推進予定の
事業)

受講参加費 研修主催団体 50 59 62

都市局 都市計画課 ＩＮＥＸ推進協議会負担金
ＩＮＥＸ推進協議会規
約第９条第２項

都市計画に関する情報の有機的交
流を支援する機能的かつ充実した
データバンクの開発を含め、幅広
国際的な都市交流を推進する

国際都市計画事業 負担金550,000円 ＩＮＥＸ推進協議会 550 550 550

都市局 都市計画課
関東甲信越都市計画主管課
長会議参加者負担金

参加者負担金等

都市計画の最新の動きや各団体が
抱える問題点及び状況について意
見交換を行い、また国土交通省の
助言･指導等を受け業務の参考と
する

都市計画事業全般
会議費2,000円
現地調査費3,000円

関東甲信越都市計画主管課長
会議事務局(神奈川県)

5 5 2

都市局 都市計画課
関東甲信越都市計画担当者
会議参加者負担金

参加者負担金等

関東甲信越の１都９県６政令市に
おいて都市計画の最新の動きや諸
問題･状況等について、実務担当
者間の意見交換を行う

都市計画事業全般
会議費2,000円
現地調査費1,000円

関東甲信越都市計画担当者会
議事務局(栃木県)

3 3 0

都市局 都市計画課
全国地区計画推進協議会負
担金

全国地区計画推進協議
会規約

地区計画等の推進方策の研究、知
識の普及、啓蒙等を行い、魅力あ
るまちづくりに寄与する

地区計画全般
規約第13条の運用、負担金
45,000円

全国地区計画推進協議会 45 45 45
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

都市局 都市計画課
各種研修会、講習会参加負
担金

道路交通法第74条の３
第８項等

各種協議会、民間団体等が開催す
る研修会･講演会等に参加するこ
とで、より専門知識を習得する

都市計画事業全般 受講参加費 研修主催団体 32 32 20

都市局 都市計画課
各種研修会、講習会参加負
担金

道路交通法第74条の３
第８項等

各種協議会、民間団体等が開催す
る研修会･講演会等に参加するこ
とで、より専門知識を習得する

都市計画事業全般 受講参加費 研修主催団体 30 30 22

都市局 都市計画課
都市景観形成推進協議会年
間負担金

都市景観形成推進協議
会規約第８条

魅力ある景観の創造を図るため、
各都市が相互に交流を深め、共通
の課題を協議し、もって施策の推
進に資する

都市景観事業 １都市30,000円 都市景観形成推進協議会 30 30 30

都市局 都市計画課
都市景観形成推進協議会参
加負担金

協議会運営規則

魅力ある景観の創造を図るため、
各都市が相互に交流を深め、共通
の課題を協議し、もって施策の推
進に資する

都市景観事業

会議分担金
委員会9,000円×1回
幹事会7,500円×1回
研究会2,000円×1回

都市景観形成推進協議会 19 12 10

都市局 都市計画課
都市づくりパブリックデザ
インセンター賛助会費

都市づくりパブリック
デザインセンター賛助
会員規程第４条

都市における公共空間のデザイン
に関する総合的な調査研究及び技
術開発等を行い、魅力ある都市空
間の創造

魅力ある都市空間の創造 １都市100,000円
(財)都市づくパブリックデザ
インセンター

100 100 100

都市局 都市計画課
都市づくりパブリックデザ
インセンター会議負担金

参加者負担金等

都市における公共空間のデザイン
に関する総合的な調査研究及び技
術開発等を行い、魅力ある都市空
間の創造

魅力ある都市空間の創造

都市景観現地見学会5,000円
都市デザイン実務講習会
3,500円
都市づくりと景観行政講習会
3,500円

(財)都市づくりパブリックデ
ザインセンター

12 12 11

都市局 都市計画課 各種研修参加負担金 参加者負担金等

各種協議会等が開催する講習会等
に参加することで、景観計画の運
用に必要なより高度な専門知識を
習得する

参加者負担金 受講参加費 研修主催団体 10 10 0

都市局 都市交通課
武蔵野線旅客輸送改善対策
協議会負担金

武蔵野線旅客輸送改善
対策協議会規約

武蔵野線の旅客輸送改善と関係地
域の発展を図る

協議会分担金
均等割12,000円+(停車駅数５
駅×3,000円)=27,000円

武蔵野線旅客輸送改善対策協
議会

27 27 27

都市局 都市交通課
ＪＲ川越線整備促進協議会
負担金

ＪＲ川越線整備促進協
議会規約

ＪＲ川越線全線の複線化等を促進
し、沿線の輸送力増強と関係地域
の発展を図る

協議会負担金

均等割30,375円+延長割
21,940円+人口割26,025円
=78,340円(千円未満四捨五
入)

ＪＲ川越線整備促進協議会 78 78 78

都市局 都市交通課
東武野田線整備促進期成同
盟会負担金

東武野田線整備促進期
成同盟会規約

東武野田線利用者の利便性向上と
東武野田線の複線化及びＪＲ京浜
東北線と東武野田線の相互乗入れ
を早期に実現させる

同盟会負担金 政令指定都市40,000円
東武野田線整備促進期成同盟
会

40 40 40

都市局 都市交通課
ＪＲ宇都宮線整備促進連絡
協議会負担金

ＪＲ宇都宮線整備促進
連絡協議会規約

関係地域の調和ある発展と沿線住
民の利便向上を図るため、宇都宮
線の整備を促進を図る

協議会負担金 １団体5,000円
ＪＲ宇都宮線整備促進連絡協
議会

5 5 5

都市局 都市交通課
都市モノレールセミナー負
担金

参加者負担金等

情報収集や先進事例等の調査を行
ない様々な角度から本市にふさわ
しい交通ネットワークの構築を検
討する

参加者負担金 5,000円×１名=5,000円 (社)日本モノレール協会 5 5 0

都市局 都市交通課 都市交通全国会議参加費 参加者負担金等

都市交通に関する調査･研究･情報
交換を行い、国･県･市町村等にお
ける都市交通計画に関する業務レ
ベルの向上を図る

参加者負担金 5,000円×１名=5,000円
都市交通計画全国会議実行委
員会

5 5 6

都市局 都市交通課
関東ブロック都市交通担当
者会議参加費

参加者負担金等

都市交通に関する調査･研究･情報
交換を行い、国･県･市町村等にお
ける都市交通計画に関する業務レ
ベルの向上を図る

参加者負担金 9,000円×１名=9,000円
関東ブロック都市交通担当者
会議事務局

9 9 0
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

都市局 都市交通課
東京都市圏交通計画協議会
年会費

東京都市圏交通計画協
議会規約第11条による

東京都市圏における総合的な都市
交通計画の推進に資する

年会費 年会費600,000円 東京都市圏交通計画協議会 600 600 550

都市局 都市交通課 カーフリーデー年会費 年会費

ＥＭＷ,ＥＩＴＷＭＣからの情報
提供、ナショナルコーディネー
ターからのアドバイス、写真･パ
ンフレット･ロゴ･パネルデータ等
の使用が可能となる

年会費 特別政令都市100,000円
(一社)カーフリーデージャパ
ン

0 100 100

都市局 都市交通課 交通工学講習会参加費 参加者負担金等

道路における平面交差の計画と設
計、道路交通空間のバリアフリー
の解説や事例の紹介により今後の
事業の促進に寄与する

参加者負担金 10,500円×１名=10,500円 (一社)交通工学研究会 11 11 0

都市局 都市交通課 各種研修･講習会負担金 参加者負担金等
都市経営セミナー　全国と都市自
治体における政策づくりや行財政
改革に資する

参加者負担金
10,000円×１名×６回
=60,000円

(一財)計量計画研究所他 60 60 26

都市局 都市交通課
交通バリアフリー協議会年
会費

交通バリアフリー協議
会定款第３章第８条に
よる

利用者のニーズを反映した公共交
通バリアフリー技術の開発･普及
と人材の育成により、公共交通バ
リアフリー化を推進し、誰もが安
心して円滑に移動ができる社会の
実現を通じて社会貢献する

年会費 年会費60,000円 (社)交通バリアフリー協議会 0 60 0

都市局 都市交通課
全国自転車問題自治体連絡
協議会負担金

全国自転車問題自治体
連絡協議会負担金

全国自転車問題自治体連絡協議会
負担金

年会費 年会費20,000円
全国自転車問題自治体連絡協
議会

20 20 20

都市局 都市交通課
全国自転車問題自治体連絡
協議会総会負担金

全国自転車問題自治体
連絡協議会規約

全国自転車問題自治体連絡協議会
総会負担金

講習会参加負担金 5,000円×１名=5,000円
全国自転車問題自治体連絡協
議会

5 5 5

都市局 都市交通課
全国自転車問題自治体連絡
協議会研修会負担金

全国自転車問題自治体
連絡協議会規約

全国自転車問題自治体連絡協議会
研修会負担金

参加負担金 10,000円×１名=10,000円
全国自転車問題自治体連絡協
議会

10 10 10

都市局 都市交通課
再生自転車海外譲与自治体
連絡会分担金

再生自転車海外譲与自
治体連絡会規約

開発途上国に、再生自転車を譲与
し、国際協力に寄与する

年会費 年会費1,000,000円
再生自転車海外譲与自治体連
絡会

1,000 1,000 1,000

都市局 都市交通課 駐車施策講習会参加費 参加者負担金等
駐車場整備の促進に貢献し、道路
の安全かつ円滑な交通の確保、都
市機能の向上に寄与する

参加負担金 9,000円×１名=9,000円 (財)駐車場整備推進機構 9 9 0

都市局 都市公園課 日本公園緑地協会負担金
一般社団法人日本公園
緑地協会会費納入規定

都市公園の整備をはじめとする新
世紀にふさわしい緑豊かな安全で
美しい都市環境の創出を図る

研究調査、公園緑地事業
等推進活動、公園緑地情
報の発信及び講習会

年会費320,000円 (一社)日本公園緑地協会 320 320 320

都市局 都市公園課
日本公園緑地協会全国大会
負担金

参加者負担金等
都市公園事業等を促進し、安全で
緑豊かな都市環境の形成を推進す
る

参加者負担金 13,000円×１名=13,000円 (一社)日本公園緑地協会 0 13 11
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

都市局 都市公園課
全国都市公園整備促進協議
会負担金

全国都市公園整備促進
協議会会則

加盟地方公共団体が協力して、公
園緑地問題を総合的に研究し、公
園緑地整備を図るための税財政上
の具体的方策を推進する

総会、全国大会の開催及
び政府への要望活動の実
施

年会費42,000円 全国都市公園整備促進協議会 42 42 42

都市局 都市公園課
埼玉県都市公園整備促進協
議会負担金

埼玉県都市公園整備促
進協議会会則

県及び市町村が協力して都市公園
行政の推進を図る

都市公園の啓蒙、講習会
等の開催、会員相互の情
報交換及び連絡調整

年会費40,000円
埼玉県都市公園整備促進協議
会

40 48 40

都市局 都市公園課
関東甲信越都市公園担当者
会議負担金

参加者負担金等
関東甲信越共通の問題について協
議･検討する

参加者負担金 4,000円×２名=8,000円
関東甲信越都市公園担当課長
会議事務局

8 8 4

都市局 都市公園課
大都市公園緑地問題協議会
参加負担金

大都市公園緑地問題協
議会会則

大都市の公園緑地並びに緑化事業
の推進を図るとともに、都市共通
の問題を協議、研究し、公園緑地
行政の円滑な実施と向上を図る

総会、全国大会の開催
広報活動の実施

年会費80,000円 大都市公園緑地問題協議会 80 80 80

都市局 都市公園課
大都市公園緑地問題協議会
主幹者会議負担金

参加者負担金等
大都市共通の問題について協議･
検討する

参加者負担金 12,000円×３名=36,000円
大都市公園緑地問題協議会主
幹者会議･実務担当者会議事
務局

36 24 27

都市局 都市公園課
大都市公園緑地問題協議会
担当者会議負担金

参加者負担金等
大都市共通の問題について協議･
検討する

参加者負担金 12,000円×２名=24,000円
大都市公園緑地問題協議会主
幹者会議･実務担当者会議事
務局

24 24 14

都市局 都市公園課
大都市公園機能実態共同調
査実行委員会負担金

大都市都市公園機能実
態共同調査実行委員会
規約

(一社)日本公園緑地協会、東京都
及び政令指定都市が共同で行う｢
都市公園機能実態調査｣を円滑に
推進する

共同調査の調査委託 年会費2,500,000円
大都市都市公園機能実態共同
調査実行委員会

2,500 2,500 2,500

都市局 都市公園課 公園緑地講習会等負担金 参加者負担金等
最新の専門的、技術的情報等を学
ぶ

参加者負担金 会費30,000円 各種講習会実施団体 30 30 18

都市局 都市公園課 埼玉県体育施設協会負担金
埼玉県体育施設協会規
約

県内における体育施設の適正な運
営について研究協議し、体育運動
の振興に寄与する

研究協議会、研修会等 年会費10,000円 埼玉県体育施設協会 10 10 10

都市局
みどり推進
課

(社)埼玉県緑化推進委員会
年会費

社団法人埼玉県緑化推
進委員会定款

県土の緑化運動及び緑の基金を推
進することにより、森林資源の造
成、県土の保全及び水資源のかん
よう並びに生活環境の緑化を図
り、もって国土の緑化及び国際的
な緑化に寄与する

緑の募金事業、緑の募金
緑化事業(学校、公園等公
共施設の緑化)、緑化普及
啓発事業(学校緑化･緑化
ポスターコンクール)、森
林ボランティアや緑の少
年団の育成、ゴルファー
の緑化促進協力会委託事
業等

会費100,000円 (社)埼玉県緑化推進委員会 100 100 100
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

都市局
みどり推進
課

九都県市緑化政策専門部会
負担金

九都県市環境問題対策
委員会緑化政策専門部
会要領

緑の保全及び市街地を中心とする
緑の増加施策を調査、検討する

参加者負担金 会費200,000円 九都県市緑化政策専門部会 200 200 200

都市局 開発調整課 斜面安定対策研修 参加者負担金等
宅地耐震化推進事業の専門知識を
有する担当者を養成

参加者負担金 98,000円×１名=98,000円 (財)全国建設研修センター 0 98 87

都市局 開発調整課
関東甲信越ブロック開発許
可担当主管課長会議負担金

参加者負担金等

開発許可等事務を施行する都道府
県･政令指定都市･中核市等で開発
許可に関する諸問題について協議
調整を行い事務の円滑な運営を図
る

年会費 2,000円×２名=4,000円
関東甲信越ブロック開発許可
担当主管課長会議(長野市)

4 4 4

都市局 開発調整課
大都市開発行政主管課長会
議負担金

参加者負担金等

開発許可等事務を施行する東京
都･政令指定都市で開発許可に関
する諸問題について協議調整を行
い事務の円滑な運営を図る

年会費 5,000円×２名=10,000円
大都市開発行政主管課長会議
(堺市)

10 10 6

都市局 開発調整課
被災宅地危険度判定連絡協
議会負担金

参加者負担金等

大規模災害により安全性に疑いの
ある宅地の危険度判定を行い被災
地住民の安全な生活に資すること
を目的とする

年会費 年会費27,000円
被災宅地危険度判定連絡協議
会(兵庫県)

27 27 27

都市局 開発調整課 開発許可研修参加負担金 参加者負担金等
開発許可に関する基本的な知識の
習得を図る

参加者負担金 82,600円×１名=82,600円 (財)全国建設研修センター 83 83 83

都市局 開発調整課
土地対策全国連絡協議会負
担金

参加者負担金等
国土利用計画法の事務を所管する
都道府県･政令指定都市の情報交
換及び国への要望活動

年会費 年会費10,000円
土地対策全国連絡協議会(栃
木県)

10 10 10

都市局 開発調整課
不動産鑑定･地価調査等担当
者研修参加負担金

参加者負担金等
国土利用計画法による地価調査等
の専門知識を有する担当者を養成

参加者負担金 95,600円×１名=95,600円 (財)全国建設研修センター 96 96 96

都市局
まちづくり
総務課

行政管理講座参加負担金 参加者負担金等
業務委託の部内入札を行うにあた
り、円滑に業務を行い、知識･視
野の向上を図る

参加負担金 30,450円×２名=60,900円 (一社)日本経営協会 61 61 61

都市局
まちづくり
総務課

市街地整備促進協議会負担
金

市街地整備促進協議会
会則

市街地整備に関する理念、計画、
事業等について、会員相互の情報
交換、調査、研究等を行うことに
より、市街地整備の円滑な促進を
図る

都市整備事務事業 年会費100,000円 市街地整備促進協議会 100 100 100
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

都市局
まちづくり
総務課

大都市市街地整備主管局長
会議参加負担金

参加者負担金等

市街地整備を効率的に行う上で抱
えている諸問題について、論議を
行うとともに大都市の抱えている
共通の課題として国への要望も含
めた新たな制度づくりを検討する

都市整備事務事業
会議負担金
5,000円×２名=10,000円

大都市市街地整備主管局長会
議事務局

10 10 5

都市局
まちづくり
総務課

関東ブロックまちづくり交
付金連絡会負担金

参加者負担金等
会員相互の連絡を密にし、協調し
て都市再生整備計画事業の円滑な
推進を図る

都市再生整備計画事業全
般

10,000円×１名=10,000円
関東ブロック都市再生整備計
画事業連絡会

10 10 0

都市局
まちづくり
総務課

住宅市街地整備推進協議会
負担金

参加者負担金等

市街地における美しい景観形成、
安全で快適な居住環境の創出等を
推進するため、住宅市街地整備総
合支援事業等の事業を円滑に運営
し、進展を図る

住宅市街地整備事業全般 年会費20,000円 住宅市街地整備推進協議会 20 20 20

都市局
まちづくり
総務課

住宅市街地整備研修会参加
負担金

参加者負担金等
住宅市街地整備総合支援事業等の
事業を円滑に運営し、進展させる
ため、知識･視野の向上を図る

住宅市街地整備事業全般 12,000円×１名=12,000円 住宅市街地整備推進協議会 12 12 0

都市局
まちづくり
総務課

住宅市街地基盤整備事業研
修会参加負担金

参加者負担金等
世論喚起し、住宅政策を推進する
ことにより、住宅問題の解決促進
と住生活水準の向上を図る

住宅市街地整備事業全般 12,000円×１名=12,000円 (社)日本住宅協会 12 12 0

都市局
まちづくり
総務課

都市計画セミナー参加負担
金

参加者負担金等
都市計画に関する学術の進歩普及
を図るため、知識･視野の向上を
図る

都市計画整備事業全般 17,000円×１名=17,000円 (株)日本都市計画学会 17 17 0

都市局
まちづくり
総務課

まちづくり情報交流協議会
会費

参加者負担金等

都市再生整備計画事業に関する制
度の運用や活用事例等について情
報･資料の収集･提供、意見交換、
相談等を実施し、地域の創意工夫
を活かしたまちづくりを促進する

都市再生整備計画事業全
般

年会費50,000円 まちづくり情報交流協議会 50 50 50

都市局
まちづくり
総務課

住宅市街地整備推進協議会
全国会議参加負担金

参加者負担金等

市街地における美しい景観形成、
安全で快適な居住環境の創出等を
推進するため、住宅市街地整備総
合支援事業等の事業を円滑に運営
し、進展を図る

住宅市街地整備事業全般 2,000円×１名=2,000円 住宅市街地整備推進協議会 2 2 2

都市局
市街地整備
課

社団法人全国市街地再開発
協会負担金

社団法人全国市街地再
開発協会定款

市街地の再開発に関する総合的な
調査研修及び事業の推進を図る

研修会･研究会･各種勉強
会･現地視察等

定款及び総会において決定 (社)全国市街地再開発協会 80 80 80

都市局
市街地整備
課

埼玉県都市再開発連絡協議
会負担金

埼玉県都市再開発連絡
協議会会則

会員相互の協力と技術の向上を図
り、埼玉県における都市再開発の
円滑な促進を図る

研修会･研究会･各種セミ
ナー･現地視察等

会則及び総会において決定 埼玉県都市再開発連絡協議会 63 63 63
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

都市局
市街地整備
課

都市再開発促進協議会負担
金

都市再開発促進協議会
会費算定基準

市街地再開発事業に関する予算の
拡充、事業の円滑な実施及び研究
等を行い、既成市街地の再開発を
促進する

各種推進大会、研究会、
事業の啓蒙関係資料･法制
関係資料作成、配布

均等割額40,000円
人口割額300,000円 都市再開発促進協議会 340 340 340

都市局
市街地整備
課

全国市街地再開発事業応用
研修会参加負担金

参加者負担金等
市街地の再開発に関する総合的な
調査研修及び事業の推進を図る

全国市街地再開発事業応
用研究会会議

10,000円×１名=10,000円 (社)全国市街地再開発協会 10 10 10

都市局
市街地整備
課

第45回全国市街地再開発事
業研究会参加負担金

参加者負担金等

市街地再開発事業に関する予算の
拡充、事業の円滑な実施及び研究
等を行い、既成市街地の再開発を
促進する

全国市街地再開発事業研
究会

10,000円×１名=10,000円 都市再開発促進協議会 10 10 10

都市局
市街地整備
課

全国市街地再開発連絡会議
参加負担金

参加者負担金等

地方公共団体の市街地再開発事業
に関する行政水準の向上及びその
相互の連携の強化を図ると共に事
業の推進を図る

市街地再開発事業に関す
る重要事項の調査･研究･
会員相互の情報交換等

2,000円×１名=2,000円 全国市街地再開発連絡会議 2 2 0

都市局
市街地整備
課

区画整理･都市再開発研修参
加負担金

参加者負担金等

市街地再開発事業等に関する基本
的な知識の修得をはかり、研修を
通じて相互啓発、情報交換等職場
における業務の推進に資する

都市再開発研修 94,000円×１名=94,000円 (財)全国建設研修センター 94 94 89

都市局
市街地整備
課

街づくり区画整理協会全国
大会参加負担金

参加者負担金等
土地区画整理事業の促進並びにそ
の円滑な運営を図る

区画整理全国大会 17,000円×１名=17,000円 (社)街づくり区画整理協会 0 17 17

都市局
市街地整備
課

全国市街地再開発事業研究
会議参加負担金

参加者負担金等
市街地再開発事業担当者としての
必須の基礎的知識を習得する

全国市街地再開発事業基
礎研修会議

16,000円×１名=16,000円 (社)全国市街地再開発協会 16 16 13

都市局
市街地整備
課

(社)街づくり区画整理協会
負担金

(社)街づくり区画整理
協会会費徴収規程

土地区画整理事業に関する調査研
究、知識、技術の向上及び啓蒙宣
伝のための諸事業を行い、土地区
画整理事業の推進を図り、もって
公共の福祉の増進に寄与する

研修会･研究会･各種勉強
会･現地視察等

負担金376,000円 (社)街づくり区画整理協会 376 376 376

都市局
市街地整備
課

全国土地区画整理推進協議
会負担金

全国土地区画整理事業
推進協議会規約

加盟団体が協力して、土地区画整
理事業を積極的に拡大推進する

研修会･研究会･各種勉強
会･現地視察等

負担金40,000円 全国土地区画整理推進協議会 40 45 40

都市局
市街地整備
課

埼玉県土地区画整理推進協
議会負担金

埼玉県土地区画整理事
業推進協議会規約

市町村相互の連携を強化し、土地
区画整理事業に関する知識及び技
術の向上を図り、土地区画整理事
業の円滑な推進に寄与する

研修会･研究会･各種勉強
会･現地視察等

基本額(人口100万人以
上):35,000円、地区額(４地
区以上):12,000円

埼玉県土地区画整理推進協議
会

47 60 47
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

都市局
市街地整備
課

区画整理フォーラム参加負
担金

参加者負担金等
土地区画整理事業の促進並びにそ
の円滑な運営に資する

区画整理フォーラム 8,000円×３名=24,000円 (社)街づくり区画整理協会 24 0 0

都市局
市街地整備
課

土地区画整理事業担当者関
東ブロック会議参加負担金

参加者負担金等
土地区画整理事業の促進並びにそ
の円滑な運営に資する

区画整理事業に関する重
要事項の調査･研究･会員
相互の情報交換等

5,000円×２名=10,000円
土地区画整理事業担当者関東
ブロック会議

10 20 9

都市局
市街地整備
課

大都市土地区画整理主務者
会議参加負担金

参加者負担金等
土地区画整理事業の促進並びにそ
の円滑な運営に資する

区画整理事業に関する重
要事項の調査･研究･会員
相互の情報交換等

5,000円×２名=10,000円
大都市土地区画整理主務者会
議

10 10 10

都市局
市街地整備
課

職場研修参加負担金 参加者負担金等
土地区画整理事業及び市街地再開
発事業に関する知識及び技術の向
上を図る

区画整理事業及び市街地
再開発事業全般

各種研修受講料 研修主催団体 155 155 193

都市局
区画整理支
援課

研修参加負担金(土地区画セ
ミナー等)

参加者負担金等
土地区画整理事業に関する知識の
習得及び技術の向上を図る

土地区画整理事業担当職
員のための研修

16,000円×２名=32,000円
22,000円×４名=88,000円

(社)街づくり区画整理協会等 120 120 116

都市局
日進･指扇周
辺まちづく
り事務所

研修負担金(全国研修セン
ター)

参加者負担金等
事業推進のため、研修に参加し、
職員の資質向上を図る

参加者負担金
30,450円×２回=60,900円
23,100円×１回=23,100円

研修主催団体 84 84 78

都市局
日進･指扇周
辺まちづく
り事務所

研修負担金 参加者負担金等
用地･補償業務について研修に参
加し、職員の資質向上を図る

参加者負担金 38,850円×１名=38,850円 研修主催団体 39 40 30

都市局
与野まちづ
くり事務所

街づくり区画整理協会研修
参加負担金

参加者負担金等
土地区画整理事業に関する知識及
び技術の向上を図る

参加者負担金
22,000円×２名=44,000円、
16,000円×１名=16,000円

(社)街づくり区画整理協会 60 85 38

都市局
岩槻まちづ
くり事務所

研修参加負担金 参加者負担金等
土地区画整理事業に関する知識及
び技術の向上を図る

参加負担金 30,450円×5名=152,250円
日本土地区画整理協会、(一
社)日本経営協会

153 92 62

都市局 計画管理課
まちづくり推進講座参加負
担金

参加者負担金等
市民参加型のまちづくりに関する
基礎的な知識･方策及び技術を学
び、資質の向上を図る

参加負担金 30,450円×１名=30,450円 (一社)日本経営協会 31 31 30
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

都市局 計画管理課
まちづくり推進協議会負担
金

さいたま新都心まちづ
くり推進協議会会計規
則

さいたま新都心に参画する事業者
相互の創意工夫により、より良い
まちづくりを進める

まちづくり行為の届出の
協議
地区全体の管理運営に資
する活動

年会費640,000円
さいたま新都心まちづくり推
進協議会

640 700 640

都市局 計画管理課
防火管理者講習会負担金(防
火防災講習会負担金)

参加者負担金等
消防法に基づき、防火管理者資格
取得のため

参加負担金 7,000円×１名=7,000円 (財)日本防火協会 7 6 6

都市局
鉄道高架整
備課

全国連続立体交差事業促進
協議会分担金

全国連続立体交差事業
促進協議会規約

全国連続立体交差事業促進協議会
理事として分担する

鉄道高架推進事業 一口年額100,000円 幹事市(愛知県) 100 100 100

都市局
鉄道高架整
備課

連続立体交差事業研究会参
加者負担金

参加者負担金等
連続立体交差事業研究会に参加す
る

鉄道高架推進事業 6,000円×１名=6,000円 開催都道府県(静岡県) 6 6 4

都市局
鉄道高架整
備課

特定都市交通施設整備研究
発表会参加者負担金

参加者負担金等
特定都市交通施設整備研究発表
会、現地視察に参加するため

鉄道高架推進事業 5,000円×１名=5,000円 開催都道府県(神奈川県) 5 5 8

都市局
浦和駅周辺
まちづくり
事務所

全国市街地再開発事業研究
会参加負担金

都市再開発促進協議会
規約

市街地再開発事業に関する予算の
拡充、事業の円滑な実施及び研究
等を行い、既成市街地の再開発を
促進する

全国市街地再開発事業研
究会

10,000円×１名=10,000円 都市再開発促進協議会 10 10 10

都市局
大宮駅東口
まちづくり
事務所

大宮駅東口駅前南地区まち
づくり推進協議会

大宮駅東口駅前南地区
まちづくり協議会会則

駅前南地区のまちづくりの推進
総会･勉強会等の運営等に
かかる経費

年会費2,000円
大宮駅東口駅前南地区まちづ
くり協議会会員

2 2 2

都市局
大宮駅東口
まちづくり
事務所

大門町２丁目中地区市街地
再開発準備組合

大門町２丁目中地区市
街地再開発準備組合規
約

大門町２丁目中地区のまちづくり
の推進

総会･勉強会等の運営等に
かかる経費

年会費2,000円
大門町2丁目中地区市街地再
開発準備組合会員

2 0 0

都市局
大宮駅東口
まちづくり
事務所

研修会参加負担金 参加者負担金等
都市再開発や公共用地取得に関す
る理解を深め、資質の向上を図る

参加者負担金 15,000円×6回=90,000円 行政管理講座 90 92 56

都市局
大宮駅東口
まちづくり
事務所

大宮駅東口北地区再開発準
備組合

大宮駅東口北地区再開
発準備組合規約

大宮駅東口北地区のまちづくりの
推進

総会･勉強会等の運営等に
かかる経費

年会費24,000円
大宮駅東口北地区再開発準備
組合会員

24 0 0
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

建設局 技術管理課
関東甲信地区営繕主管課長
会議分科会参加負担金

参加者負担金等
建築に関する技術の交流理解を図
り、営繕行政の向上に寄与する

営繕行政に関する技術の
交流並びに研さん、会の
運営に関する意見並びに
情報の交換他

3,000円×２名×１回
=6,000円

幹事県(栃木県) 6 6 4

建設局 技術管理課
新営予算単価説明会参加負
担金

参加者負担金等
国交省が毎年作成する新営予算単
価の説明会

説明会テキスト等を含む
参加者負担金

7,000円×１名×１回
=7,000円

(社)公共建築協会 7 7 7

建設局 技術管理課
大都市建築・住宅主管者会
議

大都市建築･住宅主管者
会議運営要綱｢参加者負
担金等｣

大都市における建築に関する共通
の問題に対処する方針を確立する

大都市における建築に関
する共通の問題につい
て、主管者が意見交換検
討を行う

10,000円×１名×１回
=10,000円

幹事市(相模原市) 10 0 0

建設局 技術管理課
営繕積算システム等開発利
用協議会年会費

営繕積算システム等開
発利用協議会規約

営繕積算システム及び営繕情報の
活用システムの共同開発と共同利
用に関する調査研究を行う

営繕積算システムの開発
及び運用、営繕情報の活
用システムの開発及び運
用に関すること他

1,090,950円×1年
=1,090,950

営繕積算システム等開発利用
協議会

1,091 1,205 1,148

建設局 技術管理課
研修会、講習会等参加負担
金

参加者負担金等
国の統一基準の解説を行う(講習
会等)

説明会テキスト等を含む
参加者負担金

10,000円×１名×５回
=50,000円

各種講習会･研修会開催団体
等

50 50 50

建設局 技術管理課
都道府県技術管理等主管課
長会議参加負担金

参加者負担金等

公共土木事業に関する技術管理業
務の合理化を図るため、会員相互
の連絡調整、必要な調査等を行
い、技術管理業務の適正な執行に
寄与する

公共土木事業の設計、積
算、技術基準、工事監
督、検査、技術管理情報
に関すること他

7,000円×２名×１回=14,000
円

幹事都道府県(京都市) 14 14 10

建設局 技術管理課 土木電算連絡協議会年会費
土木電算連絡協議会会
則

公共事業に係わる設計積算等の情
報の標準化と電子化を積極的に推
進し、効率的な公共事業の執行に
寄与する

研修会の開催、関係機関
との情報交換と収集他

27,000円×１回=27,000円 幹事都道府県(高知県) 27 27 27

建設局 土木総務課 日本道路協会負担金 日本道路協会定款
道路政策のあり方を研究し道路に
関する知識普及啓発に努め道路及
び交通の発達を推進する

道路および交通に関する
企画、調査および研究等

年会費200,000円 (社)日本道路協会 200 200 200

建設局 土木総務課 埼玉県道路協会負担金 埼玉県道路協会会則
県内の道路をすみやかに整備改善
して道路交通の発達を図り通行の
安全確保し公共の福祉を寄与する

道路愛護思想の普及･啓発
に関する各種事業

年会費:人口割100万以上
280,000円

埼玉県道路協会 280 280 280

建設局 土木総務課 日本道路技術研究会負担金
通常総会議事録、特別
会員会費

都市の再生、再構築を進め都市の
魅力と機能の充実を図るため道路
技術の向上を図る

調査、研究委員会都市計
画研修会道路並びに駐車
場整備、計画研修会

年会費10,000円 日本技術研究会 10 10 10
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

建設局 土木総務課
大都市土木協議会参加費負
担金(春･秋)

参加者負担金等
大都市土木担当部局が施行する事
業に関する問題点及び状況等にお
いて各都市が意見交換する

行政視察等負担金
会費4,000円×１名×２回
=8,000円

大都市土木協議会(幹事都市) 8 8 3

建設局 土木総務課
全国道路利用者会議全国大
会負担金

参加者負担金等
道路整備を推進積極的に促進し道
路交通進歩発展に寄与する

道路視察等負担金 80,000円×１名=80,000円 全国道路利用者会議事務局 80 104 84

建設局 土木総務課
埼玉県道路利用者会議負担
金

埼玉県道路利用者会議
規約

国道、県道および市町村道の整備
改善を促進し、又は啓発する

道路特定財源の堅持、道
路予算の増額を図るため
の諸事業の実施、国への
要望活動、道路事業の啓
発

年会費50,000円 埼玉県道路利用者会議 50 50 50

建設局 土木総務課
埼玉県道路利用者会議道路
視察会費

参加者負担金等
国道、県道および市町村道の整備
改善事業推進のため先進地域の道
路視察の実施

道路視察等負担金 5,000円×１名=5,000円 埼玉県道路利用者会議 5 5 2

建設局 土木総務課
都道府県土木･建築部等技術
次長技監会議負担金

参加者負担金等
国土交通省で議題を決定し都道府
県及び政令市の取り組み状況につ
いて意見交換及び調査研究

会議テキスト代等負担金 4,000円×１名=4,000円
都道府県土木･建築部等技術
次長技監会議(幹事都市)

4 4 3

建設局 土木総務課
大都市道路管理主務者会議
参加負担金

参加者負担金等
会議は大都市の道路管理に関して
都市相互の意見交換及び調査研究
を行う

視察等負担金 2,000円×２名=4,000円
大都市道路主務者会議(幹事
都市)

4 4 3

建設局 土木総務課
大都市道路台帳整備実務者
会議負担金

参加者負担金等
大都市の道路台帳整備実務及び道
路管理の技術的な諸問題に関して
都市相互の意見交換調査研究

会議テキスト代等負担金 3,000円×3名=9,000円
大都市道路台帳整備実務者会
議(幹事都市)

9 6 6

建設局 土木総務課
安全運転管理者等講習会負
担金

道路交通法第108条の２
第１項第１号

道路交通法第108条の２(運転管理
者の講習)

安全運転者管理者、副安
全運転者管理者講習会

安全運転管理者１名、副安全
運転管理者２名
北部4,200円×３名=12,600円
南部4,200円×３名=12,600円

北部建設事務所土木管理課
(大宮地区安全運転者協会)、
南部建設事務所土木管理課
(浦和西地区安全運転者協会)

26 26 25

建設局 土木総務課 安全運転管理者協会負担金

北部:大宮東地区安全運
転管理者協会
南部:浦和西地区安全運
転者協会

安全運転管理者が、自動車の安全
運転管理に必要な業務を適切に遂
行するため連絡協調し、交通道徳
の高揚と事故防止を図る

協会費(年会費)
年会費:北部建設事務所
32,000円、南部建設事務所
34,000円

北部建設事務所土木管理課
(大宮地区安全運転者協会)、
南部建設事務所土木管理課
(浦和西地区安全運転者協会)

66 66 66

建設局 土木総務課
道路整備促進期成請同盟会
埼玉県協議会負担金

道路整備促進期成請同
盟会埼玉県協議会規約

埼玉県内の道路整備を強力に促進
するため、道路財源の確保、道路
予算の拡大等について活動を行な
う

各地域の期成同盟会の連
絡調整、情報交換・国
会、政府へに対する請願
要望・道路整備の必要性
の啓発、宣伝

年会費　120,000円
道路整備促進期成請同盟会埼
玉県協議会

120 0 0
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

建設局 土木総務課
県南治水促進期成同盟会負
担金

県南治水促進期成同盟
会規約第11条

県南8市の荒川左岸、中川右岸流
域における水害を防除し民生の安
定を期すため関係当局に対し荒
川、中川、綾瀬川並びに関連支派
川の整備事業の促進を図り関係市
の発展振興に寄与する

幹事会、総会、要望活動
均等割額53,000円+面積割額
230,500円=283,500円

県南治水促進期成同盟会(川
口市)

284 284 0

建設局 土木総務課 埼玉県河川協会負担金
埼玉県河川協会会則第
６条、第24条

治水、利水に関する方策を考究し
河川の認識を深め、また河川事業
の促進を期し、もって国土の保全
と開発に寄与するとともに関係者
の連絡調整を図る

治水及び利水に関する調
査研究、促進河川愛護及
び水防訓練の普及徹底

会費18,000円+特別会費
560,000円=578,000円

埼玉県河川協会会長(川口市) 578 572 572

建設局 道路環境課 研修会等参加負担金 参加者負担金等
専門研修に確実に参加し、より高
度な知識･技術を獲得すること

専門研修会テキスト代等
負担金

8,000円×２名=16,000円 専門研修会 16 16 0

建設局 道路環境課 研修会等参加負担金 参加者負担金等
専門研修に確実に参加し、より高
度な知識･技術を獲得すること

研修会参加負担金 10,000円×１名=10,000円 専門研修会 10 10 4

建設局 道路環境課 研修負担金 参加者負担金等
専門研修に確実に参加し、より高
度な知識･技術を獲得すること

研修会参加負担金 10,000円×１名=10,000円 専門研修会 10 10 0

建設局 道路環境課
関東ブロック改良･舗装担当
者会議参加負担金

参加者負担金等
道路維持事業に関して関東ブロッ
ク都市相互間の意見交換及び調査
研究を行う

関東ブロック改良･舗装担
当者会議における会議資
料･視察等負担金

4,000円×１名=4,000円
関東ブロック改良･舗装担当
者会議事務局

4 4 0

建設局 道路環境課
関東ブロック橋りょう担当
者会議参加負担金

参加者負担金等
橋りょう事業に関して関東ブロッ
ク都市相互間の意見交換及び調査
研究を行う

関東ブロック橋りょう担
当者会議おける会議資料･
視察等負担金

1,000円×1名=1,000円
関東ブロック橋梁担当者会議
事務局

1 2 2

建設局 道路環境課
関東ブロック道路主管課長
会議参加負担金

参加者負担金等
道路事業に関して関東ブロック都
市相互間の意見交換及び調査研究
を行う

関東ブロック道路主管課
長会議おける会議資料･視
察等負担金

6,000円×１名=6,000円
関東ブロック道路主管課長会
議事務局

6 6 0

建設局 道路環境課
関東ブロック交通安全担当
者会議参加負担金

参加者負担金等
安全な道路整備事業に関して関東
ブロック都市相互間の意見交換及
び調査研究を行う

関東ブロック交通安全担
当者会議における会議資
料･視察等負担金

1,000円×1名=1,000円
関東ブロック交通安全担当者
会議事務局

1 0 0

建設局 道路環境課
交通安全施設等整備事業主
管者会議負担金

参加者負担金等
交通安全施設等事業に関して大都
市相互間の問題点等意見交換及び
調査研究を行う

交通安全施設等整備事業
主管者会議における会議
資料･視察等負担金

6,000円×１名=6,000円
交通安全施設等整備事業主管
者会議事務局

6 6 2
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

建設局 道路環境課
電線類地中化担当者会議参
加負担金

参加者負担金等
電線類地中化事業に関して国･東
京都･政令指定都市相互間の意見
交換及び調査研究を行う

電線類地中化担当者会議
における会議資料･視察等
負担金

3,000円×1名=3,000円
電線類地中化担当者会議事務
局

3 3 0

建設局 道路環境課 その他研修会等参加負担金 参加者負担金等
専門研修会等において技術知識等
の習得向上を図る

その他研修会(専門部門研
修等)テキスト代等負担金

10,000円×２回=20,000円
その他研修会(専門部門研修
等)

20 20 8

建設局 道路環境課
関東地区用地対策連絡協議
会研究会参加負担金(用地事
務)

参加者負担金等

関東地区の公共･公益事業を実施
する起業者間において損失補償基
準の運用についての調整を行うと
ともに、損失補償に関する研究、
調査を共同して行う

関東地区用地対策連絡協
議会における研究会資料
等負担金(用地事務)

14,000円×１名=14,000円 関東地区用地対策連絡協議会 0 14 0

建設局 道路計画課
都道府県･指定都市道路連絡
協議会年会費

都道府県･指定都市道路
連絡協議会規約

都道府県政令指定都市間の相互意
見交換及び諸活動

担当者会議 年会費30,000円
都道府県･指定都市道路連絡
協議会

30 30 30

建設局 道路計画課
道路整備促進期成請同盟会
埼玉県協議会負担金

道路整備促進期成請同
盟会埼玉県協議会規約

埼玉県内の道路整備を強力に促進
するため、道路財源の確保、道路
予算の拡大等について活動を行な
う

各地域の期成同盟会の連
絡調整、情報交換・国
会、政府へに対する請願
要望・道路整備の必要性
の啓発、宣伝

年会費56,000円
道路整備促進期成請同盟会埼
玉県協議会

0 56 40

建設局 道路計画課
首都高速道路料金割引社会
実験協議会年会費

首都高速道路料金割引
社会実験に関する協定

当該道路の通行料金を割り引くこ
とにより、一般道路から首都高速
道路へ交通の転換を図ることで、
一般道路の沿道環境改善、渋滞緩
和等に資する

委員会、事務局会議 年会費100,000円
首都高速道路料金割引社会実
験協議会

100 100 0

建設局 道路計画課
上尾道路建設促進期成同盟
会年会費

上尾道路建設促進期成
同盟会規約

上尾道路の建設促進等 幹事会、総会、要望活動 年会費26,000円 上尾道路建設促進期成同盟会 26 31 26

建設局 道路計画課
浦和野田線建設促進期成同
盟会年会費

浦和野田線建設促進期
成同盟会規約

都市計画道路浦和野田線、新浦和
越谷線の建設促進

幹事会、総会、要望活動
等

年会費113,000円
浦和野田線建設促進期成同盟
会

0 113 97

建設局 道路計画課 直轄国道沿道協議会年会費
直轄国道沿道協議会規
約

国道の整備、維持管理及び予算獲
得等の要望活動、研修･視察の実
施

総会、視察研修、要望活
動

年会費55,000円 直轄国道沿道協議会 55 76 55

建設局 道路計画課
関東ブロック橋梁担当者会
議参加負担金

参加者負担金等
道路事業を所掌する関東甲信越ブ
ロック都県及び政令市の担当課長
相互の意見交換

会議 会費1,000円 関東ブロック橋梁担当者会議 1 1 1
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

建設局 道路計画課
関東ブロック道路改良･舗装
担当者会議参加負担金

参加者負担金等
道路事業を所掌する関東甲信越ブ
ロック都県及び政令市の担当課長
相互の意見交換

会議 会費4,000円
関東ブロック改良･舗装担当
者会議

4 4 0

建設局 道路計画課
関東ブロック道路主管課長
会議参加負担金

参加者負担金等
道路事業を所掌する関東甲信越ブ
ロック都県及び政令市の担当課長
相互の意見交換

会議 会費6,000円
関東ブロック道路主管課長会
議

6 6 0

建設局 道路計画課
関東ブロック道路企画担当
者会議負担金

参加者負担金等
道路事業を所掌する関東甲信越ブ
ロック都県及び政令市の道路企画
担当者相互の意見交換

会議 会費2,000円
関東ブロック道路企画担当者
会議

2 2 0

建設局 道路計画課
都道府県･指定都市道路連絡
協議会参加負担金

参加者負担金等
都道府県政令指定都市間の相互意
見交換及び諸活動

会議 会費10,000円
都道府県･指定都市道路連絡
協議会

10 10 11

建設局 道路計画課
道路計画一般研修
(道路総合)

参加者負担金等
会員相互の連絡調整会議、研修･
講習会の実施

研修会 会費160,000円 (財)全国建設研修センター 160 91 100

建設局 道路計画課
用地事務職員研修参加負担
金

参加者負担金等
会員相互の連絡調整会議、研修･
講習会の実施

研修会 会費91,000円 (財)全国建設研修センター 0 91 0

建設局 道路計画課
平成23年度用地事務職員研
修費

参加者負担金等
用地業務について、情報交換を行
い、職員の資質向上を図るため

参加者負担金
研修費1,965円
宿泊費3,200円×4泊=12,800
円

関東地区用地対策連絡協議会 0 0 15

建設局 道路計画課 用地事務職員研修費 参加者負担金等
会員相互の連絡調整会議、研修･
講習会の実施

研修会 会費64,000円 関東地区用地対策連絡協議会 64 0 2

建設局 道路計画課
全国街路事業促進協議会年
会費

全国街路事業促進協議
会規約

国庫補助、起債枠の増加拡大等に
ついての政府への要請、｢全国街
路事業コンクール｣に関すること

総会、要望活動、研修会･
講習会、全国街路事業コ
ンクール

年会費100,000円
全国街路事業促進協議会(東
京都)

100 112 100

建設局 道路計画課
埼玉県街路事業推進協議会
年会費

埼玉県街路事業推進協
議会会則

国庫補助、起債枠の増加拡大等に
ついての政府その他機関への要
請、会員相互の意見交換

総会、講習会等 年会費50,000円 埼玉県街路事業推進協議会 50 50 50
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

建設局 道路計画課 ＴＯＳ推進委員会年会費
ＴＯＳ推進委員会会則
(Ｔｈｉｎｋ Ｏｕｒ Ｓ
ｔｒｅｅｔ)

都市内道路の整備に関する啓蒙活
動、広報活動等

総会、研修会、事業検討
部会

年会費50,000円 ＴＯＳ推進委員会 50 50 50

建設局 道路計画課
基盤施設整備に関する九都
県市連絡協議会年会費

基盤施設整備に関する
九都県市連絡協議会規
約

首都圏の道路交通に関する諸問題
についての意見交換等

会議、要望活動等 年会費40,000円
基盤施設整備に関する九都県
市連絡協議会(東京都)

40 40 40

建設局 道路計画課
ＴＯＰ継続研鑽認定プログ
ラムによる研修参加負担金

参加者負担金等
会員相互の連絡調整会議、研修･
講習会の実施

研修会 9,000円×2名=18,000円 交通工学研究会 18 18 0

建設局 道路計画課
都市計画ＣＰＤプログラム
認定研修参加負担金

参加者負担金等
会員相互の連絡調整会議、研修･
講習会の実施

研修会 8,000円×2名=16,000円 (社)日本交通計画協会 16 16 0

建設局 道路計画課 道路講習会(道路構造令等) 参加者負担金等
会員相互の連絡調整会議、研修･
講習会の実施

講習会 7,000円×2名=14,000円 (社)日本道路協会 14 14 0

建設局 道路計画課
政令指定都市街路事業担当
者会議参加負担金

参加者負担金等
会員相互の連絡調整会議、研修･
講習会の実施

会議 会費3,000円
政令指定都市街路事業担当者
会議事務局

3 0 0

建設局 道路計画課
全国街路事業促進協議会関
東ブロック参加負担金

参加者負担金等
会員相互の連絡調整会議、研修･
講習会の実施

会議 会費4,000円
全国街路事業促進協議会関東
ブロック会議世話人

4 4 8

建設局 道路計画課
道路計画一般研修(建設プレ
ゼンテーション･スキル)

参加者負担金等
会員相互の連絡調整会議、研修･
講習会の実施

研修会 69,800円×1名=69,800円 (財)全国建設研修センター 0 70 0

建設局 道路計画課
用地事務職員研修参加負担
金(不動産鑑定研修を含む)

参加者負担金等
会員相互の連絡調整会議、研修･
講習会の実施

研修会 91,000円×2名=182,000円 (財)全国建設研修センター 182 187 0

建設局 道路計画課 道路講習会(道路構造令) 参加者負担金等
会員相互の連絡調整会議、研修･
講習会の実施

講習会 7,000円×7名=49,000円 (社)日本道路協会 49 49 0

- 94 -



対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

建設局 道路計画課
「景観からの道路づくり」
講習会　受講料

参加者負担金等
街路業務について、情報交換を行
い、職員の資質向上を図るため

参加者負担金
研修費6,500円×2名=13,000
円

(財)道路環境研究所 0 0 13

建設局 道路計画課
「官庁契約・公共工事と会
計検査講習会」の負担金

参加者負担金等
街路業務について、情報交換を行
い、職員の資質向上を図るため

参加者負担金 7,000円×1名=7,000円 (財)経済調査会 0 0 7

建設局 河川課
埼玉県市町村河川課長連絡
協議会負担金

埼玉県市町村河川課長
連絡協議会規約第10条

会員相互の密接な連絡調整を保ち
つつ、治水対策等を積極的に促進
して安全で豊かなまちづくりに寄
与する

会議に要する費用 会費5,000円
埼玉県市町村河川課長連絡協
議会

5 5 5

建設局 河川課
大都市河川主務者会議参加
負担金

参加者負担金等

大都市河川等の諸問題に関する方
策の研究討議と、その施策につい
ての政府並びに関係当局への建
議、陳情

会議に要する費用 10,000円×２名=20,000円 幹事市(福岡市) 20 30 0

建設局 河川課
大都市河川実務者会議参加
負担金

大都市河川実務者会議
会則第７条

都市相互の意見交換及び調査研究
等を行うことによる事業の推進

会議に要する費用 10,000円×２名=20,000円 幹事市(新潟市) 20 30 18

建設局 河川課
政令指定都市河川連絡会参
加負担金

政令指定都市河川連絡
会規約第７条

政令指定都市間における河川管理
権限の移譲に関する情報、意見交
換

会議に要する費用 10,000円×２名=20,000円 幹事市(川崎市) 20 30 0

建設局 河川課
全国都市河川協議会関東ブ
ロック会議参加負担金

全国都市河川協議会規
約第８条

関東ブロックにおける都市河川行
政に関する諸問題について意見及
び情報交換等を行い、都市河川行
政の円滑な推進を図る

会議に要する費用 1,000円×２名=2,000円 全国都市河川協議会 2 5 5

建設局 河川課 全国治水大会参加負担金
全国治水期成同盟会連
合会規約第６条

治水事業の緊要性の普及徹底を図
るとともに、治水事業の実施を推
進する

会議に要する費用 11,000円×２名=22,000円 全国治水期成同盟会連合会 22 22 0

建設局 河川課 全国河川課長協議会負担金
全国河川課長協議会規
約第７条

都道府県及び政令市の治水及び利
水に関する方策の研究並びに河川
事業の円滑な推進を図る

会議に要する費用 負担金6,400円 関東ブロック幹事県(川崎市) 7 7 0

建設局 河川課
埼玉県水防管理団体連合協
議会負担金

埼玉県水防管理団体連
合協議会規約第17条

県下水防管理団体相互の連絡を緊
密にして、水防体制の充実強化に
必要な指導並びに援助を行う

負担金 負担金30,000円
埼玉県水防管理団体連合協議
会

30 30 30
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

建設局 河川課
中川･綾瀬川流域改修促進期
成同盟会負担金

中川･綾瀬川流域改修促
進期成同盟会規約第12
条

中川･綾瀬川改修の国直轄工事及
び中川･綾瀬川流域の各河川の改
修工事の促進

会議に要する費用 負担金7,000円 幹事市(草加市) 7 7 7

建設局 河川課 日本ホタルの会会費
日本ホタルの会附則第
１条

里山環境の象徴｢ホタル｣の保全及
び再生

負担金 会費30,000円 日本ホタルの会 30 30 10

建設局 河川課
埼玉県ホタル保全連絡協議
会会費

埼玉県ホタル保全連絡
協議会会則第８条

県内ホタル保全団体の連携とホタ
ル保全活動の推進

負担金 会費3,000円 埼玉県ホタル保全連絡協議会 3 3 3

建設局 河川課 利根川治水同盟負担金
利根川治水同盟規約第
36条

利根川及びその水系の治水、利水
に関して、流域住民の生命、財産
の安全確保と福祉増進に寄与する

負担金 負担金25,000円 利根川治水同盟 25 25 25

建設局 河川課
社団法人雨水貯留浸透技術
協会負担金

会費等
治水事業の緊急性の普及徹底並び
に事業実施の推進

負担金 負担金32,000円 (社)雨水貯留浸透技術協会 32 32 32

建設局 河川課
各種諸会議･講習会参加負担
金

参加者負担金等
各協議会等の開催する講習会への
参加により見識を広め、今後の業
務に活用する

会議･講習会に要する費用 会議・研修先基準等 各種関係先 50 50 8

建設局 河川課 河川研修費 参加者負担金等
各研修会への参加により見識を広
め、今後の業務に活用する

研修に要する費用 研修先基準等 各種関係先 50 50 6

建設局 建築総務課
彩の国既存建築物地震対策
協議会負担金

彩の国既存建築物地震
対策協議会規約

耐震性の向上等の対策に関し会員
相互で情報の交換調査研究及び耐
震相談窓口等の事業を行い、地震
対策の適性、円滑な推進を図る

年会費 年会費32,000円
彩の国既存建築物地震対策協
議会

32 32 32

建設局 建築総務課
埼玉県建築審査会連絡協議
会負担金

埼玉県建築審査会連絡
協議会規約

埼玉県内特定行政庁の建築審査会
相互の連絡を取り、建築行政の適
切な運営を図る

年会費 年会費20,000円 埼玉県建築審査会連絡協議会 20 20 20

建設局 建築総務課
全国建築審査会長会議出席
負担金

参加者負担金等

建築審査会会長･委員を対象に、
全国の建築審査会と情報を共有化
し、建築審査会委員としての見識
を広める

会議の出席負担金 6,000円×２名=12,000円
全国建築審査会長会議運営委
員会

12 12 10
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

建設局 建築総務課
建築関係講習会等出席負担
金

参加者負担金等
建築に関する研修を受け、日常の
業務遂行に生かす

講習会、研究会の出席負
担金

40,000円×６課=240,000円、
21,500円×２名=43,000円、
9,000円×２名=18,000円

講習会、研究会の開催者 301 301 28

建設局 建築総務課
全国建築審査会協議会負担
金

全国建築審査会協議会
規約

全国特定行政庁の建築審査会相互
の連絡を取り、建築行政の適切な
運営を図る

年会費 年会費68,000円 全国建築審査会協議会 68 68 68

建設局 建築総務課 日本建築学会負担金 日本建築学会会則
会員相互の協力によって、建築に
関する学術･技術･芸術の進歩発展
を図る

年会費 年会費30,000円 日本建築学会 30 30 30

建設局 建築総務課
大都市建築･住宅主管者会議
出席負担金

参加者負担金等

東京都及び政令指定都市をもって
構成し、大都市における建築及び
住宅に関する共通問題等について
検討を行う

会議の出席負担金 10,000円×２名=20,000円
大都市建築･住宅主管者会議
事務局

20 20 20

建設局 建築総務課
大都市建築･住宅庶務担当者
会議出席負担金

参加者負担金等

東京都及び政令指定都市をもって
構成し、大都市における建築及び
住宅に関する共通問題等について
検討を行う

会議の出席負担金 10,000円×１名=10,000円
大都市建築･住宅庶務担当者
会議事務局

10 10 10

建設局 建築総務課
全国建築基準法施行都市連
絡会議参加者負担金

参加者負担金等
全国建築基準法施行都市の相互の
連絡を図り、建築行政の適正な運
営を図る

会議出席負担金 19,000円×１名=19,000円
全国建築基準法施行都市連絡
会議準備委員会

19 19 0

建設局 建築総務課 建築防災研修会受講料 参加者負担金等

建築に関係する災害の未然防止、
人命･財産保護のため、建築防災
等制度･技術についての理解を深
め防災対策の推進を図る

研修受講料 11,000円×１名=11,000円 (財)日本建築防災協会 11 12 11

建設局 建築総務課
都道府県土木、建築部等技
術次長技監会議参加負担金

参加者負担金等
国土交通省で議題を決定し都道府
県及び政令市の取り組み状況につ
いて意見交換及び調査研究

会議テキスト代等負担金 3,250円×１名=3,250円
都道府県土木、建築部等技術
次長技監会議(広島県)

4 4 3

建設局 建築行政課
建築確認関連等講習会負担
金

参加者負担金等
建築確認に関する研修を受け、日
常の業務遂行に生かす

研修受講料
70,000円×２課+20,000×１
課=160,000円

講習会の開催者 160 160 151

建設局 建築行政課
埼玉県特定行政庁連絡協議
会負担金

埼玉県特定行政庁連絡
協議会規約

建築行政に関し会員相互で調査研
究を行い、併せて連絡調整を図り
適正かつ円滑な事務の推進を図る

年会費 年会費20,000円 埼玉県特定行政庁連絡協議会 20 20 20
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

建設局 建築行政課 日本建築行政会議負担金
日本建築行政会議負担
金要領

特定行政庁等が相互情報交換と共
同作業の場を確立し、より的確な
諸制度の活用を通じて建築物の安
全性の確保･質の向上を実現し公
共の福祉増進を図る

年会費 年会費500,000円 日本建築行政会議 500 500 500

建設局 建築行政課
関東甲信越建築行政連絡会
議出席負担金

参加者負担金等
関東甲信越ブロック内の各特定行
政庁相互の連絡、協議等を通じて
建築行政の円滑な運営を図る

会議出席負担金 3,000円×５名=15,000円
関東甲信越建築行政連絡会議
(幹事行政庁)

15 15 15

建設局 建築行政課
大都市建築･住宅主管者会
議、建築行政担当者会議出
席負担金

参加者負担金等
日々の業務における問題点、法解
釈等について意見交換を行い、今
後の建築行政課運営の一助とする

会議出席負担金 2,000円×２名=4,000円
大都市建築行政担当者会議
(幹事行政庁)

0 4 0

建設局 建築行政課
全国建築基準法施行都市連
絡会議参加者負担金

参加者負担金等
全国建築基準法施行都市の相互の
連絡を図り、建築行政の適正な運
営を図る

会議出席負担金

参加負担金16,000円×１名
=16,000円
視察見学会参加費2,000円×
１名=2,000円

全国建築基準法施行都市連絡
会議準備委員会

18 18 18

建設局 建築行政課 建築防災研修会受講料 参加者負担金等

建築に関係する災害の未然防止、
人命･財産保護のため、建築防災
等制度･技術についての理解を深
め防災対策の推進を図ることを目
的とする

研修受講料 11,000円×１名=11,000円 (財)日本建築防災協会 11 12 11

建設局 住宅課
埼玉県公営住宅協議会負担
金

埼玉県公営住宅協議会
規則

公営住宅を管理している県内市町
村の担当が意見交換を行い、それ
ぞれの業務執行に生かす

年会費
負担割合(人口割、均等割)に
より算出

埼玉県公営住宅協議会 50 50 50

建設局 住宅課 日本住宅協会負担金 日本住宅協会定款

市町村をはじめ住宅業務に携わる
者が広く参画し、住宅政策全般か
ら個々具体的な事例まで、幅広く
意見交換を行い研鑚を図る

年会費
負担割合(人口割、均等割)に
より算出

(社)日本住宅協会 90 90 90

建設局 住宅課 公営住宅管理研修会負担金 参加者負担金等
公営住宅の管理について研修を受
け、日常の業務遂行に資する

会議出席負担金 18,000円×１名=18,000円 (社)日本住宅協会 18 18 18

建設局 住宅課
公営住宅整備事業担当者研
修会負担金

参加者負担金等
公営住宅の整備について研修を受
け、適正な事務執行を図る

会議出席負担金 18,600円×１名=18,600円 (社)日本住宅協会 19 19 19

建設局 住宅課
公営住宅協議会県外視察研
修参加負担金

参加者負担金等
県外の先進的な公営住宅の建設･
管理を学び、業務に活かす

会議出席負担金 12,000円×１名=12,000円 埼玉県公営住宅協議会 12 12 0
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

建設局 住宅課
大都市建築･住宅主管者庶務
担当者会議負担金

参加者負担金等(大都市
建築･住宅主管者会議運
営要綱)

東京都及び政令指定都市をもって
構成し、大都市における建築及び
住宅に関する共通問題等について
検討を行う

会議出席負担金 10,000円×１名=10,000円 幹事市(静岡市) 10 10 10

建設局 住宅課
大都市建築･住宅管理担当者
会議負担金

参加者負担金等(大都市
建築･住宅主管者会議運
営要綱)

東京都及び政令指定都市をもって
構成し、大都市における建築及び
住宅に関する共通問題等について
検討を行う

会議出席負担金 10,000円×１名=10,000円 幹事市(北九州市) 10 10 10

建設局 住宅課
大都市建築･住宅企画･庶務
担当者会議負担金

参加者負担金等(大都市
建築･住宅主管者会議運
営要綱)

東京都及び政令指定都市をもって
構成し、大都市における建築及び
住宅に関する共通問題等について
検討を行う

会議出席負担金 10,000円×１名=10,000円 幹事市(広島市) 10 10 10

建設局 住宅課
大都市建築･住宅建設担当者
会議負担金

参加者負担金等(大都市
建築･住宅主管者会議運
営要綱)

東京都及び政令指定都市をもって
構成し、大都市における建築及び
住宅に関する共通問題等について
検討を行う

会議出席負担金 10,000円×１名=10,000円 幹事市(名古屋市) 10 10 10

建設局 住宅課
公営住宅整備事業及び住環
境整備事業主務課長北ブ
ロック会議負担金

参加者負担金等

北海道･東北･関東整備局が主催
し、関係都道府県及び政令指定都
市から構成された団体で、主に公
営住宅整備･住環境整備の共通問
題等を検討･協議する

会議出席負担金 10,000円×１名=10,000円 幹事都道府県(東京都) 10 10 0

建設局 住宅課
公営住宅整備事業及び住環
境整備事業主務課長ブロッ
ク会議負担金

参加者負担金等

三大都市圏内に位置する都道府県
及び政令指定都市から構成された
団体で、主に公営住宅整備･住環
境整備の共通問題等を検討･協議
する

会議出席負担金 10,000円×１名=10,000円 幹事都道府県(大阪府) 10 10 0

建設局 住宅課
公営住宅管理問題セミナー
負担金

参加者負担金等
市町村をはじめ住宅業務に携わる
者が広く参画し、住宅管理の円滑
な推進に資するため

受講料 7,000円×２名=14,000円 (社)日本住宅協会 14 14 0

建設局 住宅課
ハウジング研究報告会負担
金

参加者負担金等
住宅政策について研修を受け、日
常の業務遂行に資する

会議出席負担金 5,000円×２名=10,000円 (社)日本住宅協会 10 10 0

建設局 住宅課
マンション居住支援ネット
ワーク市町村負担金

埼玉県マンション居住
支援ネットワーク会則

支援ネットワークを構築し、適切
な情報提供及び普及啓発を行うこ
とにより、良好なマンション居住
環境及び地域住環境の形成に資す
る

年会費
負担割合(マンション戸数
割、均等割)により算出

埼玉県マンション居住支援
ネットワーク

60 60 60

建設局 住宅課
公共住宅事業者等連絡協議
会負担金

公共住宅事業者等連絡
協議会規約

公共住宅整備の多様化、高度化に
対応するため、技術的業務の情報
の連絡調整、研究等を行う

年会費
負担割合(人口割、均等割)に
より算出

公共住宅事業者等連絡協議会 400 400 400
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

建設局 営繕課
(社)公共建築協会賛助法人
会員会費

(社)公共建築協会定款｢
参加者負担金等｣

公共建築物の建築等の合理化と能
率化に寄与するとともに携わる技
術者の技術水準および地位の向上
を図る

公共建築物の建築等に関
する調査および研究、情
報、資料の収集、整備と
その提供

会費30,000円 (社)公共建築協会 30 30 30

建設局 営繕課
大都市建築･住宅主管者会
議、営繕工事担当者会議負
担金

大都市建築･住宅主管者
会議運営要綱｢参加者負
担金等｣

大都市における建築に関する共通
の問題に対処する方針を確立する

大都市における建築に関
する共通の問題につい
て、主管者が意見交換検
討を行う

負担金10,000円 幹事市(相模原市) 10 10 5

建設局 営繕課
大都市建築･住宅主管者会
議、住宅建設担当者会議負
担金

大都市建築･住宅主管者
会議運営要綱｢参加者負
担金等｣

大都市における建築および住宅に
関する共通の問題に対処する方針
を確立する

大都市における建築およ
び住宅に関する共通の問
題について、主管者が意
見交換検討を行う

負担金10,000円 幹事市(名古屋市) 10 10 10

建設局 営繕課
関東甲信地区営繕主管課長
会議総会負担金

関東甲信地区営繕主管
課長会議｢参加者負担金
等｣

営繕行政の向上に寄与する
営繕業務担当課相互の協
力により建築に関する技
術の交流理解を図る

負担金9,000円
関東甲信地区営繕主管課長会
議幹事

9 9 2

建設局 営繕課
関東甲信地区営繕主管課長
会議積算分科会負担金

関東甲信地区営繕主管
課長会議｢参加者負担金
等｣

営繕行政の向上に寄与する
営繕業務担当課相互の協
力により建築に関する技
術の交流理解を図る

負担金3,000円
関東甲信地区営繕主管課長会
議幹事

3 7 2

建設局 営繕課
ＡｕｔｏＣＡＤ研修参加負
担金

参加者負担金等 営繕行政の向上に寄与する
ＡｕｔｏＣＡＤ操作に必
要な知識、技術を習得す
る

63,000円×２名=126,000円 ヒューマンアカデミー(株) 0 126 0

建設局 営繕課
建築工事監理研修参加負担
金

参加者負担金等 技術の向上
建築工事監理に関する必
要な知識を習得する

負担金100,000円 (財)全国建設研修センター 100 100 107

建設局 営繕課
研修会･講習会･セミナー等
参加負担金

参加者負担金等 技術の向上 各種該当事業 研修先基準等 研修開催団体等 80 80 17

建設局 保全管理課
大都市営繕工事担当者会議
負担金

大都市会議等負担金
大都市における建築に関する共通
の問題について、主管者が意見交
換検討を行うため

参加者負担金 負担金10,000円 幹事市(相模原市) 10 10 5

建設局 保全管理課
関東甲信地区営繕主管課長
会議総会負担金

会議等負担金等
営繕業務担当課相互の協力により
建築に関する技術の交流理解を図
るため

参加者負担金 負担金9,000円 幹事県(茨城県) 0 9 0
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

建設局 保全管理課
関東甲信地区営繕主管課長
会議積算分科会負担金

会議等負担金等
営繕業務担当課相互の協力により
建築に関する技術の交流理解を図
るため

参加者負担金 負担金3,000円 幹事県(栃木県) 3 7 0

建設局 保全管理課 建築耐震技術研修負担金 参加者負担金等
建築耐震に関する必要な知識を習
得するため

参加者負担金 75,000円×１名=75,000円 (財)全国建設研修センター 75 75 75

建設局 保全管理課 研修等負担金 参加者負担金等
耐震診断等に関する必要な知識を
習得するため

参加者負担金 負担金224,000円 (財)日本建築防災協会 他 224 229 13

建設局 保全管理課
建築物の維持･保全研修負担
金

参加者負担金等
保全計画を作成するにあたり、必
要な知識、技術を習得するため

参加者負担金 99,000円×１名=99,000円 (財)全国建設研修センター 99 99 99

建設局 保全管理課
公共建築工事積算研修負担
金

参加者負担金等
営繕業務を行うにあたり、必要な
知識、技術を習得するため

参加者負担金 90,000円×１名=90,000円 (財)全国建設研修センター 90 90 0

建設局 設備課
大都市設備技術担当者会議
負担金

参加者負担金等(大都市
建築･住宅主管者会議運
営要領)

技術の向上
電気･機械設備工事に係る
設計施工監理の問題につ
いて情報交換

6,000円×２名=12,000円 開催都市(浜松市) 12 12 12

建設局 設備課
大都市住宅建設担当者会議
負担金

参加者負担金等(大都市
建築･住宅主管者会議運
営要綱)

技術の向上
住宅建設に係る問題につ
いて情報交換

10,000円×１名=10,000円 開催都市(名古屋市) 10 10 0

建設局 設備課
関東甲信地区営繕主管課長
会議総会負担金

参加者負担金等(関東甲
信地区営繕主管課長会
議会則)

営繕行政の向上に寄与する
営繕業務担当課相互の協
力により建築に関する技
術の交流理解を図る

9,000円×１名=9,000円 開催都市（栃木県） 0 9 2

建設局 設備課
関東甲信地区営繕主管課長
会議設備分科会負担金

参加者負担金等(関東甲
信地区営繕主管課長会
議会則)

営繕行政の向上に寄与する
営繕業務担当課相互の協
力により建築に関する技
術の交流理解を図る

3,000円×１名=3,000円 開催都市（栃木県） 3 7 0

建設局 設備課
ＡｕｔｏＣＡＤ研修参加負
担金

参加者負担金等 技術の向上に寄与する
ＡｕｔｏＣＡＤ操作に必
要な知識、技術を習得す
る

63,000円×１名=63,000円 ヒューマンアカデミー(株) 0 63 0
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

建設局 設備課
研修会･講習会･セミナー等
参加負担金

研修会･講習会･セミ
ナー等参加負担金

技術の向上
建築設備設計及び工事監
理に関する必要な知識を
習得する

10,000円×10回=100,000円
各種研修会･講習会･セミナー
開催団体等

100 120 0

消防局 消防総務課 全国消防長会負担金 年会費
全国消防長の融和協調を図り、消
防の情報を交換し採長補短する

全国消防長会負担金
平等割:27,000円
定員割:162,630円
人口割:940,100円

全国消防長会 1,130 1,130 1,130

消防局 消防総務課 全国消防協会負担金 年会費
火災、その他の災害に関する調
査･研究及び技術の研鑽を行い、
防災思想の普及広報を行う

全国消防協会負担金
都市割:225,940円
会員割:250,200円

全国消防協会 476 476 476

消防局 消防総務課 大都市消防長会議負担金 参加者負担金等 会議出席に伴う負担金 大都市消防長会議負担金 3,000円×２名=6,000円
開催地消防本部(政令指定都
市)

6 3 6

消防局 消防総務課
大都市総務担当部課長会議
負担金

参加者負担金等 会議出席に伴う負担金
大都市総務担当部課長会
議負担金

2,000円×２名=4,000円
開催地消防本部(政令指定都
市)

4 4 0

消防局 消防総務課
全国消防長会関東支部負担
金

年会費
全国消防長会の目的達成のため消
防の地域団結を強化推進する

全国消防長会関東支部負
担金

平等割:10,000円
定員割:16,000円
人口割:17,000円

全国消防長会関東支部 43 43 43

消防局 消防総務課 埼玉県消防長会負担金 年会費
県内消防長の融和協調･情報交換
等を行い消防の健全なる発展に寄
与する

埼玉県消防長会負担金

平等割:35,000円
人口割:161,000円
職員割:66,000円
救助指導会負担金10,000円

埼玉県消防長会 272 395 272

消防局 消防総務課
埼玉県消防長会第１ブロッ
ク消防長会負担金

年会費
会員相互の融和協調を図り消防制
度･技術等の総合的研究を行う

埼玉県消防長会第１ブ
ロック消防長会負担金

年会費30,000円 埼玉県消防長会第１ブロック 30 30 30

消防局 消防総務課
埼玉県消防長会警防技術部
会視察研修参加負担金

参加者負担金等 研修会出席に伴う負担金
埼玉県消防長会警防技術
部会視察研修負担金

5,000円×１名=5,000円 埼玉県消防長会警防技術部会 5 5 0

消防局 消防総務課
埼玉県消防長会総務財政部
会視察研修参加負担金

参加者負担金等 研修会出席に伴う負担金
埼玉県消防長会総務財政
部会視察研修負担金

5,000円×１名=5,000円 埼玉県消防長会総務財政部会 5 5 5
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

消防局 消防総務課
埼玉県消防長会予防危険物
部会視察研修参加負担金

参加者負担金等 研修会出席に伴う負担金
埼玉県消防長会予防危険
物部会視察研修負担金

5,000円×１名=5,000円
埼玉県消防長会予防危険物部
会

5 5 0

消防局 消防総務課
第１ブロック連絡協議会埼
玉県消防操法大会負担金

埼玉県消防協会第１ブ
ロック連絡協議会会則

埼玉県消防協会第１ブロック地域
内の連絡･協力体制の維持

第１ブロック連絡協議会
埼玉県消防操法大会負担
金(隔年事業)

１支部90,000円
埼玉県消防協会第１ブロック
協議会

90 0 0

消防局 消防総務課
第１ブロック連絡協議会負
担金

埼玉県消防協会第１ブ
ロック連絡協議会会則

埼玉県消防協会第１ブロック地域
内の連絡･協力体制の維持

第１ブロック連絡協議会
負担金

１支部20,000円
埼玉県消防協会第１ブロック
協議会

20 20 20

消防局 消防総務課 埼玉県消防協会会費
(公財)埼玉県消防協会
会員に関する規程

消防の運営についての研究、消防
施設の改善と消防活動の強化を図
るため

埼玉県消防協会会費

①市町村割:300,000円(政令
市)、②世帯数割:517,075(世
帯数)×3.2円(世帯数割合
額)=1,654,640円、③団員数
割:1,192名(団員数)×175(団
員数割合額)円=208,600円、
④職員数割:1,247名(職員数)
×175(職員数割合額)円
=218,225円

埼玉県消防協会 2,381 2,366 2,366

消防局 消防総務課
第三級陸上特殊無線技士養
成講習受講負担金

受講負担金

大規模災害等における常備消防と
消防団との通信手段を確保するた
め、携帯無線機を配備するにあた
り、無線従事者の資格を取得する
もの

第三級陸上特殊無線技士
養成講習受講負担金

7,900円×120名=948,000円 さいたま市消防団 948 0 0

消防局 消防職員課 安全運転管理者講習負担金 参加者負担金等 安全運転管理能力の修得
安全運転管理者講習負担
金

4,200円×26名分=109,200円 埼玉県公安委員会 110 110 109

消防局 消防職員課
安全運転管理者協会負担金
(浦和地区)

安全運転管理者協会会
則

安全運転管理事業の推進
安全運転管理者協会負担
金(浦和地区)

9,000円×１名=9,000円
18,000円×３名=54,000円

安全運転管理者協会(浦和地
区)

63 63 63

消防局 消防職員課
安全運転管理者協会負担金
(浦和東地区)

安全運転管理者協会会
則

安全運転管理事業の推進
安全運転管理者協会負担
金(浦和東地区)

18,000円×１名=18,000円
安全運転管理者協会(浦和東
地区)

18 18 18

消防局 消防職員課
安全運転管理者協会負担金
(浦和西地区)

安全運転管理者協会会
則

安全運転管理事業の推進
安全運転管理者協会負担
金(浦和西地区)

18,000円×２名=36,000円
安全運転管理者協会(浦和西
地区)

36 36 36
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

消防局 消防職員課
安全運転管理者協会負担金
(大宮地区)

安全運転管理者協会会
則

安全運転管理事業の推進
安全運転管理者協会負担
金(大宮地区)

21,000円×２名=42,000円
安全運転管理者協会(大宮地
区)

42 42 42

消防局 消防職員課
安全運転管理者協会負担金
(大宮東地区)

安全運転管理者協会会
則

安全運転管理事業の推進
安全運転管理者協会負担
金(大宮東地区)

16,000円×１名=16,000円
安全運転管理者協会(大宮東
地区)

16 16 16

消防局 消防職員課
安全運転管理者協会負担金
(大宮西地区)

安全運転管理者協会会
則

安全運転管理事業の推進
安全運転管理者協会負担
金(大宮西地区)

16,000円×２名=32,000円
安全運転管理者協会(大宮西
地区)

32 32 32

消防局 消防職員課
安全運転管理者協会負担金
(岩槻地区)

安全運転管理者協会会
則

安全運転管理事業の推進
安全運転管理者協会負担
金(岩槻地区)

16,000円×１名=16,000円
安全運転管理者協会(岩槻地
区)

16 16 16

消防局 消防職員課
消防大学校上級幹部科入校
負担金

入校負担金
職務遂行に必要とされる種々の専
門知識及び高度な技能の習得並び
に職員の資質の向上を図る

消防大学校上級幹部科入
校負担金

71,600円×１名=71,600円 (財)消防科学総合センター 72 75 72

消防局 消防職員課
消防大学校幹部科入校負担
金

入校負担金
職務遂行に必要とされる種々の専
門知識及び高度な技能の習得並び
に職員の資質の向上を図る

消防大学校幹部科入校負
担金

247,000円×２名=494,000円 (財)消防科学総合センター 494 482 478

消防局 消防職員課
消防大学校警防科入校負担
金

入校負担金
職務遂行に必要とされる種々の専
門知識及び高度な技能の習得並び
に職員の資質の向上を図る

消防大学校警防科入校負
担金

236,000円×２名=472,000円 (財)消防科学総合センター 472 236 236

消防局 消防職員課
消防大学校救助科入校負担
金

入校負担金
職務遂行に必要とされる種々の専
門知識及び高度な技能の習得並び
に職員の資質の向上を図る

消防大学校救助科入校負
担金

285,000円×１名=285,000円 (財)消防科学総合センター 285 291 283

消防局 消防職員課
消防大学校緊急消防援助隊
教育科指揮隊長コース受講
負担金

参加者負担金等
職務遂行に必要とされる種々の専
門知識及び高度な技能の習得並び
に職員の資質の向上を図る

消防大学校緊急消防援助
隊教育科指揮隊長コース
受講負担金

33,000円×１名=33,000円 (財)消防科学総合センター 33 33 0

消防局 消防職員課
埼玉県消防学校初任教育入
校負担金

入校負担金
職務遂行に必要とされる種々の専
門知識及び高度な技能の習得並び
に職員の資質の向上を図る

埼玉県消防学校初任教育
入校負担金

235,300円×27名=6,353,100
円

埼玉県消防学校教育振興会 6,353 8,393 8,138
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

消防局 消防職員課
埼玉県消防学校警防科入校
負担金

入校負担金
職務遂行に必要とされる種々の専
門知識及び高度な技能の習得並び
に職員の資質の向上を図る

埼玉県消防学校警防科入
校負担金

19,000円×10名=190,000円 埼玉県消防学校教育振興会 190 190 190

消防局 消防職員課
埼玉県消防学校予防査察科
入校負担金

入校負担金
職務遂行に必要とされる種々の専
門知識及び高度な技能の習得並び
に職員の資質の向上を図る

埼玉県消防学校予防査察
科入校負担金

20,000円×10名=200,000円 埼玉県消防学校教育振興会 200 0 0

消防局 消防職員課
埼玉県消防学校特殊災害科
入校負担金

入校負担金
職務遂行に必要とされる種々の専
門知識及び高度な技能の習得並び
に職員の資質の向上を図る

埼玉県消防学校特殊災害
科入校負担金

18,000円×６名=108,000円 埼玉県消防学校教育振興会 108 0 0

消防局 消防職員課
埼玉県消防学校救急科入校
負担金

入校負担金
職務遂行に必要とされる種々の専
門知識及び高度な技能の習得並び
に職員の資質の向上を図る

埼玉県消防学校救急科入
校負担金

64,000円×40名=2,560,000円 埼玉県消防学校教育振興会 2,560 2,560 2,560

消防局 消防職員課
埼玉県消防学校救助科入校
負担金

入校負担金
職務遂行に必要とされる種々の専
門知識及び高度な技能の習得並び
に職員の資質の向上を図る

埼玉県消防学校救助科入
校負担金

65,000円×14名=910,000円 埼玉県消防学校教育振興会 910 910 910

消防局 消防職員課
埼玉県消防学校初級幹部科
入校負担金

入校負担金
職務遂行に必要とされる種々の専
門知識及び高度な技能の習得並び
に職員の資質の向上を図る

埼玉県消防学校初級幹部
科入校負担金

18,500円×６名=111,000円 埼玉県消防学校教育振興会 111 111 111

消防局 消防職員課
埼玉県消防学校警防活動教
育入校負担金

入校負担金
職務遂行に必要とされる種々の専
門知識及び高度な技能の習得並び
に職員の資質の向上を図る

埼玉県消防学校警防活動
教育入校負担金

26,000円×10名=260,000円 埼玉県消防学校教育振興会 260 260 260

消防局 消防職員課
埼玉県消防学校実科指導員
教育入校負担金

入校負担金
職務遂行に必要とされる種々の専
門知識及び高度な技能の習得並び
に職員の資質の向上を図る

埼玉県消防学校実科指導
員教育入校負担金

12,000円×５名=60,000円 埼玉県消防学校教育振興会 0 60 60

消防局 消防職員課
東京研修所救急救命士養成
研修前期入校負担金

入校負担金
職務遂行に必要とされる種々の専
門知識及び高度な技能の習得並び
に職員の資質の向上を図る

東京研修所救急救命士養
成研修前期入校負担金

1,990,000円×２名
=3,980,000円

(財)救急振興財団 0 3,980 3,980

消防局 消防職員課
東京研修所救急救命士養成
研修後期入校負担金

入校負担金
職務遂行に必要とされる種々の専
門知識及び高度な技能の習得並び
に職員の資質の向上を図る

東京研修所救急救命士養
成研修後期入校負担金

2,010,000円×３名
=6,030,000円

(財)救急振興財団 6,030 2,010 2,010
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

消防局 消防職員課
九州研修所救急救命士薬剤
投与研修入校負担金

入校負担金
職務遂行に必要とされる種々の専
門知識及び高度な技能の習得並び
に職員の資質の向上を図る

九州研修所救急救命士薬
剤投与研修入校負担金

230,000円×３名=690,000円 (財)救急振興財団 0 690 690

消防局 消防職員課
埼玉県消防学校救急救命士
養成所救急救命士養成研修
入校負担金

入校負担金
職務遂行に必要とされる種々の専
門知識及び高度な技能の習得並び
に職員の資質の向上を図る

埼玉県消防学校救急救命
士養成所救急救命士養成
研修入校負担金

1,690,000円×４名
=6,760,000円

埼玉県消防学校救急救命士養
成所

6,760 6,760 6,760

消防局 消防職員課
埼玉県消防学校救急救命士
養成所救急救命士気管挿管･
薬剤投与研修受講負担金

参加者負担金等
職務遂行に必要とされる種々の専
門知識及び高度な技能の習得並び
に職員の資質の向上を図る

埼玉県消防学校救急救命
士養成所救急救命士気管
挿管･薬剤投与研修受講負
担金

225,000円×10名=2,250,000
円

埼玉県消防学校救急救命士養
成所

2,250 2,475 2,475

消防局 消防職員課
埼玉県消防学校救急救命士
養成所救急救命士養成事前
研修受講負担金

参加者負担金等
職務遂行に必要とされる種々の専
門知識及び高度な技能の習得並び
に職員の資質の向上を図る

埼玉県消防学校救急救命
士養成所救急救命士養成
事前研修受講負担金

10,000円×７名=70,000円
埼玉県消防学校救急救命士養
成所

70 70 50

消防局 消防職員課
日本火災学会火災科学セミ
ナー受講負担金

参加者負担金等
職務遂行に必要とされる種々の専
門知識及び高度な技能の習得並び
に職員の資質の向上を図る

日本火災学会火災科学セ
ミナー受講負担金

2,000円×６名=12,000円 (財)日本火災学会 12 60 60

消防局 消防職員課
安全運転中央研修所緊急自
動車運転技能者課程入校負
担金

入校負担金
職務遂行に必要とされる種々の専
門知識及び高度な技能の習得並び
に職員の資質の向上を図る

安全運転中央研修所緊急
自動車運転技能者課程入
校負担金

82,000円×10名=820,000円
自動車安全運転センター安全
運転中央研修所

820 820 820

消防局 消防職員課
海洋研究開発機構潜水技術
研修受講負担金

参加者負担金等
職務遂行に必要とされる種々の専
門知識及び高度な技能の習得並び
に職員の資質の向上を図る

海洋研究開発機構潜水技
術研修受講負担金

214,740円×２名=429,480円 (独)海洋研究開発機構 429 256 239

消防局 消防職員課
日本無線協会第１級陸上特
殊無線技士養成課程受講負
担金

参加者負担金等
職務遂行に必要とされる種々の専
門知識及び高度な技能の習得並び
に職員の資質の向上を図る

日本無線協会第１級陸上
特殊無線技士養成課程受
講負担金

69,300円×２名=138,600円 (財)日本無線協会 139 139 139

消防局 消防職員課
２級湖川小型船舶操縦士免
許取得研修受講負担金

参加者負担金等
職務遂行に必要とされる種々の専
門知識及び高度な技能の習得並び
に職員の資質の向上を図る

２級湖川小型船舶操縦士
免許取得研修受講負担金

47,000円×４名=188,000円 ボートスクールＥ＆Ｍ 188 204 477

消防局 消防職員課 潜水士免許取得研修負担金 参加者負担金等
職務遂行に必要とされる種々の専
門知識及び高度な技能の習得並び
に職員の資質の向上を図る

潜水士免許取得研修負担
金

17,000円×２名=34,000円 (財)安全衛生普及センター 34 34 34
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

消防局 消防職員課
小型移動式クレーン運転技
能講習受講負担金

参加者負担金等
職務遂行に必要とされる種々の専
門知識及び高度な技能の習得並び
に職員の資質の向上を図る

小型移動式クレーン運転
技能講習受講負担金

28,000円×５名=140,000円 (社)日本クレーン協会 140 140 225

消防局 消防職員課 玉掛技能講習受講負担金 参加者負担金等
職務遂行に必要とされる種々の専
門知識及び高度な技能の習得並び
に職員の資質の向上を図る

玉掛技能講習受講負担金 14,000円×５名=70,000円 (社)日本クレーン協会 70 70 153

消防局 消防職員課
酸素欠乏･硫化水素作業主任
者技能講習会受講負担金

参加者負担金等
職務遂行に必要とされる種々の専
門知識及び高度な技能の習得並び
に職員の資質の向上を図る

酸素欠乏･硫化水素危険作
業主任者技能講習会受講
負担金

11,950円×４名=47,800円 (社)埼玉労働基準協会連合会 48 48 48

消防局 消防職員課
高圧ガス製造保安責任者丙
種化学特別講習受講負担金

参加者負担金等
職務遂行に必要とされる種々の専
門知識及び高度な技能の習得並び
に職員の資質の向上を図る

高圧ガス製造保安責任者
丙種化学特別講習受講負
担金

18,400円×３名=55,200円 高圧ガス保安協会 55 55 55

消防局 消防職員課
特定化学物質等作業主任者
技能講習受講負担金

参加者負担金等
職務遂行に必要とされる種々の専
門知識及び高度な技能の習得並び
に職員の資質の向上を図る

特定化学物質等作業主任
者技能講習受講負担金

8,000円×５名=40,000円 (財)埼玉県健康づくり事業団 40 39 40

消防局 消防職員課
ガスクロマトグラフ分析機
器講習会受講負担金

参加者負担金等
職務遂行に必要とされる種々の専
門知識及び高度な技能の習得並び
に職員の資質の向上を図る

ガスクロマトグラフ分析
機器講習会受講負担金

40,000円×２名=80,000円 (株)島津製作所 80 80 80

消防局 消防職員課
赤外線分析機器講習会受講
負担金

参加者負担金等
職務遂行に必要とされる種々の専
門知識及び高度な技能の習得並び
に職員の資質の向上を図る

赤外線分析機器講習会受
講負担金

25,000円×２名=50,000円 (株)島津製作所 50 50 50

消防局 消防職員課
消防大学校緊急消防援助隊
教育科高度・特別高度救助
コース受講負担金

参加者負担金等
職務遂行に必要とされる種々の専
門知識及び高度な技能の習得並び
に職員の資質の向上を図る

消防大学校緊急消防援助
隊教育科高度・特別高度
救助コース受講負担金

57,000円×２名=114,000円 (財)消防科学総合センター 114 80 113

消防局 消防職員課
消防大学校緊急消防援助隊
教育科ＮＢＣコース受講負
担金

参加者負担金等
職務遂行に必要とされる種々の専
門知識及び高度な技能の習得並び
に職員の資質の向上を図る

消防大学校緊急消防援助
隊教育科ＮＢＣコース受
講負担金

51,000円×２名=102,000円 (財)消防科学総合センター 102 136 95

消防局 消防職員課
消防大学校火災調査科入校
負担金

入校負担金
職務遂行に必要とされる種々の専
門知識及び高度な技能の習得並び
に職員の資質の向上を図る

消防大学校火災調査科入
校負担金

328,000円×２名=656,000円 (財)消防科学総合センター 656 664 328
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

消防局 消防職員課
埼玉県消防学校火災調査科
入校負担金

入校負担金
職務遂行に必要とされる種々の専
門知識及び高度な技能の習得並び
に職員の資質の向上を図る

埼玉県消防学校火災調査
科入校負担金

18,500円×10名=185,000円 埼玉県消防学校教育振興会 0 185 185

消防局 消防職員課
全国市町村国際文化研修消
防職員コース受講負担金

参加者負担金等
職務遂行に必要とされる種々の専
門知識及び高度な技能の習得並び
に職員の資質の向上を図る

全国市町村国際文化研修
消防職員コース受講負担
金

69,350円×２名=138,700円 全国市町村国際文化研修所 139 139 121

消防局 消防職員課
消防大学校予防科入校負担
金

入校負担金
職務遂行に必要とされる種々の専
門知識及び高度な技能の習得並び
に職員の資質の向上を図る

消防大学校予防科入校負
担金

210,000円×１名=210,000円 (財)消防科学総合センター 210 225 209

消防局 消防職員課
(財)日本電信電話ユーザー
協会埼玉中央地区協会研修
負担金

研修負担金
職務遂行に必要とされる種々の専
門知識及び高度な技能の習得並び
に職員の資質の向上を図る

(財)日本電信電話ユー
ザー協会埼玉中央地区協
会研修負担金

5,000円×１事業所=5,000円
(財)日本電信電話ユーザー協
会埼玉中央地区協会

5 5 5

消防局 消防職員課
足場の組立て等作業主任者
講習受講負担金

参加者負担金等
職務遂行に必要とされる種々の専
門知識及び高度な技能の習得並び
に職員の資質の向上を図る

足場の組み立て等作業主
任者講習受講負担金

9,450円×４名=37,800円 建設業労働災害防止協会 38 34 38

消防局 消防職員課
日本無線協会第３級陸上特
殊無線技士養成講習受講負
担金[個人受講]

参加者負担金等
職務遂行に必要とされる種々の専
門知識及び高度な技能の習得並び
に職員の資質の向上を図る

日本無線協会第３級陸上
特殊無線技士養成講習受
講負担金[個人受講]

24,675円×１名=24,675円 (財)日本無線協会 0 25 25

消防局 消防職員課
大型自動車運転免許資格取
得研修受講負担金

参加者負担金等
職務遂行に必要とされる種々の専
門知識及び高度な技能の習得並び
に職員の資質の向上を図る

大型自動車運転免許資格
取得研修受講負担金

230,000円×25名
=5,750,000円

市内自動車教習所 5,750 6,500 6,484

消防局 消防職員課 労働法学研究会受講負担金 参加者負担金等
職務遂行に必要とされる種々の専
門知識及び高度な技能の習得並び
に職員の資質の向上を図る

労働法学研究会受講負担
金

12,600円×１名=12,600円 (株)労働開発研究会 0 0 13

消防局 消防職員課
特別管理産業廃棄物管理責
任者講習受講負担金

参加者負担金等
職務遂行に必要とされる種々の専
門知識及び高度な技能の習得並び
に職員の資質の向上を図る

特別管理産業廃棄物管理
責任者講習受講負担金

12,000円×１名=12,000円
(財)日本産業廃棄物処理振興
センター

0 0 12

消防局 消防職員課
安全運転中央研修所安全運
転管理課程入校負担金

入校負担金
職務遂行に必要とされる種々の専
門知識及び高度な技能の習得並び
に職員の資質の向上を図る

安全運転中央研修所安全
運転管理課程入校負担金

101,500円×11名=1,116,500
円

自動車安全運転センター安全
運転中央研修所

1,116 0 0
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

消防局 消防職員課
特殊小型船舶操縦士免許取
得研修受講負担金

参加者負担金
職務遂行に必要とされる種々の専
門知識及び高度な技能の習得並び
に職員の資質の向上を図る

特殊小型船舶操縦士免許
取得研修受講負担金

52,400円×４名=209,600円 ボートスクールＥ＆Ｍ 210 0 0

消防局 警防課
東北自動車道埼玉県消防連
絡協議会負担金

東北自動車道埼玉県消
防連絡協議会規約

協議会運営に伴う年会費
東北自動車道埼玉県消防
連絡協議会の運営

10,000円×１消防本部
=10,000円

東北自動車道埼玉県消防連絡
協議会の事務局消防本部(輪
番)

10 10 10

消防局 警防課
六都市警防担当部長会議参
加負担金

参加者負担金等 会議への参加負担金 六都市警防担当部長会議
3,000円×１消防本部=
3,000円

開催市(さいたま市) 0 3 2

消防局 警防課
大都市警防担当部課長会議
参加負担金(警防関係)

参加者負担金等 会議への参加負担金
大都市警防担当部課長会
議(警防関係)

4,000円×１消防本部=4,000
円

開催市(神戸市) 4 5 4

消防局 救急課
大都市間警防(救急)部課長
会議負担金

大都市会議等負担金 会議への参加負担金
大都市間警防(救急)担当
部課長会議負担金

2,000円×１名=2,000円 開催地事務局 2 3 2

消防局 救急課
日本臨床救急医学会参加負
担金

参加者負担金等
職務遂行に必要とされる種々の専
門知識及び高度な技能の習得並び
に職員の資質の向上を図る

日本臨床救急医学会参加
負担金

10,000円×１名=10,000円 日本臨床救急医学会 10 10 10

消防局 救急課
日本救急医学会関東地方会
救急隊員学術研究会参加負
担金

参加者負担金等
職務遂行に必要とされる種々の専
門知識及び高度な技能の習得並び
に職員の資質の向上を図る

日本救急医学会関東地方
会救急隊員学術研究会参
加負担金

4,000円×１名=4,000円 救急隊員学術研究会 4 3 4

消防局 救急課
日本救急医学会総会･学術集
会参加負担金

参加者負担金等
職務遂行に必要とされる種々の専
門知識及び高度な技能の習得並び
に職員の資質の向上を図る

日本救急医学会負担金 5,000円×１名=5,000円 日本救急医学会 5 5 5

消防局 救急課
地域ＭＣ研修外傷セミナー･
ＩＣＬＳ研修参加負担金

参加者負担金等
職務遂行に必要とされる種々の専
門知識及び高度な技能の習得並び
に職員の資質の向上を図る

地域ＭＣ研修負担金

外傷セミナー6,000円×８名
=48,000円、ＩＣＬＳ研修会
(ＭＣ)、3,000円×10名
=30,000円、ＩＣＬＳ研修会
(医療機関)8,000円×４名
=32,000円

開催元事務局 110 110 86

消防局 救急課 日本臨床救急医学会登録料 参加者負担金等 日本臨床救急医学会登録料
日本臨床救急医学会登録
料負担金

10,000円×１名=10,000円 日本臨床救急医学会 10 10 10
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

消防局 救急課
中央地域メディカルコント
ロール協議会運営負担金

運営者負担金
中央地域メディカルコントロール
協議会運営に伴う負担金

中央地域メディカルコン
トロール協議会運営負担
金

中央地域メディカルコント
ロール協議会内の人口、救急
出場件数及び委員数により算
出

中央地域メディカルコント
ロール協議会

563 458 458

消防局 救急課
埼玉メディカルラリー開催
に伴う参加負担金

参加者負担金等
職務遂行に必要とされる種々の専
門知識及び高度な技能の習得並び
に職員の資質の向上を図る

埼玉メディカルラリー参
加負担金

5,000円×１名=5,000円
埼玉メディカルラリー開催事
務局

0 5 0

消防局 救急課
埼玉県消防学校救急救命士
養成所ビデオ喉頭鏡追加講
習受講負担金

参加者負担金等
職務遂行に必要とされる種々の専
門知識及び高度な技能の習得並び
に職員の資質の向上を図る

埼玉県消防学校救急救命
士養成所ビデオ喉頭鏡追
加講習受講負担金

5,000円×１日×10名=50,000
円

埼玉県消防学校救急救命士養
成所

50 0 0

消防局 指令課 消防通信連絡会会議負担金

消防通信連絡会事務局
（東京消防庁）からの
会議費として負担金の
請求

国、及び全国の代表消防本部の消
防通信に関する調査研究及び情報
収集、意見交換と、国や電気通信
事業者等との連絡調整を目的とし
年2回開催される会議費

消防通信連絡会７月総会
２名分・11月幹事会１名
分の負担金

4,000円×３名=12,000円
消防通信連絡会事務局(東京
消防庁)

12 12 12

消防局 予防課
さいたま市防火安全協会県
外研修会負担金

参加者負担金
さいたま市内の防火について意見
交換を行う

さいたま市防火安全協会
県外研修会

25,000円×２名=50,000円 (社)さいたま市防火安全協会 0 50 0

消防局 予防課
大都市(政令市･東京消防庁)
予防担当部課長会議参加負
担金

参加者負担金
他市消防局と予防行政について意
見交換を行う

大都市(政令市･東京消防
庁)予防担当部課長会議参
加負担金

5,000円×１名=5,000円 会議開催消防本部(局)(輪番) 5 5 5

出納室 出納課
埼玉県都市出納事務協議会
負担金

埼玉県都市出納事務協
議会会則

都市財政の健全なる発展に寄与す
るため、相互に緊密な連携調和を
図り、会計･用度事務の合理化と
能率の増進に資する

地方財務会計制度に関す
る調査、研究等

本会運営費(年額)3,000円 埼玉県都市出納事務協議会 3 3 3

出納室 出納課
埼玉県県南ブロック都市出
納事務協議会負担金

埼玉県県南ブロック都
市出納事務協議会会則

会計･用度事務の研究、合理化、
効率化を図り、財務会計事務の向
上に資すること

会計及び用度事務に関す
る調査、研究等

本会運営費(年額)1,000円
埼玉県県南ブロック都市出納
事務協議会

1 1 1

出納室 出納課 会計事務講座参加負担金 参加者負担金等
会計事務の能率化及び合理的運用
事務等を学び、資質の向上を図る

参加者負担金 30,450円×４名=121,800円 (一社)日本経営協会 122 122 91

出納室 出納課
指定都市会計管理者会議参
加負担金

指定都市会計管理者会
規約

政令指定都市会計管理者相互の連
携を保ち、財務会計事務の円滑な
運用と地方自治の発展に資する

財務会計事務に関する調
査、研究等

3,000円×２名=6,000円 指定都市会計管理者会 6 6 6
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

出納室 出納課
指定都市会計事務主管者会
議参加負担金

参加者負担金等

政令指定都市財政の健全なる発展
に寄与するため、相互に緊密なる
連携調和を図り、会計事務の合理
化と能率の増進に資する

財務会計事務に関する調
査、研究等

3,000円×２名=6,000円 指定都市会計管理者会 6 6 6

出納室 出納課 政策実務系研修参加負担金 参加者負担金等
発生主義会計・複式簿記の理解を
深め、公会計との関連性を学習
し、会計の基本を身に付ける

参加者負担金 14,590円×１名=14,590円 全国市町村国際文化研修所 0 0 15

教育
委員会

教育総務課 政策研修費負担金 参加者負担金等 各種研修への出席者負担金
教育委員会事務局の運営
に要する経費

5,000円×１名×２回=10,000
円

研修実施機関 10 10 0

教育
委員会

教育総務課
埼玉県都市教育長協議会出
席者負担金

参加者負担金等

県内都市教育長相互の連絡を緊密
にし、協力して民主的教育行政の
推進を図り、教育本来の使命を達
成するため

教育委員会事務局の運営
に要する経費

3,000円×１名=3,000円 埼玉県都市教育長協議会 3 3 0

教育
委員会

教育総務課
全国都市教育長協議会出席
者負担金

参加者負担金等

全国都市(特別区を含む)の連絡を
緊密にし、相協力して民主的な教
育行政の進展を図り、わが国の教
育向上に尽くすため

教育委員会事務局の運営
に要する経費

7 ,000円×１名=7,000円 全国都市教育長協議会 7 5 5

教育
委員会

教育総務課
関東地区都市教育長協議会
出席者負担金

参加者負担金等

｢地方教育行政の組織及び運営に
関する法律｣の趣旨に基づいて、
会員各自の任務を果たし、互いに
協力して、わが国の教育向上に尽
くすため

教育委員会事務局の運営
に要する経費

6,000円×１名=6,000円 関東地区都市教育長協議会 6 6 0

教育
委員会

教育総務課
指定都市教育委員･教育長協
議会庶務担当課長会議出席
者負担金

参加者負担金等
予算及び施策に対する要望につい
ての協議を行うため

教育委員会事務局の運営
に要する経費

3,000円×１名=3,000円
指定都市教育委員･教育長協
議会

3 3 0

教育
委員会

教育総務課 防火管理者等講習会負担金 参加者負担金等
消防法の規定よる防火管理に必要
な資格を取得するための講習参加
負担金

教育委員会事務局の運営
に要する経費

防火管理者資格講習会
6,000円×７名=42,000円

さいたま市防火安全協会 42 48 36

教育
委員会

教育総務課
エネルギー管理者講習会負
担金

エネルギーの使用の合
理化に関する法律

研修への出席負担金
教育委員会事務局の運営
に要する経費

17,100円×１名=17,100円 研修実施機関 18 18 0

教育
委員会

教育総務課
全国都市教育長協議会年会
費

参加者負担金等 年間負担金のため
指定都市教育委員･教育長
協議会等の教育団体への
負担金支出

年額60,000円 全国都市教育長協議会 60 60 60
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

教育
委員会

教育総務課
関東地区都市教育長協議会
負担金

参加者負担金等 年間負担金のため
指定都市教育委員･教育長
協議会等の教育団体への
負担金支出

年額5,000円 関東地区都市教育長協議会 5 5 5

教育
委員会

教育総務課
埼玉県都市教育長協議会負
担金

参加者負担金等 年間負担金のため
指定都市教育委員･教育長
協議会等の教育団体への
負担金支出

人口50万人以上100,000円 埼玉県都市教育長協議会 100 100 100

教育
委員会

教育総務課
指定都市教育委員･教育長協
議会分担金

参加者負担金等 年間負担金のため
指定都市教育委員･教育長
協議会等の教育団体への
負担金支出

年額150,000円
指定都市教育委員･教育長協
議会

150 150 150

教育
委員会

教育財務課
産業廃棄物処理実務者研修
会負担金

参加者負担金等

学校から排出される産業廃棄物の
処理全般にわたる業務を適正に遂
行するための必要な知識及び技能
を修得する

産業廃棄物処理実務者研
修会

受講料7,000円
(財)日本産業廃棄物処理振興
センター

7 7 7

教育
委員会

教育財務課
特別管理産業廃棄物管理責
任者講習会負担金

参加者負担金等
特別管理産業廃棄物管理業務を適
正に遂行するための必要な知識及
び技能を修得する

特別管理産業廃棄物管理
責任者に関する講習会

受講料12,000円
(財)日本産業廃棄物処理振興
センター

12 12 12

教育
委員会

学校施設課
埼玉県公立学校施設整備期
成同盟会負担金

参加者負担金等
埼玉県内の公立学校施設整備の促
進を図る

公立学校施設整備促進の
ための請願及び陳情、調
査、研究及び世論の喚起

(児童生徒数103,066名×
0.7)+(学校数167校×
70)=83,836円≒83,000円

埼玉県公立学校施設整備期成
同盟会

83 84 83

教育
委員会

学校施設課
全国施設主管課長協議会負
担金

参加者負担金等 公立学校施設の整備促進を図る
情報の交換、公立学校施
設に関する調査研究等

分担金5,000円 全国施設主管課長協議会 5 7 5

教育
委員会

学校施設課
全国公立学校建築技術協議
会負担金

参加者負担金等
技術の向上を図り、学校施設の質
的整備に寄与する

業務の進歩改善に関する
調査研究、学校施設の質
的向上に関する施策

年額15,000円 全国公立学校建築技術協議会 15 15 15

教育
委員会

学校施設課 廃棄物管理者講習会負担金 参加者負担金等

特別管理産業廃棄物に係る管理全
般にわたる業務を適正に遂行する
ための必要な知識及び技能を修得
する

特別管理産業廃棄物管理
責任者に関する講習会

受講料12,000円×25名
=300,000円

(財)日本産業廃棄物処理振興
センター

300 396 180

教育
委員会

教職員課
政令指定都市小学校長会研
究協議会負担金

年会費等 年会費等 年会費等 一都市一律50,000円
政令指定都市小学校長会研究
協議会

50 50 50
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

教育
委員会

教職員課
十五大都市中学校長会連絡
協議会負担金

年会費等 年会費等 年会費等 一都市一律50,000円
十五大都市中学校長会連絡協
議会

50 50 50

教育
委員会

教職員課
政令指定都市学校事務職員
研究協議会負担金

年会費等 年会費等 年会費等 一都市一律5,000円
政令指定都市学校事務職員研
究協議会

5 5 5

教育
委員会

指導１課
語学指導助手受入活用連絡
協議会政令市負担金

参加者負担金等
県及び市町村教育委員会にＡＬＴ
を配置するＪＥＴプログラムの円
滑な推進を図る

ＪＥＴプログラムの研修
の補助

5,000円×1政令市=5,000円
埼玉県語学指導助手受入活用
連絡協議会

0 5 0

教育
委員会

指導１課
埼玉県児童生徒美術展さい
たま市地区展負担金

参加者負担金等
図工･美術指導の充実、指導力の
向上を図る

県美術展さいたま市地区
児童生徒美術展の運営の
経費

2,500円×160校=400,000円
県美術展さいたま市地区児童
生徒美術展実施委員会

400 480 480

教育
委員会

指導１課 埼玉県吹奏楽連盟負担金 参加者負担金等
吹奏楽の普及振興を図り、音楽文
化の向上に寄与

吹奏楽の普及振興のため
の経費

中学校10,000円×57校+小学
校5,000円×14校=640,000円

埼玉県吹奏楽連盟 640 635 635

教育
委員会

指導１課
埼玉県小学校管楽器教育研
究会会費負担金

参加者負担金等
小学校管楽器教室の推進･相互発
展

小学校管楽器教室の運営
に係る経費

2,000円×53校=106,000円
埼玉県小学校管楽器教育研究
会

106 104 104

教育
委員会

指導１課
埼玉県図書館協会会費負担
金

参加者負担金等 埼玉県図書館協会会費 埼玉県図書館協会会費 500円×160校=80,000円 埼玉県図書館協会 80 80 80

教育
委員会

指導１課
埼玉県統計教育研究協議会
負担金

参加者負担金等 統計教育の推進
統計教育の推進に係る経
費

1,000円×160校=160,000円 埼玉県統計教育研究協議会 160 159 159

教育
委員会

指導１課
さいたま市児童生徒科学教
育振興展覧会負担金

参加者負担金等
科学教育の振興及び県中央展出展
作品の選考

科学教育の振興及び県中
央展出展作品の選考にか
かる経費

1,200円×160校=192,000円
さいたま市教育研究会理科専
門部

192 191 191

教育
委員会

指導１課
埼玉県科学教育振興展覧会
負担金

参加者負担金等
児童生徒の科学的研究物の展示や
科学教育の振興

児童生徒の科学的研究物
の展示等に係る経費

負担金28,000円 埼玉県理科教育研究会 28 28 28
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

教育
委員会

指導１課 埼玉県校外教育協会負担金 参加者負担金等
児童生徒の校外生活の充実を図る
活動の助成

児童生徒の校外生活の充
実を図る活動の助成

1,000円×162校=162,000円 (社)埼玉県校外教育協会 162 160 160

教育
委員会

指導１課
都道府県教育委員会等指導
事務主管部課長会負担金

参加者負担金等
職能の向上と市内学校教育の推
進･向上を図る

指導事務主管部課長会参
加者負担金

会費16,000円
都道府県教育委員会等指導事
務主管部課長会

16 18 0

教育
委員会

指導１課
全国学校体育研究大会参加
費

参加者負担金等 大会参加 大会参加に係る経費 5,000円×１名=5,000円
全国学校体育研究大会島根大
会実行委員会

0 5 5

教育
委員会

指導１課 埼玉県国公立幼稚園長会費 参加者負担金等
埼玉県幼稚園教育の普及刷新向上
を図る

埼玉県幼稚園教育の普及
刷新に係る経費

10,000円×１園=10,000円 埼玉県国公立幼稚園長会 10 10 10

教育
委員会

指導１課
全国国公立幼稚園長会負担
金

参加者負担金等 全国幼稚園教育の普及刷新を図る
全国幼稚園教育の普及刷
新に係る経費

均等割:4,000円+園児数割35
円×90名=7,150円

埼玉県国公立幼稚園長会 8 7 6

教育
委員会

指導１課
埼玉県国公立幼稚園主任会
費

参加者負担金等 主任の力量と資質の向上を図る
埼玉県国公立幼稚園主任
会の運営に係る経費

5,000円×１園=5,000円 埼玉県国公立幼稚園主任会 0 5 5

教育
委員会

指導１課
埼玉県国公立幼稚園教育研
究会費

参加者負担金等
埼玉県国公立幼稚園教育の充実発
展、及び教員相互の資質の向上を
図る

埼玉県国公立幼稚園教育
研究会の運営に係る経費

3,600円×５名+5,000円×１
園=23,000円

埼玉県国公立幼稚園教育研究
会

23 18 18

教育
委員会

指導１課
埼玉県産業教育振興会さい
たま支部負担金

参加者負担金等 産業教育の振興を図る
埼玉県産業教育振興会の
運営に係る経費

2,800円×162校=453,600円 埼玉県産業教育振興会 454 448 448

教育
委員会

指導１課
全国産業教育主管課長連絡
会負担金

参加者負担金等 産業教育の振興を図る
埼玉県産業教育振興会の
運営に係る経費

4,000円×１名=4,000円 埼玉県産業教育振興会 4 4 4

教育
委員会

指導１課
埼玉県中学校体育連盟支部
負担金

上部団体負担金
埼玉県中学校体育連盟の円滑な運
営

埼玉県中学校体育連盟の
事業費

市内生徒割:(学校基本調査
数)90円×32,000名
=2,880,000円

埼玉県中学校体育連盟 2,880 2,839 2,851
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

教育
委員会

指導１課
埼玉県小学校体育連盟支部
負担金

上部団体負担金
埼玉県小学校体育連盟の円滑な運
営

埼玉県小学校体育連盟の
事業費

103校×600円+児童数(67,500
名)×２円=196,800円

埼玉県小学校体育連盟 197 196 196

教育
委員会

指導２課
埼玉県定時制教育及び通信
制教育振興会市町村負担金

埼玉県定時制教育及び
通信制教育振興会規約

勤労青少年教育の振興
生活体験発表、体育大会
助成、進路対策など

さいたま市在住定時制通信制
生徒数×200円

埼玉県定時制教育通信教育振
興会

353 354 353

教育
委員会

指導２課
埼玉県立宮代特別支援学校
教育振興会会費

埼玉県立宮代特別支援
学校教育振興会会則

啓蒙普及、教育環境整備等への側
面的援助、協力を通じて肢体不自
由教育の充実振興に寄与する

会則規程による 3,000円×45名=135,000円
埼玉県立宮代特別支援学校教
育振興会会長

0 135 135

教育
委員会

指導２課
埼玉県立岩槻特別支援学校
教育後援会会費

埼玉県立岩槻特別支援
学校教育後援会会則

教育の充実に寄与するとともに、
子供の健康増進に関する知識の理
解と普及に貢献する

会則規定による 3,000円×17名=51,000円
埼玉県立岩槻特別支援学校教
育後援会

0 51 51

教育
委員会

指導２課
埼玉県立蓮田特別支援学校
後援会会費

埼玉県立蓮田特別支援
学校教育後援会会則

病弱、虚弱教育についての啓蒙普
及、及び教育活動･教育環境の整
備等への側面的援助･協力を通じ
て充実、振興に寄与する

会則規程による 3,000円×６名=18,000円
埼玉県立蓮田特別支援学校後
援会

0 18 18

教育
委員会

指導２課
埼玉県立大宮北特別支援学
校教育振興会会費

埼玉県立大宮北特別支
援学校教育振興会会則

教育の充実を推進するための援
助･協力を行うことを目的とする

会則規程による 3,000円×175名=525,000円
埼玉県立大宮北特別支援学校
教育振興会

0 525 525

教育
委員会

指導２課
埼玉県立浦和特別支援学校
後援会会費

埼玉県立浦和特別支援
学校教育後援会会則

教育の充実を推進するための援助
協力を行う

会則規定による 3,000円×153名=459,000円
埼玉県立浦和特別支援学校後
援会

0 459 459

教育
委員会

指導２課
埼玉県立和光特別支援学校
教育振興会負担金

埼玉県立和光特別支援
学校教育振興会会則

教育の充実を推進するための援助
協力を行う

教育諸事業の奨励及び児
童生徒の保護育成と福祉
育成と福祉増進協力等を
実施する

3,000円×35名=105,000円
埼玉県立和光特別支援学校教
育振興会

0 105 0

教育
委員会

指導２課
埼玉県立越谷特別支援学校
を支援する会会費

埼玉県立越谷特別支援
学校を支援する会規約

肢体不自由教育についての啓蒙及
び教育活動、教育環境の整備等へ
の側面的援助･協力を通じて充実
と振興を図る

会則規程による 3,000円×35名=105,000円
埼玉県立越谷特別支援学校を
支援する会

0 105 105

教育
委員会

指導２課
埼玉県立川島ひばりが丘特
別支援学校教育振興会会費

埼玉県立川島ひばりが
丘特別支援学校教育振
興会会則

教育の充実を推進するための助言
や援助を行うことを目的とする

会則規程による 3,000円×17名=51,000円
埼玉県立川島ひばりが丘特別
支援学校教育振興会

0 51 51
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

教育
委員会

指導２課
埼玉県立特別支援学校塙保
己一学園教育振興会会費

埼玉県立特別支援学校
塙保己一学園教育振興
会会則

視覚障害教育の充実を推進するた
めの援助･協力を行う

会則規程による 3,000円×12名=36,000円
埼玉県立特別支援学校塙保己
一学園教育振興会

0 36 36

教育
委員会

指導２課
全国特別支援学校肢体不自
由教育校長会会費

全国肢体不自由特別支
援学校長会会則

全国の肢体不自由特別支援学校の
有する共通の問題について研究協
議し、特別支援教育の振興を図る

会則規程による 15,000円×１校=15,000円
全国肢体不自由特別支援学校
長会

0 15 15

教育
委員会

指導２課
関東甲越地区肢体不自由教
育研究協議会学校分担金

関東甲越地区肢体不自
由教育研究協議会規約

関東甲越地区の肢体不自由特別支
援学校の有する共通の問題につい
て研究協議し、特別支援教育の振
興を図る

会則規程による 10,000円×2校=20,000円
関東甲越地区肢体不自由教育
研究協議会

20 10 10

教育
委員会

指導２課
関東甲越地区特別支援学校
肢体不自由教育校長会会費

関東甲越地区肢体不自
由特別支援学校校長会
会則

関東甲越地区の肢体不自由特別支
援学校の有する共通の問題につい
て研究協議し、特別支援教育の振
興を図る

会則規程による 4,000円×１校=4,000円
関東甲越地区肢体不自由特別
支援学校校長会

0 4 4

教育
委員会

指導２課 全国特別支援学校長会会費
全国特別支援学校長会
会則

全国の特別支援学校の有する放送
教育について研究協議し、特別支
援教育の振興を図る

会則規程による 8,000円×１校=8,000円 全国特別支援学校長会 0 8 8

教育
委員会

指導２課
全国特別支援学校肢体不自
由教育教頭会年会費

全国肢体不自由特別支
援学校教頭会会則

全国の肢体不自由特別支援学校の
有する共通の問題について研究協
議し、特別支援教育の振興を図る

会則規程による 4,500円×１校=4,500円
全国肢体不自由特別支援学校
教頭会

0 5 5

教育
委員会

指導２課
埼玉県特別支援学校長会会
費

埼玉県特別支援学校長
会会則

県内の特別支援学校の有する共通
の問題について研究協議し、特別
支援教育の振興を図る

会則規程による 5,000円×１校=5,000円 埼玉県特別支援学校長会 0 5 5

教育
委員会

指導２課
全国高等学校長協会特別支
援学校部会年会費

全国高等学校長会協会
特別支援学校部会会則

教育上の調査研究並びに特別支援
教育への世論喚起

会則規程による 2,000円×１校=2,000円
全国高等学校長会協会特別支
援学校部会

0 2 2

教育
委員会

指導２課
埼玉県立春日部特別支援学
校教育推進後援会正会員会
費

埼玉県立春日部養護学
校教育推進後援会会則

教育を充実、振興、推進するため
の援助協力を行うこと及び福祉、
啓蒙普及に寄与する

会則規定による 3,000円×57名=171,500円
埼玉県立春日部特別支援学校
教育後援会

0 171 171

教育
委員会

指導２課
全国特別支援学校長会研究
大会参加費

参加者負担金等
県内の特別支援学校の有する共通
の問題について研究協議し、特別
支援教育の振興を図る

会則規程による 1校につき3,000円 埼玉県特別支援学校長会 0 3 3
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

教育
委員会

指導２課
埼玉県産業教育振興会さい
たま支部会費

埼玉県産業教育振興会
さいたま支部会則

学校における産業教育の充実振興

学校緑化コンクール、児
童生徒発明創意くふう
展、研究委嘱事業、児童
生徒表彰

市立養護学校１校2,000円
埼玉県産業教育振興会さいた
ま支部

0 2 0

教育
委員会

指導２課
全日本特別支援教育研究連
盟分担金

全日本特別支援教育研
究連盟規約

全国の特別支援学校、特別支援学
級、通級指導教室の有する共通問
題について、研究し、特別支援教
育の推進を図る

会則規定による 300円×184学級=55,200円 埼玉県特別支援教育研究会 0 55 55

教育
委員会

指導２課
関東甲越地区特別支援学校
肢体不自由教育教頭会年会
費

関東甲越地区肢体不自
由特別支援学校教頭会
会則

関東甲越地区の肢体不自由特別支
援学校の有する共通の問題につい
て研究協議し、特別支援教育の推
進を図る

会則規定による 4,000円×1校=4,000円 さいたま市立特別支援学校 0 4 4

教育
委員会

指導２課
全国適応指導教室連絡協議
会会費

全国適応指導教室連絡
協議会規約

不登校問題の解決に寄与する

相談･指導方法、組織･運
営の在り方等に関する調
査･研究及び研究協議会の
開催

全国適応指導教室連絡協議会
負担金5,000円

全国適応指導教室連絡協議会 5 5 5

教育
委員会

指導２課
埼玉県市町村等適応指導教
室連絡協議会負担金

埼玉県市町村等適応指
導教室連絡協議会規約

不登校問題解消のため、適応指導
教室の充実を図る

適応指導教室連絡協議会
や研究協議会の開催

埼玉県適応指導教室連絡協議
会負担金5,000円

埼玉県市町村等適応指導教室
連絡協議会

0 5 5

教育
委員会

健康教育課 日本学校保健会拠出金
日本学校保健会寄付行
為による

日本学校保健会の助成等
日本学校保健会資料作
成、団体助成等

児童生徒割1.2円×児童生徒
数+均等割額

日本学校保健会 268 268 268

教育
委員会

健康教育課 埼玉県学校保健会分担金
埼玉県学校保健会会則
による

埼玉県学校保健会の助成等
埼玉県学校保健会資料作
成、表彰、大会等

児童生徒割2.5円×児童生徒
数+学校均等割3,000円×学校
数－日本学校保健会拠出金

埼玉県学校保健会 482 482 482

教育
委員会

健康教育課
指定都市学校保健協議会出
席者負担金

参加者負担金等
学校保健の目的及び事業の達成の
ため学校保健会に協力し、児童･
生徒の健康保持に資する

協議会への参加 7,000円×４名=28,000円 指定都市学校保健協議会 0 28 28

教育
委員会

健康教育課
第61回全国学校保健研究大
会参加費

参加者負担金等
学校保健の目的及び事業の達成の
ため学校保健会に協力し、児童･
生徒の健康保持に資する

研修会への参加、団体へ
の助成

6,000円×１名=6,000円
全国学校保健研究大会実行委
員会

6 6 6

教育
委員会

健康教育課
全国養護教諭研究大会出席
負担金

参加者負担金等
養護教諭の職務について研究し養
護教諭の資質を高め、学校保健の
向上に寄与する

研修会への参加、団体へ
の助成

5,000円×１名=5,000円
全国養護教諭研究大会実行委
員会

5 5 5
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

教育
委員会

健康教育課
全国学校歯科保健研究大会
出席負担金

参加者負担金等
会員の連携及び資質向上を図り、
地域住民の健康増進に寄与する

研修会への参加、団体へ
の助成

3,000円×１名=3,000円
全国歯科保健研究大会実行委
員会

3 3 3

教育
委員会

健康教育課
第44回学校安全研究大会参
加費負担金

参加者負担金等 安全教育の向上と充実を図る
研修会への参加、団体へ
の助成

2,000円×１名=2,000円 学校安全研究大会実行委員会 0 2 0

教育
委員会

健康教育課
全国学校栄養職員研究大会
参加負担金

参加者負担金等

児童･生徒の体位の向上･栄養改善
を目標とし、学校給食の栄養に関
する職務に従事する栄養士の資質
の向上を図る

研修会への参加、団体へ
の助成

6,000円×10名=60,000円
全国学校栄養職員研究大会実
行委員会事務局

60 6 6

教育
委員会

健康教育課
全国学校給食研究協議大会
参加負担金

参加者負担金等
学校給食の充実発展のための施策
に協力し、会員相互の親睦と資質
の向上を図るため

研修会への参加、団体へ
の助成

6,000円×１名=6,000円
全国学校給食研究協議大会実
行委員会事務局

6 6 5

教育
委員会

健康教育課
学校調理員研究大会参加負
担金

参加者負担金等
学校給食の充実発展のための施策
に協力し、会員相互の親睦と資質
の向上を図るため

研修会への参加、団体へ
の助成

5,000円×１名=5,000円 学校調理師研究大会事務局 5 5 5

教育
委員会

教育研究所 全国教育研究所連盟負担金
全国教育研究所連盟規
約

全国の教育研究機関相互の連絡を
緊密にし、相提携して研究調査の
進展を図り、教育の改善、進歩に
寄与する

研究成果の刊行、教育研
究発表大会の開催、機関
誌の発行、教育研究に必
要な資料の蒐集及び交
換、その他連盟の目的を
達成するために必要な事
業

連盟費(政令指定都市の設置
する機関)25,000円

全国教育研究所連盟 25 25 25

教育
委員会

教育研究所
関東地区教育研究所連盟負
担金

関東地区教育研究所連
盟規約

各教育研究機関の相互の連絡提携
を密にし、調査研究の進展をはか
り、教育の振興に寄与する

資料ならびに情報の交
換、教育研究発表会の開
催、共同研究、その他、
目的達成に必要な事項

連盟費(指定都市立の機
関)18,000円

関東地区教育研究所連盟 18 18 18

教育
委員会

教育研究所
埼玉県教育研究所連絡協議
会負担金

埼玉県教育研究所連絡
協議会規約

各教育研究機関相互の連携を密に
し、調査研究及び研修等の進展を
図り、埼玉県教育の振興に寄与す
る

調査研究に関すること、
研修に関すること、資料
及び情報の交換に関する
こと、その他、目的達成
に必要な事項

会費4,000円 埼玉県教育研究所連絡協議会 4 5 5

教育
委員会

教育研究所
指定都市教育研究所連盟負
担金

指定都市教育研究所連
盟規約

指定都市立教育研究所･教育セン
ター相互の連絡、研究調査の提
携、成果の交換を行うことによ
り、各市の教育研究調査の充実を
図る

研究資料ならびに研究成
果の交換、共同研究の推
進、研究発表会の開催、
その他必要な事業

負担金25,000円 指定都市教育研究所連盟 25 25 25
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

教育
委員会

教育研究所
都道府県指定都市教育セン
ター所長協議会負担金

都道府県指定都市教育
センター所長協議会規
約

教育センターの相互の連絡提携を
密にし、その事業に関する調査研
究を行うことにより、教育セン
ターの活動の推進と、その施設設
備の充実を促進し、もって教育の
発展に寄与する

教育センターに関する資
料の収集並びに情報の交
換、教育センターの管理
運営に関する調査研究、
教育センターの産業教
育、情報教育及び理科教
育等に関する事業の調査
研究及びその施設整備の
充実、関係行政機関等に
対する要望等

分担金42,000円
都道府県指定都市教育セン
ター所長協議会

42 42 42

教育
委員会

教育研究所
教育研究所連盟研究発表等
参加負担金

参加者負担金等
各教育研究機関相互の連携を密に
し、調査研究の充実を図り、情報
収集及び成果の交換を行う

研究協議会等 負担金37,000円 研究協議会等を主催する団体 37 15 13

教育
委員会

舘岩少年自
然の家

南会津危険物安全協会負担
金

安全協会会費

危険物の取扱管理者の向上と災害
防止に務め、会員の事業発展と社
会公共の福祉に寄与し自然の家の
充実向上を促進する

会則規程による 年会費4,000円 南会津危険物安全協会 4 4 4

教育
委員会

舘岩少年自
然の家

特殊無線技師養成課程受講
料

受講者負担金等
野外活動において安全確保をする
ため特殊無線を使用しその免許を
取得する

受講規程による 26,425円×１名=26,425円 日本無線協会東北支部 27 27 26

教育
委員会

舘岩少年自
然の家

富士見町大洞自治会費
富士見町大洞自治会会
則

地区の消防団･公民館･子供会等の
維持管理を行うとともに区内の親
睦を図り、少年自然の家の充実向
上を図る

会則規定による 年会費8,000円 赤城山大洞区 8 8 8

教育
委員会

舘岩少年自
然の家

赤城山飲食店組合･前橋食品
衛生組合費

赤城山飲食店組合･前橋
食品衛生組合費

宿泊･飲食等を提供する施設が衛
生･管理の指導等を行うととも
に、会員相互の親睦を図る事によ
り自然の家の充実向上を促進する

組合規程による 年会費3,700円 赤城山旅館飲食店組合 4 4 4

教育
委員会

舘岩少年自
然の家

県立赤城山公園厚生･文教施
設地区除雪委員会費

除雪委員会費

県立赤城山公園厚生文教地区の道
路の除雪を行い交通の安全を確保
することにより、自然の家の管
理･運営業務が円滑に進行する

委員会規程による 年会費18,000円
県立赤城山公園厚生文教施設
地区除雪委員会

18 18 0

教育
委員会

舘岩少年自
然の家

前橋地区危険物安全協会費 危険物安全協会費

事業所の取扱管理者の向上と災害
防止に務め、会員の事業発展と社
会公共の福祉に寄与し自然の家の
充実向上を促進するため

会則規程による 年会費4,000円 前橋地区危険物安全協会 4 4 4

教育
委員会

舘岩少年自
然の家

前橋市防火管理者協会費 防火管理者協会費

危険物の防火管理者の向上と災害
防止に務め、会員の事業発展と社
会公共の福祉に寄与し自然の家の
充実向上を促進する

会則規程による 年会費10,000円 前橋地区防火管理者協会 10 10 10
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

教育
委員会

舘岩少年自
然の家

主任無線従事者講習 受講者負担金等
野外活動において安全確保をする
ため、すべての職員･利用校が無
線を利用できるようにするため

受講規程による 26,900円×１名=26,900円 日本無線協会 27 27 27

教育
委員会

舘岩少年自
然の家

「あかぎナチュラルドリー
ム」受講者負担金

受講者負担金等
自然体験活動を実施する上での理
論や支援方法を学び、職員の資質
向上を図る。

受講規定による 5,000×１名=5,000円
(独)国立青少年教育振興機構
国立赤城青少年交流の家

0 0 5

教育
委員会

与野本町学
校給食セン
ター

全国学校栄養職員研究大会
出席負担金

参加者負担金等

栄養職員の資質向上を図り、食に
関する指導等を通じ心と体を育む
健康教育の推進について、研究協
議する

左記目的を達成するため
の研究･研修

6,000円×１名=6,000円
全国学校栄養職員研究大会実
行委員会

6 6 6

教育
委員会

与野本町学
校給食セン
ター

県南学校給食センター連絡
協議会負担金

県南学校給食センター
連絡協議会規約

学校給食に関わる諸問題の研究及
び情報交換により学校給食セン
ターの円滑な運営を図る

所長会議の他、栄養士部
会研修等各種研修及び給
食に関わる諸問題の事例
研究や連絡調整に関わる
事業

10,000円×１センター
=10,000円

県南学校給食センター連絡協
議会

10 10 10

教育
委員会

与野本町学
校給食セン
ター

埼玉県学校給食センター研
究協議会負担金

埼玉県学校給食セン
ター連絡協議会会則

県内各学校給食センター間の連絡
を密にし、学校給食の向上を図る

ブロック別研修、所長研
修等の各種研修及びセン
ター間の連絡調整に関す
る事業

5,000円×１センター=5,000
円

埼玉県学校給食センター連絡
協議会

5 5 5

教育
委員会

与野本町学
校給食セン
ター

学校調理員研究大会参加者
負担金

参加者負担金等

調理員の資質向上及びその役割に
ついての認識向上を深め、ついて
は児童･生徒の健康と望ましい食
習慣の形成に資する

左記目的を達成するため
の研修

5,000円×１名=5,000円
学校調理師研究大会実行委員
会

5 5 5

教育
委員会

与野本町学
校給食セン
ター

特別管理産業廃棄物管理責
任者講習会参加負担金

廃棄物処理法

特別管理産業廃棄物に係る管理全
般にわたる業務を適切に遂行する
ための必要な知識と技能を習得す
る

ＰＣＢ保管管理 12,000円×１名=12,000円
与野本町学校給食センター職
員

0 12 12

教育
委員会

岩槻学校給
食センター

県南学校給食センター連絡
協議会負担金

県南学校給食センター
連絡協議会規約

学校給食に関する諸問題の研究及
び情報交換により学校給食セン
ターの円滑な運営を図る

所長会議の他、栄養士部
会研修等各種研修及び給
食に関わる諸問題の事例
研究や連絡調整に関わる
事業

10,000円×１センター
=10,000円

県南学校給食センター連絡協
議会

10 10 10

教育
委員会

岩槻学校給
食センター

埼玉県学校給食センター研
究協議会負担金

埼玉県学校給食セン
ター研究協議会会則

県内各学校給食センター間の連絡
を密にし、学校給食の向上充実を
図るため各種調査研究及び事業を
行う

ブロック別研修、所長研
修等の各種研修及びセン
ター間の連絡調整に関す
る事業

5,000円×１センター=5,000
円

埼玉県学校給食センター研究
協議会

5 5 5

教育
委員会

岩槻学校給
食センター

日本ボイラ協会埼玉支部負
担金

社団法人日本ボイラ協
会規約

ボイラー技師の資質向上及びボイ
ラー技師としての認識向上

年会費等 年会費15,000円 (社)日本ボイラ協会埼玉支部 15 15 15

- 120 -



対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

教育
委員会

浦和高等学
校

全国中高一貫教育研究会負
担金

参加者負担金等
全国の中高一貫教育について共通
の問題を協議し、中高教育の振興
を図る

中高一貫教育に係る研究
協議会･分科会･公開シン
ポジウムを開催

全国中高一貫教育研究会会費
10,000円

全国中高一貫教育研究会 10 10 10

教育
委員会

浦和高等学
校

埼玉県高等学校体育連盟加
盟団体負担金

埼玉県高等学校体育連
盟規約

高等学校の体育振興の向上を図る
目的で設置された団体で、体育･
スポーツの発展のための負担金

加盟校による負担金など
により、諸団体が開催す
る大会運営費等に充てる

在籍生徒数割(218,000円)+部
数(25部×7,000円)=393,000
円

埼玉県高等学校体育連盟 393 400 393

教育
委員会

浦和高等学
校

埼玉県高等学校文化連盟加
盟団体負担金

埼玉県高等学校文化連
盟規程

高等学校の文化部の進展を図る目
的で設置された団体で、文科系教
育の発展に寄与するための負担金

加盟校による負担金など
により、諸団体が開催す
る大会運営費等に充てる

学校規模割(65,000円)+部数
(７部×10,000円)=135,000円

埼玉県高等学校文化連盟 135 135 135

教育
委員会

浦和高等学
校

校長会負担金 参加者負担金等 参加者負担金 参加者負担金 参加費80,000円

全国高等学校長協会･同家庭
部会、全国普通科高等学校長
会、全国都市立高等学校長
会･同関東ブロック会、埼玉
県高等学校長会、埼玉県高等
学校家庭科校長会

80 80 72

教育
委員会

浦和高等学
校

教頭会負担金 参加者負担金等 参加者負担金 参加者負担金

全国高等学校教頭・副校長会
会費4,500×２名=9,000円、
埼玉県高等学校副校長・教頭
会会費3,000×２名=6,000円

全国高等学校教頭・副校長会
埼玉県高等学校副校長・教頭
会

15 15 15

教育
委員会

浦和高等学
校

事務長会負担金 参加者負担金等 参加者負担金 参加者負担金

全国公立学校事務長会会費
3,000円、関東公立高等学校
事務長会会費1,000円、埼玉
県公立学校事務長会会費
4,000円、埼玉県公立学校南
部地区事務長会会費2,000
円、政令指定都市立学校事務
長会会費1,000円、政令指定
都市立学校事務長会総会･研
究協議会参加費3,500円(高校
４校を一括して計上)

全国公立学校事務長会、関東
公立高等学校事務長会、埼玉
県公立学校事務長会、埼玉県
公立学校南部地区事務長会、
政令指定都市立学校事務長会

15 16 15

教育
委員会

浦和高等学
校

特別管理産業廃棄物管理責
任者講習会負担金

参加者負担金等
廃棄物の処理及び清掃に関する法
律に基づき、特別管理産業廃棄物
管理責任者資格取得のため

参加者負担金 12,000円×１名=12,000円
(財)日本産業廃棄物処理振興
センター

12 12 0

教育
委員会

浦和高等学
校

防災管理者講習会負担金 参加者負担金等
消防法に基づき、防災管理者資格
取得のため

参加者負担金 6,000円×１名=6,000円 (財)日本防火協会 6 7 6

教育
委員会

浦和高等学
校

自衛消防業務講習会負担金 参加者負担金等
消防法に基づき、自衛消防業務資
格取得のため

参加者負担金 35,000円×３名=105,000円
(財)日本消防設備安全セン
ター

105 120 105
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

教育
委員会

浦和南高等
学校

埼玉県高等学校体育連盟加
盟団体負担金

埼玉県高等学校体育連
盟規約

高等学校の体育振興の向上を図る
目的で設置された団体で、体育･
スポーツの発展のための負担金

加盟校による負担金など
により、諸団体が開催す
る大会運営費等に充てる

在籍生徒数割(218,000円)+部
数(26部×7,000円)=400,000
円

埼玉県高等学校体育連盟 400 400 400

教育
委員会

浦和南高等
学校

埼玉県高等学校文化連盟加
盟団体負担金

埼玉県高等学校文化連
盟規約

高等学校の文化部の進展を図る目
的で設置された団体で、文科系教
育の発展に寄与するための負担金

加盟校による負担金等に
より、諸団体が開催する
大会運営費等に充てる

学校規模割(65,000円)+部数
(８部×10,000円)=145,000円

埼玉県高等学校文化連盟 145 145 145

教育
委員会

浦和南高等
学校

高等学校校長会負担金 参加者負担金等 参加者負担金等 参加者負担金等 参加費80,000円

全国都市立高等学校長、関東
ブロック会全国高等学校長
会、全国高等学校協会、全国
普通科高等学校長会、全国都
市立高等学校長会、全国高等
学校長協会･家庭部会、埼玉
県高等学校長協会、埼玉県高
等学校家庭科校長会

80 80 69

教育
委員会

浦和南高等
学校

高等学校教頭会負担金 参加者負担金等 参加者負担金等 参加者負担金等

全国高等学校教頭会会費
4,500×２名=9,000円、県高
等学校教頭会会費3,000×２
名=6,000円

全国高等学校教頭会
埼玉県高等学校教頭会

15 15 15

教育
委員会

浦和南高等
学校

高等学校事務長会負担金 参加者負担金等 参加者負担金等 参加者負担金等

全国公立学校事務長会会費
3,000円、関東公立高等学校
事務長会会費1,000円、埼玉
県公立学校事務長会会費
4,000円、埼玉県公立学校南
部地区事務長会会費2,000
円、政令指定都市市立学校事
務長会会費1,000円

全国公立学校事務長会、関東
公立高等学校事務長会、埼玉
県公立学校事務長会、埼玉県
公立学校南部地区事務長、政
令指定都市市立学校事務長会

11 12 11

教育
委員会

大宮北高等
学校

埼玉県高等学校体育連盟加
盟団体負担金

埼玉県高等学校体育連
盟規約

高等学校の体育振興の向上を図る
目的で設置された団体で、体育･
スポーツの発展のための負担金

加盟校による負担金など
により、諸団体が開催す
る大会運営費等に充てる

在籍生徒数割(218,000円)+部
数(28部×7,000円)=414,000
円

埼玉県高等学校体育連盟 414 400 400

教育
委員会

大宮北高等
学校

埼玉県高等学校文化連盟加
盟団体負担金

埼玉県高等学校文化連
盟規程

高等学校の文化部の進展を図る目
的で設置された団体で、文科系教
育の発展に寄与するための負担金

加盟校による負担金等に
より、諸団体が開催する
大会運営費等に充てる

学校規模割(65,000円)+部数
(６部×10,000円)=125,000円

埼玉県高等学校文化連盟 125 125 125

教育
委員会

大宮北高等
学校

高等学校校長会負担金 参加者負担金等 参加者負担金等 参加者負担金等 参加費80,000円

全国都市立高等学校長会、全
国都市立高等学校長会･関東
ブロック会、全国高等学校長
協会、全国高等学校長協会･
家庭部会、埼玉県高等学校長
協会、埼玉県高等学校家庭科
校長会

80 80 67

教育
委員会

大宮北高等
学校

高等学校教頭会負担金 参加者負担金等 参加者負担金等 参加者負担金等

全国高等学校教頭会会費
4,500円×２名=9,000円、埼
玉県高等学校教頭会会費
3,000円×２名=6,000円

全国高等学校教頭･副校長
会、埼玉県高等学校教頭･副
校長会

15 15 15
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

教育
委員会

大宮北高等
学校

高等学校事務長会負担金 参加者負担金等 参加者負担金等 参加者負担金等

全国公立学校事務長会会費
3,000円、関東公立高等学校
事務長会会費1,000円、埼玉
県公立学校事務長会会費
4,000円、埼玉県公立学校南
部地区事務長会会費2,000
円、政令指定都市市立学校事
務長会会費1,000円

全国公立学校事務長会、関東
公立高等学校事務長会、埼玉
県公立学校事務長会、埼玉県
公立学校南部地区事務長会、
政令指定都市立事務長会

11 12 11

教育
委員会

大宮西高等
学校

埼玉県高等学校体育連盟負
担金

埼玉県高等学校体育連
盟規約

高等学校の体育振興の向上を図る
目的で設置された団体であり、体
育･スポーツの発展のための負担
金

加盟校による負担金など
により、諸団体が開催す
る大会運営費等に充てる

在籍生徒数割(218,000円)+部
数(23部×7,000円)=379,000
円

埼玉県高等学校体育連盟 379 379 365

教育
委員会

大宮西高等
学校

埼玉県高等学校文化連盟負
担金

埼玉県高等学校文化連
盟規約

高等学校の文化部の進展を図る目
的で設置された団体であり、文科
系教育の発展に寄与するための負
担金

加盟校による負担金等に
より、諸団体が開催する
大会運営費等に充てる

学校規模割(65,000円)+部数
(７部×10,000円)=135,000円

埼玉県高等学校文化連盟 135 135 125

教育
委員会

大宮西高等
学校

高等学校長会負担金 参加者負担金等 参加者負担金等 参加者負担金等 参加費80,000円

全国都市立高等学校長会，全
国都市立高等学校長会･関東
ブロック会，全国高等学校協
会，全国普通科高等学校長
会，全国高等学校長協会･家
庭部会，埼玉県高等学校長協
会，埼玉県都市立高等学校長
会，埼玉県高等学校家庭科校
長会

80 80 80

教育
委員会

大宮西高等
学校

高等学校教頭会負担金 参加者負担金等 参加者負担金等 参加者負担金等

全国高等学校教頭会会費
4,500円×２名=9,000円、県
高等学校教頭会会費3,000円
×２名=6,000円

全国高等学校教頭会
埼玉県高等学校教頭会

15 15 15

教育
委員会

大宮西高等
学校

高等学校事務長会負担金 参加者負担金等 参加者負担金等 参加者負担金等

全国公立学校事務長会会費
3,000円、関東公立高等学校
事務長会会費1,000円、埼玉
県公立学校事務長会会費
4,000円、埼玉県公立学校南
部地区事務長会会費2,000
円、政令指定都市市立学校事
務長会会費1,000円

全国公立学校事務長会･関東
公立高等学校事務長会･埼玉
県公立学校事務長会･埼玉県
公立学校南部地区事務長･政
令指定都市市立学校事務長会

11 12 11

教育
委員会

大宮西高等
学校

特別管理産業廃棄物管理責
任者講習会負担金

参加者負担金等
特別管理産業廃棄物管理業務を適
正に遂行するための必要な知識及
び技能を修得する

特別管理産業廃棄物管理
責任者に関する講習会

受講料12,000円
(財)日本産業廃棄物処理振興
センター

12 12 12

教育
委員会

生涯学習振
興課

全国文学館協議会負担金 年会費
全国文学館との連携による研究協
議を図り、文学活動の振興に寄与
する

総会、研究会等 年会費20,000円 全国文学館協議会 20 20 20
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

教育
委員会

生涯学習振
興課

全国社会教育委員連合負担
金

年会費
全国の社会教育関係者との連携･
協力を図り、社会教育の振興に寄
与する

全国社会教育委員連合に
関する事業

都道府県及び政令指定都市
70,000円

全国社会教育委員連合会 70 70 70

教育
委員会

生涯学習振
興課

全国社会教育研究大会負担
金

参加者負担金等
全国の社会教育関係者が、各地域
の活動の成果や課題について話し
合い、研究協議する

全国社会教育研究大会 5,000円×２名=10,000円
全国社会教育研究大会実行委
員会

10 10 10

教育
委員会

生涯学習振
興課

関東甲信越静社会教育研究
大会負担金

参加者負担金等
関東甲信越静の社会教育関係者
が、各地域の活動の成果や課題に
ついて話し合い、研究協議する

関東甲信越静社会教育研
究大会

4,000円×２名=8,000円
関東甲信越静社会教育研究大
会実行委員会

0 8 7

教育
委員会

生涯学習振
興課

指定都市社会教育主管課長
会議負担金

参加者負担金等
指定都市の社会教育主管課長が、
各地域の活動の成果や課題につい
て話し合い、研究協議する

指定都市社会教育主管課
長会議

3,000円×１名=3,000円
指定都市社会教育主管課長会
議事務局

3 6 6

教育
委員会

生涯学習振
興課

指定都市社会教育委員連絡
協議会負担金

参加者負担金等
指定都市の社会教育委員及び担当
者が、各地域の活動の成果や課題
について話し合い、研究協議する

指定都市社会教育委員連
絡協議会

3,000円×２名=6,000円
指定都市社会教育委員連絡協
議会

6 9 6

教育
委員会

生涯学習振
興課人権教
育推進室

部落解放北足立郡協議会定
期大会参加負担金

参加者負担金等
部落解放北足立郡協議会定期大会
参加負担金

定期大会(研修会)に関す
る事業

3,000円×１名=3,000円 部落解放北足立郡協議会 3 3 3

教育
委員会

生涯学習振
興課人権教
育推進室

地域人権問題全国研究集会
参加負担金

参加者負担金等
人権問題早期解決のため、全国地
域人権運動総連合主催の全国研究
集会への参加

地域人権問題全国研究集
会に関する事業

4,000円×１名=4,000円 全国地域人権運動総連合 4 4 4

教育
委員会

生涯学習振
興課人権教
育推進室

埼玉県人権教育研究集会参
加負担金

参加者負担金等
人権問題早期解決のための研究集
会参加

研究集会に関する事業 2,500円×２名=5,000円
埼玉県人権教育研究集会実行
委員会

5 5 5

教育
委員会

生涯学習振
興課人権教
育推進室

人権政策フォーラム埼玉県
知事要請行動参加負担金

参加者負担金等
人権問題早期解決のための研究会
参加

人権政策フォーラムに関
する事業

2,000円×１名=2,000円
部落解放･人権政策確立要求
埼玉県実行委員会

2 2 0

教育
委員会

生涯学習振
興課人権教
育推進室

埼玉人企連｢人権･同和問題
研修会｣参加負担金

参加者負担金等
人権問題早期解決のための研究会
参加

埼玉人企連｢人権･同和問
題研修会｣に関する事業

2,000円×１名=2,000円 埼玉人権啓発企業連絡会 2 2 0
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

教育
委員会

生涯学習振
興課人権教
育推進室

部落解放女性部文化祭参加
負担金

参加者負担金等
同和問題の早期解決のための部落
解放女性部文化祭への参加負担金

女性部文化祭に関する事
業

1,000円×１名=1,000円
部落解放同盟埼玉県連合会女
性部

1 1 1

教育
委員会

生涯学習振
興課人権教
育推進室

部落解放･人権政策確立要求
埼玉県実行委員会総会参加
負担金

参加者負担金等
同和問題･人権問題の早期解決の
ため、部落解放･人権政策確立要
求埼玉県実行委員会総会への参加

部落問題･人権問題解決へ
の事業

2,000円×１名=2,000円
部落解放･人権政策確立要求
埼玉県実行委員会

0 0 2

教育
委員会

生涯学習振
興課人権教
育推進室

人権教育･啓発リーダー研修
会参加負担金

参加者負担金等
同和問題の早期解決のため、埼玉
人権･同和センター主催の指導者
養成講座への参加

人権教育指導者養成講座
に関する事業

36,000円×１名=36,000円 埼玉人権･同和センター 36 36 40

教育
委員会

生涯学習振
興課人権教
育推進室

部落解放埼玉県研究集会参
加負担金

参加者負担金等
同和問題の早期解決のため、部落
解放同盟埼玉県連合会主催の埼玉
県研究集会への参加

部落解放埼玉県研究集会
に関する事業

4,000円×30名=120,000円 部落解放同盟埼玉県連合会 120 120 80

教育
委員会

生涯学習振
興課人権教
育推進室

部落解放研究全国集会参加
負担金

参加者負担金等
同和問題の早期解決のため、部落
解放同盟主催の全国研究集会への
参加

部落解放研究全国集会に
関する事業

4,000円×１名=4,000円 部落解放同盟埼玉県連合会 4 4 4

教育
委員会

生涯学習振
興課人権教
育推進室

部落解放人権啓発研究集会
参加負担金

参加者負担金等
同和問題の早期解決のため、部落
解放同盟主催の人権啓発研究集会
への参加

部落解放人権啓発研究集
会に関する事業

5,500円×１名=5,500円 部落解放同盟埼玉県連合会 6 6 0

教育
委員会

生涯学習振
興課人権教
育推進室

部落解放東日本研究集会参
加負担金

参加者負担金等
同和問題の早期解決のため、部落
解放同盟主催の東日本ブロックに
おける研究集会への参加

部落解放東日本研究集会
に関する事業

4,000円×１名=4,000円 部落解放同盟埼玉県連合会 4 4 4

教育
委員会

生涯学習振
興課人権教
育推進室

部落解放同盟埼玉県連合会
夏期講座参加負担金

参加者負担金等
同和問題の早期解決のため、部落
解放同盟埼玉県連合会主催の夏期
講座への参加

部落解放同盟埼玉県連合
会夏期講座に関する事業

15,000円×１名=15,000円 部落解放同盟埼玉県連合会 15 15 12

教育
委員会

生涯学習振
興課人権教
育推進室

部落解放同盟北足立郡協議
会総会･研修会参加負担金

参加者負担金等
同和問題の早期解決のため、部落
解放同盟北足立郡協議会主催の総
会･研修会への参加

部落解放同盟北足立郡協
議会総会･研修会に関する
事業

15,000円×１名=15,000円 部落解放同盟北足立郡協議会 15 15 15

教育
委員会

生涯学習振
興課人権教
育推進室

部落解放同盟北足立郡協議
会旗開き･研修会参加負担金

参加者負担金等
同和問題の早期解決のため、部落
解放同盟北足立郡協議会主催の旗
開き･研修会への参加

部落解放同盟北足立郡協
議会旗開き･研修会に関す
る事業

15,000円×１名=15,000円 部落解放同盟北足立郡協議会 15 15 15
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

教育
委員会

生涯学習振
興課人権教
育推進室

部落解放北足立郡協議会第
１回研修会参加負担金

参加者負担金等
同和問題の早期解決のため、部落
解放北足立郡協議会主催の第１回
研修会への参加

部落解放北足立郡協議会
第１回研修会に関する事
業

15,000円×１名=15,000円 部落解放北足立郡協議会 15 15 12

教育
委員会

生涯学習振
興課人権教
育推進室

部落解放正統派埼玉県連合
会啓発研修会参加負担金

参加者負担金等
同和問題の早期解決のため、部落
解放正統派埼玉県連合会主催の啓
発研修会への参加

部落解放正統派埼玉県連
合会啓発研修会に関する
事業

15,000円×１名=15,000円 部落解放正統派埼玉県連合会 15 15 13

教育
委員会

生涯学習振
興課人権教
育推進室

部落解放正統派埼玉県連合
会第１回研修会参加負担金

参加者負担金等
同和問題の早期解決のため、部落
解放正統派埼玉県連合会主催の第
１回研修会への参加

部落解放正統派埼玉県連
合会第１回研修会に関す
る事業

15,000円×１名=15,000円 部落解放正統派埼玉県連合会 15 15 13

教育
委員会

生涯学習振
興課人権教
育推進室

部落解放愛する会埼玉県連
合会第１回研修会参加負担
金

参加者負担金等
同和問題の早期解決のため、部落
解放愛する会埼玉県連合会主催の
第１回研修会への参加

部落解放愛する会埼玉県
連合会第１回研修会に関
する事業

15,000円×１名=15,000円
部落解放愛する会埼玉県連合
会

15 15 11

教育
委員会

生涯学習振
興課人権教
育推進室

部落解放北足立郡協議会研
修会参加負担金

参加者負担金等
同和問題の早期解決のため、部落
解放北足立郡協議会への研修会へ
の参加

部落解放北足立郡協議会
研修会に関する事業

3,000円×10名×２回=60,000
円

部落解放北足立郡協議会 60 60 24

教育
委員会

生涯学習振
興課人権教
育推進室

部落解放関東女性集会参加
負担金

参加者負担金等

部落解放と男女平等社会実現をめ
ざし、人権運動を進めるため部落
解放同盟関東甲信越地方協議会主
催の女性集会への参加

部落解放関東女性集会に
関する事業

3,000円×１名=3,000円 部落解放同盟埼玉県連合会 3 3 3

教育
委員会

生涯学習振
興課人権教
育推進室

新任人権担当者研修会参加
負担金

新任人権担当者研修会
参加負担金

新任人権担当者研修会への参加 新任人権担当者研修事業
負担金12,000円×２名
=24,000円

埼玉人権･同和センター 0 0 24

教育
委員会

生涯学習振
興課人権教
育推進室

｢豊かな人権教育の創造｣実
践交流会参加費

参加負担金等
国･地方自治体･教育行政職員が一
同に会し、教育における人権課題
の解決に向けて研究協議を行う

全国人権教育研究協議会
に関する事業

2,000円×１名=2,000円 全国人権教育研究協議会 0 0 2

教育
委員会

文化財保護
課

全国史跡整備市町村協議会
負担金

全国史跡整備市町村協
議会規約

文化財保護行政の進展と向上を図
る

総会、研修、研究会等 市負担金40,000円 全国史跡整備市町村協議会 40 40 40

教育
委員会

文化財保護
課

全国史跡整備市町村協議会
関東地区負担金

全史協関東地区協議会
規約

文化財保護行政の進展と向上を図
る

総会、研修、研究会等 市負担金10,000円 全史協関東地区協議会 10 10 10
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

教育
委員会

文化財保護
課

全国史跡整備市町村協議会
大会参加費

参加者負担金等
文化財保護行政の進展と向上を図
る

総会、研修、研究会等
エクスカーション参加費
10,000円

全国史跡整備市町村協議会 10 10 0

教育
委員会

文化財保護
課

埼玉県文化財保護協会負担
金

埼玉県文化財保護協会
会則

文化財保護行政の進展と向上を図
る

総会、研修、研究会等
人口割(人口100万人以
上):100,000円

埼玉県文化財保護協会 100 100 100

教育
委員会

文化財保護
課

関東甲信越静地区埋蔵文化
財行政担当者会議参加費

参加者負担金等
文化財保護行政の進展と向上を図
る

総会、研修、研究会等 4,000円×１名=4,000円
関東甲信越静地区埋蔵文化財
行政担当者会議事務局

4 4 0

教育
委員会

文化財保護
課

全国都道府県･指定都市文
化･文化財行政主管課長協議
会負担金

全国都道府県･指定都市
文化･文化財行政主管課
長協議会規約

文化財保護行政の進展と向上を図
る

総会、研修、研究会等 負担金20,000円
全国都道府県･指定都市文化･
文化財行政主管課長協議会

20 20 0

教育
委員会

文化財保護
課

指定都市文化行政主管者協
議会負担金

参加者負担金等
文化財保護行政の進展と向上を図
る

総会、研修、研究会等 3,000円×２名=6,000円
指定都市文化行政主管者協議
会

6 6 5

教育
委員会

文化財保護
課

特別管理産業廃棄物管理責
任者講習会負担金

参加者負担金等
廃棄物処理法に基づき、特別管理
産業廃棄物管理責任者資格取得の
ため

参加者負担金 12,000円×１名=12,000円
(財)日本産業廃棄物処理振興
センター

0 12 12

教育
委員会

青少年宇宙
科学館

指定都市科学館連絡会議参
加費

参加者負担金等

指定都市科学館の諸問題につい
て、意見及び情報の交換を行うと
ともに親睦を図り、その円滑なる
運営に資する

指定都市科学館連絡会議 12,000円×２名=24,000円 指定都市科学館連絡会議 24 12 0

教育
委員会

青少年宇宙
科学館

サイエンスショーフェス
ティバル参加費

参加者負担金等
全国の科学館で実施されているサ
イエンスショーに携わる職員相互
の情報交換

サイエンスショーフェス
ティバル

4,000円×１名=4,000円 (財)日立市科学文化情報財団 4 3 4

教育
委員会

青少年宇宙
科学館

日本プラネタリウム協議会
参加費

参加者負担金等
プラネタリウムによる天文学の進
歩、普及のために行う研究及び連
絡

日本プラネタリウム協議
会

5,000円×１名=5,000円 日本プラネタリウム協議会 5 5 5

教育
委員会

青少年宇宙
科学館

日本プラネタリウム協議会
負担金

日本プラネタリウム協
議会規約

プラネタリウムによる天文学の進
歩、普及に寄与する

日本プラネタリウム協議
会

会費10,000円 日本プラネタリウム協議会 10 10 10
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

教育
委員会

青少年宇宙
科学館

防火管理者講習会負担金 参加者負担金等
消防法に基づき、防火管理者資格
取得のため

参加者負担金 6,000円×１名=6,000円 (財)日本防火協会 6 6 5

教育
委員会

博物館 日本博物館協会年会費 日本博物館協会規約 博物館事業の振興を図る 総会、研修、研究会等 会費30,000円 (財)日本博物館協会 30 30 30

教育
委員会

博物館 関東地区博物館協会年会費
関東地区博物館協会規
約

博物館事業の振興を図る 総会、研修、研究会等
職員10名以上の館園
会費10,000円

関東地区博物館協会 10 7 10

教育
委員会

博物館
埼玉県博物館連絡協議会年
会費

埼玉県博物館連絡協議
会会則

会員相互の連絡及び博物館事業の
振興を図る

総会、研修、研究会等
職員11名以上の館園
会費21,000円

埼玉県博物館連絡協議会 21 21 21

教育
委員会

博物館 研修受講料 参加者負担金等
博物館職員の資質･能力向上によ
り博物館事業の充実を図る

総会、研修、研究会等 受講料7,000円 研修等実施機関 7 7 1

教育
委員会

博物館
防火管理者講習会参加負担
金(民家園)

消防法施行令第３条第
１項

防火管理者講習会参加負担金 講習会
甲種防火管理講習
6,000円×１名=6,000円

(財)日本防火協会 0 6 6

教育
委員会

うらわ美術
館

防虫･防菌講習会出席者負担
金

参加者負担金等
文化財の虫菌害防除の知識を深
め、美術館の管理運営に役立てる
ため

実務講習会 28,000円×１回=28,000円 (財)文化財虫害研究所 28 28 28

教育
委員会

うらわ美術
館

埼玉県博物館連絡協議会負
担金

埼玉県博物館連絡協議
会会則第５条

埼玉県内各館相互の連絡を密に
し、博物館事業の振興を図る

総会･理事会等の開催、情
報の交換

年会費14,000円 埼玉県博物館連絡協議会 14 14 14

教育
委員会

うらわ美術
館

全国美術館会議負担金
全国美術館会議規約第5
条

全国の美術館相互の連絡、提携を
図る

美術に関する協議会、研
究会等の開催

年会費30,000円 全国美術館会議 30 30 30

教育
委員会

うらわ美術
館

全国美術館会議総会負担金 参加者負担金等
美術館相互の連携、情報の交換を
図る

総会出席 3,000円×１名=3,000円 全国美術館会議 3 3 3
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

教育
委員会

生涯学習総
合センター

防火管理者資格取得講習会
負担金

参加者負担金等
施設に置かなければならない防火
管理者の資格を取得する

生涯学習総合センターの
施設維持管理及び事業費
等に係る経費

新規資格取得受講料6,000円
×15名=90,000円、再講習受
講料5,000円×10名=50,000円

(財)日本防火協会 140 140 125

教育
委員会

生涯学習総
合センター

特別管理産業廃棄物管理責
任者講習会参加負担金

参加者負担金等
尾間木公民館に保管しているＰＣ
Ｂの管理をする資格を取得するた
めの講習会参加負担金

地区公民館(尾間木公民
館)の施設管理及び事業費
等に係る経費

12,000円×１名=12,000円
(財)日本産業廃棄物処理振興
センター

12 12 0

教育
委員会

生涯学習総
合センター

危険物取扱者試験準備講習
会負担金

参加者負担金

一定数量以上の危険物を貯蔵し、
又は取扱う石油貯蔵タンク等の施
設には危険物取扱者をおかねけれ
ばならないため

地区公民館(上落合公民
館)の施設管理及び事業費
等に係る経費

6,700円×１名=6,700円
(社)埼玉県危険物安全協会連
合会

7 0 0

教育
委員会

生涯学習総
合センター

危険物取扱者試験受験料負
担金

参加者負担金

一定数量以上の危険物を貯蔵し、
又は取扱う石油貯蔵タンク等の施
設には危険物取扱者をおかねけれ
ばならないため

地区公民館(岩槻南部公民
館)の施設管理及び事業費
等に係る経費

6,200円×１名=6,200円
（受験料・登録料）

(財)消防試験研究センター埼
玉県支部

7 0 0

教育
委員会

中央図書館
管理課

日本図書館協会負担金 年会費負担金等 日本図書館協会施設会員として 日本図書館協会 年会費50,000円 日本図書館協会 50 50 50

教育
委員会

中央図書館
管理課

日本図書館研究会負担金 年会費負担金等 日本図書館研究会施設会員として 日本図書館研究会 年会費8,500円 日本図書館研究会 9 9 9

教育
委員会

中央図書館
管理課

埼玉県図書館協会負担金 年会費負担金等 埼玉県図書館協会施設会員として 埼玉県図書館協会 年会費70,000円 埼玉県図書館協会 70 70 70

教育
委員会

中央図書館
管理課

ないーぶネット研修会参加
負担金

参加者負担金等
障害者サービスに関する理解を深
め、資質の向上を図る

参加者負担金 8,000円×１名=8,000円
全国視聴覚障害者情報提供施
設協会

8 8 6

教育
委員会

中央図書館
管理課

障害者サービス担当職員養
成講座参加負担金

参加者負担金等
障害者サービスに関する理解を深
め、資質の向上を図る

参加者負担金 10,000円×１名=10,000円 日本図書館協会 10 10 10

教育
委員会

中央図書館
管理課

日本文芸家協会会費(大宮図
書館)

日本文芸家協会定款
大西民子の著作権がさいたま市に
あることをしらしめる

大西民子著作権の管理(著
作物の使用申請受付･許諾
等)事業

年会費3,000円 日本文芸家協会 3 3 3
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

教育
委員会

中央図書館
管理課

指定都市立図書館長会議参
加負担金

参加者負担金等 政令指定都市立図書館長会議出席 参加者負担金 6,000円×１名=6,000円
指定都市立図書館長会議開催
市事務局

6 6 6

教育
委員会

中央図書館
管理課

児童図書館員養成講座参加
負担金

参加者負担金等
児童担当図書館職員としての資質
の向上を図る

参加者負担金 40,000円×１名=40,000円 日本図書館協会 40 40 40

教育
委員会

中央図書館
管理課

全国図書館大会参加負担金 参加者負担金等
図書館職員としての資質の向上を
図る

参加者負担金 7,000円×１名=7,000円 日本図書館協会 0 7 3

議会局 秘書課 関東市議会議長会負担金 関東市議会議長会会則
協同して地方自治の確立と都市の
興隆発展を図る

出席者負担金
宿泊負担金

出席者負担金7,000円×１名
×５回=35,000円
宿泊負担金10,000円×２名×
３回=60,000円

関東市議会議長会 95 95 75

議会局 秘書課 関東市議会議長会負担金 関東市議会議長会会則
議会事務に関係する特別講演を聞
いたり会員との情報交換を通して
議会局職員の資質向上を図る

出席者負担金
出席者負担金2,000円×２名
=4,000円

関東市議会議長会 4 4 4

議会局 秘書課
埼玉県市議会職員研修会出
席者負担金

埼玉県市議会議長会会
則

諸会議･研修会出席負担金 諸会議･研修会
出席者負担金6,000円×２名
=12,000円

埼玉県市議会議長会 0 12 0

議会局 秘書課
指定都市議長会出席者負担
金

指定都市議長会申し合
せ事項

地方自治の本旨に則り、政令指定
都市市政に関する諸般の事項を調
査研究し、各都市の発展を図る

出席者負担金
出席者負担金10,000円×２名
×２回=40,000円

指定都市議長会 40 40 40

議会局 秘書課
都道府県庁所在都市議長会
出席者負担金

都道府県庁所在都市議
長会規約

会員市が連絡協調をはかり、市政
の円滑なる運営と進展に資すると
ともに、共通する地方自治の課題
を協議し、その解決を図る

出席者負担金 出席者負担金8,000円 都道府県庁所在都市議長会 8 8 8

議会局 秘書課
埼玉県都市財政研究会第三
区視察参加者負担金

埼玉県都市財政研究会
会則

昭和29年以降市制を施行した市の
財政その他について研究し、各市
相互の発展に資する

参加者負担金 参加者負担金10,000円
埼玉県都市財政研究会(第三
区)

10 10 10

議会局 秘書課 諸会議･研修会出席等負担金 参加者負担金等

基本的な秘書実務を学んだり、他
市職員との情報交換をして資質の
向上を図る
議会広報紙作成の技法を学び、資
質の向上を図る

参加者負担金
31,000円×１名=31,000円
1,500円×２名×２回=6,000
円

(一社)日本経営協会
埼玉県町村議会議長会

37 37 30
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

議会局 秘書課 広報研修会参加者負担金 参加者負担金等
市民に親しまれ、わかりやすい広
報紙作成のための技法を学び、資
質の向上を図る

参加者負担金 30,450円×１名=30,450円 (一社)日本経営協会 31 31 0

議会局 秘書課 全国市議会議長会負担金 全国市議会議長会会則
地方自治の本旨に沿い、都市の興
隆発展を図る

年会費
均等割:340,000円
人口割(100万人以
上):2,868,000円

全国市議会議長会 3,208 3,208 3,208

議会局 秘書課 関東市議会議長会負担金 関東市議会議長会会則
協同して地方自治の確立と都市の
興隆発展を図る

各市負担金
総会事務費負担金
出席者負担金
宿泊負担金

各市負担金35,000円
総会事務費負担金12,000円
出席者負担金7,000円×１名
×５回=35,000円
宿泊負担金10,000円×１名×
３回=30,000円

関東市議会議長会 112 112 102

議会局 秘書課 埼玉県市議会議長会負担金
埼玉県市議会議長会会
則

地方自治の本旨に則り市政に関す
る諸般の事項を調査研究し、各都
市の発展に資する

年会費
均等割:100,000円
人口割:609,000円

埼玉県市議会議長会 709 705 705

議会局 秘書課
埼玉県市議会第五区議長会
負担金

埼玉県市議会第五区議
長会会則

関係市相互の連絡を密にし、議会
の円滑なる運営と各市の興隆発展
を期すると共に、親睦を図る

年会費 年会費50,000円 埼玉県市議会第五区議長会 50 50 50

議会局 秘書課 都市行政問題研究会負担金
都市行政問題研究会規
約

加盟市が資料及び情報の交換によ
り、相互の市政の発展を図る

年会費 年会費60,000円 都市行政問題研究会 60 60 60

議会局 秘書課
埼玉県都市財政研究会負担
金

埼玉県都市財政研究会
会則

昭和29年以降市制を施行した市の
財政その他について研究し、各市
相互の発展に資する

年会費 年会費40,000円 埼玉県都市財政研究会 40 40 40

議会局 秘書課
埼玉県都市財政研究会第三
区視察参加負担金

埼玉県都市財政研究会
会則

昭和29年以降市制を施行した市の
財政その他について研究し、各市
相互の発展に資する

参加市負担金
参加者負担金

参加市負担金40,000円
参加者負担金10,000円

埼玉県都市財政研究会(第三
区)

50 50 50

議会局 秘書課
指定都市議長会出席者負担
金

指定都市議長会申し合
せ事項

地方自治の本旨に則り、政令指定
都市市政に関する諸般の事項を調
査研究し、各都市の発展を図る

出席者負担金
出席者負担金10,000円×１名
×２回=20,000円

指定都市議長会 20 20 20

議会局 秘書課
全国自治体病院経営都市議
会協議会負担金

全国自治体病院経営都
市議会協議会規約

自治体病院経営都市議会の議長
が、連絡協調して自治体病院経営
の健全化を図り、自治体病院の興
隆発展に寄与する

年会費 年会費18,000円
全国自治体病院経営都市議会
協議会

18 18 18
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

議会局 秘書課
都道府県庁所在都市議長会
出席者負担金

都道府県庁所在都市議
長会規約

会員市が連絡協調を図り、市政の
円滑なる運営と進展に資するとと
もに、共通する地方自治の課題を
協議し、その解決を図る

出席者負担金 出席者負担金8,000円 都道府県庁所在都市議長会 8 8 8

議会局 総務課
全国市議会議長会研究
フォーラム負担金

参加者負担金等
地方分権の時代に即応した議会機
能の充実と活力に満ちた地域づく
りに資するため

諸会議･研修会 5,000円×13名=65,000円 全国市議会議長会 0 65 0

議会局 総務課
全国市議会議長会研究
フォーラム負担金

参加者負担金等
地方分権の時代に即応した議会機
能の充実と活力に満ちた地域づく
りに資するため

諸会議･研修会 5,000円×２名=10,000円 全国市議会議長会 0 10 0

議会局 議事課
全国議事記録議事運営事務
研修会出席者負担金

参加者負担金等
円滑で充実した議事運営を行うた
め

全国議事記録議事運営事
務研修会

15,000円×１名=15,000円 (社)日本速記協会 15 15 15

議会局 調査法制課 法務研修会参加者負担金 参加者負担金等 法務事務体制の整備･強化を図る 参加負担金 30,450円×２名=60,900円 (一社)日本経営協会 61 61 61

選挙
管理
委員会

選挙課
(財)明るい選挙推進協会分
担金

(財)明るい選挙推進協
会寄附行為第27条

国民の政治意識の向上を図るとと
もに、各種公職の選挙が明るく行
われるよう推進し、もって民主政
治の発展に寄与する

啓発活動、政治･選挙に関
する調査･研究･結果の公
表、資料の作成･配布等

都道府県及び指定都市１団体
当たり400,000円

(財)明るい選挙推進協会 400 400 400

選挙
管理
委員会

選挙課
指定都市選挙管理委員会連
合会分担金

指定都市選挙管理委員
会連合会規約第14条
指定都市選挙管理委員
会連合会規約実施上の
申し合わせ事項７

選挙事務の改善並びに選挙制度の
研究刷新を図り、指定都市選挙管
理委員会相互の密接な連携を保つ

指定都市選挙管理委員会
連合会通常会議、委員長
会議、事務局長会議、主
管課長・係長研究会議及
びブロック別検討会議

指定都市１市当たり180,000
円

指定都市選挙管理委員会連合
会

180 180 180

人事
委員会

任用調査課 採用試験研究団体賛助会費
採用試験研究団体が理
事会において定める賛
助会費の額

政令指定都市の職員にふさわしい
優秀な人材を確保するために実施
する採用試験の問題提供を受ける

職員採用試験事業 年会費1,700,000円 採用試験研究団体 1,700 1,700 1,700

人事
委員会

任用調査課
全国人事委員会連合会分担
金

全国人事委員会連合会
が総会において定める
分担金の額

人事委員会業務の円滑な遂行に
は、全国の人事委員会との連絡、
協力体制は必要不可欠である

職員採用試験事業
人事委員会勧告事業
公平審査事務事業

年会費157,000円 全国人事委員会連合会 157 157 157

人事
委員会

任用調査課
大都市人事委員会連絡協議
会分担金

大都市人事委員会連絡
協議会規約に定める分
担金の額

人事委員会業務の円滑な遂行に
は、19政令市、東京都及び特別区
の人事委員会との連絡、協力体制
は必要不可欠である

職員採用試験事業
人事委員会勧告事業
公平審査事務事業

年会費100,000円 大都市人事委員会連絡協議会 100 105 100
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

人事
委員会

任用調査課
給与実務研修会参加者負担
金

参加者負担金等
任用、給与、服務、勤務時間･休
暇制度など多岐にわたる人事委員
会の業務の制度の理解に努める

人事委員会勧告事業
14,000円×１名+10,000円×
１名=24,000円

(財)日本人事行政研究所 24 24 31

人事
委員会

任用調査課
｢給与実務の実例｣研修会参
加者負担金

参加者負担金等
任用、給与、服務、勤務時間･休
暇制度など多岐にわたる人事委員
会の業務の制度の理解に努める

人事委員会勧告事業 11,000円×１名=11,000円 (財)日本人事行政研究所 11 11 0

人事
委員会

任用調査課
職員相談員実務研修会参加
者負担金

参加者負担金等
職員の苦情相談、労働基準監督業
務の制度の理解に努める

公平審査事務事業 11,000円×１名=11,000円 (財)日本人事行政研究所 11 11 0

人事
委員会

任用調査課
｢分限処分･懲戒処分｣実務研
修会参加者負担金

参加者負担金等
職員の苦情相談、労働基準監督業
務の制度の理解に努める

公平審査事務事業 11,000円×１名=11,000円 (財)日本人事行政研究所 11 11 22

人事
委員会

任用調査課
労働基準法実務講座参加者
負担金

参加者負担金等
職員の苦情相談、労働基準監督業
務の制度の理解に努める

参加負担金 33,600円×１名=33,600円 (一社)日本経営協会 0 34 0

人事
委員会

任用調査課 法令実務講座参加者負担金 参加者負担金等
規則の制定、改正等を円滑に遂行
するため、法例文の基礎知識、解
釈等の習得に努める

参加負担金 33,600円×１名=33,600円 (一社)日本経営協会 34 34 0

人事
委員会

任用調査課
衛生管理者受験講習会参加
者負担金

参加者負担金等
職員の苦情相談、労働基準監督業
務の制度の理解に努める

公平審査事務事業 3,000円×１名=3,000円
(財)地方公務員安全衛生推進
協会

3 3 0

人事
委員会

任用調査課
服務･懲戒実務研修会参加者
負担金

参加者負担金等
任用、給与、服務、勤務時間･休
暇制度など多岐にわたる人事委員
会の業務の制度の理解に努める

公平審査事務事業 11,000円×１名=11,000円 (財)日本人事行政研究所 11 11 10

人事
委員会

任用調査課
勤務時間･休暇関係実務研修
会参加者負担金

参加者負担金等
任用、給与、服務、勤務時間･休
暇制度など多岐にわたる人事委員
会の業務の制度の理解に努める

人事委員会勧告事業 11,000円×１名=11,000円 (財)日本人事行政研究所 11 11 10

人事
委員会

任用調査課
緊急･臨時セミナー｢地方公
務員給与制度の実務｣参加者
負担金

参加者負担金等
任用、給与、服務、勤務時間･休
暇制度など多岐にわたる人事委員
会の業務の制度の理解に努める

人事委員会勧告事業 13,700円×１名=13,700円
(財)全国市町村研修財団
全国市町村国際文化研修所

0 0 14
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

平成24年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称

２　会費・研究費等の負担金 (単位:千円)

(参考）
平成23年度
決算額

人事
委員会

任用調査課
労働法学研究会「Ｈ２４年
度３６協定の締結と届出の
留意点」講聴料

参加者負担金等
任用、給与、服務、勤務時間･休
暇制度など多岐にわたる人事委員
会の業務の制度の理解に努める

人事委員会勧告事業 12,600円×１名=12,600円 (株)労働開発研究会 0 0 13

監査
事務局

監査課
全国都市監査委員会年間会
費

年会費
全国都市監査委員相互の連絡を密
にし、監査委員制度の円滑運営と
発達を図る

監査に関する調査、研
究、研修会、講習会の開
催また、監査委員制度に
関し、関係官庁そのほか
への陳情、請願、意見の
上申

均等割:12,000円
人口割(100万人以上～150万
人未満):294,000円

全国都市監査委員会 306 306 306

監査
事務局

監査課
関東都市監査委員会年間会
費

年会費
各都市との必要な監査事務の研究
と相互の綿密な連絡を図る

監査に関する調査、研究
及び資料の交換監査委
員、事務局職員の研修、
表彰

人口100万人以上200万人未満
36,000円

関東都市監査委員会 36 41 36

監査
事務局

監査課
埼玉県都市監査委員会年間
会費

年会費
各都市との必要な監査事務の研究
と相互の綿密な連絡を図る

監査に関する調査、研究
及び資料の交換監査委
員、事務局職員の研修、
表彰

均等割:17,000円
人口割(100万人以上):63,000
円

埼玉県都市監査委員会 80 80 80

監査
事務局

監査課
埼玉県中央ブロック年間会
費

年会費
各都市との必要な監査事務の研究
と相互の綿密な連絡を図る

監査に関する調査、研究
及び資料の交換監査委
員、事務局職員の研修

人口100万人以上110,000円
埼玉県中央ブロック監査委員
会

110 110 110

監査
事務局

監査課 行政管理講座等受講負担金 参加者負担金等
監査業務の理論と実務について、
専門知識を習得し、スキルアップ
を図る

参加者負担金 30,450円×４名=121,800円 (一社)日本経営協会 122 122 91

監査
事務局

監査課
全都道府県監査委員協議会
連合会講習会受講負担金

参加者負担金等
監査業務の理論と実務について、
専門知識を習得し、スキルアップ
を図る

参加者負担金 4,000円×２名=8,000円
全都道府県監査委員協議会連
合会

8 8 8

農業
委員会

農業振興課
東日本ブロック農業委員会
職員事務研究会参加者負担
金

参加者負担金等
農業委員会の日常業務の円滑な執
行及び職員の研鑽･交流を図る

参加者負担金 8,000円×２名=16,000円
東日本ブロック農業委員会職
員事務研究会

16 16 6

- 134 -



財政局 税制課 地方税電子化協議会負担金
地方税電子化協議会定
款

地方公共団体の相互協力により地
方税電子化の円滑な導入を推進す
る

地方税電子化のシステム
開発及び運営

会費1,000,000円、
電子申告システム運用負担金
2,953,000円、
次期更改準備資金951,000
円、
年金特徴システム運用分担金
2,252,000円、
国税連携システム負担金
2,824,000円、
扶養親族申告書統一様式作成
負担金59,793円

(社)地方税電子化協議会 10,040 10,132 10,252

市民･
スポーツ
文化局

文化振興課
平成22年度芸術文化くじの
持寄額に応じた分担金

平成23年度芸術文化く
じの持寄額に応じた分
担金の納入について

地域における創造的で文化的な表
現活動のための環境づくりを推進
する

地域における創造的で文
化的な表現活動のための
環境づくり等に資する事
業

分担金630,000,000円×平成
22年度販売シェア0.877％
=5,525,100円（千円単位）≒
5,525,000円

(財)地域創造 5,525 5,462 5,525

保健
福祉局

福祉総務課
埼玉県市長会特別負担金(埼
玉土建国保組合)

埼玉県市長会特別負担
金

埼玉土建国保組合に対する助成
埼玉県市長会が埼玉土建
国保組合に助成する経費

250円×21,805名=5,451,250
円

埼玉県市長会 5,451 5,414 4,961

保健
福祉局

福祉総務課
埼玉県市長会特別負担金(埼
玉県建設国保組合)

埼玉県市長会特別負担
金

埼玉県建設国保組合に対する助成
埼玉県市長会が埼玉県建
設国保組合に助成する経
費

250円×5,971名=1,492,750円 埼玉県市長会 1,493 1,455 1,263

保健
福祉局

年金医療課 老人保健医療給付費 老人保健法
医療に関する費用を保険医療機関
に支払う

老人保健制度の被保険者
の疾病治療

医療に関する費用を保険医療
機関に支払う

保険医療機関 1 7,500 176

保健
福祉局

年金医療課 老人保健医療費支給費 老人保健法
老人医療の受給対象者に対して療
養費の支給を行う

老人保健制度の被保険者
の疾病治療

老人医療の受給対象者に対し
て療養費の支給を行う

老人保健制度の被保険者 0 500 0

子ども
未来局

子育て支援
課

子育て支援センターおおみ
や(ＪＡＣＫ大宮)負担金

大宮情報文化センター
管理規約

共用部分施設管理の経費 子育て支援センター事業
共有部分の設備管理、保安警
備、清掃業務、光熱水費等

(財)さいたま市都市整備公社 6,465 7,936 7,731

環境局
大宮南部浄
化センター

環境保全協力負担金 北茨城市との協定 一般廃棄物処分場の環境保全 維持管理事業 500円×20ｔ=10,000円 北茨城市 10 10 5

経済局
見沼グリー
ンセンター

見沼代用水土地改良区組合
費

見沼代用水土地改良区
定款

農業生産の基盤及び開発を図り、
農業総生産の増大を図る

水利確保
農場面積負担金200,160円
(50,292㎡×3.98円/㎡)

見沼代用水土地改良区組合 201 201 200

都市局 計画管理課
東日本旅客鉄道(株)派遣職
員負担金

ＪＲ給与体系による

さいたま市内のＪＲ関連業務の遂
行、及び施行中の鉄道高架化の事
業にあたり、ＪＲ東日本の派遣職
員が必要なため

都心整備推進事業
1,028,000円×12か月×
1.05=12,952,800円

東日本旅客鉄道(株) 12,953 12,399 12,059

建設局 土木総務課 県債償還金負担金
埼玉県との国県道路等
に係る、県債償還金に
関する覚書

埼玉県との事務引継書に基づき県
が整備した国県道に係る県債償還
金を負担する

国県道等に係る県債償還
金負担金

さいたま市分770,000,000円
(Ｈ15-34年度で償還金負担)

埼玉県 770,000 770,000 770,000

建設局 道路計画課
南大通東線(旧与野大宮大通
線)立替施工償還金

都市計画道路与野大宮
大通線の立替施行の償
還に関する基本協定

用地の先行取得 償還金
立替施行の償還に関する基本
協定

埼玉県 35,799 35,799 35,799

３　その他負担金

平成23年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称
平成24年度
当初予算額

内容

対象者基準対象事業目的

(参考）
平成23年度
決算額

(単位:千円)

- 135 -



３　その他負担金

平成23年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称
平成24年度
当初予算額

内容

対象者基準対象事業目的

(参考）
平成23年度
決算額

(単位:千円)

消防局 消防総務課
消防団員等公務災害補償等
共済基金掛金(退職報償金)

消防団員等公務災害補
償等責任共済等に関す
る法律

５年以上在職した団員に対して、
退職に際する、消防団員退職報償
金の支給を的確に行うため
消防団員の消防活動等に係る環境
を整備するため

消防団員等公務災害補償
等共済基金掛金(退職報償
金)

消防団員割:団員定数(1,332
名)×19,200円(掛金)

消防団員等公務災害補償等共
済基金

25,575 25,575 25,574

消防局 消防総務課
消防団員等公務災害補償等
共済基金掛金(損害補償費)

消防団員等公務災害補
償等責任共済等に関す
る法律

消防団員が安心して活動に従事で
きるようにするため
防災活動等により死亡、負傷、疾
病にかかった場合、その者又は遺
族に対して損害を補償する

消防団員等公務災害補償
等共済基金掛金(損害補償
費)

①消防団員割:1,332名(団員
定数)×1,900円=2,530,800
円、②消防人口割:1,222,910
名(平成22年人口集計速報値)
×２円(掛金)=2,445,820円、
③水防人口割:1,222,910名
(平成22年人口集計速報値)×
1.5円(掛金)=1,834,365円

消防団員等公務災害補償等共
済基金

6,811 6,839 37,181

消防局 警防課
緊急消防援助隊関東ブロッ
ク合同訓練負担金

緊急消防援助隊関東ブ
ロック合同訓練埼玉県
実行委員会の示す負担
額

埼玉県開催に係る訓練経費の県内
消防本部負担金

平成24年度緊急消防援助
隊関東ブロック合同訓練

埼玉県実行委員会の示す按分
方法（本市は1,000千円）

緊急消防援助隊関東ブロック
合同訓練埼玉県実行委員会

1,000 0 0

教育
委員会

与野本町学
校給食セン
ター

学校給食物資代金振込手数
料負担金

学校給食法
学校給食費を給食センターあてに
口座振込するために必要な経費を
負担する

各学校の学校給食費管理
事務

給食提供校から給食センター
へ振込む口座振込手数料の実
額の負担額

学校給食センターから給食の
提供を受ける学校の校長

19 10 15

教育
委員会

岩槻学校給
食センター

学校給食費物資代金振込手
数料負担金

学校給食法
学校給食費を給食センターあてに
口座振込するために必要な経費を
負担する

各学校の学校給食費管理
事務

給食提供校から給食センター
へ振込む口座振込手数料の実
額の負担額

学校給食センターから給食の
提供を受ける学校の校長

11 22 19

農業
委員会

農業振興課 埼玉県農業会議負担金 埼玉県農業会議会則
農業及び農民の利益代表活動と、
行政行為の補完としての諮問機関
として活動を行う法人として設置

埼玉県農業会議拠出金

農家数割261,515円+耕地面積
割255,449円+農業委員数割
29,008円+均等割123,658円
=669,630円≒670,000円の
95％

埼玉県農業会議 637 637 637

農業
委員会

農業振興課
北足立農業委員会連絡協議
会負担金

北足立農業委員会連絡
協議会規約

市町村農業委員会相互の連携を緊
密にはかり、農業委員会の機能を
高度に発揮する北足立農業の振興
を図る

北足立農業委員会連絡協
議会負担金

均等割20,000円+農家戸数割
45,196円+耕地面積割44,811
円=110,007円≒110,000円

北足立農業委員会連絡協議会 110 117 117
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環境局 環境総務課
さいたま市環境会議事業交
付金

さいたま市環境会議事
業交付金交付要綱

市環境基本計画に掲げる望ましい
環境像の実現に向けて、市民、事
業者、市の連携、及び環境保全活
動の推進に資する事業を支援する

環境学習の推進による啓
発活動、パートナーシッ
プ及びネットワークづく
りの推進、その他環境保
全に関する活動

対象事業に要する経費 さいたま市環境会議 300 300 300

環境局
地球温暖化
対策課

さいたま市住宅用太陽光発
電設備設置補助金

さいたま市住宅用太陽
光発電設備設置補助金
交付要綱

本市におけるＣＯ２排出量第２位
の家庭部門からの排出量削減のた
め、再生可能エネルギーの普及拡
大を図る

住宅用太陽光発電設備設
置事業

１kW30,000円上限４
kW120,000円

市内に自ら居住する戸建住宅
に太陽光発電を設置する者等

0 75,000 169,456

環境局
地球温暖化
対策課

さいたま市「スマートホー
ム推進・創って減らす」機
器設置補助金

さいたま市「スマート
ホーム推進・創って減
らす」機器設置補助金
交付要綱

本市におけるＣＯ２排出量第２位
の家庭部門からの排出量削減のた
め、再生可能エネルギーの普及拡
大を図る

さいたま市「スマート
ホーム推進・創って減ら
す」機器設置補助事業

太陽光発電（上限10.5万円）
太陽熱利用・自然（3万円）
太陽熱利用・強制（5万円）
太陽光採光ｼｽﾃﾑ（5万円）ｴｺ
ｳｨﾙ（3万円）ｴﾈﾌｧｰﾑ（5万
円）蓄電池（上限20万円）
LED照明（上限5万円）地中熱
（30万円）高遮熱塗装（上限
5万円）HEMS（1万円）ｴﾈﾙｷﾞｰ
創蓄ﾌﾟﾗﾝ（10万円）太陽ﾌﾙ活
用（5万円）

市内に自ら居住する住宅に省
エネ対策を行う市民

150,000 0 0

環境局
地球温暖化
対策課

さいたま市「エネルギー
創って減らす」機器設置補
助

さいたま市「エネル
ギー　創って減らす」
機器設置補助金交付要
綱

本市におけるＣＯ２排出量第２位
の家庭部門からの排出量削減のた
め、再生可能エネルギーの普及拡
大を図る

「エネルギー　創って減
らす」機器設置促進事業

各種省エネ機器補助：補助対
象経費の5～10%（機器により
限度額あり）

市内に自ら所有する建築物に
省エネ設備等を設置する者等

0 0 4,243

環境局 環境対策課
国庫補助対象合併処理浄化
槽設置整備事業補助金

循環型社会形成推進交
付金交付要綱
さいたま市合併処理浄
化槽設置整備事業補助
金交付要綱

生活排水による公共用水域の水質
汚濁を防止する

公共下水道認可区域外で
且つ流域下水道認可区域
外に合併処理浄化槽を設
置しようとする者に補助
を行う

５人槽632,000円×15基
=9,480,000円、７人槽
714,000円×25基=17,850,000
円、10人槽848,000円×10基
=8,480,000円

補助対象地域内に10人槽以下
の浄化槽を設置しようとする
者

35,810 68,640 37,402

環境局 環境対策課
市補助対象合併処理浄化槽
設置整備事業補助金

さいたま市合併処理浄
化槽設置整備事業補助
金交付要綱

生活排水による公共用水域の水質
汚濁を防止する

公共下水道認可区域外で
且つ流域下水道認可区域
内に合併処理浄化槽を設
置しようとする者及び転
換により単独浄化槽･汲取
り便槽を撤去する者に補
助を行う

５人槽110,000円×１基
=110,000円、７人槽138,000
円×１基=138,000円、10人槽
182,000円×１基=182,000円

補助対象地域内に10人槽以下
の浄化槽を設置しようとする
者及び転換により単独処理浄
化槽･汲取り便槽を撤去する
者

0 430 0

環境局 環境対策課
さいたま市水環境保全･創造
事業交付金

水環境保全･創造事業交
付金

より良い市の水環境を再生し、守
り育てていく

河川の汚濁を防止し、水
質の浄化や水辺環境改善
等水環境の保全･創造につ
いて必要な啓発及び会員
相互の交流促進、支援等
の事業

水環境保全･創造事業に要す
る経費550,000円

河川その他の水環境の保全･
創造のために活動を行う団体
(さいたま市水環境ネット
ワーク)

550 550 550

環境局
環境未来都
市推進課

電気自動車普及促進対策補
助金

さいたま市電気自動車
普及促進対策補助金交
付要綱

地球温暖化防止･大気汚染の改善
を図る

電気自動車の導入
１台当たり、車種により
150,000円又は100,000円

電気自動車を導入する者 7,500 7,500 9,300

環境局
環境未来都
市推進課

電気自動車用充電施設整備
補助金

さいたま市電気自動車
用充電施設整備補助金
交付要綱

地球温暖化防止･大気汚染の改善
を図る

充電設備の導入

急速充電器:上限1,000,000円
(補助対象経費１/２以内)、
普通充電器:上限200,000円
(補助対象経費１/２以内)

充電設備を導入する者で一般
に開放できる場合

7,000 4,000 380

環境局
環境未来都
市推進課

低公害車普及促進対策補助
金

さいたま市低公害車普
及促進対策補助金交付
要綱

地球温暖化防止･大気汚染の改善
を図る

ＣＮＧ自動車･ハイブリッ
ドバス･トラックの導入

ＣＮＧ自動車補助対象経費の
１/４以内(幼稚園バス１/２
以内)、優良ハイブリッドバ
ス･トラックの補助対象経費
１/４以内(限度額１台
200,000円～400,000円)

ＣＮＧ自動車を導入する者
ハイブリッドのバス並びにト
ラックを導入する事業者

4,000 4,550 2,138

対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称
平成24年度
当初予算額

(参考）
平成23年度
決算額

(単位:千円)４　環境・アメニティ分野
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称
平成24年度
当初予算額

(参考）
平成23年度
決算額

(単位:千円)４　環境・アメニティ分野

環境局
資源循環政
策課

さいたま市衛生協力助成金
さいたま市衛生協力助
成金交付要綱

ごみ収集所の管理、清潔保持等に
要する経費として自治会等に交付
する

ごみ収集所の管理、清潔
保持等

18,000円×851世帯+180円×
285,120世帯=66,639,600円

助成金の交付に係る年度の前
年度において、市長に設立の
届出をし、認定を受けた団体

66,640 66,262 65,953

環境局
資源循環政
策課

リサイクル女性会議事業補
助金

さいたま市リサイクル
女性会議事業補助金交
付要綱

地域でのごみ減量の啓発、及び資
源の有効利用の推進を図る

さいたま市リサイクル女
性会議事業に要する経費

1,000,000円
さいたま市リサイクル女性会
議

1,000 1,000 1,000

環境局
廃棄物対策
課

団体資源回収運動補助金
さいたま市団体資源回
収運動補助金交付要綱

市民団体が自主的に行う資源回収
運動を通じて、団体活動の活性化
及び資源物の有効利用を図る

自治会、ＰＴＡ、子供
会、福祉団体等の非営利
の市民団体が自主的に行
う資源回収運動

５円×
15,700,000kg=78,500,000円

営利を目的としない団体で、
自治会、ＰＴＡ、子供会、福
祉団体及び市長が認めた市民
団体

78,500 78,500 72,035

環境局
廃棄物対策
課

生ごみ処理容器等購入費補
助金

さいたま市生ごみ処理
容器等購入費補助金交
付要綱

一般家庭から排出される生ごみの
減量化を図る

生ごみ処理容器等を購入
した者に対し、その購入
に係る経費の一部補助

コンポスト:4,000円×200基
=800,000円、電気式20,000円
×400基=8,000,000円

市内に住所を有し、かつ、居
住している者。ただし、当該
生ごみ処理容器等の販売を目
的とする事業者及び事業用に
使用する目的で購入した者を
除く。生ごみ処理容器等を常
に良好な状態で維持管理でき
る者。たい肥化し、又は減量
化した生ごみを適正に処理す
ることができる者

8,800 8,800 3,127

環境局
産業廃棄物
指導課

ＰＣＢ分析費用補助金
さいたま市グリーン
ニューディール基金条
例

電気機器中のＰＣＢ含有量を分析
する

保管中の電気機器等50台 １台当たり上限10,000円 市内電気機器保管等事業者 0 525 177

環境局 環境施設課
七里総合公園最終処分場対
策連絡協議会補助金

七里総合公園最終処分
場対策連絡協議会補助
金交付要綱

施設周辺環境整備等の地元住民と
の連絡協調

環境保全対策事業 協議会の運営に要する経費
七里総合公園最終処分場対策
連絡協議会

310 310 310

環境局 環境施設課
うらわフェニックス運営協
議会補助金

うらわフェニックス運
営協議会補助金交付要
綱

施設周辺環境整備等の地元住民と
の連絡協調

環境保全対策事業 協議会の運営に要する経費
うらわフェニックス運営協議
会

100 0 0

環境局
新クリーン
センター建
設準備室

新クリーンセンター四自治
会対策委員会補助金

新クリーンセンター四
自治会対策委員会補助
金交付要綱

桜区新開地区に計画している新ク
リーンセンター建設に対する地元
の理解を深め、円滑な事業の推進
を図る

新クリーンセンター四自
治会対策委員会運営費

１団体400,000円
新クリーンセンター四自治会
対策委員会

400 400 400

環境局
西部環境セ
ンター

西部環境センター対策連絡
協議会補助金

西部環境センター対策
連絡協議会補助金交付
要綱

西部環境センターの周辺住民の環
境保全と安全確保及び連絡協調

他市の環境施設等への視
察及び研修他

視察及び研修等の協議会運営
経費の一部

西部環境センター対策連絡協
議会

700 700 700

環境局
東部環境セ
ンター

東部環境センター対策連絡
協議会補助金

東部環境センター対策
連絡協議会補助金交付
要綱

東部環境センターの周辺住民との
連絡協調及び要望実現

東部環境センター対策連
絡協議会運営費

協議会の運営に要する経費
東部環境センター対策連絡協
議会

343 343 343

環境局
岩槻環境セ
ンター

岩槻環境センター地域協議
会補助金

さいたま市岩槻環境セ
ンター地域協議会補助
金交付要綱

環境センターの円滑な維持管理運
営の協力と良好な生活環境の保全
を図る

環境センターとの地域整
備に関する協議･研修会、
周辺美化活動、地域への
リサイクル･廃棄物行政に
対する啓発活動等

協議会の運営に要する経費 岩槻環境センター地域協議会 380 380 380

都市局 都市計画課
自主的景観形成推進団体助
成金

さいたま市景観形成推
進助成金交付要綱第３
条

一定の地区における優れた都市景
観の形成を自主的に推進する

都市景観事業

活動経費:１年度150,000円(1
団体につき４回を限度)
景観整備計画等の策定の経
費:１年度2,000,000円(１団
体につき助成の期間は２年度
を限度とし、合計で
2,000,000円を限度)

さいたま市景観条例第28条第
２項の推進団体

300 300 0
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称
平成24年度
当初予算額

(参考）
平成23年度
決算額

(単位:千円)４　環境・アメニティ分野

都市局 都市計画課 景観重要建造物･樹木助成金
さいたま市景観形成推
進助成金交付要綱第５
条及び第６条

景観重要建造物及び景観重要樹木
を保存することにより、良好な都
市景観の形成を図る

景観重要建造物及び景観
重要樹木の保存等

保存等に係る経費の１/２を
限度とする

景観重要建造物及び景観重要
樹木の所有者又は管理者

500 500 0

都市局
みどり推進
課

建築物緑化助成事業助成金

さいたま市みどりの街
並みづくり助成金交付
要綱
（平成24年４月１日施
行）

緑地の減少が著しい市街地等にお
いて、建築物の屋上や壁面を活用
した建築物緑化および道路に面し
た敷地を緑化する沿道緑化に要し
た経費の一部を助成し、新たな緑
の創出を図る

【屋上緑化・壁面緑化】
緑化重点地区内の建築
物、又は、、3,000㎡以上
の敷地に建てられた建築
物に新たに屋上緑化、壁
面緑化を行なう事業

【沿道緑化】
緑化重点地区内の自己の
居住の用に供する敷地に
新たに緑化を行う事業

【屋上緑化・壁面緑化】
助成基準
･屋上緑化または壁面緑化を
10㎡以上。ただし、法令(条
例を含む)で緑化を義務付け
られた建築物については、基
準の緑化率により必要とされ
る面積を除いた10㎡以上の緑
化を対象
助成金額
･20,000円/㎡×対象緑化面積
又は対象経費の２分の１の少
ない額。ただし、助成上限額
は1,000,000円
【沿道緑化】
助成基準
・1敷地に新たに３本以上の
樹木を植栽
助成金額
・高木20,000円/本、中木
10,000円/本×植栽本数　既
存塀の撤去5,000円/ｍ×撤去
延長　又は対象経費の２分の
１の少ない額。ただし、助成
上限額は15万円

屋上緑化･壁面緑化および沿
道緑化に取り組む市民及び事
業者

6,000 6,000 5,877

都市局
みどり推進
課

(公財)さいたま市公園緑地
協会補助金

さいたま市公園緑地協
会補助金交付要綱((公
財)さいたま市公園緑地
協会生け垣助成要綱、
(公財)さいたま市公園
緑地協会樹木の保存に
関する要綱)

緑化の推進を図る

(公財)さいたま市公園緑
地協会生け垣助成要綱、
樹林の保存に関する要綱
及びみどりの基金に掲げ
る事業

生け垣助成:１ｍあたり
10,000円、限度額200,000円
撤去:１ｍあたり5,000円、限
度額100,000円
樹木の保存:概ね年額5,000円
程度

生け垣助成:市内において、
自己の居住の用に供する住宅
の敷地に生け垣を設置しよう
とする者
樹木の保存:保存樹木の指定
を受けようとする所有者又は
管理者

5,380 5,380 5,380

都市局
みどり推進
課

さいたま市花いっぱい運動
推進会補助金

さいたま市緑化団体補
助金交付要綱

緑化の推進を図る
花いっぱい運動推進会が
行う緑化推進活動

団体の運営及び事業に要する
経費

さいたま市花いっぱい運動推
進会

1,550 1,550 1,550
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称
平成24年度
当初予算額

(参考）
平成23年度
決算額

(単位:千円)４　環境・アメニティ分野

都市局
みどり推進
課

さいたま市指定緑地補助金
さいたま市指定緑地補
助金交付要綱

緑地の適切な保全又は管理を図る
良好な自然環境を有する
緑地の保全

(1)　(3)に定めるものを除く
ほか、市街化区域内に存する
保存緑地:固定資産税及び都
市計画税相当額(1筆あたり上
限1,000,000円)
(2)　(3)に定めるものを除く
ほか、市街化調整区域内に存
する保存緑地:固定資産税相
当額+指定面積(㎡)×7.5円(1
筆あたり上限1,000,000円)
(3)　樹高10m以上の樹木が
300本以上植えられ、地域固
有の景観を有し、緑を形成す
る樹林又は並木の存する保存
緑地:1,000,000円
(4)　(1)、(2)及び(3)に掲げ
る以外の保存緑地:指定面積
(㎡)×7.5円
(5)　環境緑地:300,000円

指定緑地(保存緑地又は環境
緑地)の所有者又は管理者

85,000 92,000 88,776

都市局
みどり推進
課

さいたま市みどり愛護会補
助金

さいたま市緑化団体補
助金交付要綱

みどりの保全を図る
みどり愛護会が行う緑地
保全活動

団体の運営及び事業に要する
経費

さいたま市みどり愛護会 100 100 100

都市局 計画管理課 さいたま市指定緑地補助金
さいたま市指定緑地補
助金交付要綱

緑地の適切な保全又は管理を図る
良好な自然環境を有する
緑地の保全

樹高10m以上の樹木が300本以
上植えられ、地域固有の景観
を有し、緑を形成する樹林又
は並木の存する保存緑
地:1,000,000円

指定緑地(保存緑地又は環境
緑地)の所有者又は管理者

1,000 1,000 1,000

緑
区役所

コミュニ
ティ課

緑区見沼田んぼ美化活動協
力事業補助金

さいたま市緑区まちづ
くり推進事業補助金交
付要綱

緑の貴重な財産である｢見沼田ん
ぼ｣等の緑地空間を美化･保存する

緑区見沼田んぼ美化活動 対象事業に要する経費
緑区見沼田んぼキレイきれい
大作戦実行委員会

300 325 206

緑
区役所

コミュニ
ティ課

緑区ホタル観賞事業補助金
さいたま市緑区まちづ
くり推進事業補助金交
付要綱

緑区内で開催されるホタル観賞事
業を支援する

ホタル観賞に係る事業 対象事業に要する経費
緑区内ホタル観賞事業実施団
体

400 500 365

緑
区役所

コミュニ
ティ課

緑区環境講演会事業補助金
さいたま市緑区まちづ
くり推進事業補助金交
付要綱

環境問題についての講演会を開催
することにより、緑区の基本理念
である、地球環境を考えたまちづ
くりの推進を図る

緑区の環境教育に係る事
業

対象事業に要する経費 緑区環境講演会実行委員会 350 400 278

緑
区役所

コミュニ
ティ課

緑区見沼田んぼ散策事業補
助金

さいたま市緑区まちづ
くり推進事業補助金交
付要綱

首都圏に残された緑の貴重な財産
である｢見沼田んぼ｣等の緑地空間
と｢見沼通船堀｣をはじめとする歴
史空間の存在を市内外の人たちに
発信する

緑地空間と歴史空間の保
存を市内外の人たちに発
信することを目的とした
事業

対象事業に要する経費
緑区見沼田んぼ散策協力委員
会

500 500 479
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保健
福祉局

健康増進課
さいたま市医師会看護専門
学校等補助金

さいたま市医師会看護
専門学校等補助金等交
付要綱

保健衛生及び地域医療の向上を図
る

大宮医師会看護専門学校
運営費、大宮医師会立大
宮准看護学校運営費

対象事業に要する経費 (社)大宮医師会 9,000 14,850 14,450

保健
福祉局

健康増進課
埼玉いのちの電話運営費補
助金

埼玉いのちの電話運営
費補助金交付要綱

電話相談事業等の適正な運営を確
保し、その健全な育成を助成する

電話相談事業に要する経
費

対象事業に要する経費 (福)埼玉いのちの電話 500 500 500

保健
福祉局

健康増進課
さいたま市医師会市民公開
講座補助金

さいたま市医師会市民
公開講座補助金等交付
要綱

医師会が運営する医療講演会をと
おして、市民の健康意識の啓発を
図る

医療講演会運営費 対象事業に要する経費

(社)浦和医師会、(社)大宮医
師会、(社)さいたま市与野医
師会、(社)岩槻医師会　(輪
番制)

500 500 500

保健
福祉局

健康増進課 歯科保健事業補助金
さいたま市歯科保健事
業補助金交付要綱

歯科保健･歯科医療の普及並びに
公衆衛生の向上を図る

歯科保健事業費 対象事業に要する経費
(社)浦和歯科医師会、(社)大
宮歯科医師会、(社)与野歯科
医師会

14,000 14,000 14,000

保健
福祉局

健康増進課
さいたま市歯科医師会歯科
衛生士専門学校等補助金

さいたま市歯科衛生士
専門学校補助金交付要
綱

歯科保健･歯科医療の普及並びに
公衆衛生の向上を図る

歯科衛生士専門学校運営
費

対象事業に要する経費 (社)大宮歯科医師会 4,500 4,500 4,500

保健
福祉局

健康増進課 薬事事業補助金
さいたま市薬事衛生事
業補助金交付要綱

薬学薬業の進展及び公衆衛生の向
上を図る

薬事衛生事業費 対象事業に要する経費 (社)さいたま市薬剤師会 3,900 3,900 3,900

保健
福祉局

地域医療課
さいたま市外国人未払医療
費対策事業補助金

さいたま市外国人未払
医療費対策事業補助金
交付要綱

救急医療体制の円滑な運営を図る
外国人未払医療費対策事
業費

埼玉県補助金交付要綱第５条
による

外国人未払医療費の発生した
医療機関の開設者

0 190 110

保健
福祉局

地域医療課
さいたま市在宅当番医制事
業補助金

さいたま市在宅当番医
制事業補助金交付要綱

休日･夜間の急病患者の医療を確
保する

在宅当番医制事業運営費 補助単価×診療日数

(財)さいたま市浦和地域医療
センター、(社)大宮医師会、
(社)さいたま市与野医師会、
(社)岩槻医師会

34,831 34,153 34,153

保健
福祉局

地域医療課
さいたま市第二次救急医療
運営費補助金

さいたま市第二次救急
医療運営費補助金交付
要綱

休日･夜間の重症救急患者の医療
を確保する

第二次救急医療運営費 補助単価×診療日数
(財)さいたま市浦和地域医療
センター、(社)大宮医師会

86,376 77,349 77,349

保健
福祉局

地域医療課
さいたま市地域医療研究費
補助金

さいたま市地域医療研
究費補助金交付要綱

地域医療の発展向上
地域医療の発展･向上に寄
与する調査･研究費

補助対象経費の２/３以内、
限度額１件1,000,000円

市内医療機関に従事する医療
関係者

3,000 3,000 1,572

保健
福祉局

地域医療課
地域医療連携推進事業補助
金

さいたま市地域医療連
携推進事業補助金交付
要綱
さいたま市市民病床運
営費助成金交付要綱

かかりつけ医と地域基幹病院の機
能連携と機能分担を進め効率的な
医療体制の確立を図るとともに、
市民が優先して入院できる後方病
院として、患者用病床を確保する

地域医療運営推進事業の
健全な運営を図るための
経費、市民病床の健全な
運営を図るための経費

対象事業に要する経費
(社)浦和医師会、さいたま赤
十字病院

15,200 15,200 15,200

保健
福祉局

地域医療課
さいたま市産科医等確保支
援事業補助金

さいたま市産科医等確
保支援事業費補助金交
付要綱

産科医等の処遇を改善しその確保
を図るため

分娩手当等を支給する分
娩

分娩数×単価6,700円
分娩手当等を支給する市内の
分娩取扱機関

23,420 24,110 18,469

保健
福祉局

地域医療課
医療法人財団さいたま市民
医療センター補助金

医療法人財団さいたま
市民医療センター補助
金交付要綱

公益性の高い医療活動を行う病院
を経営し、科学的かつ適正な医療
を普及するため

さいたま市民医療セン
ターの運営

安定運営に要する経費
(医)さいたま市民医療セン
ター

0 54,852 0

保健
福祉局

地域医療課
大宮歯科休日急患診療所設
備整備費補助金

さいたま市休日夜間診
療所･健診センター備品
購入費等補助金交付要
綱

耐用年数を超えた診療ユニット等
設備を更新し、大宮歯科休日急患
診療所を円滑に運営するため

大宮歯科医師会が整備す
る歯科休日急患診療所の
設備交換

設備の交換に要する経費 (社)大宮歯科医師会 0 6,301 6,300

保健
福祉局

地域医療課
岩槻地区病院群輪番制運営
費補助金

さいたま市第二次救急
医療運営費補助金交付
要綱

岩槻地区の休日･夜間の重症救急
患者の医療を確保するため

運営費に係る人件費等 補助単価×診療日数 丸山記念総合病院 0 9,204 0

(参考）
平成23年度
決算額

(単位:千円)

対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称
平成24年度
当初予算額

５　健康・福祉分野
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(参考）
平成23年度
決算額

(単位:千円)

対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称
平成24年度
当初予算額

５　健康・福祉分野

保健
福祉局

生活衛生課
埼玉県獣医師会さいたま市
支部補助金

埼玉県獣医師会さいた
ま市支部補助金交付要
綱

狂犬病予防法及び動物の愛護及び
管理に関する法律に基づく事業の
円滑な推進を図る

動物愛護等事業 対象事業に要する経費
(社)埼玉県獣医師会さいたま
市支部

285 285 285

保健
福祉局

生活衛生課
さいたま市飼い主のいない
猫の去勢･不妊手術費助成金

さいたま市飼い主のい
ない猫の去勢･不妊手術
費助成金交付要綱

不必要な繁殖による猫の増加を抑
え、地域の快適な生活環境の整備
及び猫の飼い方と動物の愛護及び
管理について意識の高揚を図る

飼い主のいない猫の去勢･
不妊手術に要した経費

限度回数:１世帯当該年度６
回
限度額:去勢手術１匹4,000
円、不妊手術１匹6,000円

市民･市内事業所勤務者 4,100 4,100 4,052

保健
福祉局

生活衛生課
さいたま市環境衛生協会補
助金

さいたま市環境衛生協
会補助金等交付要綱

環境衛生の普及並びに公衆衛生の
向上を図る

自主衛生指導員活動事業 対象事業に要する経費 さいたま市環境衛生協会 310 310 270

保健
福祉局

食品安全推
進課

(社)さいたま市食品衛生協
会補助金

(社)さいたま市食品衛
生協会補助金等交付要
綱

食品衛生の普及並びに公衆衛生の
向上を図る

指導員活動費 指導員活動に要する経費 (社)さいたま市食品衛生協会 625 626 625

保健
福祉局

福祉総務課
さいたま市民生委員児童委
員協議会活動費補助金

さいたま市民生委員児
童委員協議会活動費補
助金交付要綱

民生委員活動事業の適正な運営を
確保し、その健全な育成を助成す
る

民生委員児童委員の活動･
研修･地区民児協の運営･
全国大会及び各研修への
参加等に要する費用

協議会の運営に要する経費
さいたま市民生委員児童委員
協議会

170,102 170,052 170,052

保健
福祉局

福祉総務課
更生保護関係団体運営費補
助金

更生保護関係団体運営
費補助金交付要綱

更生保護事業法に基づく団体に対
し、更生保護事業の適正な運営を
確保し、その健全な育成を助成す
る

団体の運営費に係る経費 団体の運営に要する経費 市内の更生保護関係団体 6,244 6,209 6,209

保健
福祉局

福祉総務課
戦傷病者･戦没者遺族関係団
体運営費補助金

戦傷病者･戦没者遺族関
係団体運営費補助金交
付要綱

戦傷病者･戦没者遺族等援護法に
基づく団体に対し、その団体の適
正な運営を確保し、健全な育成を
助成する

団体の運営費に係る経費 団体の運営に要する経費
市内の戦傷病者･戦没者遺族
関係団体

1,321 1,321 1,276

保健
福祉局

福祉総務課
さいたま市社会福祉協議会
運営費等補助金

さいたま市社会福祉協
議会運営費等補助金交
付要綱

各種自主事業を展開している社協
が安定的運営及び効率的事業執行
を確保できるよう、運営費及び事
業費について一部を補助する

社会福祉協議会が本部及
び区事務所を運営するう
えで必要となる経費の補
助

社会福祉協議会の運営に要す
る経費

さいたま市社会福祉協議会 585,245 556,644 517,206

保健
福祉局

福祉総務課
ふれあい福祉基金運用補助
金

さいたま市ふれあい福
祉基金運用補助金交付
要綱

地域福祉の推進
民間福祉団体等が行う高
齢者･障害者･児童等の福
祉を推進する事業

事業費の４/５以内(300,000
円を限度)、諸修理等に係る
経費の４/５以内(500,000円
を限度)

市内において活動を行ってい
る民間福祉団体、ボランティ
ア団体･ＮＰＯ団体

20,000 20,000 10,635

保健
福祉局

福祉総務課
福祉のまちづくり資金利子
補給金

さいたま市福祉のまち
づくり資金利子補給金
交付要綱

福祉のまちづくり資金貸付要綱に
基づき、融資を受けた事業者の金
利負担を軽減するため、指定金融
機関に対して予算の範囲内で利子
補給金を交付する

生活関連施設を高齢者、
障害者等が円滑に利用で
きるよう福祉のまちづく
り条例の整備基準に適合
するための工事

前期分:各資金の当該年度の
４月末日と８月末日での貸付
残高の合計額を２で除した額
に利子補給率を乗じ、それを
２で除した額
後期分:各資金の当該年度の
10月末日と２月末日での貸付
残高の合計額を２で除した額
に、利子補給率を乗じ、それ
を２で除した額

さいたま市福祉のまちづくり
資金貸付要綱で定められた資
金を融資実行した指定金融機
関

110 110 0

保健
福祉局

福祉総務課
さいたま市産休等代替職員
費補助金

さいたま市産休等代替
職員制度実施要綱

児童福祉施設等の職員の母体の保
護又は専心療養の保障及び児童福
祉施設等における児童等の処遇を
確保する

児童福祉施設等の産休等
代替職員を当該児童福祉
施設等の長が臨時的に任
用し、当該任用に要する
経費

産休の場合:出産予定日の６
週間前の日から産後８週間を
経過するまでの期間
病休の場合:病休開始後30日
を経過した日から起算して60
日を経過するまでの期間

児童福祉施設等の経営者 2,280 2,280 959

保健
福祉局

福祉総務課
さいたま市民間社会福祉施
設等職員処遇改善費補助金

さいたま市民間社会福
祉施設等職員処遇改善
費補助金交付要綱

民間社会福祉施設に勤務する職員
の給与処遇の改善を図る

民間社会福祉施設(老人福
祉施設については、平成
12年度より養護老人ホー
ムのみ対象)から期末勤勉
手当が支給された職員

民間の社会福祉施設の設置
者:職員１名(26,500円の範囲
内において市長の定める額)

市内の民間社会福祉施設の設
置者

0 8,760 8,253
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５　健康・福祉分野

保健
福祉局

福祉総務課
民間社会福祉施設整備資金
貸付金

さいたま市民間社会福
祉施設整備資金貸付要
綱

市内に土地を購入し、社会福祉施
設を整備しようとする社会福祉法
人に対し、施設整備に必要な整備
資金の貸付け及び利子助成を行う
ことにより、施設整備の促進を図
る

市内に土地を購入し、社
会福祉施設を整備する事
業

施設整備資金として、１社会
福祉法人当たり、
100,000,000円以内の貸付け
を行う
利子助成として、予算の範囲
内において、申請のあった事
業者に交付する

市内に土地を購入し、社会福
祉施設を整備しようとする社
会福祉法人

592 689 658

保健
福祉局

福祉総務課
社会福祉施設職員等キャリ
アアップ支援事業

さいたま市社会福祉施
設キャリアアップ支援
事業補助金交付要綱

社会福祉施設職員等の研修参加費
及び代替職員人件費補助を通じ、
社会福祉施設職員等のスキルアッ
プを図る

社会福祉施設等が職員を
研修へ派遣し、費用を負
担した場合に補助

300,000円補助上限　29施設
200,000円補助上限　32施設
100,000円補助上限　19施設

市内で事務所又は事業所を運
営する社会福祉法人

7,800 7,800 1,561

保健
福祉局

高齢福祉課 敬老会等事業補助金
敬老会等事業補助金交
付要綱

高齢者の方を敬愛し、その長寿を
祝すとともにますますの健康を
願って老人の日を中心に、行われ
る敬老会の実施を促進する

地区社会福祉協議会等の
主催による敬老会等の事
業

敬老会等補助金額1,000円と
祝品200円相当に対象者数を
乗じた数

各地区社会福祉協議会 133,835 127,142 125,903

保健
福祉局

高齢福祉課
シニアユニバーシティ校友
会連合会運営費補助金

さいたま市シニアユニ
バーシティ校友会連合
会運営費補助金交付要
綱

高齢者大学卒業生によって構成さ
れる校友会連合会に対し、交友活
動を継続し社会参加の道を開き、
生きがいとなるよう自主的諸活動
の促進を図る

さいたま市シニアユニ
バーシティ校友会連合会
運営

シニアユニバーシティ校友会
連合会の運営経費

さいたま市シニアユニバーシ
ティ校友会連合会

400 400 400

保健
福祉局

高齢福祉課 世代間ふれあい事業補助金
さいたま市世代間ふれ
あい事業補助金交付要
綱

高齢者の生きがいづくりと積極的
な社会参加の推進を図る

高齢者と子供たちとのふ
れあいを目的とした事業

補助対象経費の実支出額以
内、限度額100,000円

世代間ふれあい事業を実施す
る市内の老人クラブ、自治
会、子供会その他市長が適当
と認める団体

2,000 2,000 2,431

保健
福祉局

高齢福祉課
全国健康福祉祭さいたま市
実行委員会運営費補助金

全国健康福祉祭さいた
ま市実行委員会運営費
補助金交付要綱

生きがい推進事業の一環として全
国健康福祉祭にさいたま市選手を
派遣する

全国健康福祉祭への選手
派遣、作品出展及び実行
委員会の運営に必要と認
められる経費等

実行委員会の運営に要する経
費

全国健康福祉祭さいたま市実
行委員会

7,747 8,271 6,209

保健
福祉局

高齢福祉課
さいたま市老人クラブ補助
金

さいたま市老人クラブ
補助金交付要綱

社会奉仕や趣味･教養の集い、レ
クリエーション等の活動を行う老
人クラブの育成を行うことによ
り、老人福祉の推進を図る

単位老人クラブ又は連合
会の運営事業、ボラン
ティア活動事業、生きが
いのための活動事業、健
康活動事業、学習活動事
業等

補助対象事業の実施に要した
補助対象経費の実支出額以内

市内の老人クラブで会員数30
人以上のもの及びさいたま市
老人クラブ連合会

34,393 34,550 33,782

保健
福祉局

高齢福祉課
シルバー人材センター補助
金

さいたま市シルバー人
材センター補助金交付
要綱

高齢者の就業機会の増進に寄与す
る

人材センターの管理費及
び事業費の一部等の運営
経費

管理運営及び補助対象事業の
実施に要した経費から事業収
入等を差し引いた実支出額以
内

(社)さいたま市シルバー人材
センター

193,324 185,319 185,319

保健
福祉局

高齢福祉課
高齢者居室等整備資金融資
利子助成

さいたま市高齢者居室
等整備資金融資及び利
子助成に関する条例･条
例施行規則

高齢者の専用居室その他の設備の
増築や改築に必要な資金を融資
し、利子の助成を行うことにより
住環境の改善を促進し、福祉の増
進を図る

高齢者専用居室及び付属
する個所の増改築に必要
な資金の融資の償還にか
かる利子助成

償還期間は10年以内で元利均
等月賦償還とする
償還期間中に発生する利子

高齢者の居室等の増改築を必
要とする者で、一定の要件を
満たすもの

5 11 10

保健
福祉局

高齢福祉課
高齢者民間賃貸住宅住替え
家賃助成金

さいたま市高齢者民間
賃貸住宅住替え家賃助
成事業要綱

家主から立ち退きを求められ、他
の民間賃貸住宅に転居した場合
に、転居後の家賃の一部を助成す
ることで、居住環境の安定、福祉
の向上を図る

家主から立ち退きを求め
られ、他の民間賃貸住宅
に転居した場合に、転居
後の家賃の一部を助成

家主の自己都合により転居し
た場合、転居後の月額家賃と
転居前の月額家賃の差額、限
度額月額20,000円

満65歳以上の者で、一定の要
件を満たすもの

6,000 6,000 5,042

保健
福祉局

高齢福祉課
要介護高齢者居宅改善費補
助金

さいたま市要介護高齢
者居宅改善費補助要綱

日常生活において介助を必要とす
る高齢者の居宅の改善をするため
の経費の一部を補助することで福
祉の増進を図る

介護保険給付対象以外の
工事に係る経費

補助対象経費の２/３、限度
額300,000円

一定要件に該当する高齢者の
ために、高齢者の居宅の改善
工事を行う者

1,200 1,200 597

保健
福祉局

高齢福祉課
ふれあい会食サービス事業
補助金

さいたま市社会福祉協
議会運営費等補助金交
付要綱

ひとり暮らし高齢者に対し、会食
を実施することにより、高齢者の
孤独感の解消と健康維持に資する

ふれあい会食事業に要す
る経費

対象事業に要する経費 さいたま市社会福祉協議会 8,600 8,600 8,600
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５　健康・福祉分野

保健
福祉局

高齢福祉課
さいたま市認知症介護指導
者養成研修補助金

さいたま市認知症介護
指導者養成研修補助金
交付要綱

市認知症介護指導者養成研修受講
者の所属する法人に対し、交通
費、教材費等の経費について、予
算の範囲内で、補助金を交付する

研修受講者の経費のう
ち、交通費、教材費、宿
泊費、傷害保険料、その
他市長が必要と認める経
費

対象事業に要する経費
さいたま市認知症介護指導者
養成研修受講者の所属する法
人

80 100 71

保健
福祉局

高齢福祉課
さいたま市認知症介護指導
者フォローアップ研修補助
金

さいたま市認知症介護
指導者フォローアップ
研修補助金交付要綱

市認知症介護指導者フォローアッ
プ研修受講者の所属する法人に対
し、交通費、教材費等の経費につ
いて、予算の範囲内で、補助金を
交付する

研修受講者の経費のう
ち、交通費、教材費、宿
泊費、傷害保険料、その
他市長が必要と認める経
費

対象事業に要する経費
さいたま市認知症介護指導者
フォローアップ研修受講者の
所属する法人

25 25 0

保健
福祉局

高齢福祉課
ホームヘルパー２級取得支
援補助金

ホームヘルパー２級取
得支援補助金交付要綱

今後の介護人材確保と介護の質の
確保及び雇用の拡大を目的とする

県が指定したホームヘル
パー2級課程(130時間)修
了者の研修受講料を対象
とする

ホームヘルパー２級取得のた
めの研修に要した受講料のう
ち、２万円を上限として補助

平成22年度以降、ホームヘル
パー２級を取得し３か月以上
介護業務に就労している者

2,000 4,000 3,702

保健
福祉局

高齢福祉課
介護予防高齢者住環境改善
支援事業補助金

介護予防高齢者住環境
改善支援事業補助金交
付要綱(予定)

要介護となる原因の１割である転
倒事故の中でも多い自宅内事故を
予防する

住宅改善のための工事費
の補助　介護保険料率が
第１段階から第３段階
（特例）１/１：15万円
第３段階以上２/３：10万
円

150,000×15名=2,250,000
100,000×135名=13,500,000

介護保険の二次予防事業対象
者のうち、身体機能の低下が
みられる者

15,750 0 0

保健
福祉局

高齢福祉課 高齢者だんらんの家助成金
さいたま市高齢者だん
らんの家設置助成要綱

市内に居住する高齢者の健全なだ
んらんの場を設置する者に対し予
算の範囲内で助成する

地域住民の社会福祉に関
係する団体(社会福祉協議
会、老人クラブ等)が設置
及び管理運営するもの

運営経費のうち建物借上経
費、限度額月額30,000円、諸
経費月額13,000円

高齢者だんらんの家を設置す
る者

1,296 1,296 1,296

保健
福祉局

高齢福祉課
民間老人福祉センターふれ
あいセンターしらぎく運営
費助成金

さいたま市民間老人福
祉センター｢ふれあいセ
ンターしらぎく｣管理運
営事業費助成金交付要
綱

社会福祉施設の整備を図るため、
民間老人福祉センター｢ふれあい
センターしらぎく｣の管理運営事
業に対して助成金を交付する

民間老人福祉センター｢ふ
れあいセンターしらぎく｣
の管理運営経費

管理運営経費から利用料等の
収入を差し引いた額で予算の
範囲内において市長が定めた
額

(福)育成会 39,476 39,476 39,476

保健
福祉局

高齢福祉課
さいたま市高齢者と地域の
つながり再生事業費補助金
交付金

さいたま市高齢者と地
域のつながり再生事業
費補助金交付要綱

地域のつながりの再生に有効な事
業を支援するため、その経費につ
いて予算の範囲で助成する

・地域の支え合い活動の
立ち上げ支援事業
・地域活動の拠点整備
・高齢者や障害者等への
日常的な支え合い活動を
担う人材の育成

補助基準額と対象経費の実支
出額とを比較して少ない方の
額と、総事業費からその他の
収入額を控除した額とを比較
して少ない方の額を選定す
る。

地域のつながりの再生に有効
な事業を行う者
（23年度：社会福祉法人　五
葉会）

0 0 113

保健
福祉局

介護保険課
軽費老人ホーム事務費補助
金

さいたま市軽費老人
ホーム事務費補助金交
付要綱

軽費老人ホームを設置する社会福
祉法人が入所者からの事務費の一
部を減免することにより、入所者
の負担軽減を図る

入所者の負担軽減を図る
ために軽費老人ホームを
設置する社会福祉法人が
減免した入所者からの事
務費の一部

事務費実支出額と事務費基準
額のうち、少ない方の額から
事務費本人徴収額を控除した
額

軽費老人ホームを設置する社
会福祉法人で、入所者からの
事務費の一部を減免している
者

112,990 101,909 101,571

保健
福祉局

介護保険課
特別養護老人ホームきりし
き建設借入助成金

さいたま市特別養護老
人ホーム｢きりしき｣建
設費助成金交付要綱

(福)明日栄会が、(独)福祉医療機
構から借り入れた借入金の元金全
額及び利子の一部を助成すること
で建設費の負担軽減を図る

(福)明日栄会が、建設資
金として(独)福祉医療機
構から借り入れた借入金
の元金全額及び利子の４
分の１を助成する

各年度に償還する元金全額及
び利子の１/４

(福)明日栄会 19,291 19,460 19,459

保健
福祉局

介護保険課 老人福祉施設整備費補助金

さいたま市老人福祉施
設整備費補助金交付要
綱
さいたま市介護基盤緊
急整備等特別対策事業
費補助金交付要綱(予
定)

社会福祉法人が行う施設の整備に
要する費用の一部を補助すること
により、老人福祉施設の整備を促
進するとともに高齢者の福祉の向
上を図る

社会福祉法人が行う施設
整備に要する費用の一部

市が定める定員１名の基準単
価に定員を乗じて得た額もし
くは整備した施設に応じた基
準単価により得た額

施設整備を行う社会福祉法人 1,385,964 1,367,350 1,254,668
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(参考）
平成23年度
決算額

(単位:千円)

対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称
平成24年度
当初予算額

５　健康・福祉分野

保健
福祉局

介護保険課
スプリンクラー等整備費補
助金

さいたま市先進的事業
(既存の小規模福祉施設
において消防法施行令
改正に伴い平成２１年
４月より設置が義務化
されたスプリンクラー
等を整備する事業に限
る)支援特例補助金交付
要綱

市内の高齢者グループホームにお
いて、スプリンクラーの設置を推
進することで、施設利用者や施設
従事者の安心･安全を充足するこ
とが出来る

市内の高齢者グループ
ホームに対し、スプリン
クラー設置に必要な工事
経費又は工事請負費を補
助する

スプリンクラー設置に必要な
工事経費又は工事請負費

市内のスプリンクラー未設置
の高齢者グループホーム

0 26,262 20,844

保健
福祉局

介護保険課
施設内保育施設整備費補助
金

さいたま市地域介護・
福祉空間整備等補助金
交付要綱

介護関連施設を運営する社会福祉
法人が、施設で雇用される職員が
利用する施設内保育施設を設置す
る場合の費用を助成し、職員が仕
事と子育てを両立できる環境整備
を支援する

社会福祉法人が行う施設
保育施設の開設準備に要
する費用の一部

3,000,000円×1法人
=3,000,000円

特別養護老人ホーム等を運営
する社会福祉法人

3,000 39,000 36,000

保健
福祉局

介護保険課
施設開設準備経費特別対策
事業費等補助金

さいたま市施設開設準
備経費助成特別対策事
業費等補助金交付要綱

小規模な福祉施設等に対し開設準
備経費を助成することで、開設時
から安定した、質の高いサービス
を提供するための体制整備を支援
する

小規模な福祉施設等を開
設するための準備経費

600,000円×38名=22,800,000
円

小規模な福祉施設等を開設す
る事業者

22,800 66,000 43,200

保健
福祉局

介護保険課
さいたま市老人福祉施設等
災害復旧費補助金

さいたま市老人福祉施
設等災害復旧費補助金
交付要綱

東日本大震災により被害を受けた
老人福祉施設等について、災害復
旧費の一部を補助することによ
り、災害の速やかな復旧を図り、
もって施設入所者等の福祉を確保
することを目的とする

老人福祉施設等の災害復
旧に必要な工事費又は工
事請負費及び工事事務費

災害復旧費用×補助率
老人福祉施設等を運営する社
会福祉法人等

0 0 5,787

保健
福祉局

介護保険課
さいたま市介護施設等自家
発電装置整備事業費補助金

さいたま市介護施設等
自家発電装置整備事業
費補助金交付要綱

介護施設等の設置者に対し、非常
用自家発電装置の設置に対する支
援を行い、介護施設等において人
工呼吸器等の機器を必要とする入
所者の生命及び健康の保持に資す
ることを目的とする

自家発電装置整備対象施
設等を設置する民間事業
者に対し、非常用自家発
電装置の整備を行う事業

当該事業所及び施設等の自家
発電装置の設置に必要な備品
購入費の2分の1。ただし、上
限を900万円とする

市内において自家発電装置整
備対象施設等を設置する民間
事業者

0 0 2,002

保健
福祉局

介護保険課
埼玉県介護保険事業費補助
金

さいたま市介護保険社
会福祉法人等利用者負
担軽減事業実施要綱

低所得者の介護保険サービス利用
を促進する

社会福祉法人の介護サー
ビスを利用する低所得者
に対して、社会福祉法人
が軽減を行った場合、軽
減額の一部を補助

｛（6名×33,600円×0.25）+
（6名×14,700円）｝×6月÷
2=415,800円

利用者負担軽減制度を申し出
た社会福祉法人

416 378 0

保健
福祉局

障害福祉課 福祉団体運営費補助金
さいたま市障害者団体
補助金等交付要綱

障害者福祉の増進
障害者団体の福祉事業等
に要する経費

障害者団体の運営に要する経
費

障害者団体 3,247 2,047 2,047

保健
福祉局

障害福祉課
障害者(児)施設等施設整備
費市費補助金、障害者(児)
福祉施設整備促進助成金

さいたま市障害者(児)
施設等施設整備費市費
補助金交付要綱
さいたま市障害者(児)
福祉施設整備促進助成
金交付要綱

施設入所障害者(児)の福祉の向上 施設整備費

本体工事費･就労訓練事業等
整備加算に係る国庫補助基本
額(国負担２/３･市負担１/
３)に相当する額、本体工事
費に係る国庫補助の基本額に
相当する額の１/２の額

社会福祉法人等 30,460 186,066 490,395

保健
福祉局

障害福祉課
点字図書館運営費補助金
盲人ホーム運営費補助金

さいたま市点字図書館
及び盲人ホーム運営費
補助金交付要綱

点字図書館及び盲人ホームの円滑
な運営

施設運営経費の補助

補助基準額と対象経費の実支
出額とを比較して、いずれか
少ない方の額の範囲内で市長
が定める額

点字図書館及び盲人ホームを
設置する社会福祉法人

39,333 35,257 34,254

保健
福祉局

障害福祉課
精神障害者社会復帰施設運
営費補助金

さいたま市精神障害者
社会復帰施設運営費補
助金交付要綱

精神障害者の社会復帰の促進及び
自立と社会経済活動への参加の促
進を図る

精神障害者社会復帰施設
の運営に要する費用の一
部を補助

実支出額と基準額とを比較し
て少ない方の額又は、総事業
費から寄付金その他の収入額
を控除した額を比較して少な
い方の額

精神障害者通所授産施設、精
神障害者小規模通所授産施
設、精神障害者福祉工場

0 124,918 96,330
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(参考）
平成23年度
決算額

(単位:千円)

対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称
平成24年度
当初予算額

５　健康・福祉分野

保健
福祉局

障害福祉課
障害児(者)生活サポート事
業補助金

さいたま市障害児(者)
生活サポート事業補助
金交付要綱

心身障害児者の地域生活の支援
障害児(者)生活サポート
事業によるサービスの提
供に要する経費

基本補助額=基準単価×合計
利用時間、障害児差額分補助
額=差額補助単価×合計利用
時間(障害児)

障害児(者)生活サポート事業
を行う団体

83,710 81,914 71,218

保健
福祉局

障害福祉課
心身障害児特別療育費等補
助金

さいたま市心身障害児
特別療育費等補助金交
付要綱

心身障害児の処遇の向上、児童福
祉施設の円滑な運営と措置委託の
促進を図る

要綱に規定される経費
経費のうち、基準額表によっ
て算定した額

県内に重症心身障害児施設を
設置し、運営している社会福
祉法人

34,410 33,610 33,211

保健
福祉局

障害福祉課
心身障害者地域デイケア事
業補助金

さいたま市心身障害者
地域デイケア事業補助
金交付要綱

心身障害者の社会参加の促進
施設運営、処遇の改善及
び施設の土地又は建物の
賃借に要する経費等

経費のうち基準額の範囲内の
額

心身障害者地域デイケア施設
を設置する社会福祉法人及び
障害者の福祉に関する団体

177,249 326,222 296,431

保健
福祉局

障害福祉課 生活ホーム事業補助金
さいたま市生活ホーム
事業補助金交付要綱

心身障害者の社会的自立の助長
生活ホームの運営や家賃
等に要する経費

経費のうち一定額
生活ホームを設置する社会福
祉法人及び障害者の福祉に関
する団体

86,733 96,022 90,899

保健
福祉局

障害福祉課
精神障害者小規模作業所運
営費等補助金

さいたま市精神障害者
小規模作業所運営費等
補助金交付要綱

精神障害者の社会復帰の促進
施設運営、設備整備及び
土地又は建物の賃借に要
する経費

運営費:基準額と補助対象経
費の実支出額とを比較して少
ない方の額、設備整備費=基
準額と補助対象経費の実支出
額とを比較して少ない方の額
に３/４を乗じた額
賃借費:基準額と補助対象経
費の実支出額とを比較して少
ない方の額

精神障害者小規模作業所を設
置する精神障害者家族会、社
会福祉法人及び障害者の福祉
に関する団体等

21,525 64,555 47,962

保健
福祉局

障害福祉課
全身性障害者介助人派遣事
業補助金

さいたま市全身性障害
者介助人派遣事業補助
金交付要綱

全身性障害者の居宅生活を支援
全身性障害者介助人派遣
事業

900円×2,250派遣時間
=2,025,000円

全身性障害者派遣事業を行う
事業者

2,025 2,048 285

保健
福祉局

障害福祉課
障害者通所施設運営安定化
支援事業補助金

さいたま市障害者通所
施設運営安定化支援事
業補助金交付要綱

利用実績に応じた日払いによる施
設報酬の減額を緩和し、利用者へ
のサービス水準を確保する

障害者通所施設運営安定
化支援事業

平成18年３月の支援費収入
と、各月の利用実績に応じた
報酬額から国の特別対策費を
除いた額との差額の２分の１
の額から、特別対策費を差し
引いた額

平成17年度までに開設した市
内身体及び知的障害者通所施
設事業者(民間事業者に限る)

6,000 6,000 1,395

保健
福祉局

障害福祉課
地域活動支援センター事業
補助金

さいたま市地域活動支
援センター事業補助金
交付要綱

障害者等を通わせ、創作的活動や
生産活動の機会を提供し、社会と
の交流の促進等の便宜を供与し、
もって障害者等の地域生活支援の
促進を図る

地域活動支援センターの
基礎的事業、機能強化事
業など

基礎分6,000,000円、強化分
Ⅰ型6,000,000円･Ⅲ型
1,500,000円　外

地域活動支援センターの設置
者

290,876 222,981 188,525

保健
福祉局

障害福祉課
聴覚障害者情報提供施設運
営費補助金

さいたま市聴覚障害者
情報提供施設運営費補
助金交付要綱

聴覚障害者情報提供施設の円滑な
運営

施設運営経費

補助基準額と対象経費の実支
出額とを比較して、いずれか
少ない方の額の範囲内で市長
が定める額

聴覚障害者情報提供施設を設
置する社会福祉法人

1,929 1,929 1,929

保健
福祉局

障害福祉課
全国障害者スポーツ大会実
行委員会補助金

全国障害者スポーツ大
会さいたま市実行委員
会補助金交付要綱

スポーツを通じて障害者の機能回
復と体力維持増強等を図る

選手選考に要する経費、
選手団支度費、大会参加
費及びその他大会参加に
伴う経費の補助

実行委員会が事業に要する経
費のうち、予算の範囲内で一
定の額

全国障害者スポーツ大会さい
たま市実行委員会

7,642 8,206 7,636

保健
福祉局

障害福祉課
グループホーム等設置費補
助金

さいたま市障害者(児)
施設等施設整備費市費
補助金交付要綱

入所施設の１割、及び退院可能な
精神障害者の地域移行の目標を達
成するため、毎年２箇所の整備を
図っていく

施設整備事業
本体工事費等に係る国庫補助
基準額(国負担２/３･市負担
１/３)に相当する額

社会福祉法人等 30,470 34,970 0

保健
福祉局

障害福祉課
障害者工賃増額モデル事業
補助金

さいたま市障害者工賃
増額モデル事業補助金
交付要綱

障害者が地域で自立した生活を送
れるよう、授産施設等に通所する
障害者の工賃増額を図る

モデル事業実施経費
3,000,000円×１施設
2,400,000円×１施設

モデル事業提案採択市内授産
施設等

5,400 0 0
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(参考）
平成23年度
決算額

(単位:千円)

対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称
平成24年度
当初予算額

５　健康・福祉分野

保健
福祉局

障害福祉課
障害者(児)施設等耐震化等
整備事業費補助金

さいたま市障害者(児)
施設等耐震化等整備事
業費補助金交付要綱

火災発生や地震発生時に自力で避
難することが困難な利用者が多く
入所する社会福祉施設等の安全･
安心を確保するため、社会福祉施
設等の耐震化及びスプリンクラー
等の整備を促進する

消防法施行令の一部改正
に伴いスプリンクラーの
設置が義務付けられた施
設、又は建築基準法改正
前に建設された施設に対
する補助

スプリンクラー:34,000円×
1177.38㎡(施設面積)
耐震化:本体工事･短期入所加
算･解体撤去･仮設施設に係る
補助基本額(県10/10)

社会福祉法人等 0 544,823 435,792

保健
福祉局

障害福祉課
障害者就労訓練設備等整備
事業補助金

さいたま市障害者就労
訓練設備等整備事業費
補助金交付要綱

障害者自立支援法に基づく就労移
行支援等の事業に移行する法人に
対し、必要となる設備整備等に要
する経費を補助することにより、
法に基づく障害福祉サービス事業
所への円滑な移行を図る

知的障害者援護施設等(旧
法施設等)に対する補助

①旧法施設　500万円以内
②小規模作業所　200万円以
内

社会福祉法人等 0 20,000 26,504

保健
福祉局

障害福祉課 電力確保対策事業補助金

さいたま市障害者支援
施設等非常用自家発電
機整備費補助金交付要
綱

障害者支援施設に対して自家発電
装置の設備整備に関する補助を行
うことにより、長期化する電力の
需給調整下における不測の停電等
に備える

障害者支援施設（入所施
設）のうち、自家発電装
置が整備されていない施
設における自家発電装置
の設備整備

１施設あたり9,000千円
補助率１/２

市内の障害者支援施設 0 0 1,679

保健
福祉局

地域保健支
援課

さいたま市保健愛育会補助
金

さいたま市保健愛育会
補助金交付要綱

地域住民の健康保持増進を図る

子育て支援、健康づくり
に関する事業及びその他
愛育会の目的を達成する
ために必要な事業経費

保健愛育会の運営に要する経
費

さいたま市保健愛育会 670 700 700

保健
福祉局

地域保健支
援課

さいたま市食生活改善推進
員協議会補助金

さいたま市食生活改善
推進員協議会補助金交
付要綱

地域住民の健康保持増進を図る

健康づくりに関する知識
の向上、食資源の利用･普
及及びその他会の目的達
成に要する経費

協議会の活動に要する経費
さいたま市食生活改善推進員
協議会

1,200 1,360 1,360

保健
福祉局

地域保健支
援課

さいたま市特定不妊治療費
助成事業助成金

さいたま市不妊治療支
援事業実施要綱

生涯を通じた健康支援の一環とし
て、不妊に悩む市民に対し不妊治
療費の助成を行う

体外受精及び顕微授精に
係る治療費の一部助成費
用

不妊治療に要した経費(通算
５年度まで)、１回の治療に
つき上限額150,000円(初年度
のみ年度内３回、２年度目以
降は2回まで)

市内に住民登録を有する戸籍
上の夫婦(所得制限あり)

195,000 240,900 178,153

保健
福祉局

地域保健支
援課

助産師会補助金
助産師会補助金交付要
綱

地域住民の母子保健及び公衆衛生
の向上を図る

母子に対する家庭訪問事
業、乳幼児健康相談事業
及びその他助産師会の目
的達成に必要な事業に要
する経費

助産師会の運営に要する経費
(社)埼玉県助産師会さいたま
市地区

120 120 120

保健
福祉局

地域保健支
援課

がん検診推進事業
平成23年度のがん検診
推進事業実施要綱

乳がん、子宮頸がん、及び大腸が
んについての啓発、がん検診の受
診勧奨により、がんの早期発見･
早期治療を目的とする

無料クーポン券を配布す
る前に自己負担額を支払
い受診した対象者へ償還
払いにより返金する

市の乳がん、子宮頸がん、大
腸がん検診の自己負担金とし
て医療機関へ支払いを行った
額

市の乳がん、子宮頸がん、大
腸がん検診の受診者で、かつ
特定年齢に達した方。（乳が
ん、子宮頸がんは女性対象）

1,610 900 940

保健
福祉局

地域保健支
援課

妊婦健康診査助成金

さいたま市妊婦健康診
査費及び子育て支援医
療費の助成に関する条
例

里帰り出産等のため契約医療機関
等以外で妊婦健康診査を受診した
場合であっても、公費負担額の範
囲で妊婦健康診査に要した費用を
支払う

契約医療機関等以外で妊
婦健康診査を受診した妊
婦から申請があったとき
は、公費負担額の範囲内
で償還払いを行う

妊婦が契約医療機関等以外で
支払った妊婦健康診査費のう
ち公費負担額

市内に住民登録を有する妊婦 13,867 17,309 11,922
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(参考）
平成23年度
決算額

(単位:千円)

対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称
平成24年度
当初予算額

５　健康・福祉分野

保健
福祉局

疾病予防対
策課

結核予防費補助金

感染症の予防及び感染
症の患者に対する医療
に関する法律、結核予
防費補助金交付要綱

結核の蔓延を防止する
設置者が実施する定期健
康診断等の費用

次に掲げる額を比較して最も
少ない額に２/３を乗じて得
た額
①要綱別表補助単価の表に定
めるところにより計算して得
た額の合計額、②要綱別表補
助対象経費の表に定める経費
の実支出額、③総事業費から
寄附金その他の収入額を控除
した額
ただし、補助額の上限額は毎
会計年度年度定める交付決定
の下限は10,000円

学校又は施設(国、都道府
県、市町村の設置する学校又
は施設を除く)の設置者

2,700 2,700 2,118

保健
福祉局

疾病予防対
策課

インフルエンザ予防接種料
交付金

インフルエンザ予防接
種料交付金要綱

インフルエンザの発病及び重症防
止を図る

老人保健施設に入所中の
市民がインフルエンザ定
期予防接種を実施した場
合

医療機関への支払額から市イ
ンフルエンザ予防接種実施要
領に定める個人負担額を控除
した額

市に住民登録があり、接種日
において65歳以上で老人保健
施設等に入所している者、60
歳から65歳で一定の一定の機
能障害を有する者

2,006 700 1,727

保健
福祉局

疾病予防対
策課

予防接種健康被害者給付金
予防接種事故対策費負
担金交付要綱

定期予防接種による健康被害の救
済を図る

障害年金、医療手当て、
医療費

国で定めた基準額で計算した
額の全額

予防接種法第11条第１項の規
定による予防接種健康被害者

16,015 16,050 15,916

保健
福祉局

疾病予防対
策課

新型インフルエンザ予防接
種料交付金

新型インフルエンザワ
クチン接種に係る費用
負担軽減対象者の取扱
実施要領

インフルエンザの発病及び重症防
止を図る

国と接種等の契約を行
なった医療機関(４医師会
以外)おいて実施した新型
インフルエンザワクチン
接種費用を償還払いにて
返還する

新型インフルエンザワクチン
接種費用として医療機関へ支
払いを行った額

市に住民登録がある優先接種
対象者のうち、①市民税非課
税の者②生活保護世帯の者③
中国残留邦人

0 29,441 0

保健
福祉局

精神保健課
さいたま市定期病状報告書
等報告事業補助金

さいたま市定期病状報
告書等報告事業補助金
交付要綱

精神科病院に入院中の精神障害者
の人権を擁護するとともに、適正
な医療の提供を確保する

精神科医療適正化事業
定期病状報告書等1,500円×
1,100件=1,650,000円

市内に所在する、精神科の入
院施設を有する病院及び市長
が越境措置入院をさせている
精神保健及び精神障害者福祉
に関する法律第19条の８に定
める指定病院

1,650 1,650 1,650

子ども
未来局

子育て企画
課

子どもがつくるまち事業補
助金

交付要綱を策定予定
子どもの社会参画や市民･事業者･
行政が協働して子育てをする機運
を高める

子どもがつくるまち事業
団体の対象事業に要する経費
２団体×2,000,000円
=4,000,000円

子どもがつくるまち事業実施
団体

4,000 3,000 3,000

子ども
未来局

子育て支援
課

単独型子育て支援センター
事業費補助金(マイム･マイ
ム)

さいたま市単独型子育
て支援センター事業費
補助金交付要綱

子育て支援センターの運営費を助
成する

子育て支援センター事業
家賃補助
月額105,000円×12月
=1,260,000円

ＮＰＯ法人マイム･マイム 1,260 1,800 1,260

子ども
未来局

子育て支援
課

単独型子育て支援センター
事業費補助金(さいたま北)

さいたま市単独型子育
て支援センター事業費
補助金交付要綱

子育て支援センターの運営費を助
成する

子育て支援センター事業
家賃補助
月額200,000円×12月
=2,400,000円

ＮＰＯ法人子ども文化ステー
ション

2,400 1,800 1,800

子ども
未来局

子育て支援
課

単独型子育て支援センター
事業費補助金(さくら)

さいたま市単独型子育
て支援センター事業費
補助金交付要綱

子育て支援センターの運営費を助
成する

子育て支援センター事業
家賃補助
月額120,000円×12月
=1,440,000円

ＮＰＯ法人厚生福祉会 1,440 1,440 1,440

子ども
未来局

子育て支援
課

単独型子育て支援センター
事業費補助金(エンゼルキッ
ズさいたま西)

さいたま市単独型子育
て支援センター事業費
補助金交付要綱

子育て支援センターの運営費を助
成する

子育て支援センター事業
家賃補助
月額200,000円×12月
=2,400,000円

学校法人埼玉福祉学園 2,400 1,800 1,800

子ども
未来局

子育て支援
課

母子寡婦福祉会補助金
さいたま市母子寡婦団
体補助金交付要綱

母子寡婦家庭の生活向上及び会員
の相互扶助と発展

さいたま市母子寡婦福祉
会の運営

補助金300,000円 さいたま市母子寡婦福祉会 300 300 300
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(参考）
平成23年度
決算額

(単位:千円)

対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称
平成24年度
当初予算額

５　健康・福祉分野

子ども
未来局

子育て支援
課

児童福祉施設入所児童等特
別支援事業費補助金

さいたま市児童福祉施
設入所児童等特別支援
事業費補助金交付要綱

次代の社会を担う子どもの健やか
な育ちを支援することを目的とす
る

児童福祉施設入所児童等
特別支援事業

4月1日から9月30日
13,000円×818名=10,634,000
円
10月1日から3月31日
10,000円×12名=120,000円

児童福祉福祉施設等に入所す
る児童(子ども手当の支給対
象とならない児童　10月から
3月までは、指定医療機関に
入院する児童に限る）

0 0 10,754

子ども
未来局

子育て支援
課

単独型子育て支援センター
一時預かり事業費補助金

(仮)さいたま市単独型
子育て支援センター一
時預かり事業費補助金
交付要綱

子育て支援センターで実施する一
時預かりの運営費を助成する

子育て支援センター事業

事業に要する経費の総額から
利用者から徴収した利用料･
負担金の総額を差し引いた
額、限度額2,000,000円

一時預かり実施事業者 2,000 0 0

子ども
未来局

青少年育成
課

民設放課後児童クラブ家賃
補助

さいたま市民設放課後
児童クラブ補助金交付
要綱

放課後児童健全育成事業の円滑な
運営を図る

市の委託を受けている民
設放課後児童クラブの土
地または建物の賃借料

月額120,000円以内※駅から
１㎞以内は30,000円加算

市の委託を受けている民設放
課後児童クラブ

0 118,902 114,288

子ども
未来局

青少年育成
課

民設放課後児童クラブ保護
者助成金

さいたま市民設放課後
児童クラブ保護者助成
金交付要綱

民設放課後児童クラブに入所して
いる児童の保護者の負担軽減を図
る

民設放課後児童クラブに
入所している市内在住の
小学校１～３年生までの
児童について助成する

生活保護世帯5,000円、前年
分所得税非課税かつ前年度分
市民税非課税世帯5,000円、
前年分所得税非課税かつ前年
度分市民税課税世帯3,000円

民設放課後児童クラブに入所
している市内在住の小学校１
～３年生までの児童の保護者
で左記に該当する世帯

9,240 9,240 7,977

子ども
未来局

青少年育成
課

特別支援学校放課後児童対
策事業費補助金

①さいたま市特別支援
学校放課後児童対策事
業費補助金交付要綱
②さいたま市特別支援
学校放課後児童クラブ
保護者助成金交付要綱

特別支援学校等に通学する児童の
放課後の健全育成を図る

①市内在住の障害児童が
通学する児童クラブの指
導員人件費及び地代等
②特別支援学校放課後児
童クラブに入所している
市内在住の児童について
助成する

①重度障害児童:月額57,000
円、その他障害児:月額
33,500円、地代等(駐車場代
含む):全額補助、指導員健康
診断:１人あたり8,000円以内
②生活保護世帯5,000円、前
年分所得税非課税かつ前年度
分市民税非課税世帯5,000
円、前年分所得税非課税かつ
前年度分市民税課税世帯
3,000円

①市内在住の障害児童が通学
する特別支援学校児童クラブ
②特別支援学校放課後児童ク
ラブに入所している市内在住
の児童の保護者で左記に該当
する世帯

39,632 44,635 32,878

子ども
未来局

青少年育成
課

放課後児童クラブ整備促進
補助金

さいたま市放課後児童
クラブ整備促進補助金
交付要綱

民設放課後児童クラブの開設を促
進し、保育環境の改善を図る

民設放課後児童クラブの
新設･分割･移転整備

(初度賃借料)委託開始前月の
家賃:１施設１月分120,000円
以内、礼金:１施設１か月分
で120,000円以内
※駅から１㎞以内はそれぞれ
30,000円加算
(初度消耗品及び備品購入費)
１施設200,000円以内

市の委託を受けて、放課後児
童健全育成事業を実施する団
体

16,384 2,780 1,955

子ども
未来局

青少年育成
課

放課後児童クラブ特別対策
事業補助金

さいたま市放課後児童
クラブ特別対策事業補
助交付要綱

放課後児童クラブ設置にあたり、
賃貸契約等に基づく住宅等を活用
し、保育環境の改善を図る

放課後児童クラブの新設
整備

初度消耗品及び備品購入費 <
新設>１施設200,000円以内、
施設改修費 １施設800,000円
以内

市の委託を受けて放課後児童
健全育成事業を実施する団体

0 0 2,000

子ども
未来局

青少年育成
課

放課後児童クラブ等熱中症
対策事業補助金

さいたま市放課後児童
クラブ等熱中症対策事
業補助交付要綱

熱中症対策を図ることにより放課
後児童クラブの運営を支援する

空調設備の取替えにおい
て、古い空調設備を取り
外し、処分するための経
費
電気の容量を増やすため
の工事に係る経費

補助対象経費の実支出額
（上限125,000円）

市の委託を受けて放課後児童
健全育成事業を実施してい
る、または委託を受ける予定
の団体

0 0 3,218

子ども
未来局

児童相談所 里親制度推進事業補助金
里親制度推進費補助金
交付要綱

市における里親制度の円滑な運営
を図る

特別里親推進事業、里子
レクリエーション事業、
里親賠償責任保険保険料
負担事業

養育手当10,000円/月、支度
費20,000円/人、里親レクリ
エーション事業3,000円/人、
里親賠償責任保険料負担事業
6,600円/委託里親

さいたま市里親会 2,394 2,030 1,676

子ども
未来局

児童相談所 里親会補助金 里親会補助金交付要綱
市における里親制度促進事業を援
助する

里親会が行う里親の各種
研修会及び激励会等

里親会の運営に要する経費 さいたま市里親会 130 130 130
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(参考）
平成23年度
決算額

(単位:千円)

対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称
平成24年度
当初予算額

５　健康・福祉分野

子ども
未来局

児童相談所
さいたま市児童福祉施設等
子どもの暮らし応援事業補
助金

さいたま市児童福祉施
設等子どもの暮らし応
援事業補助金交付要綱

施設の特色、特徴を生かした運営
を行えるよう補助金を交付し、施
設機能を高めることにより、児童
処遇の高度化や自立支援を強化す
る

施設入所児童等健全育成
推進事業、民間児童養護
施設等人材確保対策事
業、定員外入所対策費

事業内容により補助基準額の
１/３以内又は10/10以内

児童養護施設、乳児院、情緒
障害児短期治療施設、里親
会、里親、自立援助ホーム、
ファミリーホーム

30,099 31,452 30,274

子ども
未来局

児童相談所 普通自動車免許取得助成
さいたま市自立援助
ホーム入所児童自立援
助補助金要綱

施設入所児童の就職支援のため普
通自動車免許取得の助成を行なう

普通自動車免許取得助成 333,300円×３名=999,900円 自立援助ホーム 1,000 0 0

子ども
未来局

児童相談所
民間社会福祉施設等職員処
遇改善補助金

民間社会福祉施設等職
員処遇改善費補助金交
付要綱

民間社会福祉職員の給与公私格差
を是正し、職員の処遇改善及び定
着を図る

児童自立支援総合対策事
業

１年以上在職者
16人×23,800円=380,800円
3ヶ月以上1年未満の在職者
3人×11,900円=35,700円

民間社会福祉施設（指定管理
者を除く）

0 0 417

子ども
未来局

児童相談所
社会福祉施設職員キャリア
アップ支援補助金

社会福祉施設職員キャ
リアアップ支援補助金
交付要綱

社会福祉施設が行なう職員の資質
の向上及び定着の促進に向けた取
組を支援することを目的とする

児童自立支援総合対策事
業

施設定員が100名以上　15万
50名以上100名未満　　10万
50名未満　　　　　　　8万

民間社会福祉施設（指定管理
者を除く）

200 0 0

子ども
未来局

幼児政策課 保育所整備促進助成金
保育所整備促進助成金
交付要綱

保育所の整備拡充を図る
保育所の創設、増改築、
拡張、大規模修繕等の施
設整備

保育所緊急整備事業補助金の
１/３以内

社会福祉法人等 374,424 307,544 307,078

子ども
未来局

幼児政策課 保育所緊急整備事業補助金
保育所緊急整備事業補
助金交付要綱

保育所の整備拡充を図る
保育所の創設、増改築、
拡張、大規模修繕等の施
設整備

補助基準額×３/４ 社会福祉法人等 1,123,272 922,637 921,235

子ども
未来局

幼児政策課
賃貸物件による保育所整備
事業補助金

賃貸物件による保育所
整備事業補助金交付要
綱

保育所の整備拡充を図る
賃貸物件により新たに保
育所を設置する事業

補助基準額×３/４ 社会福祉法人等 53,053 25,852 40,464

子ども
未来局

幼児政策課
独立行政法人福祉医療機構
借入金利子補助金

独立行政法人福祉医療
機構借入金利子補助金
交付要綱

社会福祉法人、日本赤十字社及び
民法34条の規定に基づき設立され
た法人が経営する社会福祉施設の
整備を促進する

(独)福祉医療機構の福祉
貸付資金のうち建築資金
(購入資金を除く)及び設
備備品整備資金

支払い利子の１/２ 社会福祉法人等 3,296 3,198 2,466

子ども
未来局

幼児政策課
私立幼稚園園児教育費助成
金

さいたま市私立幼稚園
園児教育費助成金交付
要綱

幼稚園等に幼児を通園させている
保護者に対する教育費負担の軽減
を図る

当該年度７月１日現在、
市内に在住し、在園して
いる園児に一律で助成す
る

園児１人に一律40,000円
幼稚園等に幼児を通園させて
いる保護者

898,160 866,280 894,760

子ども
未来局

幼児政策課 幼稚園就園奨励費補助金
さいたま市幼稚園就園
奨費励補助金交付要綱

当該園児の保護者に対する教育費
負担の軽減を図り、幼稚園への就
園を奨励する

園児と同居している保護
者の市民税額に応じて助
成する

市民税所得割額が211,200円
以下の世帯に49,800円～
196,200円(兄弟が同時就園の
場合増額あり)

幼稚園等に幼児を通園させて
いる保護者

1,420,817 1,187,411 1,379,438

子ども
未来局

幼児政策課
私立幼稚園預かり保育事業
補助金

さいたま市私立幼稚園
預かり保育事業補助金
交付要綱

預かり保育事業の促進を図る
預かり保育を実施する市
内私立幼稚園へ人数･時間
等に応じて支給する

基本額･園児数･担当教員数･
時間･日数･長期休暇等で積算

預かり保育を実施する市内私
立幼稚園

92,640 91,100 93,135

子ども
未来局

幼児政策課 私立幼稚園補助金
さいたま市私立幼稚園
補助金交付要綱

私立幼稚園の教育条件の維持及び
向上を図る

教職員の人件費、教職員
が行う教育及び研究に要
する経費、施設の管理に
要する経費等に支給する
市内の幼稚園が対象

５月１日現在の園児数に応じ
て1,200,000円～1,300,000円

市内私立幼稚園 130,500 131,700 131,350

子ども
未来局

幼児政策課 私立幼稚園事務費交付金
さいたま市私立幼稚園
事務費交付金交付要綱

保護者補助金に係る事業に関し、
私立幼稚園が行う事務の円滑化を
図る

就園奨費励補助金又は園
児教育費助成金交付要綱
に定める交付事務を行っ
た市外幼稚園に支給する

園児数に応じて、2,000円～
20,000円

就園奨費励補助金又は園児教
育費助成金の交付対象園児が
在園する市外幼稚園

407 390 368
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(参考）
平成23年度
決算額

(単位:千円)

対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称
平成24年度
当初予算額

５　健康・福祉分野

子ども
未来局

幼児政策課
私立幼稚園特別支援事業費
助成金

私立幼稚園特別支援事
業費補助金

心身に障がい等のある児童の幼稚
園就園を促進するとともに、私立
幼稚園における特別支援事業の充
実と振興を図る

私立幼稚園が実施する特
別支援に係る事業

・「気になる子」１人当たり
392,000円
・県単上乗　一人当たり
13,000円

特別支援事業を実施する市内
私立幼稚園

84,900 45,020 12,538

子ども
未来局

幼児政策課
私立幼稚園園児健康管理費
補助金

私立幼稚園園児健康管
理費補助金交付要綱

私立幼稚園の園児の健康管理費に
要する経費を補助し、幼稚園教育
の振興と保護者の経済的負担の軽
減を図る

市内の私立幼稚園の実施
する健康管理事業に要す
る経費が対象

補助対象経費の１/２相当
額、限度額200,000円

幼稚園園児健康増進支援事業
を実施する市内私立幼稚園

20,800 23,712 10,583

子ども
未来局

幼児政策課 病児保育室整備費補助金
さいたま市病児保育室
整備費補助金交付要綱

病児保育事業の促進を図るため 病児保育室整備事業
対象事業に要する経費の３分
の２相当額とし、100万円を
限度とする

病児保育事業実施の医療機関
等

0 0 1,000

子ども
未来局

幼児政策課
私立幼稚園特別支援教育研
修事業費補助金

さいたま市私立幼稚園
特別支援教育研修事業
費補助金交付要綱

さいたま市私立幼稚園協会が私立
幼稚園の職員に対して実施する、
特別支援教育に係る研修に要する
経費の一部を予算の範囲内で補助
することにより、幼稚園教育の振
興と充実を図ることを目的とす
る。

さいたま市私立幼稚園協
会が実施する、特別支援
教育に係る研修

特別支援教育研修
300,000円×２回=600,000円

さいたま市私立幼稚園協会 600 0 97

子ども
未来局

幼児政策課
被災幼児就園支援事業費補
助金

高校生就学支援基金事
業実施要領（被災児童
生徒就学支援等臨時特
例交付金）

東日本大震災により被災し、経済
的に就園が困難となった幼児がい
る家庭に対し、就園機会の確保に
資するため

園児と同居している保護
者の市町村民税額に応じ
て助成する

市民税所得割額が211,200円
以下の世帯に49,800円～
196,200円(兄弟が同時就園の
場合増額あり)

東日本大震災により被災した
児童を、幼稚園に通園させて
いる保護者

5,796 0 1,423

子ども
未来局

保育課
民間建設保育園補修費補助
金

民間建設保育園補修費
補助金交付要綱

民間建設保育園の維持管理
保育に必要な箇所で原則
として建物本体及び付帯
設備の補修工事

補助対象経費の１/２相当
額、限度額2,000,000円

民間建設保育園所有者 5,500 5,500 648

子ども
未来局

保育課
保育所併設型子育て支援セ
ンター補助金

さいたま市特別保育事
業費補助交付要綱

子育て支援センター事業の促進を
図る

民間保育所が行う子育て
支援センター事業

対象事業に要する経費 民間保育所 204,552 200,996 199,216

子ども
未来局

保育課 民間保育所運営費補助金

さいたま市民間保育所
運営費補助金交付要綱
民間社会福祉施設等職
員処遇改善費補助金交
付要綱

施設の運営改善と児童、職員の処
遇改善を図る

民間保育所職員の雇用･給
与処遇の改善、施設の改
修等

対象事業に要する経費 民間保育所 368,590 342,898 321,442

子ども
未来局

保育課
トワイライトステイ事業費
補助金

さいたま市トワイライ
トステイ事業費補助金
交付要綱

保護者が夜間不在となり、家庭で
児童を養育することが一時的に困
難となった場合、その他緊急の場
合に一時的に保育するトワイライ
トステイ事業を支援する

トワイライトステイ事業

事業に要する経費の総額から
利用者から徴収した利用料･
負担金の総額を差し引いた
額、限度額4,000,000円

民間保育所 3,500 4,500 4,287

子ども
未来局

保育課 特別保育事業費補助金
さいたま市特別保育事
業費補助金交付要綱

延長保育、一時保育等多様な保育
ニーズに対応するための民間保育
所が行う各種特別保育事業を支援
し、福祉の向上を図る

障害児保育、延長保育等
の特別保育事業

対象事業に要する経費 民間保育所 895,172 803,208 761,219

子ども
未来局

保育課
病児保育利用連絡書発行手
数料補助金

さいたま市病児保育利
用連絡書発行手数料補
助金交付要綱

病児保育事業の保護者の費用負担
を軽減するとともに、病児保育の
利用を促進する

医療機関が｢病児保育利用
連絡書｣を発行する際の保
護者が負担する発行手数
料

限度額一般世帯1,000円
生活保護世帯2,000円

病児保育利用者 122 82 78

子ども
未来局

保育課 親支援事業補助金
埼玉県親支援補助金交
付要綱

親の養育力向上のための支援を強
化し、豊かな子育て･親育ちの実
現を図るため

親の養育力向上のための
支援を強化することに係
る経費

１施設100,000円を限度
認可保育所(認定こども園の
幼保連携型保育所部分を含
む)

0 4,800 1,864

子ども
未来局

保育課
民間保育所災害復旧費補助
金

さいたま市民間保育所
災害復旧費補助金交付
要綱

東日本大震災により被害を受けた
民間保育所の災害復旧に要する費
用の補助

民間保育所災害復旧 補助対象経費の３／４相当額民間保育所 0 0 832
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(参考）
平成23年度
決算額

(単位:千円)

対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称
平成24年度
当初予算額

５　健康・福祉分野

子ども
未来局

保育課
電力需給対策に対応した休
日保育特別事業等補助金

さいたま市電力需給対
策に対応した休日保育
特別事業等補助金交付
要綱

電力需給対策実施期間における休
日の児童の受入体制を確保するこ
とを目的とする

電力需給対策に対応した
休日開所

基準を満たした事業に要する
経費

民間保育所 0 0 74

教育
委員会

教職員課
さいたま市公立学校共済組
合埼玉支部補助金(県費負担
教職員)

さいたま市公立学校共
済組合埼玉支部福利厚
生事業補助金交付要綱

教職員の福利厚生の充実
人間ドック
特定年齢人間ドック

8,400円×4,490名
=37,716,000円

公立学校共済組合埼玉支部 37,716 37,474 35,990

教育
委員会

教職員課
さいたま市公立学校共済組
合埼玉支部補助金(市費負担
教職員)

さいたま市公立学校共
済組合埼玉支部福利厚
生事業補助金交付要綱

教職員の福利厚生の充実
人間ドック
特定年齢人間ドック

8,400円×240名=2,016,000円 公立学校共済組合埼玉支部 2,016 2,050 1,788

教育
委員会

健康教育課
８０２０歯の健康教室補助
金

８０２０歯の健康教室
補助金交付要綱

児童の歯と口腔の衛生指導及び保
護者の啓発を図る

歯科医師及び歯科衛生士
による学校訪問指導

35,000円×35校=1,225,000円 さいたま市歯科医師会 1,225 1,155 1,155

緑
区役所

コミュニ
ティ課

緑区シニア運動教室事業補
助金

さいたま市緑区まちづ
くり推進事業補助金交
付要綱

緑区内で活動している団体が高齢
者の生きがい増進を図るととも
に、介護予防を行う

高齢者の生きがいに係る
事業

対象事業に要する経費
緑区シニア運動教室実行委員
会

608 608 608

緑
区役所

コミュニ
ティ課

緑区子育て･健康づくり事業
補助金

さいたま市緑区まちづ
くり推進事業補助金交
付要綱

緑区民が心身ともに健やかな生活
が送れるよう、その健康づくりに
寄与する

健康づくりに関る支援事
業、疾病予防に関る支援
事業、その他必要な事業

対象事業に要する経費
緑区子育て･健康づくり実行
委員会

736 770 756
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市民･
スポーツ
文化局

スポーツ振
興課

さいたま市サッカーのまち
づくり推進協議会補助金

さいたま市サッカーの
まちづくり推進協議会
補助金交付要綱

サッカーの普及発展及び地域ス
ポーツの振興、地域経済の活性化
を促進するとともに、生涯スポー
ツのまちづくりを推進する

さいたま市サッカーのま
ちづくり推進協議会が実
施する事業

さいたま市サッカーのまちづ
くり推進協議会の事業に要す
る経費7,200,000円

さいたま市サッカーのまちづ
くり推進協議会

7,200 7,500 5,593

市民･
スポーツ
文化局

スポーツ振
興課

さいたま市サッカーのまち
づくり推進協議会補助金

さいたま市サッカーの
まちづくり推進協議会
補助金交付要綱

サッカーの普及発展及び地域ス
ポーツの振興、地域経済の活性化
を促進するとともに、生涯スポー
ツのまちづくりを推進する

さいたま市サッカーのま
ちづくり推進協議会が実
施する事業

さいたまシティカップに要す
る経費40,000,000円

さいたま市サッカーのまちづ
くり推進協議会

40,000 40,000 0

市民･
スポーツ
文化局

スポーツ振
興課

さいたま市八王子スポーツ
施設管理運営補助金

さいたま市八王子ス
ポーツ施設管理運営補
助金交付要綱

市民スポーツ活動の需要に応え、
誰もが積極的にスポーツ参加の機
会が得られるようなスポーツ環境
の充実を目指す

八王子スポーツ施設の管
理運営に必要と認められ
る経費

八王子スポーツ施設管理運営
に必要な経費11,560,000円

(公財)さいたま市公園緑地協
会

11,560 11,560 8,991

市民･
スポーツ
文化局

スポーツ振
興課

学校体育施設開放事業交付
金

さいたま市学校体育施
設開放事業交付金交付
要綱

｢さいたま市学校体育施設の開放
に関する要綱｣に基づく学校体育
施設開放事業の企画及び運営を行
う団体に対し、事業を推進し円滑
な運営を図る

学校体育施設開放事業に
必要と認められる団体の
運営費

校庭･夜間校庭･屋内体育施設
開放にかかる額:基本額(小学
校28,000円、中学校18,000
円)に校庭(15,000円)、夜間
校庭(20,000円)、屋内体育施
設(20,000円)を開放状況によ
り加算

学校体育施設開放運営委員会 9,460 9,253 9,059

市民･
スポーツ
文化局

スポーツ振
興課

区スポーツ振興会補助金
さいたま市スポーツ振
興会補助金交付要綱

市内体育振興及び市民の体力増進
等を図る

団体の体育振興に必要と
認められる運営費及び事
業費

会の運営及び事業に要する経
費
１区300,000円×10区
=3,000,000円

区スポーツ振興会 3,000 3,000 3,000

市民･
スポーツ
文化局

スポーツ振
興課

さいたま市レクリエーショ
ン協会運営事業補助金
さいたま市体育指導委員連
絡協議会運営事業補助金
地区体育振興会運営事業補
助金

さいたま市体育振興団
体補助金交付要綱

市内体育振興及び市民の体力増進
等を図る

団体の体育振興に必要と
認められる運営費及び事
業費

会の運営及び事業に要する経
費さいたま市レクリエーショ
ン協会　3,000,000円、さい
たま市スポーツ推進委員連絡
協議会　2,700,000円、地区
体育振興会（29地区）
10,235,000円

さいたま市レクリエーション
協会、さいたま市スポーツ推
進委員連絡協議会、地区体育
振興会

15,935 16,214 16,214

市民･
スポーツ
文化局

スポーツ振
興課

(公財)さいたま市体育協会
運営事業補助金

(公財)さいたま市体育
協会運営事業補助金交
付要綱

市内体育スポーツの振興及び市民
の健康増進･体力向上等

(公財)さいたま市体育協
会の運営費及び事業費

協会の運営及び事業に要する
経費46,783,000円

(公財)さいたま市体育協会 46,783 51,896 51,896

市民･
スポーツ
文化局

スポーツ振
興課

さいたま市スポーツ拠点づ
くり推進事業補助金

さいたま市スポーツ拠
点づくり推進事業補助
金交付要綱

(財)地域活性化センターによるス
ポーツ拠点づくり推進事業助成金
に採択された事業開催

全日本選抜高等学校パ
ワーリフティング選手権
大会関係経費

限度額5,000,000円(18年度以
降)

全日本選抜高等学校パワーリ
フティング選手権大会実行委
員会

4,000 5,000 4,000

市民･
スポーツ
文化局

スポーツ振
興課

さいたま市高等学校全国大
会出場助成事業補助金

さいたま市高等学校全
国大会出場助成事業補
助金交付要綱

市民の体育振興及びスポーツ意識
向上に寄与するとともに、市民コ
ミュニティー推進と郷土愛を助長
し、広報活動の一環を担うなどの
影響を考慮し、費用の一部を補助
する

さいたま市内の高等学校
部活動

全国選抜高等学校野球大会
3,000,000円
全国高等学校サッカー選手権
大会　1,000,000円

さいたま市内高等学校 0 0 4,000

市民･
スポーツ
文化局

スポーツ振
興課

さいたまシティマラソン事
業補助金
さいたま市･南会津町たてい
わ親善ツーデーマーチ事業
補助金

さいたま市体育振興事
業補助金等交付要綱

市内体育振興及び市民の体力増進
等を図る

市内の体育振興に必要と
認められる事業及び市民
の体力増進を目的とした
事業

平成24年度シティマラソンに
要する経費70,000,000円、平
成24年度ツーデーマーチに要
する経費1,350,000円

さいたまシティマラソン実行
委員会、さいたま市･南会津
町たていわ親善ツーデーマー
チ実行委員会

71,350 73,670 68,652

対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称
平成24年度
当初予算額

(参考）
平成23年度
決算額

(単位:千円)６　教育・文化・スポーツ分野
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称
平成24年度
当初予算額

(参考）
平成23年度
決算額

(単位:千円)６　教育・文化・スポーツ分野

市民･
スポーツ
文化局

文化振興課
さいたま市展実行委員会補
助金

さいたま市美術展覧会
実行委員会補助金交付
要綱

広く市民の美術思想の普及と創造
的表現力の開発を図り、市の文化
の向上に寄与する

さいたま市美術展覧会に
要する経費

対象事業に要する経費
さいたま市美術展覧会実行委
員会

6,200 6,200 6,117

市民･
スポーツ
文化局

文化振興課

子ども文化祭実行委員会補
助金
市民音楽祭実行委員会補助
金

さいたま市文化事業実
行委員会補助金交付要
綱

市の郷土文化の振興及び市民文化
の向上に資する

子ども文化祭に要する経
費
市民音楽祭に要する経費

対象事業に要する経費
子ども文化祭実行委員会、市
民音楽祭実行委員会

1,487 1,487 1,465

市民･
スポーツ
文化局

文化振興課 文化事業補助金
さいたま市文化事業補
助金交付要綱

市内文化団体等が開催する全市的
な事業に対して補助金を交付し支
援し、郷土文化の振興と市民の生
涯学習意欲の向上に資する

文化団体が市内で実施
し、補助金交付による効
果が期待できる事業に要
する経費

補助対象経費の１/２、限度
額180,000円

市内文化団体 9,300 9,300 8,998

市民･
スポーツ
文化局

文化振興課 さいたま市文化協会補助金
さいたま市文化協会補
助金交付要綱

市の文化向上を資すること、及び
文化団体の連絡協調を図るため文
化団体を支援する

さいたま市文化協会の運
営に要する経費

対象団体の運営に要する経費さいたま市文化協会 1,339 1,339 1,339

市民･
スポーツ
文化局

文化振興課
さいたまシティオペラ補助
金

さいたまシティオペラ
補助金交付要綱

市民の手作りの｢市民オペラ｣公演
によりオペラの普及･発展を図り
市民の文化向上に資する

さいたまシティオペラ演
奏会にかかる事業経費

対象事業に要する経費 さいたまシティオペラ 2,500 2,500 0

市民･
スポーツ
文化局

文化振興課
さいたま市アートフェス
ティバル事業補助金

さいたま市アートフェ
スティバル事業補助金
交付要綱

文化芸術によるまちづくりを推進
する

アートフェスティバル事
業の実施に要する経費

2,000,000円×５ヵ所
=10,000,000円

アートフェスティバル事業を
実施する実行委員会

10,000 0 0

子ども
未来局

青少年育成
課

青少年育成さいたま市民会
議補助金

さいたま市青少年団体
等補助金交付要綱
青少年育成さいたま市
民会議地区会体験活動
等事業補助金交付要綱
青少年育成さいたま市
民会議地区会補助金交
付要綱

地域において青少年の健全育成を
図る環境を醸成する
また、地域における青少年の健全
育成を目的として行う体験活動等
事業の実施を支援する

市民会議全体及び地区会
の事業

本部700,000円、区連絡会
90,000円×10区=900,000円、
地区会60,000円×63地区会
=3,780,000円、体験活動等事
業10,581,000円

青少年育成さいたま市民会
議、青少年育成さいたま市民
会議を構成する区連絡会･地
区会

15,961 15,961 15,958

子ども
未来局

青少年育成
課

さいたま市青少年団体等補
助金

さいたま市青少年団体
等補助金交付要綱
区子ども会連合組織事
業補助金交付要綱

青少年の健全育成を目的とした団
体が行う、ボランティア活動･イ
ベント事業等を支援するまた、地
域における青少年の健全育成を目
的として行う子ども会事業を支援
する

青少年の健全育成に必要
と認められる事業に要す
る経費、その他市長が必
要と認める事業に要する
経費

ボーイスカウト628,000円、
ガールスカウト270,000円、
青少年相談員1,500,000円、
子ども会本部145,000円、子
ども会区連合会:2,687,000円

さいたま市ボーイスカウト協
議会、さいたま市ガールスカ
ウト連絡協議会、さいたま市
青少年相談員協議会、さいた
ま市子ども会育成連絡協議
会、さいたま市子ども会区連
合会

5,230 5,230 5,070

子ども
未来局

青少年育成
課

さいたま市青少年団体等補
助金

さいたま市青少年団体
等補助金交付要綱

青少年の健全育成を目的としたボ
ランティア活動･イベント事業等
を支援する

成人式、さるはなキャン
プフェスタ･親子のつど
い、｢コシヒカリの郷｣子
ども自然体験村ＩＮ南魚
沼

成人式14,400,000円、さるは
なキャンプフェスタ90,000
円、コシヒカリの郷600,000
円

成人式実行委員会
さるはなキャンプフェスタ･
親子のつどい実行委員会
南魚沼市グリーン･ツーリズ
ム推進協議会

15,090 15,090 15,090

子ども
未来局

青少年育成
課

さいたま市青少年による郷
土芸能伝承活動補助金

さいたま市青少年によ
る郷土芸能伝承活動補
助金交付要綱

青少年の健全育成を目的とした郷
土芸能伝承活動を支援する

郷土芸能伝承活動
40,000円×40団体=1,600,000
円

お囃子、獅子舞、神楽、太鼓
等を演奏又は演技する団体

1,600 1,600 1,306

子ども
未来局

青少年育成
課

さいたま市ボーイスカウト
協議会世界ジャンボリー補
助金

さいたま市青少年団体
等補助金交付要綱

青少年の健全育成を目的としたボ
ランティア活動･イベント事業等
を支援し、青少年の地域における
活動の活性化や、社会参画を促す

第21回世界ジャンボリー
１回の参加事業費補助として
620,000円

さいたま市ボーイスカウト協
議会

0 620 620

子ども
未来局

幼児政策課
第51回政令指定都市私立幼
稚園団体協議会 さいたま大
会補助金

第51回政令指定都市私
立幼稚園団体協議会さ
いたま大会補助金交付
要綱

第51回政令指定都市私立幼稚園団
体協議会さいたま大会を効果的に
実施するため

第51回政令指定都市私立
幼稚園団体協議会さいた
ま大会に係る運営費

第51回政令指定都市私立幼稚
園団体協議会 さいたま大会
に係る運営費

さいたま市私立幼稚園協会 0 2,500 2,500
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称
平成24年度
当初予算額

(参考）
平成23年度
決算額

(単位:千円)６　教育・文化・スポーツ分野

教育
委員会

指導１課
さいたま市立小･中学校文化
部大会派遣補助金

さいたま市立小･中学校
文化部大会派遣補助金
交付要綱

小･中学校の文化部活動を通じ
て、人間性の豊かさや教養の増進
を図る

全国又は関東大会参加に
要する経費

全国又は関東大会参加に要す
る経費

さいたま市立小･中学校 5,977 3,579 3,061

教育
委員会

指導１課
埼玉朝鮮初中級学校文化･体
育交流補助金

埼玉朝鮮初中級学校文
化･体育交流補助金交付
要綱

埼玉朝鮮初中級学校文化･体育の
交流活動の振興を図る

埼玉朝鮮初中級学校文化･
体育の交流活動の振興に
係る経費

対象事業に要する経費 埼玉朝鮮初中級学校 1,700 1,700 933

教育
委員会

指導１課
さいたま市立中学校国際交
流派遣生徒渡航費用補助金

さいたま市立中学校国
際交流派遣生徒渡航費
用補助金交付要綱

英語学習や国際理解への興味･関
心を高めるとともに、国際交流及
び国際親善に資する

さいたま市立中学校国際
交流事業の派遣生徒の渡
航･現地研修費用の補助

125,000円×57名=7,125,000
円

さいたま市立中学校国際交流
事業の派遣生徒

7,125 7,125 7,000

教育
委員会

指導１課
さいたま市自然体験活動等
交通費補助金

さいたま市自然体験活
動等交通費補助金交付
要綱

自然体験活動･林間学校に参加す
る児童の保護者負担等の軽減を図
る

さいたま市自然体験活動
等交通費の補助

対象事業に要する経費 さいたま市立小学校 2,640 2,670 2,418

教育
委員会

指導１課
さいたま市私立幼稚園教育
研究事業交付金

さいたま市私立幼稚園
教育研究事業交付金交
付要綱

市における幼稚園教育の充実を図
る

さいたま市私立幼稚園教
育研究事業に係る経費

対象事業に要する経費 さいたま市私立幼稚園協会 3,088 3,088 3,088

教育
委員会

指導１課
さいたま市全国、関東体育
大会選手派遣補助金

さいたま市全国･関東体
育大会選手派遣補助金
交付要綱

体育･スポーツ振興を図るため、
市立中･高等学校の生徒の全国関
東大会出場による競技力向上に寄
与する

宿泊費:関東２泊以内、全
国４泊以内

１名１泊上限8,000円、中学
校のみ全国大会参加費2,000
円、関東大会参加費1,500円

全国･関東体育大会に出場し
た、市立中･高等学校の運動
部の生徒

4,950 4,800 4,001

教育
委員会

指導１課
関東中学校バスケットボー
ル大会負担金

開催に対する負担金

中学校教育の一環として生徒に広
くスポーツの実践の機会を与え、
体力、技能の向上とスポーツ精神
の高揚を図り、心身ともに健康な
生徒を育成するため

大会運営費の補助 幹事市150,000円 関東中学校体育連盟 0 150 150

教育
委員会

指導１課
関東中学校軟式野球大会負
担金

開催に対する負担金

中学校教育の一環として生徒に広
くスポーツの実践の機会を与え、
体力、技能の向上とスポーツ精神
の高揚を図り、心身ともに健康な
生徒を育成するため

大会運営費の補助 幹事市100,000円 関東中学校体育連盟 100 0 0

教育
委員会

指導１課 さいたま市体育協会負担金 上部団体負担金 さいたま市体育協会の円滑な運営 運営費の補助
小学校体育連盟と中学校体育
連盟の各10,000円

さいたま市体育協会 20 0 0

教育
委員会

指導１課
全国中学校バスケットボー
ル大会負担金

開催に対する負担金

中学校教育の一環として生徒に広
くスポーツの実践の機会を与え、
体力、技能の向上とスポーツ精神
の高揚を図り、心身ともに健康な
生徒を育成するため

大会運営費の補助 幹事市1,000,000円 日本中学校体育連盟 1,000 0 0
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称
平成24年度
当初予算額

(参考）
平成23年度
決算額

(単位:千円)６　教育・文化・スポーツ分野

教育
委員会

指導２課
さいたま市特別支援教育振
興会補助金

さいたま市特殊教育振
興会補助金交付要綱

特別支援教育の振興を図る

広報誌｢ともしび｣発行、
合同スポーツ大会、障害
児学級合同作品展、施設
見学等

310,000円×1団体=310,000円
さいたま市特別支援教育振興
会

310 425 425

教育
委員会

健康教育課
さいたま市学校保健会補助
金

さいたま市学校保健会
補助金交付要綱

学校教育における保健衛生の研究
並びに普及発展を図る

理事会、総会、健康づく
り標語審査会、学校保健
講習会、歯科保健、優良
校コンクール

学校保健会の運営に要する経
費

さいたま市学校保健会 1,090 1,090 1,016

教育
委員会

健康教育課
学校災害救済制度医療費給
付金

さいたま市学校災害救
済給付金条例

学校管理下で災害を受けた児童･
生徒の救済を図る

学校災害被災者見舞金、
学校災害被災者医療費助
成金、学校災害被災障害
者修学助成金

死亡見舞金1,000,000円、歯
牙見舞金(１本)30,000円、歯
牙見舞金(２本)50,000円、障
害見舞金150,000円～
1,800,000円

受給者 3,000 3,000 2,490

教育
委員会

健康教育課 全国市長会見舞金
さいたま市学校災害補
償要綱

学校管理下で災害を受けた児童･
生徒の救済を図る

後遺障害給付金、死亡給
付金

障害補償金1,000,000円 受給者 1,000 1,000 0

教育
委員会

健康教育課
第63回指定都市学校保健協
議会実行委員会補助金

第63回指定都市学校保
健協議会実行委員会補
助金交付要綱

　各政令指定都市の学校医、学校
歯科医、学校薬剤師、学校関係者
やＰＴＡの方々が児童生徒の健康
の保持増進に係る課題や解決策に
ついて、共通の認識が持てるよう
にします

協議会開催に係る運営費補
第63回指定都市学校保健協議
会開催に係る運営経費の一部
補助

第63回指定都市学校保健協議
会実行委員会

2,500 0 0

教育
委員会

健康教育課
第63回関東甲信越静学校保
健大会実行委員会補助金

共催事業負担金

　関東甲信越静の一都九県の学校
医、学校歯科医、学校薬剤師、学
校関係者が児童生徒の健康の保持
増進に係る課題や解決策につい
て、共通の認識が持てるようにし
ます

協議会開催に係る運営費補
第63回関東甲信越静学校保健
大会開催に係る運営経費の一
部補助

第63回関東甲信越静学校保健
大会実行委員会

300 0 0

教育
委員会

舘岩少年自
然の家

自然の教室補助金
自然の教室補助金交付
要綱

人間性豊かな児童･生徒の育成を
図る

舘岩及び赤城少年自然の
家等で実施される自然の
教室バス輸送費

3,000円×20,835名
=62,505,000円

自然の教室実施委員会 62,505 62,817 62,364

教育
委員会

浦和高等学
校

さいたま市立高等学校海外
交流事業補助金

さいたま市立高等学校
海外交流事業派遣生徒
渡航費用補助金交付要
綱

国際交流の推進を図り、国際的な
視野を広げるとともに国際親善に
資する

高等学校が実施する海外
交流(生徒派遣)事業

60,000円×10名=600,000円 海外交流(派遣)事業生徒 600 570 570

教育
委員会

浦和南高等
学校

さいたま市立高等学校海外
交流事業補助金

さいたま市立高等学校
海外交流事業派遣生徒
渡航費用補助金交付要
綱

国際交流の推進を図り、国際的な
視野を広げるとともに国際親善に
資する

高等学校が実施する海外
交流(生徒派遣)事業

海外渡航費用の一部補助
　　　　　　600,000円

海外交流(派遣)事業生徒 600 600 600

教育
委員会

大宮北高等
学校

さいたま市立高等学校海外
交流事業補助金

さいたま市立高等学校
海外交流事業派遣生徒
渡航費用補助金交付要
綱

国際交流の推進を図り、国際的な
視野を広げるとともに国際親善に
資する

高等学校が実施する海外
交流(生徒派遣)事業

海外渡航費用の一部補助
　　　　　　600,000円

海外交流(派遣)事業生徒 600 600 600
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称
平成24年度
当初予算額

(参考）
平成23年度
決算額

(単位:千円)６　教育・文化・スポーツ分野

教育
委員会

大宮西高等
学校

さいたま市立高等学校海外
交流事業補助金

さいたま市立高等学校
海外交流事業派遣生徒
渡航費用補助金交付要
綱

国際交流の推進を図り、国際的な
視野を広げるとともに国際親善に
資する

高等学校が実施する海外
交流(生徒派遣)事業

海外渡航費用の一部補助
　　　　　　600,000円

海外交流(派)事業生徒 600 600 600

教育
委員会

生涯学習振
興課

さいたま市地域婦人会合同
事業補助金

さいたま市社会教育関
係団体補助金交付要綱

市の生涯学習の振興と地域婦人会
活動の振興を図る

地域婦人会が合同で開催
する事業

限度額350,000円
補助対象経費の１/２

市内の複数の地域婦人会で構
成された団体

350 400 308

教育
委員会

生涯学習振
興課

さいたま市PTA協議会補助金
さいたま市社会教育関
係団体補助金交付要綱

社会教育の振興と、社会教育事業
の円滑な推進を図るとともに、学
校･地域におけるＰＴＡ活動の発
展と児童･生徒の健全育成を図る

さいたま市ＰＴＡ協議会
に関する事業

限度額1,650,000円
補助対象経費の１/２

社会教育関係団体 1,650 1,650 1,650

教育
委員会

生涯学習振
興課

さいたま市障害のある児童
とない児童の交流促進事業
補助金

さいたま市障害のある
児童とない児童の交流
促進事業補助金交付要
綱

障害のある児童とない児童の生涯
学習活動及び交流による健全育成
を図る

障害のある児童とない児
童の交流に関する事業

限度額350,000円
障害のある児童とない児童の
交流を支援し、児童の健全育
成を図る事業を行う団体

350 450 300

教育
委員会

文化財保護
課

さいたま市文化財保存事業
費補助金

さいたま市文化財保存
事業費補助金交付要綱

文化財の保存及び活用を図る
文化財保存事業に要する
経費

保存事業費の９/10以内
後継者育成･公開事業100,000
円以内

文化財の所有者、管理者、保
持者、保持団体、保存団体

5,554 5,565 10,446

緑
区役所

コミュニ
ティ課

緑区子どもまつり事業補助
金

さいたま市緑区まちづ
くり推進事業補助金交
付要綱

緑区の子どもの健やかな成長に寄
与する

緑区子どもまつり 対象事業に要する経費 緑区子どもまつり実行委員会 400 450 365

緑
区役所

コミュニ
ティ課

緑区地域文化講演会事業補
助金

さいたま市緑区まちづ
くり推進事業補助金交
付要綱

子どもの健やかな成長に寄与する
児童文学に関する研修事
業、子どもの健やかな成
長に寄与する事業

対象事業に要する経費
緑区地域文化講演会実行委員
会

380 400 400

緑
区役所

コミュニ
ティ課

緑区内公民館活動文化団体
交流事業補助金

さいたま市緑区まちづ
くり推進事業補助金交
付要綱

緑区内の公民館で活動している文
化団体が協力し,地域の文化イベ
ントとして区民に親しまれるまち
づくりに寄与する

文化団体の交流事業とし
て、ロビーコンサート、
絵画、写真、書道･篆刻、
工芸等のグループ合同展

対象事業に要する経費
緑区内公民館活動文化団体連
絡会

290 500 162

緑
区役所

コミュニ
ティ課

緑区手づくり音楽祭事業補
助金

さいたま市緑区まちづ
くり推進事業補助金交
付要綱

参加者同士の交流を通じて相互の
コミュニケーションを図り、まち
づくりに寄与する

緑区手づくり音楽祭 対象事業に要する経費
緑区手づくり音楽祭実行委員
会

350 400 116

緑
区役所

コミュニ
ティ課

緑区かかしランド事業補助
金

さいたま市緑区まちづ
くり推進事業補助金交
付要綱

案山子の制作を通して、子どもの
時からふるさとの自然と歴史･文
化に関心を持ち、わが街を誇りと
する人づくりを目的とする

緑区かかしランドに係る
事業

対象事業に要する経費 緑区かかしランド実行委員会 750 750 729
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政策局
地下鉄７号
線延伸対策
課

高速鉄道東京７号線建設促
進事業支援補助金

さいたま市高速鉄道東
京７号線建設促進事業
支援補助金交付要綱

高速鉄道東京７号線の早期延伸実
現に向けた、建設促進を目的とし
て運動する団体への補助金

地下鉄７号線建設促進を
図る団体の事業に要する
費用

市補助金930,000円
さいたま市地下鉄７号線延伸
実現市民協議会

930 930 930

都市局 都市交通課
埼玉新都市交通株式会社車
両購入費補助金

埼玉新都市交通株式会
社車両購入費補助金交
付要綱

ニューシャトル利用者の利便向上
を図るため、埼玉新都市交通(株)
が車両購入する経費に対し補助金
交付する

埼玉新都市交通(株)の車
両購入に要する経費

車両購入費の１/12 埼玉新都市交通(株) 45,025 45,025 45,025

都市局 都市交通課
さいたま市交通バリアフ
リー化設備補助金

さいたま市交通バリア
フリー化設備補助金交
付要綱

高齢者、身体障害者等が公共交通
機関を利用する際に、その移動の
円滑化を促進し、福祉のまちづく
りの推進を図る

鉄道事業者が補助対象駅
舎に補助対象設備(バリア
フリー化設備)を設置する
費用

補助対象経費の１/３ 鉄道事業者 60,000 5,050 4,242

都市局 都市交通課
ノンステップバス導入促進
事業費

さいたま市ノンステッ
プバス導入促進等事業
費補助金交付要綱

交通のバリアフリー化のため、ノ
ンステップバスの導入促進を図る

ノンステップバスの導入 導入経費の一部(国と協調) 路線バス事業者 34,060 66,200 7,765

都市局 都市交通課 バス利用促進事業費補助金
さいたま市バス利用促
進事業費補助金交付要
綱

バスの利用促進を図る
ＰＴＰＳ(公共交通車輌優
先システム)の導入

導入経費の一部 路線バス事業者 16,000 16,000 0

都市局 都市交通課
コミュニティバス運行事業
費補助金

さいたま市コミュニ
ティバス運行経費補助
金交付要綱

路線バスが運行していない交通不
便地区を解消する

コミュニティバス運行に
係る経費

運行経費から運賃等の収入を
差し引いた額

路線バス事業者 154,200 177,344 128,980

都市局 都市交通課
浦和駅東西アクセスバス運
行事業費補助金

浦和駅東西アクセスバ
ス運行経費補助金交付
要綱(H21.4.1制定)

浦和駅高架化事業事業に伴う東西
連絡通路が完成するまでの間、浦
和駅東西間を往来する市民の移動
円滑化及び利便向上を図る

浦和駅東西アクセスバス
運行に係る経費

運行経費から運賃等の収入を
差し引いた額

路線バス事業者 20,000 20,000 16,646

都市局 都市交通課
民営自転車等駐車場建設補
助金

さいたま市自転車等駐
車場補助金交付要綱

市内の民営自転車等駐車場の新設
等を行う設置者に対し、補助金を
交付する

市内に新設又は増設をす
る民営自転車等駐車場で
次の要件を備えているも
の
①公共の用に供される駐
車場②市内の駅を中心に
おおむね300ｍの範囲内に
設置される駐車場③新設
の場合、自転車等の収容
台数が30台以上であるこ
と④増設の場合、自転車
等の収容台数を30台以上
増加させること④継続し
て５年以上運営されるこ
と

基準事業費の１/３以内、補
助限度額5,000,000円、
基準事業費
建築確認を要する駐車
場:100,000円/台×増加台数
建築確認を要しない駐車
場:60,000円/台×増加台数
（ただし、実際に要した費用
を基準事業費の限度とする）

要綱に掲げる要件を備えた民
営自転車等駐車場を新設又は
増設した者

10,000 10,000 3,340

都市局 都市公園課
民間児童遊園地等整備補助
金

さいたま市民間児童遊
園地等補助金交付要綱

児童の自由な遊び場を充実させる
とともに、児童の健康と情操に寄
与する

児童遊園地･広場の設置、
整備等

(設置)児童遊園地:限度額
3,000,000円
広場:限度額4,000,000円
(整備･撤去)限度額概ね
300,000円

自治会等の団体 6,000 6,000 2,650

都市局
まちづくり
総務課

さいたま市まちづくり支援
補助金

さいたま市まちづくり
支援補助金交付要綱

市民の自主的なまちづくり活動の
促進を図る

集会や勉強会の開催、広
報紙の発行、基本計画の
作成などに必要となる費
用の一部

限度額１団体500,000円
市街地の計画的な整備の推進
を目的に活動しているまちづ
くり団体

6,000 5,420 4,770

７　都市基盤・交通分野

平成23年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称
平成24年度
当初予算額

内容

対象者基準対象事業目的

(参考）
平成23年度
決算額

(単位:千円)
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７　都市基盤・交通分野

平成23年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称
平成24年度
当初予算額

内容

対象者基準対象事業目的

(参考）
平成23年度
決算額

(単位:千円)

都市局
区画整理支
援課

組合区画整理事業補助金(国
庫補助事業)

さいたま市組合等土地
区画整理事業国庫補助
金要綱等

都市の骨格の形成、道路ネット
ワークを整備し、地方の創意･工
夫を活かした個性的な街づくりの
推進、地域が緊急に対応しなけれ
ばならない課題に応えて早急に行
う必要がある道路整備の推進

市内土地区画整理事業(組
合施行等)

補助対象の範囲で、総事業費
から保留地処分金、鉄道負担
金、公共施設管理者負担金、
賦課金、その他補助金、寄付
金等を減じた用地買収方式の
額を補助限度額とする

土地区画整理組合等 3,000,000 1,503,000 1,449,177

都市局
区画整理支
援課

組合区画整理事業市補助金
さいたま市組合等土地
区画整理事業補助金要
綱

組合等による土地区画整理事業を
促進し、健全な市街地の造成を図
る

市内土地区画整理事業(組
合施行等)

補助事業の総事業費から国庫
補助金、公共施設管理者負担
金及び保留地処分金に相当す
る額を控除して得た額又は要
綱に定められた補助基本額の
いずれか低い額を補助限度額
とする

土地区画整理組合等 3,786,292 3,465,181 3,105,416

都市局
区画整理支
援課

土地区画整理協会補助金
(財)さいたま市土地区
画整理協会補助金要綱

協会が寄付行為に定めて行う事業
の円滑な促進を図り、もって公共
施設の整備改善及び宅地の利用増
進に寄与する

(財)さいたま市土地区画
整理協会運営事業

協会運営に要する経費で、予
算の範囲内とする

(財)さいたま市土地区画整理
協会

155,121 72,781 72,781

都市局
浦和東部ま
ちづくり事
務所

さいたま市組合等土地区画
整理事業国庫補助金等(浦和
東部第二特定土地区画整理
事業補助金･岩槻南部新和西
特定土地区画整理事業補助
金)

さいたま市組合等土地
区画整理事業国庫補助
金交付要綱等

都市再生機構が施行する土地区画
整理事業の推進を図る

浦和東部第二特定土地区
画整理事業
岩槻南部新和西特定土地
区画整理事業

補助対象の範囲で、総事業費
から保留地処分金、鉄道負担
金、公共施設管理者負担金、
賦課金、その他補助金、寄付
金等を減じた用地買収方式の
事業費の額を補助限度額とす
る

(独)都市再生機構 2,000,000 2,150,000 2,057,922

都市局
浦和西部ま
ちづくり事
務所

市街地再開発事業費補助金
公共施設管理者負担金

さいたま市市街地再開
発事業補助金等交付要
綱

市街地における土地の合理的かつ
健全な高度利用と都市機能の更新
を図る

市街地再開発事業(機構施
行)

市街地再開発事業費補助金２
/３、公共施設管理者負担金
10/10

(独)都市再生機構 1,769,910 4,373,250 2,259,830

都市局
浦和西部ま
ちづくり事
務所

市街地再開発事業費補助金
公共施設管理者負担金

さいたま市市街地再開
発事業補助金等交付要
綱

市街地における土地の合理的かつ
健全な高度利用と都市機能の更新
を図る

市街地再開発事業(組合施
行)

市街地再開発事業費補助金２
/３、公共施設管理者負担金
10/10

武蔵浦和駅第３街区市街地再
開発組合

1,245,300 0 1,121,600

都市局
浦和駅周辺
まちづくり
事務所

さいたま市再開発支援事業
補助金

さいたま市再開発支援
事業補助金交付要綱

市街地再開発事業の円滑な推進を
図る団体の活動支援

各種会合･研究･調査･検討
活動等の実施

600,000円×２団体
=1,200,000円

浦和駅西口南地区再開発推進
協議会、浦和駅西口地区まち
づくり協議会

0 1,200 1,013
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７　都市基盤・交通分野

平成23年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称
平成24年度
当初予算額

内容

対象者基準対象事業目的

(参考）
平成23年度
決算額

(単位:千円)

建設局 道路環境課 私道舗装等整備費用助成金
さいたま市私道舗装等
整備費用助成制度要綱

市道として認定することが困難な
私道の舗装等整備を行う者に対し
て費用の一部を助成し、交通安全
の確保と市民の生活環境の向上に
資する

次に掲げる要件全てに該
当する私道の舗装及び側
溝等排水施設の設置に係
る経費
①幅員1.8ｍ以上(側溝整
備を行う場合は４ｍ以上
かつ道路位置の確定)
②排水施設を整備する場
合、流末排水に支障がな
いもの
③公道から公道に通じて
いる、又は、５戸以上の
家屋が立ち並ぶ私道で不
特定多数の人が利用しう
るもの
④私道敷地の所有者の同
意を受けているもの
⑤私道に接続する道路が
舗装済又は当該年度に舗
装予定のもの
⑥本助成制度を受けた私
道については20年を経過
しているもの

両端が他の道路(建築基準法
42条に規定する道路)に接続
する幅員が４ｍ以上の私道に
対する助成額は整備に必要な
経費の90％
これ以外の私道に対する助成
額は整備に必要な経費の90％
で最高限度額3,000,000円

私道の舗装等整備を行う者 80,000 75,000 68,916
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保健
福祉局

介護保険課
介護技術講習会(実技試験免
除)の受講料の助成

社会福祉士及び介護福
祉士法

介護人材の育成･定着や処遇改善
を図るために、介護福祉士資格取
得を支援し、質の高い介護サービ
スを提供できる人材を育成する

介護技術講習会受講費用
20,000円×100名=2,000,000
円

市内の介護保険施設等に従事
している者

2,000 3,200 3,020

経済局 経済政策課
さいたま商工会議所事業費
等補助金

さいたま商工会議所事
業費等補助金交付要綱

市内商工業の振興を図る
さいたま商工会議所が実
施する市内商工業の振興
に資する各種事業

対象事業に要する経費 さいたま商工会議所 67,000 69,000 69,000

経済局 経済政策課 ロボット工房事業補助金
さいたま市ものづくり
体験事業補助金交付要
綱

小中学生の段階からものづくりに
対する意識の醸成を図るととも
に、将来の担い手を育成する

各種団体が実施するロ
ボット工房事業に係る経
費

対象事業１/２以内 ロボット工房事業実施団体 150 200 200

経済局 経済政策課
さいたま市少年少女発明ク
ラブ補助金

さいたま市少年少女発
明クラブ補助金交付要
綱

科学的な興味と関心を探求し学校
を離れた集団の中で、工作活動を
通じ創造性豊かな人間関係を図る

クラブ運営費 団体の運営に要する経費

少年少女発明クラブ(文部科
学省及び社団法人発明協会の
趣旨により設立された団体
等)

600 550 550

経済局 経済政策課
ＣＳＲ活動推進事業(認証制
度共同研究負担金)

共同調査研究事業実施
に伴う協定書

さいたま市ＣＳＲ活動認証制度設
計に関する調査研究

先進事例動向、認証審査
基準等の策定及び調査

事業全体の100分の40 (財)地方自治研究機構 0 4,000 4,000

経済局 経済政策課 埼玉県酒造組合負担金
さいたま市食のさい10
出展に係る埼玉県酒造
組合との協定書

さいたま市誕生10周年事業の食の
さい10に出展し賑わいを創出する

出展に要する経費の一部 上限額100,000円 埼玉県酒造組合 0 200 100

経済局 経済政策課
さいたま市地域ブランド広
報活動等事業者補助金

さいたま市地域ブラン
ド広報活動等事業者補
助金交付要綱

平成21年度から実施してきたモデ
ル事業により構築した地域ブラン
ドを推進していくため

広報活動費の一部 １事業者あたり上限10万円
さいたま市地域ブランド広報
活動等事業者

300 0 0

経済局 労働政策課
さいたま市勤労者団体補助
金

さいたま市勤労者団体
補助金交付要綱

勤労者の生活の向上、福祉の増
進、雇用の安定を図る

勤労者の福祉向上のため
の事業、学習講座･研修･
スポーツ等の事業

対象事業に要する経費 市内の勤労者団体 2,419 2,603 2,603

経済局 労働政策課
さいたま市職業訓練校支援
事業補助金

さいたま市職業訓練校
支援事業補助金交付要
綱

勤労者または求職者のための職業
訓練の実施

認定職業訓練校の運営 職業訓練に要する経費 市内の職業訓練校 452 488 488

経済局 労働政策課
(一社)大宮地区労働基準協
会補助金

(一社)大宮地区労働基
準協会補助金交付要綱

すべての労働者が安心して働くこ
とができる労働条件の確保･改善
対策等の推進

会議、労働安全衛生の推
進及び産業保健活動の展
開･快適職場の形成事業等

対象事業に要する経費 (一社)大宮地区労働基準協会 50 50 50

経済局 労働政策課
浦和与野雇用対策協会補助
金

浦和与野雇用対策協会
補助金交付要綱

地域産業の発展のための労働力確
保と若年労働力等の指導育成によ
り雇用の安定を図る

会議、雇用対策及び職業
指導事業等

対象事業に要する経費 浦和与野雇用対策協会 331 356 356

経済局 労働政策課
(公財)さいたま市産業創造
財団勤労者福祉事業補助金

(公財)さいたま市産業
創造財団勤労者福祉事
業補助金交付要綱

市内の中小企業等に勤務する者の
勤労者福祉向上を図る

勤労者福祉事業 対象事業に要する経費
(公財)さいたま市産業創造財
団

49,748 50,528 48,935

経済局
産業展開推
進課

保証料補助(旧浦和･旧与野･
旧岩槻市決定分)
利子補助(旧岩槻市決定分)

さいたま市中小企業融
資条例及びさいたま市
中小企業融資条例施行
規則

中小企業者の振興を図る

合併前の中小企業融資制
度における保証料補助(旧
浦和市･旧与野市･旧岩槻
市)及び利子補助(旧岩槻
市)

合併前の旧浦和市･旧与野市･
旧岩槻市の基準による

合併前の旧市規定に基づき融
資を受けた者

499 2,534 976

経済局
産業展開推
進課

さいたま市産業進出促進事
業所等賃借料補助金

さいたま市産業進出促
進事業所等賃借料補助
金交付要綱

市内への企業の進出を促進し、産
業の集積及び経済の振興を図る

研究開発機能又は本社機
能のための事業所等を市
内に賃借する場合の賃借
料の一部

３月分の建物賃借料
一般限度額3,000,000円
大型限度額6,000,000円

対象産業８分野の企業 10,000 12,000 4,429

(参考）
平成23年度
決算額

(単位:千円)

対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称
平成24年度
当初予算額

８　産業・経済分野
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(参考）
平成23年度
決算額

(単位:千円)

対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称
平成24年度
当初予算額

８　産業・経済分野

経済局
産業展開推
進課

さいたま市産業立地促進補
助金

さいたま市産業立地促
進補助金交付要綱

市内への企業の立地を促進し、産
業の集積及び経済の振興を図る

研究開発機能又は本社機
能のために事業所等を市
内に建設する場合の投資
額の一部

投資額の10％
一般限度額200,000,000円
大型限度額1,000,000,000円

対象産業８分野の企業 286,666 231,110 231,110

経済局 商工振興課
商工業団体等育成事業補助
金

さいたま市商工業団体
等事業補助金交付要綱

市内商工業の振興を図る
地域商業及び商店街の活
性化に資する事業

事業に要する経費
市内商工業の振興を目的とし
た団体

3,000 3,000 3,000

経済局 商工振興課
商工業団体等育成事業補助
金

さいたま市商工業団体
等事業補助金交付要綱

市内商工業の振興を図る

伝統的工芸品産業の振興
に関する法律により認定
を受けた振興計画等に掲
げる事業

事業に要する経費
市内商工業の振興を目的とし
た団体

2,500 2,500 2,335

経済局 商工振興課
商工業団体等育成事業補助
金

さいたま市商工業団体
等事業補助金交付要綱

市内商工業の振興を図る
販路拡大等を伴う市内外
に向けて開催される事業
等

補助対象経費の１/３以内
市内商工業の振興を目的とし
た団体

300 300 0

経済局 商工振興課 公衆浴場支援事業補助金
さいたま市公衆浴場支
援事業補助金交付要綱

市内一般公衆浴場の健全な育成と
振興を図る

設備近代化資金事業(設備
の設置及び改修)及び
活性化推進事業、衛生対
策事業

県補助対象:補助対象経費の
２/３以内、限度額2,000,000
円、県補助対象外:補助対象
経費の２/３以内、限度額
300,000円、衛生対策事業:補
助対象経費の10/10以内、限
度額100,000円、活性化推進
事業:補助対象経費の１/２以
内、限度額１浴場100,000円

市内の一般公衆浴場の経営者
及び市内一般公衆浴場で組織
する組合

4,250 4,350 4,272

経済局 商工振興課 工業振興事業補助金
さいたま市商工業団体
等事業補助金交付要綱

市内商工業の振興を図る
地域コミュニティを形成
するために開かれたコ
ミュニティ事業等

補助対象経費の１/３以内
市内商工業の振興を目的とし
た団体

400 400 400

経済局 商工振興課
さいたま市商工見本市開催
事業補助金

さいたま市商工見本市
開催事業補助金交付要
綱

市内商工業の振興を図る
商工業の振興に必要と認
められる事業等

対象事業に要する経費
さいたま市商工見本市実行委
員会

22,000 22,000 22,000

経済局 商工振興課 商店街環境整備事業補助金
さいたま市商店街環境
整備事業補助金交付要
綱

市内商店街の賑わい創出、顧客の
利便性向上を図る

賑わい創出関連施設、ユ
ニバーサルデザイン関連
施設、コミュニティ関連
施設、ＣＩ･イメージアッ
プ関連施設等

①施設の新設の場合:補助率
１/２以内、限度額
20,000,000円、②施設の改修
の場合:補助率１/３以内、限
度額10,000,000円、③　②の
うちＬＥＤ街路灯の建設、既
存街路灯ランプ(ＬＥＤラン
プを除く)のＬＥＤランプへ
の交換、ＬＥＤ照明の付け替
えに伴う灯具等の改修をする
場合:補助率１/２以内

市内の商店街 38,715 51,966 117,038
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(参考）
平成23年度
決算額

(単位:千円)

対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称
平成24年度
当初予算額

８　産業・経済分野

経済局 商工振興課
商店街照明施設等維持管理
事業補助金

さいたま市商店街照明
施設等維持管理事業補
助金交付要綱

市内商店街の賑わい創出、顧客の
利便性向上を図る

商店街が所有し、維持管
理する照明施設等の電気
料金のうち前年度の１月
から当該年度の12月まで
の支払分

補助対象経費の１/２以内、
限度額1,000,000円

市内の商店街 22,467 27,465 21,868

経済局 商工振興課
駅前にぎわい創出事業補助
金

さいたま市駅前にぎわ
い創出事業補助金交付
要綱

市内の駅周辺で、複数の商店街等
によるイベントを実施することに
より、にぎわいの創出を図る

駅から半径500ｍ以内で行
われ、集客力が見込まれ
る新規及び継続の大規模
なイベント

新規:補助対象経費の１/２、
限度額10,000,000円
継続:補助対象経費の１/２、
限度額1,000,000円

複数の商店街が連携した団体
等

0 1,000 991

経済局 商工振興課
商店街活性化キャンペーン
事業補助金

商店街活性化キャン
ペーン事業補助金交付
要綱

即効性のある経済効果と個人消費
意欲を市内商店街に誘導すること
で、市内の地域経済の活性化を図
る

商店街活性化キャンペー
ン事業

補助対象経費のうち予算の範
囲内

×さいたま市プレミアム付き
共通商品券発行事業実行委員
会→　さいたま市商店会連合
会

0 0 74,728

経済局 商工振興課
さいたま市産業文化セン
ターテレビ電波受信障害補
助金

さいたま市産業文化セ
ンターテレビ電波受信
障害交付金要綱

さいたま市産業文化センターによ
るテレビ電波障害を除去する

テレビ電波受信障害対策
事業及びテレビ電波受信
障害を除去するための設
備

事業及び設備に要する経費
本村２･３丁目産業文化セン
ターテレビ受信施設組合加入
者

0 143 0

23,893
市内商店街の賑わいの創出、顧客
の確保等を図る

売り出しなどのイベン
ト、研修会、講演会、運
営改善、調査研究事業等
商店街の活性化事業及
び、商店街に存在する空
き店舗での福祉、教育、
環境等社会的課題解決に
対する事業

１．組織基盤整備型:補助対
象経費の１/２以内、限度額
300,000円
２．その他:補助対象経費の
１/４以内、限度額1,000,000
円、基準を満たせば１/３以
内(対象経費1,000,000円以
下)、１/４以内+83,000円(対
象経費1,000,000円超)
３．空き店舗活用型
(１)商店会等①店舗改装費:
補助率１/２以内、限度額
1,500,000円、②店舗賃料:補
助率１/２以内、限度額１店
舗につき100,000円/月、③事
業費:補助率１/３以内、
200,000円/年、④専門家指導
料:補助率１/２以内、限度額
１店舗につき20,000円
※対象期間①④１年目のみ、
②当初契約月から36月、③開
始年度を含んだ継続する３年
度
(２)創業者①店舗改装費:補
助率１/３以内、限度額
500,000円、②店舗賃料:補助
率１/２以内、限度額１店舗
につき40,000円/月
※対象期間①１年目のみ、②
当初契約月から12月
４．まちなかにぎわい創出
型:補助対象経費の１/２以
内、限度額2,000,000円

商店街、社会福祉法人、特定
非営利活動法人等

24,400 17,149経済局 商工振興課 商店街活性化推進補助金
さいたま市商店街活性
化推進事業補助金交付
要綱
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(参考）
平成23年度
決算額

(単位:千円)

対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称
平成24年度
当初予算額

８　産業・経済分野

経済局 農業政策課 卸売市場補助金
さいたま市卸売市場等
施設整備事業補助金交
付要綱

卸売市場等の事業の促進と振興を
図る

青果物施設整備事業等 補助対象経費１/３以内 卸売市場等 4,750 5,000 5,000

経済局 農業政策課
農業近代化資金利子補給金
農業経営基盤強化資金利子
助成補給金

さいたま市農業近代化
資金利子補給条例
さいたま市農業経営基
盤強化資金利子助成金
交付要綱

農業資金を融資する農協等の融資
機関に利子補給金を交付し、農業
者等の資本整備の高度化を図る

農業近代化施設等補助の
ために認定農業者が借り
入れた金利分

利子補給対象事業費の利子一
部助成(近代化資金1.5％以
内、経営基盤強化資金0.5％
以内)

農協等の融資機関 2,560 2,860 1,559

経済局 農業政策課 農業振興事業費補助金
さいたま市農業振興事
業費補助金交付要綱

農業団体等の事業の円滑化と、組
織の強化を図り、もって農業団体
等の育成及び農業振興を図る

農業団体等育成事業(団体
の運営及び農業振興に関
する調査･研究･研修･啓蒙
等)

団体の運営に要する経費

農業振興を目的とした、非営
利団体及び、農業経営者及び
農業経営者団体で組織された
協議会

17,901 24,232 23,987

経済局 農業政策課 農業振興事業費補助金
さいたま市農業振興事
業費補助金交付要綱

農業経営基盤強化促進法に基づく
認定農業者及び認定志向農業者の
支援･育成を行い、農業経営基盤
強化の促進を図る
見沼農業の推進を図り、安定的な
観光農園と良好な農業環境を保全
する
米の生産調整の円滑な推進を図る
畜産業の振興と法定による防疫事
業等により安全な畜産物の育成を
図る

農業経営改善支援事業(農
業機械等の購入)
転作作物等の作付実績
優良種牛の購入、法定伝
染病予防注射及び防臭等
の薬剤購入

補助対象経費の１/２以内、
限度額1,000,000円
転作作物等の作付面積実績
優良種牛及び防臭剤購入額の
１/２以内、法定予防注射の
１/３以内

農業経営改善支援事業につい
ては認定農業者
農業後継者自立経営育成事業
については40歳未満の青年農
業者
他においては、将来において
も積極的に農業経営を営む意
欲のある農業の担い手及び農
業団体

45,617 39,992 39,113

経済局 農業政策課 農業振興事業費補助金
さいたま市農業振興事
業費補助金交付要綱

本市農業振興を図るため、生産性
の向上、農村地域の環境の質的向
上

営農指導事業(農作物生産
振興事業)

景観形成作物の作付30,000円
/10ａ

農業協同組合、農業者の組織
する団体、畜産経営を営む農
業者で組織する団体等

1,800 1,800 1,787

経済局 農業政策課 農業振興事業費補助金
さいたま市農業振興事
業費補助金交付要綱

本市農業振興を図るため農業の効
率的な経営の推進、生産性の向
上、経営体質の改善、消費者ニー
ズに対応した安全性の高い農産物
の供給と農村地域の環境の質的向
上

農業振興対策事業、家畜
排せつ物利用施設整備事
業等(農業経営上に必要な
設備購入)

農業振興対策事業:補助対象
経費の１/２以内
家畜排せつ物利用施設整備事
業:補助対象経費の１/３

農業協同組合、農業者の組織
する団体、畜産経営を営む農
業者で組織する団体等

11,200 11,200 4,804

経済局 農業政策課 農情報活用勉強会補助金
さいたま市農業振興事
業費補助金交付要綱

農業団体等の事業の円滑化と、組
織の強化を図り、もって農業団体
等の育成及び農業振興を図る

農業団体等育成事業(団体
の運営及び農業振興に関
する調査･研究･研修･啓蒙
等)

団体の運営に要する経費

農業振興を目的とした、非営
利団体及び、農業経営者及び
農業経営者団体で組織された
協議会

600 0 0

経済局
農業環境整
備課

農業振興事業費補助金
さいたま市農業振興事
業費補助金交付要綱

水利組合等の事業の円滑化と、組
織の強化を図り、もって水利組合
等の育成及び農業振興を図る

農業団体等育成事業(団体
の運営及び農業振興に関
する調査･研究･研修･啓蒙
等)

団体の運営に要する経費 水利組合等 480 480 480

経済局
農業環境整
備課

土地改良事業関係補助金
さいたま市土地改良事
業関係補助金交付要綱

農業生産基盤の整備を図る
かんがい排水事業、ほ場
整備事業、農場整備事業
防災事業等

補助対象経費の30/100 市内水利組合及び土地改良区 1,896 186 183

経済局
農業者ト
レーニング
センター

農業振興事業費補助金
さいたま市農業振興事
業費補助金交付要綱

農業団体等の事業の円滑化と、組
織の強化を図り、もって農業団体
等の育成及び農業振興を図る

農業振興に必要と認めら
れる事業

対象事業に要する経費 農業者、農業団体等 10,111 10,211 10,211

経済局
農業者ト
レーニング
センター

農業振興事業費補助金
さいたま市農業振興事
業費補助金交付要綱

農業団体等の事業の円滑化と、組
織の強化を図り、もって農業団体
等の育成及び農業振興を図る

農業振興に必要と認めら
れる事業

団体の運営に要する経費 農業者、農業団体等 73 73 72

経済局 観光政策課 さいたま市花火大会事業
さいたま市観光団体等
育成事業補助金交付要
綱

市内観光の振興を図る
さいたま市花火大会の開
催に必要と認められる費
用

対象事業に要する経費
さいたま市花火大会実行委員
会

51,747 51,747 50,047
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(参考）
平成23年度
決算額

(単位:千円)

対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称
平成24年度
当初予算額

８　産業・経済分野

経済局 観光政策課
観光団体等育成事業補助金
（地域のまつり）

さいたま市観光団体等
育成事業補助金交付要
綱

市内観光の振興を図る
地域のまつりの振興に必
要と認められる事業等

対象事業に要する経費
市内観光の振興を目的とした
団体

47,450 46,950 45,806

経済局 観光政策課
観光団体等育成事業補助金
（さいたま観光国際協会）

さいたま市観光団体等
育成事業補助金交付要
綱

市内観光の振興を図る
観光の振興に必要と認め
られる団体事業等

団体の運営に要する経費 (社)さいたま観光国際協会 342,368 263,968 248,323

経済局 観光政策課
スポーツコミッション事業
補助金

さいたま市観光団体等
育成事業補助金交付要
綱

スポーツコミッションにより、経
済効果の高い大規模なスポーツ大
会の誘致を推進するもの

スポーツコミッションの
運営等に必要と認められ
る事業等

事業の運営に要する経費等 (社)さいたま観光国際協会 0 45,606 45,606

経済局 観光政策課
うなぎまつり交流事業補助
金

さいたま市観光団体等
育成事業補助金交付要
綱

うなぎを通じた交流を他の自治体
と行うことにより、観光振興を図
るもの

うなぎまつり交流事業に
必要と認められる費用等

対象事業に要する経費等 浦和うなぎまつり実行委員会 304 600 318

経済局 観光政策課 新たな観光イベント補助金
新たな観光イベント事
業補助金の交付に関す
る要綱

市内観光の振興を図る
市民主体の地域にとらわ
れない全市的なイベント

対象事業に要する経費
市内観光の振興を目的とした
団体

18,000 20,000 1,965

経済局 観光政策課 観光イベント等拡充補助金
観光イベント等拡充事
業補助金の交付に関す
る要綱

市内観光の振興を図る
観光の振興に必要と認め
られる事業等

対象事業に要する経費
市内観光の振興を目的とした
団体

0 15,000 9,916
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総務局 防災課 自主防災組織育成補助金
さいたま市自主防災組
織補助金交付要綱

市民の自主的な防災意識の高揚及
び普及を図るとともに、防災組織
の育成に資する

自主防災組織が行う防災
資機材の購入等

防災資機材の購入等に係る経
費の３/４以内で市長が定め
る額(限度額500,000円)

自主防災組織 84,546 79,459 81,714

総務局 防災課
自主防災組織連絡協議会運
営補助金

さいたま市自主防災組
織補助金交付要綱

防災組織の結成の促進及び育成強
化に資する

協議会の運営に要する経
費

協議会の運営に要する経費
さいたま市自主防災組織連絡
協議会

2,122 2,470 2,470

総務局 防災課 自主防災組織運営補助金
さいたま市自主防災組
織補助金交付要綱

防災組織の運営及び育成強化に資
する

各自主防災組織の組織運
営に要する経費

組織割:一律20,000円
世帯割:自治会世帯×10円

自主防災組織 17,975 17,400 17,910

総務局 防災課
自主防災組織防災訓練補助
金

さいたま市自主防災組
織補助金交付要綱

防災組織が実施した防災訓練に係
る経費を負担する

各自主防災組織の防災訓
練に要する経費

自主防災組織が企画･実施す
る防災訓練に対し、一律
30,000円の補助

自主防災組織 19,980 18,690 17,493

市民･
スポーツ
文化局

交通防犯課 交通安全対策協議会補助金
さいたま市交通安全団
体補助金交付要綱

交通安全啓発及び交通安全対策の
研究を一層推進させる

交通安全運動に使用する
広報掲示用品･啓発品の購
入及び交通安全教育等の
交通安全活動全般

１団体3,795,000円
交通安全基本法等に基づき組
織された団体及び協力する団
体

3,795 3,795 3,795

市民･
スポーツ
文化局

交通防犯課
交通安全対策協議会補助金
【防犯交通安全市民大会】

さいたま市交通安全団
体補助金交付要綱

交通安全啓発及び交通安全対策の
研究を一層推進させる

交通安全運動に使用する
広報掲示用品･啓発品の購
入及び交通安全教育等の
交通安全活動全般

475円×1,000名=475,000円
交通安全基本法等に基づき組
織された団体及び協力する団
体

475 500 500

市民･
スポーツ
文化局

交通防犯課 交通指導員連絡会補助金
さいたま市交通安全団
体補助金交付要綱

交通安全啓発及び交通安全対策の
研究を一層推進させる

交通安全運動に使用する
広報掲示用品･啓発品の購
入及び交通安全教育等の
交通安全活動全般

１団体1,942,000円
交通安全基本法等に基づき組
織された団体及び協力する団
体

1,942 1,942 1,942

市民･
スポーツ
文化局

交通防犯課
交通安全保護者の会(母の
会)補助金

さいたま市交通安全団
体補助金交付要綱

交通安全啓発及び交通安全対策の
研究を一層推進させる

交通安全運動に使用する
広報掲示用品･啓発品の購
入及び交通安全教育等の
交通安全活動全般

１団体1,289,000円
交通安全基本法等に基づき組
織された団体及び協力する団
体

1,289 1,289 1,289

市民･
スポーツ
文化局

交通防犯課
浦和交通安全協会運営補助
金

さいたま市交通安全団
体補助金交付要綱

交通安全啓発及び交通安全対策の
研究を一層推進させる

交通安全運動に使用する
広報掲示用品･啓発品の購
入及び交通安全教育等の
交通安全活動全般

１団体614,000円
交通安全基本法等に基づき組
織された団体及び協力する団
体

614 682 682

市民･
スポーツ
文化局

交通防犯課
浦和東交通安全協会運営補
助金

さいたま市交通安全団
体補助金交付要綱

交通安全啓発及び交通安全対策の
研究を一層推進させる

交通安全運動に使用する
広報掲示用品･啓発品の購
入及び交通安全教育等の
交通安全活動全般

１団体614,000円
交通安全基本法等に基づき組
織された団体及び協力する団
体

614 682 682

市民･
スポーツ
文化局

交通防犯課
浦和西交通安全協会運営補
助金

さいたま市交通安全団
体補助金交付要綱

交通安全啓発及び交通安全対策の
研究を一層推進させる

交通安全運動に使用する
広報掲示用品･啓発品の購
入及び交通安全教育等の
交通安全活動全般

１団体614,000円
交通安全基本法等に基づき組
織された団体及び協力する団
体

614 682 682

市民･
スポーツ
文化局

交通防犯課
大宮交通安全協会運営補助
金

さいたま市交通安全団
体補助金交付要綱

交通安全啓発及び交通安全対策の
研究を一層推進させる

交通安全運動に使用する
広報掲示用品･啓発品の購
入及び交通安全教育等の
交通安全活動全般

１団体614,000円
交通安全基本法等に基づき組
織された団体及び協力する団
体

614 682 682

(参考）
平成23年度
決算額

(単位:千円)９　安全・生活基盤分野

平成23年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称
平成24年度
当初予算額

内容

対象者基準対象事業目的
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(参考）
平成23年度
決算額

(単位:千円)９　安全・生活基盤分野

平成23年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称
平成24年度
当初予算額

内容

対象者基準対象事業目的

市民･
スポーツ
文化局

交通防犯課
大宮東交通安全協会運営補
助金

さいたま市交通安全団
体補助金交付要綱

交通安全啓発及び交通安全対策の
研究を一層推進させる

交通安全運動に使用する
広報掲示用品･啓発品の購
入及び交通安全教育等の
交通安全活動全般

１団体614,000円
交通安全基本法等に基づき組
織された団体及び協力する団
体

614 682 682

市民･
スポーツ
文化局

交通防犯課
大宮西交通安全協会運営補
助金

さいたま市交通安全団
体補助金交付要綱

交通安全啓発及び交通安全対策の
研究を一層推進させる

交通安全運動に使用する
広報掲示用品･啓発品の購
入及び交通安全教育等の
交通安全活動全般

１団体614,000円
交通安全基本法等に基づき組
織された団体及び協力する団
体

614 682 682

市民･
スポーツ
文化局

交通防犯課
岩槻蓮田地区交通安全協会
運営補助金

さいたま市交通安全団
体補助金交付要綱

交通安全啓発及び交通安全対策の
研究を一層推進させる

交通安全運動に使用する
広報掲示用品･啓発品の購
入及び交通安全教育等の
交通安全活動全般

１団体307,000円
交通安全基本法等に基づき組
織された団体及び協力する団
体

307 341 341

市民･
スポーツ
文化局

交通防犯課
さいたま市暴力排除推進協
議会補助金

さいたま市暴力排除推
進協議会補助金交付要
綱

暴力行為等を排除し、明るく住み
よいまちづくりの推進を図る

さいたま市暴力排除推進
協議会の運営に要する経
費

１団体2,000,000円
さいたま市暴力排除推進協議
会

2,000 2,500 2,438

市民･
スポーツ
文化局

交通防犯課
さいたま市地域防犯活動助
成金

さいたま市地域防犯活
動助成金交付要綱

犯罪のない安心して暮らせる安全
なまちづくりを推進するため、自
主的に地域防犯活動を行う団体を
支援する

自主防犯活動事業
青色防犯パトロール車導
入事業

自主防犯活動事業28,000円×
570団体=15,960,000円(補助
対象経費の３/４以内、限度
額１団体30,000円)
青色防犯パトロール車導入事
業100,000円×２台=200,000
円(補助対象経費の３/４以
内、限度額１団体100,000円)

自主防犯活動団体 16,160 14,300 14,078

市民･
スポーツ
文化局

交通防犯課 さいたま市防犯協会補助金
さいたま市防犯協会補
助金交付要綱

自主防犯体制の確立と犯罪予防の
推進を図る

さいたま市防犯協会の運
営に要する経費

１団体9,000,000円 さいたま市防犯協会 9,000 9,500 9,313

保健
福祉局

思い出の里
市営霊園事
務所

思い出の里連絡協議会運営
補助金

思い出の里連絡協議会
運営補助金交付要綱

生活環境向上の推進 協議会運営事業費 協議会の運営に要する経費 思い出の里連絡協議会 200 200 200

保健
福祉局

大宮聖苑管
理事務所

片柳東部公共施設整備協議
会運営補助金

片柳東部公共施設整備
協議会運営補助金交付
要綱

生活環境向上の推進 協議会運営事業費 協議会の運営に要する経費 片柳東部公共施設整備協議会 500 500 500
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(参考）
平成23年度
決算額

(単位:千円)９　安全・生活基盤分野

平成23年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称
平成24年度
当初予算額

内容

対象者基準対象事業目的

建設局 住宅課
高齢者向け優良賃貸住宅家
賃減額補助金

さいたま市高齢者向け
優良賃貸住宅制度実施
要綱

｢高齢者の居住の安定確保に関す
る法律｣に基づき、高齢者の安全
で安定した居住の確保を図り、
もってその福祉の増進に寄与する
とともに、良好な居住環境を備え
た高齢者向けの賃貸住宅の供給を
促進する

家賃減額補助:認定事業者
が高優賃住宅の家賃の減
額に要する費用

家賃減額補助:補助対象経費 認定事業者 17,280 17,280 15,774

356,789 162,341243,187建設局 建築総務課
既存建築物耐震補強等助成
金

さいたま市既存建築物
耐震補強等助成事業要
綱

市民が安心して生活するために、
地震災害に強い街づくりの推進を
目指す

昭和56年５月31日以前に
工事に着手し、建築され
た以下の建築物の耐震診
断、耐震補強設計･工事、
建替えに対する補助金
①戸建て住宅(a,e,i,n)
②共同住宅等 (b,f,j,o)
③耐震改修促進法第６条
第１号に規定する特定建
築物(c,g,k,p)
④③の建築物のうち規模
要件に該当しない老人
ホーム、幼稚園、保育
園、自治会館等(d,h,l,q)
⑤②及び③のうち埼玉県
指定の緊急輸送道路沿道
建築物（c,g,m,r）

a 診断費用、限度65,000円
b 診断費用の３分の２、限度
50,000円/戸
c 診断費用の３分の２、限度
3,000,000円
d 診断費用の３分の２、限度
1,200,000円
e 補強設計費用の３分の２、
限度200,000円
f 補強設計費用の３分の２、
限度100,000円/戸
g 補強設計費用の３分の２、
限度3,000,000円
h 補強設計費用の３分の２、
限度1,200,000円
i 補強工事費用かつ32,600円
/㎡の1/2、限度額1,200,000
円 〔ただし、補強設計助成
額を減じた額〕
j 補強工事費用かつ32,600円
(47,300円)/㎡の1/2、限度額
600,000円/戸 〔同上〕
k 補強工事費用かつ47,300円
/㎡の1/3、限度額15,000,000
円(45,000,000円) 〔同上〕
l 補強工事費用かつ47,300円
/㎡の23％、限度額7,200,000
円 〔同上〕
m 補強工事費用かつ47,300円
/㎡の2/3、限度額45,000,000
円 〔同上〕
n 建替え工事費用かつ32,600
円/㎡(除却建築物)の23％、
限度額600,000円 〔同上〕
o 建替え工事費用かつ32,600
円(47,300円)/㎡(除却建築
物)の23％、限度額300,000円
/戸 〔同上〕
p 建替え工事費用かつ47,300
円/㎡の23％、限度額
6,500,000円(20,000,000円)
〔同上〕
q 建替え工事費用かつ47,300
円/㎡の23％、限度額
3,600,000円 〔同上〕
r 建替え工事費用かつ47,300
円/㎡の1/3、限度額
22,500,000円 〔同上〕

(１)建築物の所有者(戸建て
住宅･共同住宅等は、２親等
以内の親族を含む)、区分所
有建築物は、区分所有者の代
表者　など
(２)区分所有共同住宅(分譲
マンション)の代表者
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(参考）
平成23年度
決算額

(単位:千円)９　安全・生活基盤分野

平成23年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称
平成24年度
当初予算額

内容

対象者基準対象事業目的

建設局 住宅課
特定優良賃貸住宅家賃減額
補助金

さいたま市特定優良賃
貸住宅制度実施要綱

｢特定優良賃貸住宅の供給の促進
に関する法律｣に基づき、中堅所
得者等の生活の安定と良質な賃貸
住宅の供給を促進する

家賃減額補助:認定事業者
が特優賃住宅の家賃の減
額に要する費用

家賃減額補助:補助対象経費 認定事業者 2,088 2,088 620

消防局 消防総務課
さいたま市自警消防団助成
金

さいたま市自警消防団
助成金交付要綱

自警消防団の運営を助成する
自警消防団の運営等に必
要な経費

年額50,000円×40組織 自警消防団 2,000 2,100 2,000

消防局 消防総務課
さいたま市消防団運営費交
付金

さいたま市消防団運営
費交付金交付要綱

消防団の活性化と円滑な運営を図
る

消防団の運営及び実施す
る事業に要する経費、消
防団及び消防団員の活性
化を図るために行う事業
の経費、消防団員の知
識、技能の向上を図るた
めに行う研修等に要する
経費、その他市長が必要
と認める事業に要する経
費

団本部:年額130,000円
各分団:年額240,000円×63分
団=15,120,000円

さいたま市消防団団本部
さいたま市消防団各分団

15,250 15,250 15,159

中央
区役所

総務課
中央区防犯協議会事業補助
金

中央区防犯協議会事業
補助金交付要綱

犯罪のない、だれもが安心して暮
らせるまちづくりの実現

中央区防犯協議会の実施
する事業

対象事業に要する経費 中央区防犯協議会 1,000 1,000 944

緑
区役所

総務課 緑区防犯推進事業補助金
さいたま市緑区まちづ
くり推進事業補助金交
付要綱

地域と連携のもと緑区内におい
て、防犯推進により明るく住みよ
い地域社会の実現を図る

防犯のまちづくり推進に
係る事業

対象事業に要する経費 緑区防犯推進実行委員会 1,200 1,500 1,096
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総務局
人権政策推
進課

部落解放民間運動団体補助
金

同和対策補助金交付要
綱

自主的団体による活動及び研修に
より部落差別の解消を図る

民間運動団体が行う啓発
事業、学習事業、調査研
究事業等

啓発･学習･調査研究事業等に
要する補助金3,969,000円

市内の対象地域に基盤を持ち
対象地域出身者により構成さ
れている団体

3,969 3,969 3,883

総務局
人権政策推
進課

人権相談事業補助金
人権相談事業等補助金
交付要綱

人権相談等事業に補助し、人権擁
護委員が行う相談事業及び人権啓
発活動に寄与し、事業の充実を図
る

人権擁護委員が市民生活
の安定に寄与することを
目的として行う人権相談
事業及び人権啓発活動

団体の運営に要する補助金
430,000円

さいたま人権擁護委員協議会
さいたま部会・大宮部会

430 420 410

市民･
スポーツ
文化局

コミュニ
ティ推進課

コミュニティ施設特別整備
事業補助金

さいたま市コミュニ
ティ施設特別整備事業
補助金交付要綱

コミュニティ活動の拠点施設であ
る集会所の建設及び増改築･修繕
に係る費用の一部を補助すること
により、コミュニティ活動の活性
化を図る

集会所建設及び集会所増
改築修繕

新築:補助対象経費の１/２、
限度額
・一般集会所15,000,000円
・大規模集会所20,000,000
円、25,000,000円、もしくは
30,000,000円
修繕等:補助対象経費の３/
４、限度額2,000,000円

自治会 78,601 71,174 72,332

市民･
スポーツ
文化局

コミュニ
ティ推進課

さいたま市コミュニティ協
議会補助金

さいたま市コミュニ
ティ協議会補助金交付
要綱

地域社会における近隣住民との連
帯意識の高揚を図るとともに市政
との連絡･協調に努める

協議会の運営に要する経
費

協議会の運営(管理運営･事業
等)に要する経費

さいたま市コミュニティ協議
会

0 300 31

市民･
スポーツ
文化局

コミュニ
ティ推進課

自治会運営補助金
さいたま市自治会運営
補助金交付要綱

地域住民の相互理解と融和を図る
とともに、住みよい豊かな地域社
会の形成に資する

自治会の運営に要する経
費の一部

均等割:10,000円
世帯割:700円×加入世帯数

自治会 266,092 190,600 189,958

市民･
スポーツ
文化局

コミュニ
ティ推進課

自治会連合会運営補助金
さいたま市自治会運営
補助金交付要綱

地域住民の相互理解と融和を図る
とともに、住みよい豊かな地域社
会の形成に資する

さいたま市自治会連合
会、各区自治会連合会の
運営に要する経費の一部

(1)市自治会連合会
運営に要する経費
(2)区自治会連合会
均等割:500,000円
自治会割:10,000円×加入自
治会数

さいたま市自治会連合会、各
区自治会連合会

14,254 14,254 13,994

市民･
スポーツ
文化局

コミュニ
ティ推進課

コミュニティ助成事業補助
金

さいたま市コミュニ
ティ助成事業補助金交
付要綱

地域住民の自助、連帯意識を醸成
し、コミュニティ活動の促進を図
る

自治会が行うコミュニ
ティ活動に直接必要な用
具の整備に関する事業

補助対象経費の３/４、限度
額1,000,000円

自治会 4,889 5,000 3,987

市民･
スポーツ
文化局

コミュニ
ティ推進課
市民活動支
援室

市民活動及び協働の推進助
成金

さいたま市市民活動及
び協働の推進助成金交
付要綱

市民活動の活発化を図ることによ
り協働のまちづくりを推進する

一般助成事業、団体希望
助成事業

一般助成事業1,000,000円×
８団体=8,000,000円(上限
1,000,000円)、団体希望助成
事業2,250,000円

市民活動団体 10,250 9,250 1,729

市民･
スポーツ
文化局

男女共同参
画課

さいたま市民間緊急一時避
難施設補助金

さいたま市民間緊急一
時避難施設補助金交付
要綱

民間緊急一時避難施設を運営する
団体に対して、その事業を支援す
る

民間緊急一時避難施設と
して設置されている建物
及び運営事務所の賃借料

１年間の家賃の総額の１/
２、限度額１団体400,000円

規約を定めて運営されている
団体、市内を活動拠点とし、
市内に事務所を有する団体、
民間緊急一時避難施設として
１年以上の実績を有すること

400 400 400

市民･
スポーツ
文化局

男女共同参
画課

男女共同参画推進事業補助
金

男女共同参画推進事業
補助金等交付要綱

市内の男女共同参画推進団体が相
互に情報を交換し、協力し合うこ
とにより、男女共同参画の実現に
向けた活動を行う

市と補助事業者が協働
し、男女共同参画を推進
させる事業

900,000円×１団体=900,000
円

さいたま市男女共同参画推進
団体連絡協議会

900 900 900

市民･
スポーツ
文化局

男女共同参
画課

男女共同参画推進事業補助
金

男女共同参画推進事業
補助金等交付要綱

市民の活動及び交流支援のため、
男女共同参画社会の実現に向けた
活動を行っている団体に企画･運
営を経験する機会を提供し支援す
る

講座の企画･運営事業
90,000円×２団体=180,000円
(限度額90,000円２団体以内)

男女共同参画推進市民企画講
座実施団体

180 180 90

(参考）
平成23年度
決算額

(単位:千円)

対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称
平成24年度
当初予算額

１０　交流・コミュニティ分野
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(参考）
平成23年度
決算額

(単位:千円)

対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称
平成24年度
当初予算額

１０　交流・コミュニティ分野

経済局 国際課
コンベンション開催助成事
業補助金

コンベンション開催助
成事業補助金交付要綱

観光振興や地域経済の活性化に貢
献するコンベンションの誘致を促
進することを目的とする

社団法人さいたま観光国
際協会が行うコンベン
ション誘致に要する開催
助成金交付のための経費

対象事業に要する経費 (社)さいたま観光国際協会 7,000 7,000 5,611

教育
委員会

生涯学習振
興課人権教
育推進室

さいたま市同和教育推進校
連絡協議会補助金

さいたま市同和教育推
進校連絡協議会補助金
交付要綱

教育基本法、人権教育及び人権啓
発の推進に関する法律等の精神に
則り、協議会加盟各校の同和教育
の推進･充実を図り、同和問題の
解消を期する

さいたま市同和教育推進
校協議会に関する事業

協議会の運営に要する経費
200,000円

さいたま市同和教育推進校連
絡協議会

200 200 200

教育
委員会

生涯学習振
興課人権教
育推進室

さいたま市人権教育推進協
議会補助金

さいたま市人権教育推
進協議会補助金交付要
綱

人権教育の振興を図り、同和問題
をはじめとする様々な人権問題に
対する正しい認識を深め、差別の
ない明るい社会を実現する

さいたま市人権教育推進
協議会に関する事業

協議会の運営に要する経費
950,000円

さいたま市人権教育推進協議
会

950 950 950

西
区役所

コミュニ
ティ課

西区まちづくり推進事業補
助金

さいたま市西区まちづ
くり推進事業補助金交
付要綱

西区の地域コミュニティの醸成と
魅力あるまちづくりの推進

西区の特性,特徴を生かし
た魅力あるまちづくりの
ための事業、西区民のコ
ミュニティの活性化のた
めの事業、コミュニティ
会議として認定された団
体が行う事業

原則として、補助対象経費の
１/２、限度額100,000円

コミュニティ会議、コミュニ
ティ団体等

1,000 1,000 100

西
区役所

コミュニ
ティ課

西区ふれあいまつり事業補
助金

さいたま市西区まちづ
くり推進事業補助金交
付要綱

西区の地域コミュニティの醸成と
魅力あるまちづくりの推進

西区ふれあいまつり事業 対象事業に要する経費
西区ふれあいまつり実行委員
会

7,170 7,170 6,438

西
区役所

コミュニ
ティ課

西区中学生スポーツ交流事
業補助金

さいたま市西区まちづ
くり推進事業補助金交
付要綱

西区の地域コミュニティの醸成と
魅力あるまちづくりの推進

西区の特性、特徴を生か
した魅力あるまちづくり
のための事業、西区民の
コミュニティの活性化の
ための事業

原則として、補助対象経費の
１/２

西区中学生スポーツ大会実行
委員会

500 500 400

西
区役所

コミュニ
ティ課

西区まちづくり推進事業補
助金(駅ハイ)

さいたま市西区まちづ
くり推進事業補助金交
付要綱

西区の地域コミュニティの醸成と
魅力あるまちづくりの推進

西区内散策交流事業 対象事業に要する経費
西区内散策交流事業実行委員
会

0 655 634

西
区役所

コミュニ
ティ課

西区まちづくり推進事業補
助金(駅ハイ・オープンガー
デン)

さいたま市西区まちづ
くり推進事業補助金交
付要綱

西区の地域コミュニティの醸成と
魅力あるまちづくりの推進

西区内散策交流事業 対象事業に要する経費
西区内散策交流事業実行委員
会

848 0 0

北区役所
コミュニ
ティ課

北区民まつり事業補助金
北区コミュニティ事業
実行委員会補助金交付
要綱

北区の郷土文化の振興と、区民意
識の醸成に資する

区との共催により実行委
員会が実施するコミュニ
ティ事業

実行委員会の要する経費
区との共催によりコミュニ
ティ事業を実施する実行委員
会

5,026 5,026 4,989

北区役所
コミュニ
ティ課

北区まちづくり事業補助金
さいたま市北区まちづ
くり事業補助金交付要
綱

北区における地域コミュニティの
醸成と魅力あるまちづくりの推進

魅力あるまちづくりの推
進に効果が期待できる事
業

補助対象経費の３/４以内、
限度額100,000円

コミュニティの醸成と魅力あ
るまちづくりの推進を目的と
した事業を行う団体

600 600 300
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(参考）
平成23年度
決算額

(単位:千円)

対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称
平成24年度
当初予算額

１０　交流・コミュニティ分野

北区役所
コミュニ
ティ課

北区チャレンジ事業補助金
さいたま市北区チャレ
ンジ事業補助金交付要
綱

魅力あるまちづくりの推進

北区の魅力あるまちづく
りを目的とし、かつチャ
レンジ精神に基づいた事
業

団体の運営に関わる経費、従
事者に支給する手当、飲食に
要する経費を除く経費で、予
算の範囲内で最高300,000円

魅力あるまちづくりの推進を
目的とした事業を行う団体

600 1,200 510

大宮
区役所

総務課
大宮区まちづくり推進事業
補助金

大宮区まちづくり推進
事業補助金交付要綱

大宮駅東口周辺の防犯及び環境美
化対策を推進し、犯罪抑止に努め
る

防犯カメラ維持管理費等 対象事業に要する経費
大宮駅東口防犯カメラ管理運
営委員会

1,389 500 500

大宮
区役所

コミュニ
ティ課

大宮区市民活動ネットワー
ク公益活動支援事業補助金

大宮区市民活動ネット
ワーク公益活動支援事
業補助金交付要綱

登録団体が区民を対象として区内
で行う公益的な事業に対し補助を
行い、コミュニティの活性化につ
なげる

大宮区の歴史、文化など
特徴を生かした事業、コ
ミュニティ活動の活性化
につながる事業、地域の
課題解決に向けた事業、
その他区長が必要と認め
る事業

事業にかかる経費の１/２以
内(限度額200,000円)

大宮区市民活動ネットワーク
登録団体

900 1,000 340

大宮
区役所

コミュニ
ティ課

大宮区まちづくり推進事業
補助金

大宮区まちづくり推進
事業補助金交付要綱

大宮区の郷土づくり、郷土意識の
醸成や区民の連帯意識の高揚

大宮区の郷土づくり、郷
土意識の醸成や区民の連
帯意識の高揚を目的とし
て行う事業

対象事業に要する経費
大宮区民ふれあいフェア実行
委員会

1,700 5,000 5,000

大宮
区役所

コミュニ
ティ課

大宮区まちづくり推進事業
補助金

大宮区まちづくり推進
事業補助金交付要綱

創造性あふれる豊かな音楽とアー
トで、潤いと文化を育み、地域を
活性化する

市民主体の音楽･アート団
体を広く募り、街中の複
数会場でさまざまなジャ
ンルの音楽、アートを同
時多発的に発表、展示す
る事業

対象事業に要する経費
アートフル希望まつり実行委
員会

900 1,000 1,000

見沼
区役所

コミュニ
ティ課

見沼区ふれあいフェア実行
委員会補助金

さいたま市見沼区まち
づくり推進事業補助金
交付要綱

郷土づくりと郷土意識の醸成及び
地域住民の連帯を高めるため

見沼区ふれあいフェア 対象事業に要する経費
見沼区ふれあいフェア実行委
員会

4,884 0 0

見沼
区役所

コミュニ
ティ課

協働事業補助金
さいたま市見沼区まち
づくり推進事業補助金
交付要綱

魅力あるまちづくりの推進
区民会議と市民活動ネッ
トワークの連携による事
業

補助対象経費の１/２以内
区民会議と市民活動ネット
ワークの実行委員会

700 700 0

中央
区役所

総務課
さいたま市中央区管内観光
イベント交流促進事業助成
金

さいたま市中央区管内
観光イベント交流促進
事業助成金交付要綱

中央区管内における観光イベント
交流活動の促進を支援する

芸能交流活動事業(管内で
芸能等の活動を行う団体
で、友好都市等が開催す
る観光イベントに参加な
ど)

補助対象経費の２/３以内
中央区管内に住所又は活動の
本拠を有し、活動実績がある
団体等

400 400 400

中央
区役所

総務課
さいたま市中央区管内観光
団体特別支援事業補助金

さいたま市中央区管内
観光団体特別支援事業
補助金交付要綱

中央区管内において観光の振興を
図る

観光の振興に必要とされ
る事業に要する経費

対象事業に要する経費
実績を勘案し区長が決定する
団体

2,970 2,970 2,700

中央
区役所

コミュニ
ティ課

さいたま市中央区区民まつ
り事業補助金

さいたま市中央区区民
まつり事業補助金交付
要綱

中央区区民まつり事業を実施する
さいたま市中央区区民ま
つり

対象事業に要する経費
さいたま市中央区区民まつり
実行委員会

9,700 9,700 9,436
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(参考）
平成23年度
決算額

(単位:千円)

対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称
平成24年度
当初予算額

１０　交流・コミュニティ分野

中央
区役所

コミュニ
ティ課

さいたま市中央区コミュニ
ティ協議会事業補助金

さいたま市中央区コ
ミュニティ協議会事業
補助金交付要綱

中央区コミュニティ協議会事業を
実施する

中央区コミュニティ協議
会の実施する事業

対象事業に要する経費
さいたま市中央区コミュニ
ティ協議会

3,400 3,400 2,842

中央
区役所

コミュニ
ティ課

バラのまち中央区アート
フェスタ事業補助金

バラのまち中央区アー
トフェスタ事業補助金
交付要綱

バラのまち中央区アートフェスタ
事業を実施する

バラのまち中央区アート
フェスタ事業

対象事業に要する経費
バラのまち中央区アートフェ
スタ実行委員会

3,500 3,500 3,498

桜
区役所

コミュニ
ティ課

さいたま市桜区区民まつり
補助金

さいたま市桜区区民ま
つり補助金交付要綱

桜区民の郷土愛を高めコミュニ
ティの振興を図り、桜区の発展を
目指す

桜区区民ふれあいまつり 対象事業に要する経費 桜区区民まつり実行委員会 6,800 6,900 6,850

桜
区役所

コミュニ
ティ課

桜区活性化推進事業補助金
桜区活性化推進事業補
助金交付要綱

桜区の活性化と魅力あるまちづく
りの推進

(１)桜区の活性化を推進
する事業(２)桜区の特性･
特徴を生かした魅力ある
まちづくりを推進するた
めの事業(３)桜区の歴史･
文化･自然環境等を生かし
た魅力あるまちづくりに
効果的な事業

補助対象経費の１/２、限度
額100,000円

桜区市民活動ネットワーク登
録団体

1,000 1,200 367

浦和
区役所

コミュニ
ティ課

浦和区まちづくり推進事業
補助金

浦和区まちづくり推進
事業補助金交付要綱

地域コミュニティの醸成と区の魅
力あるまちづくりを推進する

地域コミュニティの醸成
と区の魅力あるまちづく
りの推進を目的とした団
体が行う、当該年度に完
了し、翌年度以後も継続
して活動をする見込みの
ある事業

区の毎会計年度予算の範囲に
おいて区長が定める

実行委員会等の団体 18,474 19,164 12,384

南
区役所

総務課
南区地域防犯推進事業補助
金

南区地域防犯推進事業
補助金交付要綱

地域における事故や犯罪のない、
快適で安全な明るく住みよい地域
社会の実現を図る

事故や犯罪のない、快適
で明るく住みよい地域社
会の実現を図るために行
う事業

対象事業に要する経費 南区防犯パトロール協議会 500 500 500

南
区役所

コミュニ
ティ課

南区ＩＴを活用したまちづ
くり事業補助金

南区ＩＴを活用したま
ちづくり事業補助金交
付要綱

すべての区民がＩＴを活用し情報
通信のネットワークを構築し、新
たな地域コミュニティ作りに寄与
する

ＩＴを活用し、新たな地
域コミュニティづくりに
寄与するために行う事業

対象事業に要する経費
南区ＩＴを活用したまちづく
り協議会

100 100 0

南
区役所

コミュニ
ティ課

南区魅力あるまちづくり推
進事業補助金

南区魅力あるまちづく
り推進事業補助金交付
要綱

区における地域コミュニティの醸
成と魅力あるまちづくりの推進

市民活動ネットワーク等
の団体が行う事業

補助金交付対象経費の１/２
の範囲内で、限度額200,000
円
ただし、区長が特に必要と認
める事業についてはこの限り
でない

市民活動ネットワーク、南区
ふるさとふれあいフェア実行
委員会、南区まちづくり大学
運営委員会等

13,200 15,500 9,564

緑
区役所

コミュニ
ティ課

まちづくり推進事業補助金
(市民活動ネットワーク登録
団体への支援)

さいたま市緑区市民活
動ネットワーク事業補
助金交付要綱

緑区の市民活動ネットワークの登
録を受けた団体がその活動を充実
させ、地域活動の活性化を図る

市民活動ネットワーク登
録団体が行う事業

対象事業に要する経費、限度
額100,000円

緑区市民活動ネットワーク登
録団体

700 900 100
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(参考）
平成23年度
決算額

(単位:千円)

対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称
平成24年度
当初予算額

１０　交流・コミュニティ分野

緑
区役所

コミュニ
ティ課

東浦和駅前クリスマスツ
リー点灯式事業補助金

さいたま市緑区まちづ
くり推進事業補助金交
付要綱

地域経済活性化と緑区民が安全に
安心して暮らせるように東浦和駅
前クリスマスツリー点灯式を開催
する

東浦和駅前クリスマスツ
リー点灯式

対象事業に要する経費
東浦和駅前クリスマスツリー
点灯式実行委員会

700 700 677

緑
区役所

コミュニ
ティ課

緑区歴史交流都市推進事業
補助金

さいたま市緑区まちづ
くり推進事業補助金交
付要綱

区内の人材、歴史、文化、自然環
境等の資源を生かし、地域住民の
コミュニティの輪を広げ、緑区に
対する愛着を深める

区内の人材、歴史、文
化、自然環境等の資源を
活かした魅力あるまちづ
くりを推進させるための
事業

対象事業に要する経費 緑区歴史交流都市推進委員会 350 400 87

緑
区役所

コミュニ
ティ課

緑区区民まつり事業補助金
さいたま市緑区まちづ
くり推進事業補助金交
付要綱

区民が一体となってまちづくりを
行い、ふれあいのある地域社会の
育成とアイデンティティの形成を
図る

緑区区民まつり 対象事業に要する経費 緑区区民まつり実行委員会 6,000 6,000 5,677

緑
区役所

コミュニ
ティ課

地域活性化事業補助金(４地
区活動支援)

さいたま市緑区まちづ
くり推進事業補助金交
付要綱

緑区内４地区自治会連合会がその
活動を充実させ、地域のコミュニ
ティ活動の活性化を図る

まちづくり推進に係る事
業

対象事業に要する経費 緑区地区自治会連合会 1,000 1,000 408

緑
区役所

コミュニ
ティ課

緑区オープンガーデン推進
事業補助金

さいたま市緑区まちづ
くり推進事業補助金交
付要綱

区民を対象に、ガーデニングの知
識や技術に関する講演や実演を通
して、区民同士が交流するまちづ
くりを推進することを目的とする

緑区オープンガーデン推
進事業

対象事業に要する経費 緑区花仲間の会 250 300 164

緑
区役所

コミュニ
ティ課

緑区絵画教室推進事業補助
金

さいたま市緑区まちづ
くり推進事業補助金交
付要綱

絵画教室を通して多くの区民の活
性化を図ることを目的とする

緑区絵画教室に係る事業 対象事業に要する経費 緑区絵画教室実行委員会 300 300 258

緑
区役所

コミュニ
ティ課

緑区たこ揚げ大会事業補助
金

さいたま市緑区まちづ
くり推進事業補助金交
付要綱

たこ作り･たこ揚げをとおして、
家族のふれあいのあるまちづくり
に貢献することを目的とする

たこ作り･たこ揚げに係る
事業

対象事業に要する経費 緑区たこ揚げ大会実行委員会 250 300 214

緑
区役所

コミュニ
ティ課

見沼アカデミー事業補助金
さいたま市緑区まちづ
くり推進事業補助金交
付要綱

区内の歴史、自然環境等の資源を
生かし、地域住民のコミュニティ
の輪を広げ、緑区に対する愛着を
深める

見沼アカデミーに係る事
業

対象事業に要する経費 見沼の歴史と文化の会 200 0 0

岩槻
区役所

コミュニ
ティ課

まちかど雛めぐり事業補助
金

まちかど雛めぐり事業
補助金交付要綱

歴史ある｢人形のまち岩槻｣をＰＲ
し、さらに商店街の活性化を図る
ことにより、まちの発展を目指す

まちかど雛めぐり 対象事業に要する経費 まちかど雛めぐり実行委員会 1,000 1,000 1,000

岩槻
区役所

コミュニ
ティ課

岩槻区市民活動ネットワー
クまちづくり推進事業補助
金

岩槻区市民活動ネット
ワークまちづくり推進
事業補助金交付要綱

岩槻区の地域コミュニティの醸成
と岩槻区の魅力あるまちづくりを
推進する

岩槻区の特性･特徴を活か
した事業、コミュニティ
活動の活性化につながる
事業、地域の課題解決に
向けた事業

補助対象経費の３/４以内、
限度額200,000円

岩槻区に登録された市民活動
ネットワーク

1,200 1,200 1,200
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(参考）
平成23年度
決算額

(単位:千円)

対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称
平成24年度
当初予算額

１０　交流・コミュニティ分野

岩槻
区役所

コミュニ
ティ課

岩槻区民まつり事業補助金
岩槻区民まつり事業補
助金交付要綱

岩槻区の新たな郷土づくりと郷土
意識の醸成及び地域住民の連帯を
より一層高める

岩槻区民やまぶきまつり
岩槻区民やまぶきまつり事業
に要する経費

岩槻区民やまぶきまつり実行
委員会

7,500 7,500 7,399

岩槻
区役所

コミュニ
ティ課

ひなまつりふれあいコン
サート

ひなまつりふれあいコ
ンサート事業補助金交
付要綱

岩槻区のイメージアップと文化振
興、区民のまちづくり意識の高揚
のため、区･文化振興事業団、区
民との協働で実施する

ひなまつりふれあいコン
サート

事業に要する経費
ひなまつりふれあいコンサー
ト実行委員会

1,000 1,000 940
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財政局 税制課
さいたま市たばこ税協力会
補助金

さいたま市税協力団体
に対する補助金交付要
綱

喫煙マナー向上、環境美化等を行
う

喫煙マナー向上等に係る
運営費及び活動費

運営費及び活動費1,275,000
円

さいたま市たばこ税協力会 1,275 1,417 1,417

財政局 税制課 (社)浦和法人会補助金
さいたま市税協力団体
に対する補助金交付要
綱

税務知識の普及･啓発及び納税意
識の高揚を図る

市税啓発活動事業に係る
運営費及び活動費

運営費及び活動費161,000円 (社)浦和法人会 0 161 161

財政局 税制課 (社)大宮法人会補助金
さいたま市税協力団体
に対する補助金交付要
綱

税務知識の普及･啓発及び納税意
識の高揚を図る

市税啓発活動事業に係る
運営費及び活動費

運営費及び活動費137,000円 (社)大宮法人会 0 137 137

財政局 税制課 浦和青色申告会補助金
さいたま市税協力団体
に対する補助金交付要
綱

税務知識の普及･啓発及び納税意
識の高揚を図る

青色申告制度推進事業に
係る運営費及び活動費

運営費及び活動費137,000円 浦和青色申告会 137 152 152

財政局 税制課 (社)大宮青色申告会補助金
さいたま市税協力団体
に対する補助金交付要
綱

税務知識の普及･啓発及び納税意
識の高揚を図る

青色申告制度推進事業に
係る運営費及び活動費

運営費及び活動費137,000円 (社)大宮青色申告会 137 152 152

財政局 税制課 与野青色申告会補助金
さいたま市税協力団体
に対する補助金交付要
綱

税務知識の普及･啓発及び納税意
識の高揚を図る

青色申告制度推進事業に
係る運営費及び活動費

運営費及び活動費37,000円 与野青色申告会 37 41 41

財政局 収納対策課 納税貯蓄組合事務費補助金
さいたま市納税貯蓄組
合事務費補助金交付要
綱

市納税貯蓄組合の健全な発展と納
税意識の向上を図る

納期内納付等に努める納
税貯蓄組合の運営のため
の事務費

課税組合員の人数により定め
た限度額5,120,000円

さいたま市納税貯蓄組合 0 5,120 4,266

市民･
スポーツ
文化局

市民総務課 市民相談事業補助金
さいたま市市民相談事
業補助金交付要綱

市民相談事業の適正な運営を図
り、市民生活の安定に寄与する

市民相談関係団体の相談
事業に要する経費

市民相談事業の運営に要する
経費

次に掲げる相談に応じること
をその業務とする団体
①税務相談②司法書士の登
記･法律相談③土地家屋調査
士の登記相談④社会保険労務
士の年金･保険･労務相談⑤行
政書士の相続遺言･内容証明
相談⑥行政相談

1,373 1,400 1,373

市民･
スポーツ
文化局

消費生活総
合センター

消費者団体等運営補助金
さいたま市消費者団体
等運営補助金交付要綱

市民の消費生活向上を図る
消費者団体及び消費者団
体の連合体の運営に要す
る経費

180,000円×１団体+90,000円
×１団体=270,000円

消費者団体及び消費者団体の
連合体

270 270 270

建設局 建築総務課
狭あい道路後退用地の寄付
に対する補助金

さいたま市狭あい道路
拡幅整備要綱

安全で良好な市街地の形成と居住
環境の整備を図るため、建築基準
法の趣旨をふまえ、建築主等の理
解と協力のもとに、建築行為に係
る後退用地を道路として整備する

建築基準法第42条第２項
の規定で特定行政庁が指
定した４ｍ未満の道路
で、その道路を後退拡幅
した場合における敷地の
測量、分筆登記に要する
費用

分筆補助金額は80,000円(測
量及び分筆登記に要した費用
が確認できる書面の提出があ
る場合は、120,000円を限度
として実際に要した費用)

建築主(建築に係る土地を所
有している者)

70,000 71,600 67,681

建設局 建築総務課
民間建築物アスベスト対策
事業補助金

さいたま市民間建築物
吹付けアスベスト除去
等事業補助金交付要綱

飛散性の高い吹付けアスベストの
排出及び飛散を防止するため、所
有者等が行う除去工事等費用を助
成することにより、市民の健康被
害の防止と安全で安心な生活環境
の確保を図る

民間建築物に施工されて
いるアスベストの含有の
おそれがある吹付け建材
に対して行うアスベスト
含有の有無に係る調査、
壁、柱、天井等に吹付け
られたアスベストの除
去、封じ込め、囲い込み
工事

分析に要した費用:限度
250,000円、除去等に要した
費用:２/３、限度6,000,000
円

補助対象建築物について所有
権等を有する者

17,000 17,000 11,120

対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称
平成24年度
当初予算額

(参考）
平成23年度
決算額

(単位:千円)１１　その他の分野
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対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称
平成24年度
当初予算額

(参考）
平成23年度
決算額

(単位:千円)１１　その他の分野

教育
委員会

学事課
さいたま市外国人学校児童
生徒保護者補助金

さいたま市外国人学校
児童生徒保護者補助金
交付要綱

外国人学校に在籍する児童生徒の
保護者の経済的負担の軽減を図る

保護者が外国人学校に授
業料として支払った経費

児童年額20,000円×70名
=1,400,000円
生徒年額40,000円×43名
=1,720,000円

外国人学校に在籍する児童生
徒の保護者

3,120 3,120 3,100

議会局 総務課 政務調査費補助金
さいたま市議会政務調
査費の交付に関する条
例

地方自治法第100条第14項及び第
15項の規定に基づき、市議会議員
の調査研究に資する

さいたま市議会議員の調
査研究に資するために必
要な経費

会派:月額300,000円又は月額
120,000円のうちから各会派
が選択した額に、各月の初日
における当該会派に所属する
議員の数を乗じて得た額
議員:月額180,000円

会派及び議員(｢さいたま市議
会政務調査費の交付に関する
条例｣第４条第１項の規定に
より政務調査費の月額とし
120,000円の額を選択した会
派に属する議員及びいずれの
会派にも所属しない議員)

216,000 226,800 177,992

選挙
管理
委員会

選挙課
市明るい選挙推進協議会運
営補助金

さいたま市明るい選挙
推進協議会運営補助金
交付要綱

明るい選挙の推進を図る
明るい選挙推進のための
啓発･普及活動等

対象事業に要する経費
さいたま市明るい選挙推進協
議会

445 445 445
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選挙
管理
委員会

選挙課
土地改良区総代総選挙執行
経費委託費交付金

土地改良法第23条
土地改良法施行令第５
条

元荒川土地改良区総代総選挙の執
行及び管理

元荒川土地改良区総代総
選挙

総代総選挙に要する費用 蓮田市、春日部市、越谷市 0 510 196

１２　交付金

平成23年度
当初予算額

根拠局名 所属名 補助金等名称
平成24年度
当初予算額

内容

対象者基準対象事業目的

(参考）
平成23年度
決算額

(単位:千円)
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保健
福祉局

国民健康保
険課

政令指定都市国保･年金主管
部課長会議負担金

参加者負担金等

国への要望事項の協議と各市の問
題･制度等の研究討議し、国保事
業の安定化を図ることを目的とす
る

政令指定都市国保･年金主
管部課長会議

7,000円×２名=14,000円 指定都市幹事市(相模原市) 14 14 0

保健
福祉局

国民健康保
険課

埼玉県国民健康保険団体連
合会負担金

国民健康保険法第83条
保険者(市町村等)が共同して国保
事業の目的を達成する為必要な事
業を行うことを目的とする

保険者の事務の共同処理
診療報酬の審査及び支払
保健事業
調査･研究･広報･研修

保険者平均割70,000円
被保険者割:被保険者数×50
円

埼玉県国民健康保険団体連合
会

15,820 15,820 15,485

保健
福祉局

国民健康保
険課

全国都市国保主管課長研究
協議会負担金

参加者負担金等
全国の都市における国保運営上の
諸問題を研究討議し、国保の発展
に寄与する

調査･研究･研修 5,000円×１名=5,000円
埼玉県国民健康保険団体連合
会

5 5 4

保健
福祉局

国民健康保
険課

退職者医療共同事業拠出金 国民健康保険法第83条
保険者(市町村等)が共同して国保
事業の目的を達成する為必要な事
業を行うことを目的とする

退職者の適用適正化事業
年金受給権者一覧表掲載者×
8.5円

埼玉県国民健康保険団体連合
会

60 60 34

保健
福祉局

国民健康保
険課

諸会議負担金 参加者負担金等
市町村における国保運営上の諸問
題に関する研究･研修を行い、国
保の発展に寄与する

調査･研究･研修 参加者負担金
埼玉県国民健康保険団体連合
会

25 25 4

保健
福祉局

国民健康保
険課

埼玉県国保協議会会員負担
金

国民健康保険法第11条
市町村国保運営協議会の会長を会
員とし、国保事業の健全な運営に
寄与する

調査･研究･研修

保険者平等割:1×15,000円
=15,000円
被保険者割:被保険者数×1.5
円

埼玉県国保協議会 388 488 380

保健
福祉局

国民健康保
険課

後期高齢者支援金
高齢者の医療の確保に
関する法律第118条

後期高齢者医療制度との財政調整
後期高齢者医療制度被保
険者の疾病治療

後期高齢者医療制度との財政
調整のため同被保険者の疾病
治療にかかる額

社会保険診療報酬支払基金 15,458,536 14,795,149 13,744,168

保健
福祉局

国民健康保
険課

後期高齢者関係事務費拠出
金

高齢者の医療の確保に
関する法律第118条

後期高齢者医療制度との財政調整
事務費の一部を負担する

後期高齢者の医療業務に
関する事務費や審査手数
料

後期高齢者の医療業務に関す
る事務や審査にかかる額

社会保険診療報酬支払基金 1,352 1,673 1,336

保健
福祉局

国民健康保
険課

前期高齢者納付金
高齢者の医療の確保に
関する法律第36条

前期高齢者間の財政調整
前期高齢者医療制度被保
険者の疾病治療

前期高齢者医療制度被保険者
の疾病治療にかかる額

社会保険診療報酬支払基金 31,748 31,367 39,385

保健
福祉局

国民健康保
険課

前期高齢者関係事務費拠出
金

高齢者の医療の確保に
関する法律第36条

前期高齢者間の財政調整の事務を
支払基金が一括して行うため、事
務費の負担をする

前期高齢者の医療業務に
関する事務費や審査手数
料

前期高齢者の医療業務に関す
る事務や審査にかかる額

社会保険診療報酬支払基金 1,332 1,552 1,306

保健
福祉局

国民健康保
険課

老人保健医療費拠出金 老人保健法第53条
老人保健被保険者の疾病治療の給
付

老人保健被保険者の疾病
治療の給付の保険者負担
分

老人保健被保険者の疾病治療
の給付の保険者負担分の額

社会保険診療報酬支払基金 1 1 0

保健
福祉局

国民健康保
険課

老人保健事務費拠出金 老人保健法第53条
老人保健被保険者の医療業務に関
する事務や審査を一括で行うため

老人保健被保険者の医療
業務に関する事務費や審
査手数料

老人保健被保険者の医療業務
に関する事務や審査にかかる
額

社会保険診療報酬支払基金 768 807 768

保健
福祉局

国民健康保
険課

介護納付金 国民健康保険法第36条
国保加入者のうち介護第２号被保
険者の介護保険料の納付

国保加入者のうち介護第
２号被保険者の介護保険
料

国保加入者のうち介護第２号
被保険者の介護保険料

社会保険診療報酬支払基金 6,626,207 5,927,091 5,573,158

保健
福祉局

国民健康保
険課

高額医療費共同事業拠出金

国民健康保険法第104条
県国保連合会保険財政
共同安定化･高額医療費
共同事業規則

高額な医療費に対し県国保連合会
が事業主体となり、高額医療費共
同事業を行う

各保険者のレセプト１件
80万円超の高額医療費の
給付の負担分

各保険者のレセプト１件80万
円超の高額医療費の給付の負
担額

埼玉県国民健康保険団体連合
会

2,734,832 1,862,157 1,826,021

保健
福祉局

国民健康保
険課

保険財政共同安定化事業拠
出金

国民健康保険法第104条
県国保連合会保険財政
共同安定化･高額医療費
共同事業規則

高額な医療費に対し県国保連合会
が事業主体となり、高額医療費共
同事業を行う

各保険者のレセプト１件
30万以上80万円未満の高
額医療費の給付の負担分

各保険者のレセプト１件30万
以上80万未満の高額医療費の
給付の負担額

埼玉県国民健康保険団体連合
会

11,605,332 9,366,274 7,549,443

１　国民健康保険事業特別会計

◆特別会計　負担金、補助及び交付金一覧

(単位:千円)

(参考)
平成23年度
決算額対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

根拠
平成24年度
当初予算額

局名 所属名 補助金等名称
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１　国民健康保険事業特別会計 (単位:千円)

(参考)
平成23年度
決算額対象事業目的

内容

対象者基準

平成23年度
当初予算額

根拠
平成24年度
当初予算額

局名 所属名 補助金等名称

保健
福祉局

地域保健支
援課

肥満行動療法技法研修参加
負担金

参加者負担金等
食行動を変化させ、健康的に減量
を実現する、肥満行動療法の技法
を学ぶ

肥満行動療法技法研修 11,000円×１名=11,000円 (特)日本健康教育士養成機構 0 11 0

保健
福祉局

地域保健支
援課

保健指導プラスワンセミ
ナー参加負担金

参加者負担金等
現代人のライフスタイルの傾向か
ら効果的に行動変容へ導く保健指
導を学ぶ

保健指導プラスワンセミ
ナー

5,000円×８名=40,000円 (社)日本家族計画協会 40 50 35

保健
福祉局

地域保健支
援課

保健指導スキルアップセミ
ナー参加負担金

参加者負担金等
自らの健康に関心を持てない方等
への必要なサポートを習得するた
め

保健指導スキルアップセ
ミナー

12,000円×３名=36,000円 (株)ニュートリート 36 48 0

保健
福祉局

地域保健支
援課

禁煙サポートセミナー参加
負担金

参加者負担金等
生活習慣病のリスク因子である喫
煙の対策及び禁煙サポートに従事
する職員のスキルアップを図る

禁煙サポートセミナー参
加負担金

18,900円×６名=113,400円
東京労災病院
勤労者予防医療センター

113 95 110

保健
福祉局

国民健康保
険課

一般被保険者療養給付費
国民健康保険法第36条
さいたま市国民健康保
険条例

保険者が被保険者に対して、医療
機関や薬局を通じて療養を目的と
した医療サービスを共有する

国民健康保険被保険者の
疾病治療

国民健康保険被保険者の疾病
治療の保険者負担額

国民健康保険被保険者 61,086,501 62,697,356 59,720,969

保健
福祉局

国民健康保
険課

退職被保険者等療養給付費
国民健康保険法第36条
さいたま市国民健康保
険条例

保険者が被保険者に対して、医療
機関や薬局を通じて療養を目的と
した医療サービスを共有する

国民健康保険被保険者の
疾病治療

国民健康保険被保険者の疾病
治療の保険者負担額

国民健康保険被保険者 3,108,225 3,580,941 2,940,841

保健
福祉局

国民健康保
険課

一般被保険者療養費 国美健康保険法第54条

被保険者がやむを得ない理由によ
り自費で療養を受けた場合、その
療養に要した費用を後から保険者
が支給する

国民健康保険被保険者の
疾病治療

国民健康保険被保険者の疾病
治療の保険者負担額

国民健康保険被保険者 1,185,039 1,406,142 1,103,964

保健
福祉局

国民健康保
険課

退職被保険者等療養費 国美健康保険法第54条

被保険者がやむを得ない理由によ
り自費で療養を受けた場合、その
療養に要した費用を後から保険者
が支給する

国民健康保険被保険者の
疾病治療

国民健康保険被保険者の疾病
治療の保険者負担額

国民健康保険被保険者 38,422 55,854 50,115

保健
福祉局

国民健康保
険課

一般被保険者高額療養費
国民健康保険法第57条
の２

被保険者が支払った医療費が一定
額を超えた場合、その超えた額に
ついて後から保険者が支給する

国民健康保険被保険者の
疾病治療

所得に応じた区分の自己負担
限度額を超えた額

国民健康保険被保険者 6,472,253 6,577,561 6,565,706

保健
福祉局

国民健康保
険課

退職被保険者等高額療養費
国民健康保険法第57条
の２

被保険者が支払った医療費が一定
額を超えた場合、その超えた額に
ついて後から保険者が支給する

国民健康保険被保険者の
疾病治療

所得に応じた区分の自己負担
限度額を超えた額

国民健康保険被保険者 382,600 465,207 354,654

保健
福祉局

国民健康保
険課

一般被保険者高額介護合算
療養費

国民健康保険法第57条
の３

世帯ごとに、医療費及び介護費の
両方が一定額を超えた場合、その
超えた分を後から保険者が支給す
る

国民健康保険被保険者の
疾病治療

医療費及び介護保険の両方が
一定額を超えた額

国民健康保険被保険者 3,500 80,000 335

保健
福祉局

国民健康保
険課

退職被保険者等高額介護合
算療養費

国民健康保険法第57条
の３

世帯ごとに、医療費及び介護費の
両方が一定額を超えた場合、その
超えた分を後から保険者が支給す
る

国民健康保険被保険者の
疾病治療

医療費及び介護保険の両方が
一定額を超えた額

国民健康保険被保険者 207 10,000 0

保健
福祉局

国民健康保
険課

一般被保険者移送費
国民健康保険法54条の
４

やむを得ず、医師の指示により入
院や転院などの移送に費用がか
かった場合に移送に要した費用を
支給する

国民健康保険被保険者の
移送

国民健康保険被保険者の移送
にかかる額

国民健康保険被保険者 1,100 1,100 95

保健
福祉局

国民健康保
険課

退職被保険者等移送費
国民健康保険法54条の
４

やむを得ず、医師の指示により入
院や転院などの移送に費用がか
かった場合に移送に要した費用を
支給する

国民健康保険被保険者の
移送

国民健康保険被保険者の移送
にかかる額

国民健康保険被保険者 500 500 0
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局名 所属名 補助金等名称
平成23年度
当初予算額

根拠
平成24年度
当初予算額

内容

対象者基準対象事業目的

１　国民健康保険事業特別会計 (単位:千円)

(参考)
平成23年度
決算額

保健
福祉局

国民健康保
険課

出産育児一時金
国民健康保険法第58条
国民健康保険条例第6条

出産においては高額な費用がかか
るため、出産及び育児対する助成
をする

国民健康保険被保険者の
出産

産科医療補償制度加入医療機
関420,000円、産科医療補償
制度未加入医療間390,000円

国民健康保険被保険者 609,000 672,000 575,327

保健
福祉局

国民健康保
険課

葬祭費
国民健康保険法第58条
国民健康保険条例第７
条

被保険者が死亡した場合に、その
葬儀を行う費用に対して助成し、
葬儀を行った者の負担を軽減する

国民健康保険被保険者の
葬祭

50,000円×1,600名
=80,000,000円

国民健康保険被保険者 80,000 79,850 76,350

保健
福祉局

国民健康保
険課

レセプト審査支払システム
等の最適化に係る分担金

レセプト審査支払シス
テム等の最適化に係る
分担金

平成23年度からの診療報酬請求の
原則オンライン化に対応するた
め、全国共通のシステムを導入し
て、全国標準の事務処理を実現す
るとともに、事務の効率化を目指
すもの

レセプト審査支払業務
県内市町村がレセプト数で按
分した額

埼玉県国民健康保険団体連合
会

0 0 15,269

保健
福祉局

地域保健支
援課

地域づくり型保健指導
参加負担金

参加者負担金等

地域づくり型保健活動(SOJO-
Model)の基本的な考え方と手順を
知り、各自の活動に活かすことが
出来るようになることを学ぶ

地域づくり型保健指導 10,000円×２名=20,000円
(公社)地域医療振興協会ヘル
スプロモーション研究セン
ター

0 20 20

保健
福祉局

地域保健支
援課

評価実践セミナー
参加負担金

参加者負担金等
活動の進め方を｢ものさし｣を使っ
て評価する方法を学ぶ

評価実践セミナー 10,000円×１名=10,000円
(公社)地域医療振興協会ヘル
スプロモーション研究セン
ター

0 10 0

保健
福祉局

地域保健支
援課

保健指導レベルアップセミ
ナー研修参加負担金

参加者負担金等
特定保健指導時の病態別の指導力
をレベルアップするため

特定健康診査等事業 7,000円×１名=7,000円
日本循環器管理研究協議会
(財)結核予防会

7 0 28

保健
福祉局

地域保健支
援課

評価がしやすくなる教室企
画セミナー参加負担金

参加者負担金等
特定保健指導のグループ支援の評
価を視野に入れた企画を学び事業
に活かす

特定健康診査等事業 10,000円×１名=10,000円
(公社)地域医療振興協会ヘル
スプロモーション研究セン
ター

10 0 0

保健
福祉局

地域保健支
援課

プロセス評価実践セミナー
参加負担金

参加者負担金等
特定保健指導のプロセス評価方法
を学び事業評価を行う際に活用す
る

特定健康診査等事業 10,000円×１名=10,000円
(公社)地域医療振興協会ヘル
スプロモーション研究セン
ター

10 0 20

保健
福祉局

地域保健支
援課

対象者をやる気にさせる保
健指導を学ぶショートセミ
ナー

参加者負担金等
保健指導に使える科学的根拠を学
ぶ

特定健康診査等事業 3,500円×１名=3,500円 (社)日本家族計画協会 4 0 0

保健
福祉局

地域保健支
援課

みんなで変える保健指導セ
ミナー参加負担金

参加者負担金等
保健指導に使えるコーチングを学
ぶ

特定健康診査等事業 6,000円×２名=12,000円 (社)日本家族計画協会 0 0 12

保健
福祉局

地域保健支
援課

健康教育者のためのサマー
セミナー

参加者負担金等
科学的根拠を保健指導に生かす方
法を学ぶ

特定健康診査等事業 3,000円×１名=3,000円 (特)日本健康教育士養成機構 0 0 3
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保健
福祉局

年金医療課
後期高齢者医療保険料納付
金

高齢者の医療の確保に
関する法律第105条

後期高齢者医療広域連合が行う後
期高齢者医療に要する費用に充て
るため

後期高齢者医療広域連合
が行う後期高齢者医療事
業

被保険者から徴収した保険料
埼玉県後期高齢者医療広域連
合

9,823,231 8,895,401 8,675,055

保健
福祉局

年金医療課
埼玉県後期高齢者医療広域
連合共通経費負担金

埼玉県後期高齢者医療
広域連合規約第17条第
２項

後期高齢者医療広域連合が行う後
期高齢者医療に要する事務経費に
充てるため

後期高齢者医療広域連合
が行う後期高齢者医療事
業

共通経費総額の10％を構成市
町村数で除して算出した金
額、共通経費総額の45％に全
構成市町村の前年度の３月31
日現在の総人口及び満75歳以
上人口に占める各市町村の割
合を乗じて算出したそれぞれ
の金額

埼玉県後期高齢者医療広域連
合

244,224 218,009 206,887

保健
福祉局

年金医療課
後期高齢者医療市町村療養
給付費負担金

高齢者の医療の確保に
関する法律第98条

後期高齢者医療広域連合が支払う
療養の給付に関する費用のうち、
市負担分を納付する

後期高齢者医療広域連合
が行う後期高齢者医療保
険給付事業

負担対象額の12分の１
埼玉県後期高齢者医療広域連
合

6,472,827 6,142,492 5,972,851

保健
福祉局

年金医療課
後期高齢者医療保険料保険
基盤安定納付金

高齢者の医療の確保に
関する法律第105条

低所得者等の保険料軽減分を公費
で負担する

後期高齢者医療広域連合
が行う後期高齢者医療事
業

低所得者等の保険料軽減分の
うち、市(１/４)及び県(３/
４)負担分

埼玉県後期高齢者医療広域連
合

1,228,222 1,085,517 1,081,388

対象者
局名 所属名 補助金等名称

２　後期高齢者医療事業特別会計

平成24年度
当初予算額

(参考)
平成23年度
決算額

(単位:千円)

根拠
内容

平成23年度
当初予算額

目的 対象事業 基準
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保健
福祉局

介護保険課
大都市介護保険担当課長会
議負担金

幹事市による開催通知
(厚生労働省･東京都･各
政令市が参加)

大都市(指定都市)が、介護保険行
政に関し、協力して調査検討、意
見交換を行い，国に対して要望を
行う

大都市介護保険担当課長
会議参加者負担金

6,000円×２名×２回=24,000
円

大都市介護保険担当課長会議
幹事市

24 24 12

保健
福祉局

介護保険課 介護サービス等諸費 介護保険法第40条
要介護者が利用した介護サービス
の費用の９割分を給付する

介護保険法に定める介護
サービス

介護サービス費の保険者負担
額

介護保険被保険者 49,704,765 47,046,957 44,659,313

保健
福祉局

介護保険課
地域密着型介護サービス給
付費

介護保険法第40条
要介護者が利用した地域密着型介
護サービスの費用の９割分を給付
する

介護保険法に定める地域
密着型介護サービス

地域密着型介護サービス費の
保険者負担額

介護保険被保険者 3,550,943 2,752,061 2,521,295

保健
福祉局

介護保険課 介護予防サービス等諸費 介護保険法第52条
要支援者が利用した介護予防サー
ビスの費用の９割分を給付する

介護保険法に定める介護
予防サービス

介護予防サービス費の保険者
負担額

介護保険被保険者 2,884,781 2,468,335 2,513,766

保健
福祉局

介護保険課
地域密着型介護予防サービ
ス給付費

介護保険法第52条
要支援者が利用した地域密着型介
護予防サービスの費用の９割分を
給付する

介護保険法に定める地域
密着型介護予防サービス

地域密着型介護予防サービス
費の保険者負担額

介護保険被保険者 54,414 26,197 24,664

保健
福祉局

介護保険課 高額介護サービス等費 介護保険法第40条
要介護者の利用負担額が一定額を
超えた場合に、その超えた額を償
還払いする

介護保険法に定める介護
サービスのうち利用者負
担額が一定額を超えたも
の

介護サービスのうち利用者負
担額が一定額を超えた額

介護保険被保険者 1,089,059 970,275 899,028

保健
福祉局

介護保険課 高額介護予防サービス費 介護保険法第52条
要支援者の利用負担額が一定額を
超えた場合に、その超えた額を償
還払いする

介護保険法に定める介護
予防サービスのうち利用
者負担額が一定額を超え
たもの

介護予防サービスのうち利用
者負担額が一定額を超えた額

介護保険被保険者 1,636 1,861 1,484

保健
福祉局

介護保険課
高額医療合算介護サービス
等費

介護保険法第40条

要介護者の医療及び介護両制度に
おける自己負担額が一定額を超え
た場合に、その超えた額を償還払
いする

介護保険法に定める介護
サービスのうち、医療及
び介護両制度における自
己負担額が一定額を超え
たもの

介護サービスのうち、医療及
び介護の両制度における自己
負担額が一定額を超えた額

介護保険被保険者 182,261 195,787 160,803

保健
福祉局

介護保険課
高額医療合算介護予防サー
ビス等費

介護保険法第52条

要支援者の医療及び介護両制度に
おける自己負担額が一定額を超え
た場合に、その超えた額を償還払
いする

介護保険法に定める介護
予防サービスのうち、医
療及び介護両制度におけ
る自己負担額が一定額を
超えたもの

介護予防サービスのうち、医
療及び介護の両制度における
自己負担額が一定額を超えた
額

介護保険被保険者 3,720 6,792 1,844

保健
福祉局

介護保険課 特定入所者介護サービス費 介護保険法第40条

低所得の要介護者が特定介護保険
施設等のサービスを利用したと
き、食費･居住費に負担限度額を
設け、国が定めた基準費用額との
差分を保険給付する

介護保険法に定める特定
入所者介護サービス

要介護者の食費、居住費が所
得段階に応じた利用者負担限
度額を超えた額

介護保険被保険者 2,351,838 2,008,252 2,013,629

保健
福祉局

介護保険課
特例特定入所者介護サービ
ス費

介護保険法第40条

低所得の被保険者が特定介護保険
施設等のサービスを要介護認定前
にやむをえない理由により利用し
たとき、食費･居住費に負担限度
額を設け、国が定めた基準費用額
との差分を保険給付する

介護保険法に定める特例
特定入所者介護サービス

要介護者の食費、居住費が所
得段階に応じた利用者負担限
度額を超えた額

介護保険被保険者 1 1 0

保健
福祉局

介護保険課
特定入所者介護予防サービ
ス費

介護保険法第52条

低所得の要支援者が特定介護保険
施設等のサービスを利用したと
き、食費･居住費に負担限度額を
設け、国が定めた基準費用額との
差分を保険給付する

介護保険法に定める特定
入所者介護予防サービス

要支援者の食費、居住費が所
得段階に応じた利用者負担限
度額を超えた額

介護保険被保険者 3,060 2,722 1,529

局名 所属名 補助金等名称 根拠
内容

平成23年度
当初予算額

目的 対象事業 基準 対象者

３　介護保険事業特別会計

平成24年度
当初予算額

(参考)
平成23年度
決算額

(単位:千円)
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局名 所属名 補助金等名称 根拠
内容

平成23年度
当初予算額

目的 対象事業 基準 対象者

３　介護保険事業特別会計

平成24年度
当初予算額

(参考)
平成23年度
決算額

(単位:千円)

保健
福祉局

介護保険課
特例特定入所者介護予防
サービス費

介護保険法第52条

低所得の被保険者が特定介護保険
施設等のサービスを要介護認定前
にやむをえない理由により利用し
たとき、食費･居住費に負担限度
額を設け、国が定めた基準費用額
との差分を保険給付する

介護保険法に定める特例
特定入所者介護予防サー
ビス

要支援者の食費、居住費が所
得段階に応じた利用者負担限
度額を超えた額

介護保険被保険者 1 1 0

保健
福祉局

介護保険課
さいたま市介護保険サービ
ス事業者連絡協議会負担金

さいたま市介護保険
サービス事業者連絡協
議会規約

会員相互の情報交換並びに連携を
図る中で利用者本位の公平で公正
なサービスの提供を実現するため
の事業環境の形成に寄与する

さいたま市介護保険サー
ビス事業者連絡協議会特
別会員年会費

年会費200,000円
さいたま市介護保険サービス
事業者連絡協議会

200 200 200

保健
福祉局

高齢福祉課
介護相談員養成研修参加負
担金

さいたま市介護相談員
派遣事業実施要領及び
平成19年4月23日付け埼
玉県介護保険課長通知

介護相談員を申出のあったサービ
ス事業所等に派遣すること等によ
り、利用者の疑問、不満、不安の
解消を図り、派遣を受けた事業所
における介護サービスの質的な向
上を図る

介護相談員の養成研修参
加者負担金

53,000円×５人＝265,000円 介護相談員 265 685 50

保健
福祉局

高齢福祉課
介護ボランティア制度交付
金

さいたま市介護ボラン
ティア制度実施要綱

地域資源であるボランティアの活
用を積極的に推進・支援し、高齢
者のボランティア活動を通じて、
「高齢者の社会参加、いきがいづ
くり」と「介護予防」を支援する

事前に市の指定を受けた
施設・団体等（受入機
関）におけるボランティ
ア活動

6,000円×2,900人＝
17,400,000円

介護ボランティア登録者 17,400 8,000 217

保健
福祉局

介護保険課
介護保険災害臨時特例支出
金

平成23年度介護保険災
害臨時特例補助金交付
要綱

東日本大震災日に特定被災区域内
の市町村に住所を有しており、被
災し、本市に転入した介護保険の
被保険者について、施設入所等に
係る食費、居住費等を支給する

施設入所等に係る食費、
居住費等

施設入所等に係る食費、居住
費等の被保険者負担額

介護保険被保険者 0 0 1,022
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経済局
食肉中央卸
売市場

全国中央卸売市場協会負担
金

全国中央卸売市場協会
会則

中央卸売市場の業務研修、生鮮食
料品流通に関する調査、研究、情
報の収集、伝達及び関係機関に対
する各種要請等を行う

年会費 年会費130,000円 全国中央卸売市場協会 130 150 130

経済局
食肉中央卸
売市場

全国中央卸売市場協会･定期
総会出席者負担金

参加者負担金
全国中央卸売市場協会の定例総会
に出席する

中央卸売市場の業務研
修、生鮮食料品流通に関
する調査、研究、情報の
収集、伝達及び関係機関
に対する各種要請等を行
う

7,000円×２名=14,000円 全国中央卸売市場協会 14 14 0

経済局
食肉中央卸
売市場

さいたま市食肉中央卸売市
場連絡協議会負担金

さいたま市食肉中央卸
売市場連絡協議会規約

当市場における業務の円滑な運営
及び市場の発展を図る

年会費 年会費250,000円
さいたま市食肉中央卸売市場
連絡協議会

250 250 250

経済局
食肉中央卸
売市場

全国中央卸売市場協会･食肉
部会出席者負担金

参加者負担金
市場相互間の情報交換や機能の充
実を図るための会議に出席する

市場相互間の情報交換や
機能の充実を図る

10,000円×１名 =10,000円
全国中央卸売市場協会、食肉
部会

10 10 10

経済局
食肉中央卸
売市場

全国中央卸売市場協会･関東
支部市場長会議出席者負担
金(年２回)

参加者負担金

支部内市場と密接な連絡を取り、
中央卸売市場の機能の充実と円滑
な流通を図るため、国等に対する
要望、意見具申、管理運営に関す
る調査、研究を行うための会議に
出席する

支部内市場と密接な連絡
を取り、中央卸売市場の
機能の充実と円滑な流通
を図るため、国等に対す
る要望、意見具申、管理
運営に関する調査、研究
を行う

3,000円×１名×２回=6,000
円

全国中央卸売市場協会関東支
部

6 6 5

経済局
食肉中央卸
売市場

全国中央卸売市場協会･関東
支部負担金

全国中央卸売市場協会
関東支部規約

支部内市場と密接な連絡を取り、
中央卸売市場の機能の充実と円滑
な流通を図るため、国等に対する
要望、意見具申、管理運営に関す
る調査、研究を行う

年会費 年会費30,000円
全国中央卸売市場協会関東支
部

30 30 0

経済局
食肉中央卸
売市場

全国食肉市場長連絡協議会
出席者負担金

参加者負担金

関係官庁や関係団体との連絡、交
渉を行い、食肉市場並びにと畜場
の発展向上を図るための会議に出
席する

関係官庁や関係団体との
連絡、交渉を行い、食肉
市場並びにと畜場の発展
向上を図る

10,000円×２名=20,000円 全国食肉市場長連絡協議会 20 20 20

経済局
食肉中央卸
売市場

大都市中央卸売市場担当者
会議出席者負担金

参加者負担金
政令市内中央卸売市場の発展向上
並びに情報交換や機能の充実を図
るために出席する

政令市内中央卸売市場の
発展向上並びに情報交換
や機能の充実を図る

 8,000円×１名=8,000円
大都市中央卸売市場担当者会
議

8 16 32

経済局
食肉中央卸
売市場

全国中央卸売市場協会･業務
担当者研修負担金

参加者負担金 市場業務担当者研修(財務検査等) 研修参加費 3,000円×１名=3,000円 市場業務担当者 3 3 0

経済局
食肉中央卸
売市場

さいたま市と畜場周辺環境
連絡協議会補助金

さいたま市と畜場周辺
環境連絡協議会補助金
交付要綱

さいたま市と畜場周辺住民の、生
活環境の向上を図るため、必要な
対策を検討協議し、もって地域の
良好な生活環境を維持促進するこ
とを目的とする

総会･勉強会等の運営等に
かかる経費

周辺環境に関する視察経費・
総会費110,000円

さいたま市、畜場周辺環境連
絡協議会

110 110 110

経済局
食肉中央卸
売市場

埼玉県と畜場協会負担金 埼玉県と畜場協会規約

県内のと畜場の円滑なる運営と食
肉の供給の伸長を期することま
た、食肉衛生環境の向上を図ると
ともに、県下における問題等に対
処する

年会費 年会費50,000円
埼玉県と畜場協会

50 50 33

経済局
食肉中央卸
売市場

埼玉県と畜場協会県外と畜
場視察出席者負担金

参加者負担金
と畜場の円滑な運営を行うため、
県外のと畜場の研修視察に出席す
る(当市場は委員並びに事務局)

と畜場の円滑な運営及び
近代化を図るため、県外
の優良と畜場の研修視察
を行う

30,000円×１名=30,000円
埼玉県と畜場協会

30 30 0

対象事業目的

平成23年度
当初予算額

内容

対象者
根拠

基準
局名 所属名 補助金等名称

４　食肉中央卸売市場及びと畜場事業特別会計 (単位:千円)

平成24年度
当初予算額

(参考)
平成23年度
決算額
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都市局
大宮駅西口
まちづくり
事務所

土地区画整理研修会参加負
担金

参加者負担金
土地区画整理事業の基礎的な知
識及び技術を学ぶ

大宮駅西口第四土地区画
整理事業

22,000円×１名×３回＝
66,000円

(公社)街づくり区画整理協
会

66 66 31

都市局
大宮駅西口
まちづくり
事務所

ガス管工事負担金
東京ガスとの負担協議
による

東京ガス管の布設
大宮駅西口第四土地区画
整理事業

直径100mm管　延長79m
直径75mm管　 延長53m
直径50mm管　 延長198m

東京ガス(株) 23,900 8,451 18,393

都市局
大宮駅西口
まちづくり
事務所

水道管工事負担金
水道局との負担協議に
よる

上水道の整備
大宮駅西口第四土地区画
整理事業

直径150mm管　延長30m
直径100mm管　延長343m
消火栓　３基

さいたま市水道局 20,862 27,632 34,145

都市局
大宮駅西口
まちづくり
事務所

東京電力柱撤去･移設工事
負担金

東京電力との負担協議
による

東電柱の移設及び撤去
大宮駅西口第四土地区画
整理事業

桜木35、36、113、121、
189、190、191、192、193
外７本新設柱

東京電力(株) 3,995 577 3,967

都市局
大宮駅西口
まちづくり
事務所

ＮＴＴ柱撤去･移設工事負
担金

ＮＴＴとの負担協議に
よる

ＮＴＴ柱の移設及び撤去
大宮駅西口第四土地区画
整理事業

ｲﾝｷ14、ｲﾝｷ15、ｲﾝｷ左１/１
４、ｲﾝｷ支割１/支１／14、ｲ
ﾝｷ左２/14、ｲﾝｷ左２/15、ｲﾝ
ｷ支K１/16、外６本

(株)ＮＴＴ東日本 2,450 1,924 4,798

都市局
大宮駅西口
まちづくり
事務所

調整池築造費負担金
下水道計画課との協議
による

調整池の開発
大宮駅西口第四土地区画
整理事業

負担金90,000,000円 さいたま市 0 90,000 74,242

５　大宮駅西口都市改造事業特別会計

平成24年度
当初予算額

(参考)
平成23年度
決算額

(単位:千円)

局名 所属名 補助金等名称 根拠
内容

対象者基準対象事業目的

平成23年度
当初予算額
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都市局
日進･指扇周
辺まちづく
り事務所

研修参加負担金 参加者負担金等
土地区画整理事業実施に必要な
知識の習得

土地区画整理事業研修 40,000円×１名=40,000円 (一社)日本経営協会 40 40 45

６　深作西部土地区画整理事業特別会計
(単位:千円)

平成24年度
当初予算額

局名 所属名 補助金等名称
(参考)

平成23年度
決算額

根拠
内容

平成23年度
当初予算額

目的 対象事業 基準 対象者
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都市局
東浦和まち
づくり事務
所

水道管敷設負担金 さいたま市給水条例
区画街路整備に伴う水道管敷設
工事を行い、事業の進捗を図る

水道管敷設負担金 水道局設計による さいたま市水道局 43,000 60,000 34,757

都市局
東浦和まち
づくり事務
所

下水道受益者負担金
さいたま市都市計画下
水道事業受益者負担に
関する条例第2条第2項

下水道整備費の一部として負担
するもの

下水道受益者負担金 400円×9412㎡=3,764,800円 さいたま市 3,765 78 68

都市局
東浦和まち
づくり事務
所

土地区画整理事業研修参加
負担金

参加者負担金等
土地区画整理事業に関する理解
を深め、資質の向上を図る

参加者負担金 23,000円×２回=46,000円 (社)街づくり区画整理協会 46 46 44

７　東浦和第二土地区画整理事業特別会計

平成24年度
当初予算額

(参考)
平成23年度
決算額

(単位:千円)

根拠
内容

平成23年度
当初予算額

局名 所属名 補助金等名称
目的 対象事業 基準 対象者
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都市局
浦和東部ま
ちづくり事
務所

調節池整備市負担金

一級河川綾瀬川改修事
業への浦和東部第一特
定土地区画整理事業の
費用負担に関する基本
協定書

浦和東部第二地区内に整備する
調節池において、第一地区の開
発に伴う調整量を確保すると共
に、工事費及び用地費について
応分の負担をする

一級河川綾瀬川改修事業 埼玉県との協議による 埼玉県総合治水事務所 180,000 220,000 227,118

都市局
浦和東部ま
ちづくり事
務所

配水管布設工事負担金
水道局との負担協議に
よる

浦和東部第一特定土地区画整理
事業の進捗に併せ布設する水道
管の整備費用について負担金を
支出する

水道局による水道管布設
工事

水道局設計による さいたま市水道局 35,000 85,000 23,743

都市局
浦和東部ま
ちづくり事
務所

上水道切り回し工事負担金
水道局との負担協議に
よる

浦和東部第一特定土地区画整理
事業に伴い発生する水道管の切
り回し工事について負担金を支
出する

水道局による水道管切り
回し工事

水道局設計による さいたま市水道局 5,000 40,000 3,986

都市局
浦和東部ま
ちづくり事
務所

研修参加負担金 参加者負担金等
土地区画整理事業に関する知識
の習得及び技術の向上を図る

土地区画整理事業担当職
員のための研修

22,000円×４名=88,000円
(社)街づくり区画整理協会
他

88 88 38

都市局
浦和東部ま
ちづくり事
務所

電線共同溝連携設備負担金
無電柱化推進計画の伴
う引込管等設備工事等
に関する協定による

浦和東部第一特定土地区画整理
事業に伴い発生する電線共同溝
連携設備工事について負担金を
支出する

電線共同溝工事
東京電力(株)、東日本電信
電話(株)の設計による

東京電力(株)、東日本電信
電話(株)

5,000 0 24,311

(単位:千円)

根拠
内容

平成23年度
当初予算額

８　浦和東部第一特定土地区画整理事業特別会計

平成24年度
当初予算額

(参考)
平成23年度
決算額

局名 所属名 補助金等名称
目的 対象事業 基準 対象者
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都市局
与野まちづ
くり事務所

ＮＯＭＡ行政管理講座研修
負担金

参加者負担金等
土地区画整理事業に関する知識
の習得及び技術の向上を図る

参加者負担金
38,850円×１名=38,850円
30,450円×１名=30,450円

(財)日本経営協会 70 70 69

都市局
与野まちづ
くり事務所

東京ガス地中管新設工事負
担金

ガス管新設工事負担金
区画整理事業に伴う地中管新設
を行い、区画整理事業の進捗を
図るため

南与野駅西口土地区画整
理事業地内ガス設置等

東京ガス(株)設計による 東京ガス(株) 3,711 4,539 1,391

都市局
与野まちづ
くり事務所

水道局配水支管布設･移設
負担金

水道管移設費負担
区画整理事業に伴う支障物件の
移設･新設を行い、区画整理事業
の進捗を図るため

南与野駅西口土地区画整
理事業地内上水道施設等

水道局設計による さいたま市水道局 23,122 38,130 15,294

(単位:千円)

根拠
内容

平成23年度
当初予算額

９　南与野駅西口土地区画整理事業特別会計

平成24年度
当初予算額

(参考)
平成23年度
決算額

局名 所属名 補助金等名称
目的 対象事業 基準 対象者
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都市局
日進･指扇周
辺まちづく
り事務所

研修負担金(日本経営協会･
街づくり区画整理協会)

参加者負担金等
土地区画整理事業実施に必要な
知識の習得を図る

研修参加負担金
38,850円×２回=77,700円
22,000円×２回=44,000円
16,000円×２回=32,000円

(一社)日本経営協会、街づ
くり区画整理協会

154 84 78

都市局
日進･指扇周
辺まちづく
り事務所

水道管敷設工事負担金
水道局との負担協議に
よる

区画整理事業による上水道の整
備

水道管敷設工事 水道局設計 さいたま市水道局 15,000 8,190 4,680

都市局
日進･指扇周
辺まちづく
り事務所

ガス管新設工事負担金
東京ガス(株)とのガス
工事に関する協定書

区画整理事業による都市ガスの
整備

ガス管新設工事 東京ガス(株)設計 東京ガス(株) 0 0 76

１０　指扇土地区画整理事業特別会計

平成24年度
当初予算額

(参考)
平成23年度
決算額

(単位:千円)

根拠
内容

平成23年度
当初予算額

局名 所属名 補助金等名称
目的 対象事業 基準 対象者
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都市局
岩槻まちづ
くり事務所

水道布設負担金
水道局との負担協議に
よる

区画整理事業に伴う公共施設(道
路)の整備に合わせ、水道施設の
移設･新設を行う

江川土地区画整理事業地
内上水道施設等

水道局設計 さいたま市水道局 0 0 5,248

都市局
岩槻まちづ
くり事務所

研修参加負担金 参加者負担金等
土地区画整理事業に関する知識
及び技術の向上

区画整理事業全般
区画整理実践講習会負担金
25,000円×２名=50,000円

日本土地区画整理協会
(社)日本経営協会

50 50 30

(単位:千円)

根拠
内容

平成23年度
当初予算額

１１　江川土地区画整理事業特別会計

平成24年度
当初予算額

(参考)
平成23年度
決算額

局名 所属名 補助金等名称
目的 対象事業 基準 対象者
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都市局
岩槻まちづ
くり事務所

水道布設負担金
水道局との負担協議に
よる

区画整理事業に伴う公共施設(道
路)の整備に合わせ、水道施設の
移設･新設を行う

南平野土地区画整理事業
地内上水道施設等

水道局設計 さいたま市水道局 0 21,502 31,038

都市局
岩槻まちづ
くり事務所

研修参加負担金 参加者負担金等
土地区画整理事業に関する知識
及び技術の向上

区画整理事業全般
区画整理実践講習会負担金
31,600円×３名=94,800円

日本土地区画整理協会
(一社)日本経営協会

95 95 78

１２　南平野土地区画整理事業特別会計

平成24年度
当初予算額

(参考)
平成23年度
決算額

(単位:千円)

根拠
内容

平成23年度
当初予算額

局名 所属名 補助金等名称
目的 対象事業 基準 対象者
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水道局 水道総務課 日本水道協会会費
日本水道協会定款
日本水道協会細則

水道の普及とその健全な発達を図
ること

水道について諸般の調査
研究　他

均等負担額　43,000円(基本
料金)+水量割負担額
1,105,110円(従量料金)

日本水道協会 1,149 1,149 1,148

水道局 水道総務課
日本水道協会関東地方支部
会費

日本水道協会関東地方
支部規則

支部区域内における日本水道協会
の事業の推進及び会員相互の連絡
調整

日本水道協会の事業を推
進するための諸般の調査
研究 他

日本水道協会会費
1,148,110×20/100(10円未満
切捨)

日本水道協会関東地方支部 230 230 230

水道局 水道総務課
日本水道協会埼玉県支部会
費

日本水道協会埼玉県支
部規則

支部区域内における日本水道協会
の事業の推進及び会員相互の連絡
調整

日本水道協会の事業を推
進するための諸般の調査
研究 他

均等割　5,000円＋給水戸数
割　31,200円(最高限度額)

日本水道協会埼玉県支部 36 36 36

水道局 水道総務課
日本水道協会埼玉県支部県
南地区協議会会費

日本水道協会埼玉県支
部県南地区協議会規約

事務、技術の調査研究及び研修会
等を行い、水道事業の適正なる運
営に資すること

研修会、講習会等の開催
他

年会費5,000円
日本水道協会埼玉県支部県南
地区協議会

5 5 5

水道局 水道総務課
水道技術研究センター年会
費

水道技術研究センター
会員規約

水道の技術に係る情報収集、調
査、開発、研究、普及等に関する
事業を行うことにより、その発展
を図り、もって公衆衛生の向上及
び生活環境の改善に寄与すること

水道の技術に係る情報収
集及び調査に関する事業
他

300,000円(年間有収水量１億
 以上)

(財)水道技術研究センター 300 300 300

水道局 水道総務課
地方公営企業連絡協議会会
費負担金

前年度総会で決定
地方公共団体の経営する企業の健
全な運営とその発展に寄与するこ
と

地方公営企業相互の連絡
上必要な各種会議の開催
他

年会費185,000円 地方公営企業連絡協議会 185 200 185

水道局 水道総務課 公益事業学会会費 公益事業学会規約

公益事業の研究に篤志なる者協同
して、それに関する知識を研鑽、
普及し、公益事業の健全なる進歩
発展を図り、以って公共の福祉増
進に貢献しようとするもの

公益事業に関する調査研
究、研究会・講演会・見
学会等の開催、雑誌及び
図書の発行、研究の助成
他

年会費20,000円 公益事業学会 20 20 20

水道局 水道総務課
日本水道協会関東地方支部
総会参加負担金

参加者負担金等
支部区域内における日本水道協会
の事業の推進及び会員相互の連絡
調整

日本水道協会関東地方支
部総会の開催

7,000円×３名=21,000円 日本水道協会関東地方支部 21 21 21

水道局 水道総務課
大都市水道事業管理者会議
参加負担金

参加者負担金等
水道事業経営の全般に関する重要
課題について協議、検討する

大都市水道事業管理者会
議の開催

15,000円×２名=30,000円 大都市水道事業管理者会議 30 30 30

水道局 水道総務課
大都市水道局事務協議会参
加負担金

参加者負担金等
水道事業経営に伴う管理等に関す
る重要課題等について協議検討す
る

大都市水道局事務協議会
の開催

5,000円×３名=15,000円 大都市水道局事務協議会 15 15 15

水道局 水道総務課
大都市水道局技術協議会参
加負担金

参加者負担金等
水道事業経営に伴う管理および建
設技術等に関する重要課題等につ
いて協議検討する

大都市水道局技術協議会
の開催

4,000円×３名=12,000円 大都市水道局技術協議会 12 12 6

水道局 水道総務課 水道技術懇話会参加負担金 参加者負担金等

水道の技術に係る情報収集、調
査、開発、研究、普及等に関する
事業を行うことにより、その発展
を図り、もって公衆衛生の向上及
び生活環境の改善に寄与すること

水道技術懇話会の開催 1,000円×70名=70,000円 (財)水道技術研究センター 70 70 6

水道局 水道総務課 研修費 研修参加費 資格取得のため 研修費 29,400円×４名=117,600円
(社)日本クレーン協会埼玉支
部

118 118 100

水道局 水道総務課 研修費 研修参加費 資格取得のため 研修費 17,850円×４名=71,400円
(社)日本クレーン協会埼玉支
部

72 72 68

水道局 水道総務課 研修費 研修参加費 資格取得のため 研修費 24,675円×２名=49,350円 (財)日本無線協会 50 50 49

◆企業会計　負担金、補助及び交付金一覧

平成24年度
当初予算額

基準

平成23年度
当初予算額

(参考)
平成23年度
決算額

(単位:千円)

対象事業目的
根拠

１　水道事業会計

内容

対象者
局名 所属名 補助金等名称
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平成24年度
当初予算額

基準

平成23年度
当初予算額

(参考)
平成23年度
決算額

(単位:千円)

対象事業目的
根拠

１　水道事業会計

内容

対象者
局名 所属名 補助金等名称

水道局 水道総務課 研修費 研修参加費 資格取得のため 研修費 38,000円×２名=76,000円
アンモータースクール技能講
習センター

76 76 76

水道局 水道総務課
水道事業事務研修会(経営部
門)負担金

参加者負担金等
水道事業経営に関する専門的な知
識の向上を図る

参加者負担金 32,000円×２名=64,000円 (社)日本水道協会 64 64 64

水道局 水道総務課
水道技術者研修会(Ｂコー
ス)負担金

参加者負担金等
水道事業経営に関する専門的な知
識の向上を図る

参加者負担金 90,000円×３名=270,000円 (社)日本水道協会 270 570 540

水道局 水道総務課
水道技術者研修会(専門別)
負担金

参加者負担金等
技術職員の専門的知識の向上に資
する

参加者負担金 47,000円×４名=188,000円 (社)日本水道協会 188 188 188

水道局 水道総務課
水道技術者研修会(ブロック
別)負担金

参加者負担金等
水道施設の維持管理及び水質の管
理に万全を期すため、水道事業に
関する知識の向上を図る

参加者負担金 15,000円×１名=15,000円 (社)日本水道協会 15 15 15

水道局 水道総務課 水道基礎講座負担金 参加者負担金等
水道事業全般にわたる基礎知識の
修得を図る

参加者負担金 25,000円×12名=300,000円 (社)日本水道協会 300 350 325

水道局 水道総務課
新任水道事業管理者研修会
負担金

参加者負担金等
水道事業管理者として必要な研修
を行い、水道事業の健全な経営に
資する

参加者負担金 35,000円×１名=35,000円 (社)日本水道協会 35 35 35

水道局 水道総務課
水道事業管理職事務研修会
負担金

参加者負担金等
管理的な立場にある者の業務の遂
行に資する

参加者負担金 15,000円×１名=15,000円 (社)日本水道協会 15 15 15

水道局 水道総務課 漏水防止講座負担金 参加者負担金等
漏水防止業務に従事する技術者の
育成と資質の向上を図る

参加者負担金 25,000円×１名=25,000円 (社)日本水道協会 0 25 50

水道局 水道総務課 全国水道研究発表会負担金 参加者負担金等
水道に関する調査研究成果を発表
し、ノウハウを共有する

参加者負担金 17,000円×７名=119,000円 (社)日本水道協会 119 153 98

水道局 水道総務課
浄水場等設備技術実務研修
会負担金

参加者負担金等
浄水所・給水所等の運転管理に係
る技術・技能レベルの向上を図る

参加者負担金 75,000円×２名=150,000円 (社)日本水道協会 150 225 225

水道局 水道総務課 配管設計講習会負担金 参加者負担金等

配水管の設計に関する基礎知識、
ダクタイル鋳鉄管を基本とした製
図・積算までの実務能力を付与す
る

参加者負担金 36,000円×５名=180,000円 (社)日本水道協会 180 144 144

水道局 水道総務課
未納料金対策実務研修会負
担金

参加者負担金等 料金徴収業務の円滑な運営を図る 参加者負担金 15,000円×２名=30,000円 (社)日本水道協会 30 30 30

水道局 水道総務課 消費税実務講座負担金 参加者負担金等
経理事務の消費税に関する専門的
な知識の向上を図る

参加者負担金 15,000円×１名=15,000円 (社)日本水道協会 15 15 15

水道局 水道総務課
配水管工技能研修(小口径)
負担金

参加者負担金等
耐震継手管の配管・接合に関する
知識や技能を修得する

参加者負担金
小口径・大口径を併せて委託
して実施したため、大口径に
合算額を記載

東京水道サービス(株) 0 562 0
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平成24年度
当初予算額

基準

平成23年度
当初予算額

(参考)
平成23年度
決算額

(単位:千円)

対象事業目的
根拠

１　水道事業会計

内容

対象者
局名 所属名 補助金等名称

水道局 水道総務課
配水管工技能研修(大口径)
負担金

参加者負担金等
耐震継手管の配管・接合に関する
知識や技能を修得する

参加者負担金
施設・設備使用料、講師・教
本代　1,031,310円

東京水道サービス(株) 1,031 562 1,031

水道局 水道総務課 初任者研修会負担金 参加者負担金等
経営改善に必要な基礎知識の習得
及び実務遂行能力の向上を図る

参加者負担金 4,650円×２名=9,300円 地方公営企業連絡協議会 9 5 5

水道局 水道総務課 水道技術セミナー負担金 参加者負担金等
水道技術の向上に資するとともに
高水準の水道の構築に寄与する

参加者負担金 18,000円×３名=54,000円 (財)水道技術研究センター 54 36 36

水道局 水道総務課
条例規則担当者のための実
務講座負担金

参加者負担金等
わかりやすい条例、規則の立案の
ポイントを習得する

参加者負担金 30,450円×１名=30,450円 (一社)日本経営協会 30 30 30

水道局 水道総務課 防火管理者講習会負担金 参加者負担金等
消防法に基づき、防火管理者資格
取得のため

参加者負担金 6,000円×５名=30,000円 (財)日本防火協会 30 30 12

水道局 水道総務課
(社)浦和地区労働基準協会
年会費

会費負担金
(社)浦和地区労働基準協会への年
会費

年会費負担金 年会費6,500円 (社)浦和地区労働基準協会 7 8 7

水道局 水道総務課
(財)埼玉県社会保険協会会
費負担金

会費負担金
(財)埼玉県社会保険協会への年会
費

年会費負担金 年会費7,200円 (財)埼玉県社会保険協会 7 7 6

水道局 水道総務課 会費負担金 参加者負担金等
安全運転管理者等の安全運転指導
に関する講習会の受講料

事業所として安全運転に
努めるための講習を行う

水道庁舎４名　北部水道営業
所１名　南部水道営業所１名
配水管理事務所１名
4,200円×７名=29,400円

各地区安全運転管理者協会
(浦和･大宮)

29 25 25

水道局 水道総務課
人事・労務担当者のための
労働基準法セミナー負担金

参加者負担金等
人事・労務業務に関する基礎知識
を習得する

参加者負担金 30,450円×１名=30,450円 (一社)日本経営協会 30 30 30

水道局 水道総務課 IWA-ASPIRE地域会議負担金 参加者負担金等
国外水道の実情把握、国際的な人
材の育成

参加者負担金 103,000円×２名=206,000円 IWA 0 206 156

水道局 水道総務課
衛生管理者(第１種)試験資
格取得負担金

参加者負担金等
労働安全衛生法に基づき、衛生管
理者（第１種）資格取得のため

参加者負担金 18,090円×２名=36,180円
(財)地方公務員安全衛生推進
協会

0 36 14

水道局 水道総務課 エネルギー管理講習負担金 参加者負担金等
エネルギーの使用の合理化に関す
る法律に基づき、エネルギー管理
企画推進者を選任するため

参加者負担金 17,100円×７名=119,700円 (財)省エネルギーセンター 120 131 120

水道局 水道総務課
安全管理者選任時研修負担
金

参加者負担金等
労働安全衛生法に基づき、安全管
理者を選任するため

参加者負担金 12,700円×２名=25,400円 (社)埼玉労働基準協会連合会 0 25 27

水道局 水道総務課
石綿作業主任者技能講習負
担金

参加者負担金等
労働安全衛生法に基づき、石綿作
業主任者を選任するため

参加者負担金 9,450円×２名=18,900円 (社)埼玉労働基準協会連合会 19 20 19

水道局 水道総務課 研修費 研修参加費
緊急車両運行時における安全運転
知識及び操作の学習

研修費 95,340円×３名=286,020円 (株)モビリティランド 0 287 283

水道局 水道財務課 研修参加費 研修参加費 職員研修のため 研修費 30,450円×１名=30,450円 (一社)日本経営協会 30 30 30

水道局 水道財務課 研修参加費 研修参加費 職員研修のため 研修費 30,450円×１名=30,450円 池田技研(株) 30 30 30
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平成24年度
当初予算額

基準

平成23年度
当初予算額

(参考)
平成23年度
決算額

(単位:千円)

対象事業目的
根拠

１　水道事業会計

内容

対象者
局名 所属名 補助金等名称

水道局 水道財務課 会議参加費 会議参加費 会議参加のため
九都市財務事務担当者会
議

10,000円×３名=30,000円
九都市財務事務担当者会議幹
事市

30 30 0

水道局 管財課 会費負担金
各安全運転管理者協会
会則

安全運転管理者協会の年会費
事業所として安全運転に
努めるための活動を行う

浦和地区:水道庁舎45,000
円、南部水道営業所18,000
円、大宮地区:北部水道営業
所21,000円、大宮東地区:配
水管理事務所16,000円

各地区安全運転管理者協会
(浦和･大宮・大宮東)

100 84 100

水道局 管財課 研修費 参加者負担金等
財産管理に関する研修へ参加する
ことによって、業務に必要な実務
能力を身につける

地方自治体における財産
管理の理論とその実務に
ついて解説する講座の開
催

30,450円×１名=30,450円 (一社)日本経営協会 30 30 30

水道局 管財課 研修費 参加者負担金等
契約事務に関する研修に参加する
ことによって、業務に必要な実務
能力を身につける

地方自治体における契約
事務の理論とその実務に
ついて解説する講座の開
催

30,450円×１名=30,450円 (一社)日本経営協会 30 30 30

水道局 営業課 会費負担金 会費負担金
県内の公共料金に係る組織犯罪に
対する情報等共有のため

協議会会費 10,000円×１式=10,000円
埼玉県公共料金暴力対策協議
会

10 10 10

水道局 水道計画課 研修参加費 研修参加費 職員研修のため 研修費 10,000円×１名=10,000円 全国簡易水道協議会 10 10 10

水道局 水道計画課 運営会費及び研修費 参加者負担金等
さいたま市地区企業者連絡協議会
の運営

会費負担金
運営費20,000円
研修費3,150円×３名=9,450
円

さいたま市地区企業者連絡協
議会

0 30 0

水道局
北部水道
建設課

研修参加費 参加者負担金等
工事監督に関して理解を深め、資
質の向上を図る

参加者負担金
90,600円×１名（５日間）
=90,600円

(財)全国建設研修センタ－ 0 91 91

水道局
北部水道
建設課

研修参加費 参加者負担金等
工事費積算に関して理解を深め、
資質の向上を図る

参加者負担金
86,600円×１名（５日間）
=86,600円

(財)全国建設研修センタ－ 87 87 87

水道局
北部水道
建設課

研修参加費 参加者負担金等
水道事業に関して理解を深め、資
質の向上を図る

参加者負担金 10,000円×２名=20,000円 全国簡易水道協議会 20 20 20

水道局
北部水道
建設課

研修参加費 参加者負担金等
設計積算システムに関して理解を
深め、資質の向上を図る

参加者負担金
33,075円×20名（３日間）
=661,500円

(株)管総研 662 662 462

水道局 維持管理課 研修参加費 研修参加費 職員研修のため 研修費 30,000円×11名=330,000円 フジテコム(株) 330 330 330

水道局 維持管理課 研修参加費 研修参加費 職員研修のため 研修費 9,000円×２名=18,000円 (社)埼玉労働基準協会連合会 18 18 0

水道局 維持管理課 研修参加費 研修参加費 職員研修のため 研修費 9,000円×２名=18,000円 東京ガス(株) 18 18 12

水道局 維持管理課 研修参加費 研修参加費 職員研修のため 研修費 6,000円×２名=12,000円 東京ガス(株) 12 12 12

水道局 維持管理課 研修参加費 研修参加費 職員研修のため 研修費 10,000円×１名=10,000円 全国簡易水道協会 10 10 10

水道局 維持管理課 研修参加費 研修参加費 職員研修のため 研修費 63,000円×２名=126,000円 (株)ベンチャーアカデミア 0 0 126
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平成24年度
当初予算額

基準

平成23年度
当初予算額

(参考)
平成23年度
決算額

(単位:千円)

対象事業目的
根拠

１　水道事業会計

内容

対象者
局名 所属名 補助金等名称

水道局 維持管理課
東京電蝕防止対策委員会事
業分担金

東京電蝕防止対策委員
会規約による

電蝕防止のために関係者の連絡協
調を密にし、必要なる各種の調査
及び測定などを行ない、これらの
対策を研究し、かつ、実施の促進
を図る

年会費 年会費55,000円 東京電蝕防止対策委員会 55 55 55

水道局 維持管理課
東京電蝕防止対策委員会総
会拠出金

総会開催経費等
東京電蝕防止対策委員会の総会運
営に係る経費を負担する

総会開催経費等 年会費9,000円 東京電蝕防止対策委員会 9 9 9

水道局 工務課 研修参加費
水道事業実務講習会参
加費

職員研修のため 研修費 10,000円×２名=20,000円 全国簡易水道協会 20 20 20

水道局 工務課 研修参加費
フォークリフト運転技
能講習会参加費

職員育成のため 研修費 38,000円×４名=152,000円 アンモータースクール 152 152 152

水道局 工務課 研修参加費 玉掛技能講習会参加費 職員育成のため 研修費 17,000円×２名=34,000円
(社)日本クレーン協会　埼玉
支部

34 34 34

水道局 工務課 研修参加費
小型移動式クレーン運
転技能講習会参加費

職員育成のため 研修費 28,000円×２名=56,000円
(社)日本クレーン協会　埼玉
支部

56 56 75

水道局 水道総務課
日本水道協会総会参加負担
金

参加者負担金等
水道の普及とその健全な発達を図
ること

日本水道協会総会の開催 17,000円×３名=51,000円 日本水道協会 51 51 51

水道局 配水課
危険物取扱者試験準備講習
会受講料負担金

参加者負担金等
危険物取扱者試験受験者の予備知
識向上のため

参加者負担金 5,700円×２名=11,400円
(公社)埼玉県危険物安全協会
連合会
(社)さいたま市防火安全協会

12 12 11

水道局 配水課
酸素欠乏・硫化水素危険作
業主任者技能講習受講料負
担金

参加者負担金等

酸素欠乏・硫化水素中毒危険作業
場所に係る作業指揮その他規則に
定められた職務の遂行に必要な資
格取得のため

参加者負担金 18,000円×２名=36,000円 (財)日本産業技能教習協会 36 36 36

水道局 配水課
危険物取扱者保安講習受講
負担金

参加者負担金等

危険物施設における危険物の取扱
作業の保安を担っている危険物取
扱者の資質の維持、向上を図るた
め

参加者負担金 4,700円×２名=9,400円 (社)さいたま市防火安全協会 10 24 19

水道局 配水課
第一種電気工事士定期講習
受講料負担金

参加者負担金等
自家用電気工作物の電気工事及び
保安に関する知識、関係法令等に
関する知識の更新を図るため

参加者負担金 11,000円×３名=33,000円 (独)製品評価技術基盤機構 33 22 22

水道局 配水課
特別管理産業廃棄物管理責
任者に関する講習会受講料
負担金

参加者負担金等
特別管理産業廃棄物に係る管理全
般に必要な知識や技能を習得する
ための資格取得のため

参加者負担金 12,000円×２名=24,000円
(財)日本産業廃棄物処理振興
センター

24 24 24

水道局 配水課
水道事業実務講習会受講料
負担金

参加者負担金等
水道の計画・設計・施工・経営管
理等に関する理解を深め、事業実
施の円滑なる運営推進に資する

参加者負担金 10,000円×１名=10,000円 全国簡易水道協議会 10 10 10

水道局 配水課
電気関係事業安全セミナー
参加負担金

参加者負担金等
関係業界の安全活動事例や具体的
な対策手法に関する理解を深め、
職場の安全意識の高揚を図る

参加者負担金 20,000円×１名=20,000円 (社)日本電気協会 20 20 20

水道局 水質管理課 研修参加費 研修参加費 職員研修のため 研修費 99,750円×１名=99,750円
サーモフィッシャーサイエン
ティフィック(株)

100 84 84

水道局 水質管理課 研修参加費 研修参加費 職員研修のため 研修費
9,680円×３名(２日間)
=29,040円

(財)埼玉県健康づくり事業団 30 10 19
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平成24年度
当初予算額

基準

平成23年度
当初予算額

(参考)
平成23年度
決算額

(単位:千円)

対象事業目的
根拠

１　水道事業会計

内容

対象者
局名 所属名 補助金等名称

水道局 水質管理課 研修参加費 研修参加費 職員研修のため 研修費
9,680円×３名(２日間)
=29,040円

(財)埼玉県健康づくり事業団 30 10 19

水道局 水質管理課 研修参加費 研修参加費 職員研修のため 研修費

22,000円×１名（２日間)
=22,000円（会員１名まで）
34,000円×１名（２日間）
=34,000円（会員外１名）

(社)日本分析化学会 56 20 90

水道局 水質管理課 研修参加費 研修参加費 職員研修のため 研修費 4,000円×１名=4,000円 (社)全国給水衛生検査協会 4 4 4

水道局 水質管理課 研修参加費 研修参加費 職員研修のため 研修費
21,000円×１名(２日間)
=21,000円

(株)TBCソリューションズ 21 21 19

水道局 水質管理課 研修参加費 研修参加費 職員研修のため 研修費
9,700円×１名(２日間)
=9,700円

(社)埼玉県危険物安全協会連
合会

0 10 10

水道局 水質管理課 研修参加費 研修参加費 職員研修のため 研修費
8,200円×１名(２日間)
=8,200円

(財)消防試験研究センター 0 9 6

水道局 水質管理課 研修参加費 研修参加費 職員研修のため 研修費 12,000円×１名=12,000円
(財)日本産業廃棄物処理振興
センター

12 14 0

水道局 水質管理課 会費負担金 会費負担金
研修時の会員割引等の優遇措置の
享受及び会発行の月刊誌の購読の
ため

会費負担金 28,800円×１式=28,800円 (社)日本分析化学会 29 29 29

水道局 水質管理課 研修参加費 研修参加費 職員研修のため 研修費 5,000円×１名=5,000円 (財)全国給水衛生検査協会 5 5 5

水道局 水質管理課 研修参加費 研修参加費 職員研修のため 研修費 31,500円×１式=31,500円 厚生労働省健康局水道課 32 32 32

水道局 水質管理課 研修参加費 研修参加費 職員研修のため 研修費 100,800円×１式=100,800円
アジレント・テクノロジー
(株)

101 101 0

水道局 水質管理課 研修参加費 研修参加費 職員研修のため 研修費 20,000円×1式=20,000円
埼玉県生活衛生課
埼玉県衛生研究所

20 0 12

水道局 水質管理課 研修参加費 研修参加費 職員研修のため 研修費 30,000円×１式=30,000円 (社)全国給水衛生検査協会 0 0 30

水道局 水質管理課 研修参加費 研修参加費 職員研修のため 研修費 130,000円×1式=130,000円 (財)日本分析センター 130 0 0

水道局 水質管理課 研修参加費 研修参加費 職員研修のため 研修費 9,000円×1式=9,000円 (財)関東電気保安協会 9 0 0

水道局 水道総務課 研修参加費 研修参加費 職員研修のため 研修費 5,700円×１名=5,700円
(社)埼玉県危険物安全協会連
合会

6 0 0

水道局 水道総務課 研修参加費 研修参加費 資格取得のため 研修費 3,400円×１名=3,400円 (財)消防試験研究センター 4 0 0

水道局 水道総務課
土木工事積算実務講習会(応
用編)負担金

参加者負担金等
公共土木工事の基本的な積算技術
を習得する

参加者負担金 9,000円×１名=9,000円 (財)建物物価調査会 0 0 9

水道局 水道総務課 浄水技術講演会負担金 参加者負担金等
東日本大震災で受けた水道施設の
被害状況や復旧復興に向けた取り
組みを知る

参加者負担金 5,000円×１名=5,000円 浄水技術研究会 0 0 5
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平成24年度
当初予算額

基準

平成23年度
当初予算額

(参考)
平成23年度
決算額

(単位:千円)

対象事業目的
根拠

１　水道事業会計

内容

対象者
局名 所属名 補助金等名称

水道局 水道総務課
水質検査委託業務に関する
規則改正等の説明会負担金

参加者負担金等
水質検査管理業務委託積算要領の
理解を深める

参加者負担金 7,000円×２名=14,000円 (社)日本水道協会 0 0 14

水道局 水道総務課
第1回横浜WATERフォーラム
負担金

参加者負担金等
海外水ビジネス展開について先行
事例を知る

参加者負担金 5,000円×３名=15,000円 横浜ウォーター(株) 0 0 15

水道局 水道総務課
官庁契約・公共工事と会計
検査講習会負担金

参加者負担金等
公共工事に係る会計検査について
理解を深める

参加者負担金 7,000円×２名=14,000円 (財)経済調査会 0 0 14

水道局 水道総務課
関東地方支部技術継承研修
漏水調査及び修繕（実務）
研修負担金

参加者負担金等
漏水調査・修繕実務に必要な知識
を身につける

参加者負担金 35,000円×８名=280,000円 横浜ウォーター(株) 280 0 0

水道局 水道総務課
関東地方支部技術継承研修
水処理(実務)研修負担金

参加者負担金等
浄水処理などの水処理実務に必要
な知識を身につける

参加者負担金 50,000円×２名=100,000円 横浜ウォーター(株) 100 0 0

水道局 水道総務課
関東地方支部技術継承研修
水運用(実務)研修負担金

参加者負担金等
水運用に関わる現場技術の習得と
基礎知識を身につける

参加者負担金 35,000円×２名=70,000円 横浜ウォーター(株) 70 0 0

水道局 水道総務課
関東地方支部技術継承研修
水道概論研修Ⅱ負担金

参加者負担金等
水道事業運営に必要な水道関連法
令や基礎知識を学ぶ

参加者負担金 20,000円×２名=40,000円 横浜ウォーター(株) 40 0 0

水道局 水道総務課
関東地方支部技術継承研修
配水管技術研修負担金

参加者負担金等
送配水の基礎知識と実務を身につ
ける

参加者負担金 32,000円×10名=320,000円 横浜ウォーター(株) 320 0 0

水道局 水道総務課
関東地方支部技術継承研修
給水装置(実務)研修負担金

参加者負担金等
給水装置工事の計画・施工に必要
な基礎知識を身につける

参加者負担金 32,000円×８名=256,000円 横浜ウォーター(株) 256 0 0

水道局 水道総務課
地方公務員のための給与制
度の基本と運用実務研修負
担金

参加者負担金等
給与制度を適正かつ円滑に運用す
るための知識を習得する

参加者負担金 30,450円×１名=30,450円 (一社)日本経営協会 30 0 0

水道局 水道総務課
水道技術国際シンポジウム
参加負担金

参加者負担金等
世界の水道の課題や最新の水道技
術の動向を共有する

参加者負担金 30,000円×５名=150,000円 (財)水道技術研究センター 150 0 0

水道局 管財課 研修費 参加者負担金等
技術検査・工事監理に関する研修
へ参加することによって、業務に
必要な実務能力を身につける

地方自治体における技術
検査・工事監理の理論と
その実務について解説す
る講座の開催

30,450円×２名=60,900円 (一社)日本経営協会 61 0 0

水道局 経営企画課 研修参加費 研修参加費 職員の専門的知識の向上のため 研修費 60,798円×１名=60,798円
(株)富士通ラーニングメディ
ア

61 0 0

水道局 経営企画課 研修参加費 研修参加費 職員の専門的知識の向上のため 研修費 73,017円×１名=73,017円
(株)富士通ラーニングメディ
ア

74 0 0

水道局 経営企画課 登録管理料
歴史的経緯をもつプロ
バイダ非依存アドレス
割り当て規約

歴史的ＰＩアドレスのアドレス数
に応じたＩＰアドレス維持料

登録管理料 登録管理料74,943円

ＪＰＮＩＣ
（社団法人日本ネットワーク
インフォメーションセン
ター）

75 0 0
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保健
福祉局

市立病院経
営部庶務課

日本医師会会費 日本医師会定款
医道の高揚、医学教育の向上、
医学と関連科学との総合進捗、
医師の生涯教育

日本の医療に関すること

A会員10,500円×12月×１名
=126,000円
B会員2,350円×12月×19名
=535,800円

日本医師会 662 638 558

保健
福祉局

市立病院経
営部庶務課

埼玉県医師会会費 埼玉県医師会定款
医道の高揚、医学教育の向上、
医学と関連科学との総合進捗、
医師の生涯教育

埼玉県の医療に関するこ
と

A会員6,350円×12月×１名
=76,200円
B会員3,200円×12月×19名
=729,600円

埼玉県医師会 806 767 665

保健
福祉局

市立病院経
営部庶務課

浦和医師会会費 浦和医師会定款
医道の高揚、医学教育の向上、
医学と関連科学との総合進捗、
医師の生涯教育

浦和地域の医療に関する
こと

A会員15,000円×12月×１名
=180,000円
B会員7,500円×12月×19名
=1,710,000円

浦和医師会 1,890 1,800 1,538

保健
福祉局

市立病院経
営部庶務課

埼玉県医師会病院部会会費 埼玉県医師会定款
埼玉県医師会加入病院に関する
連絡調整

埼玉県の医療に関するこ
と

3,000円 埼玉県医師会 3 3 3

保健
福祉局

市立病院経
営部庶務課

埼玉県医師会労災医療部会
会費

埼玉県医師会定款
埼玉県医師会加入病院の労災医
療に関する連絡調整

埼玉県の医療に関するこ
と

3,000円 埼玉県医師会 3 3 3

保健
福祉局

市立病院経
営部庶務課

埼玉県医師会救急医療部会
会費

埼玉県医師会定款
埼玉県医師会加入病院の救急医
療に関する連絡調整

埼玉県の医療に関するこ
と

3,000円 埼玉県医師会 3 3 3

保健
福祉局

市立病院経
営部庶務課

埼玉県産婦人科医会会費
埼玉県産婦人科医会総
会

埼玉県産婦人科医に関する連絡
調整

埼玉県産婦人科医の医療
に関すること

79,500円×２名=159,000円 埼玉県産婦人科医会 159 159 155

保健
福祉局

市立病院経
営部庶務課

浦和医師会内科小児科医会
施設会費

浦和医師会定款
浦和医師会内科小児科医に関す
る連絡調整

埼玉県内科小児科医の医
療に関すること

30,000円 浦和医師会 30 30 30

保健
福祉局

市立病院経
営部庶務課

埼玉県外科医会会費 埼玉県外科医会総会 埼玉県外科医に関する連絡調整
埼玉県外科医の医療に関
すること

15,000円 埼玉県外科医会 15 15 15

保健
福祉局

市立病院経
営部庶務課

全国自治体病院協議会会費
全国自治体病院協議会
会定款・代議員会

自治体病院事業発展とその使命
の完遂をはかり、国民福祉の向
上に寄与する

自治体病院の発展に関す
る研修会・講演会等

13,300円＋(640円×557
床)=369,780円

全国自治体病院協議会 370 370 370

保健
福祉局

市立病院経
営部庶務課

日本病院会会費 日本病院会定款
全病院の一致協力によって病院
の向上発展と使命の遂行を図
り、社会の福祉増進に寄与する

日本の病院に関すること
124,000円＋(160円×537床
＋130円×20床)=212,520円

日本病院会 213 213 213

保健
福祉局

市立病院経
営部庶務課

埼玉県自治体病院開設者協
議会会費

埼玉県自治体病院開設
者協議会定時総会

自治体病院事業発展とその使命
の完遂をはかり、県民福祉の向
上に寄与する

埼玉県内自治体病院開設
者の共通課題解決に向け
た研修会

本部会費72,000円
県会費5,000円

埼玉県自治体病院開設者協
議会

77 77 77

保健
福祉局

市立病院経
営部庶務課

全国自治体病院協議会埼玉
県支部会費

全国自治体病院協議会
埼玉県支部規約

自治体病院事業発展とその使命
の完遂をはかり、国民福祉の向
上に寄与する

県内自治体病院の共通課
題解決に向けた研修会

15,000円 全国自治体病院協議会 0 15 0

保健
福祉局

市立病院経
営部庶務課

埼玉県公的病院協議会会費
埼玉県公的病院協議会
会則

埼玉県公的病院に関する連絡調
整

研修会・講演会 15,000円 埼玉県公的病院協議会 15 15 15

保健
福祉局

市立病院経
営部庶務課

埼玉県医療社会事業協会会
費

埼玉県医療社会事業協
会定款

埼玉県における医療社会事業の
推進につとめ、疾病等に悩む者
及びその家族の福祉の増進を図
るとともに、医療社会事業従事
者の資質の向上を図り、もって
社会福祉の向上に寄与すること
を目的とする

埼玉県医療社会事業の推
進に関すること

7,000円×２名=14,000円 埼玉県医療社会事業協会 14 14 7

保健
福祉局

市立病院経
営部庶務課

日本医療社会福祉協会会費
日本医療社会福祉協会
定款

医療ソーシャルワークの実践と
研究をとおして、社会福祉の増
進と保健・医療・福祉の連携に
貢献することを目的とする

日本のソーシャルワーク
実践及び研究等に関する
こと

11,000円 日本医療社会福祉協会 11 11 11

目的
根拠局名 所属名 補助金等名称

２　病院事業会計

平成24年度
当初予算額

(参考)
平成23年度
決算額

(単位:千円)

平成23年度
当初予算額

対象事業

内容

対象者基準
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目的
根拠局名 所属名 補助金等名称

２　病院事業会計

平成24年度
当初予算額

(参考)
平成23年度
決算額

(単位:千円)

平成23年度
当初予算額

対象事業

内容

対象者基準

保健
福祉局

市立病院経
営部庶務課

20大都市病院事業主管課長
会会費

参加者負担金等
20大都市病院医療の推進及び会
員相互の連絡調整

参加者負担金等 7,000円×２名=14,000円
20大都市病院事業主管課長
会

14 14 14

保健
福祉局

市立病院経
営部庶務課

大都市立感染症指定医療機
関等病院長並びに事務長会
議会費

参加者負担金等
大都市感染症指定医療の推進及
び会員相互の連絡調整

参加者負担金等 15,000円×２名=30,000円
大都市立感染症指定医療機
関等病院長並びに事務長会

30 30 30

保健
福祉局

市立病院経
営部庶務課

その他学会会費 参加者負担金等 各学会の連絡調整、資格取得等 参加者負担金等 1,113,700円 各学会 1,114 684 671

保健
福祉局

市立病院経
営部庶務課

医師研究雑費 学会・研修等参加費 職員研修等のため 学会・研修等参加費 学会・研修等参加費 各学会 1,780 1,780 1,331

保健
福祉局

市立病院経
営部庶務課

看護師研究雑費 学会・研修等参加費 職員研修等のため 学会・研修等参加費 学会・研修等参加費 各学会 2,370 2,282 2,337

保健
福祉局

市立病院経
営部庶務課

中央検査科研究雑費 学会・研修等参加費 職員研修等のため 学会・研修等参加費 学会・研修等参加費 各学会 160 160 157

保健
福祉局

市立病院経
営部庶務課

中央放射線科研究雑費 学会・研修等参加費 職員研修等のため 学会・研修等参加費 学会・研修等参加費 各学会 110 110 110

保健
福祉局

市立病院経
営部庶務課

薬剤科研究雑費 学会・研修等参加費 職員研修等のため 学会・研修等参加費 学会・研修等参加費 各学会 130 130 130

保健
福祉局

市立病院経
営部庶務課

リハビリテーション科研究
雑費

学会・研修等参加費 職員研修等のため 学会・研修等参加費 学会・研修等参加費 各学会 50 40 56

保健
福祉局

市立病院経
営部庶務課

眼科研究雑費 学会・研修等参加費 職員研修等のため 学会・研修等参加費 学会・研修等参加費 各学会 22 22 20

保健
福祉局

市立病院経
営部庶務課

臨床工学科研究雑費 学会・研修等参加費 職員研修等のため 学会・研修等参加費 学会・研修等参加費 各学会 20 10 21

保健
福祉局

市立病院経
営部庶務課

栄養科研究雑費 学会・研修等参加費 職員研修等のため 学会・研修等参加費 学会・研修等参加費 各学会 27 23 26

保健
福祉局

市立病院経
営部庶務課

庶務課研究雑費 研修等参加費 職員研修等のため 研修等参加費 研修等参加費
(社)さいたま市防火安全協
会等

223 306 239

保健
福祉局

市立病院経
営部庶務課

財務課研究雑費 研修等参加費 職員研修等のため 研修等参加費 研修等参加費 (財)地方自治研究機構 20 20 7

保健
福祉局

市立病院経
営部庶務課

医事課研究雑費 研修等参加費 職員研修等のため 研修等参加費 研修等参加費 国際疾病分類学会等 45 44 46

保健
福祉局

市立病院経
営部庶務課

中央病歴管理室研究雑費 研修等参加費 職員研修等のため 研修等参加費 研修等参加費 国際疾病分類学会 10 10 0
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建設局
下水道総務
課

さいたま市生活保護世帯等
水洗便所設置費助成金

さいたま市生活保護世
帯等水洗便所設置費助
成金交付要綱

処理区域内における水洗便所の普
及促進を図り、都市環境及び公衆
衛生の向上に寄与する

処理区域内における、く
み取り便所(し尿浄化槽を
含む)から水洗便所への改
造工事

①第１種助成金(工事費の全
額)②第２種(工事費(50万円
を限度)の１/２)

処理区域内における生活保護
世帯(第１種)及び非課税世帯
(第２種)

9,929 9,318 10,965

建設局
下水道総務
課

公共下水道施設使用負担金
公共下水道施設区域外
設置に伴う協定書

春日部市の公共下水道区域外設置
に伴い、さいたま市民による同施
設の使用に係る負担金を支出する
もの

春日部市区域外設置下水
道の利用に関し、利用者
の排除水量に不明水相当
分を加え負担金を支出

((利用者の年間排除水量 ×
65円)＋(0.1ha×3.09 /ha×
365×65円))×1,05

春日部市区域外設置下水道の
利用者７件(利用区域-岩槻区
南平野地区の一部0.1ha)

129 152 80

建設局
下水道総務
課

(公社)日本下水道協会本部
会費

日本下水道協会定款、
日本下水道協会一種正
会員会費算定基準

(公社)日本下水道協会本部の運営
(公社)日本下水道協会本
部が行う事業

人口規模、事業(予算)規模及
び年間汚水総処理量のうちの
総有収水量に応じ

(公社)日本下水道協会本部 3,255 3,247 2,922

建設局
下水道総務
課

関東地方下水道協会会費
関東地方下水道協会規
則施行細則

関東地方下水道協会の運営
関東地方下水道協会が行
う事業

年会費7,700円 関東地方下水道協会 8 440 0

建設局
下水道総務
課

埼玉県下水道協会会費 埼玉県下水道協会細則 埼玉県下水道協会の運営
埼玉県下水道協会が行う
事業

年会費10,000円 埼玉県下水道協会 10 10 10

建設局
下水道総務
課

下水道事業団補助金
日本下水道事業団法第
37条

日本下水道事業団の業務運営費の
補助

下水道事業団が行う事業

国･地方の補助金総額を算出
後、地方分(市)は人口規模を
３階層に分け、それぞれの階
層ごとに按分して算出

日本下水道事業団 420 537 420

建設局
下水道総務
課

荒川左岸南部流域下水道事
業推進協議会負担金

荒川左岸南部流域下水
道事業推進協議会規約

荒川左岸南部流域下水道事業推進
協議会の運営

荒川左岸南部流域下水道
事業推進協議会の行う事
業

年会費60,000円
荒川左岸南部流域下水道事業
推進協議会

60 60 60

建設局
下水道総務
課

中川流域下水道事業推進協
議会負担金

中川流域下水道事業推
進協議会規約

中川流域下水道事業推進協議会の
運営

中川流域下水道事業推進
協議会の行う事業

均等割＋汚水量割
中川流域下水道事業推進協議
会

17 17 17

建設局
下水道総務
課

大都市下水道局長会議参加
負担金

参加者負担金等 大都市下水道局長会議の運営 大都市下水道局長会議 4,000円×２名=8,000円 大都市下水道局長会議 8 8 8

建設局
下水道総務
課

大都市下水道管理･業務担当
部長会議参加負担金

参加者負担金等
大都市下水道管理･業務担当部長
会議の運営

大都市下水道管理･業務担
当部長会議

5,000円×２名=10,000円
大都市下水道管理･業務担当
部長会議

10 12 5

建設局
下水道総務
課

大都市下水道主務者会議参
加負担金

参加者負担金等 大都市下水道主務者会議の運営 大都市下水道主務者会議 4,000円×２名=8,000円 大都市下水道主務者会議 8 8 8

建設局
下水道総務
課

指定都市ブロック下水道管
理担当者会議参加負担金

参加者負担金等
指定都市ブロック下水道管理担当
者会議の運営

指定都市ブロック下水道
管理担当者会議

4,000円×２名=8,000円
指定都市ブロック下水道管理
担当者会議

8 8 0

建設局
下水道財務
課

荒川左岸南部流域下水道維
持管理負担金

下水道法第31条の2及び
埼玉県との覚書

さいたま市の下水道が埼玉県の流
域下水道に接続していることに伴
う、さいたま市分の汚水処理費の
費用負担

埼玉県が実施する荒川左
岸南部流域下水道の維持
管理事業

汚水処理単価×汚水処理水量
埼玉県荒川左岸南部下水道事
務所

3,939,412 3,753,336 3,908,721

建設局
下水道財務
課

中川流域下水道維持管理負
担金

下水道法第31条の2及び
埼玉県との覚書

さいたま市の下水道が埼玉県の流
域下水道に接続していることに伴
う、さいたま市分の汚水処理費の
費用負担

埼玉県が実施する中川流
域下水道の維持管理事業

汚水処理単価×汚水処理水量埼玉県中川下水道事務所 346,875 400,307 328,226

建設局
下水道財務
課

荒川左岸南部流域下水道特
別負担金

荒川左岸南部流域下水
道事業推進協議会規約
及び荒川左岸南部流域
６市による覚書

荒川左岸南部流域下水道の汚水を
処理する荒川水循環センターを戸
田市に設置していることへの、関
連６市による費用負担

荒川左岸南部流域下水道
の汚水を処理する荒川水
循環センターを戸田市に
設置していることへの、
関連6市による費用負担

10,000,000円×さいたま市負
担割合＋戸田市分の流域関連
5市の均等割

荒川左岸南部流域下水道事業
推進協議会

5,647 5,647 5,646

３　下水道事業会計

平成24年度
当初予算額

(参考)
平成23年度
決算額

(単位:千円)

目的
根拠局名 所属名 補助金等名称

内容

対象事業 対象者基準

平成23年度
当初予算額
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３　下水道事業会計

平成24年度
当初予算額

(参考)
平成23年度
決算額

(単位:千円)

目的
根拠局名 所属名 補助金等名称

内容

対象事業 対象者基準

平成23年度
当初予算額

建設局
下水道財務
課

荒川左岸南部流域下水道建
設費負担金

下水道法第31条の２

さいたま市の下水道が埼玉県の流
域下水道に接続していることに伴
う、県の建設改良工事費のさいた
ま市分の費用負担

埼玉県が実施する荒川左
岸南部流域下水道の建設
改良事業

荒川左岸南部流域下水道の建
設改良工事費×１/２(市町村
負担分)×さいたま市負担割
合(0.5552･0.3626)

埼玉県 1,022,976 878,601 732,858

建設局
下水道財務
課

中川流域下水道建設費負担
金

下水道法第31条の２

さいたま市の下水道が埼玉県の流
域下水道に接続していることに伴
う、県の建設改良工事費のさいた
ま市分の費用負担

埼玉県が実施する中川流
域下水道の建設改良事業

中川流域下水道の建設改良工
事費×１/２(市町村負担分)
×さいたま市負担割合
(0.0801)

埼玉県 54,573 106,545 100,778

建設局
下水道維持
管理課

下水道に関する新技術開発
の共同研究費

下水道に関する新技術
開発の共同研究等に関
する基本協定書

下水道に関する新技術開発に伴う
共同研究

下水道技術開発連絡会議
が選定した研究

下水道に関する新技術開発の
共同研究等に関する協定書

東京都、政令都市、(財)下水
道新技術推進機構

3,485 4,000 3,485

建設局
下水道維持
管理課

水道管移設負担金
水道局との負担協議に
よる

下水道工事の際、支障となる水道
管の切回し工事を行うもの

下水道工事の際、支障と
なる水道管の切回し工事

移設する水道管の口径･長さ
等による

さいたま市水道局 8,160 13,801 4,159

建設局
下水道維持
管理課

水道管移設負担金
水道局との負担協議に
よる

下水道工事の際、支障となる水道
管の切回し工事を行うもの

下水道工事の際、支障と
なる水道管の切回し工事

移設する水道管の口径･長さ
等による

さいたま市水道局 800 800 0

建設局
下水道維持
管理課

私道排水設備工事補助金
さいたま市私道排水設
備工事補助金交付要綱

水洗便所の普及を促進し、生活環
境の整備を図る

排水設備工事費
さいたま市私道排水設備工事
補助金交付要綱第４条による

公共下水道処理区域内におけ
る幅員1.8ｍ未満の私道の所
有者

3,276 3,276 0

建設局
下水道維持
管理課

水道管移設負担金
水道局との負担協議に
よる

下水道工事の際、支障となる水道
管の切回し工事を行うもの

下水道工事の際、支障と
なる水道管の切回し工事

移設する水道管の口径･長さ
等による

さいたま市水道局 0 930 0

建設局
下水道計画
課

水道管移設負担金
水道局との負担協議に
よる

下水道整備の際、支障となる水道
管の移設工事に伴う負担金の支出

下水道整備の際、支障と
なる水道管の移設工事

移設する水道管の口径･延長
などにより積算

さいたま市水道局 645,500 670,000 476,305

建設局
下水道計画
課

水道管移設負担金
水道局との負担協議に
よる

下水道整備の際、支障となる水道
管の移設工事に伴う負担金の支出

下水道整備の際、支障と
なる水道管の移設工事

移設する水道管の口径･延長
などにより積算

さいたま市水道局 18,100 25,000 7,757

建設局
下水道計画
課

水道管移設負担金
水道局との負担協議に
よる

下水道整備の際、支障となる水道
管の移設工事に伴う負担金の支出

下水道整備の際、支障と
なる水道管の移設工事

移設する水道管の口径･延長
などにより積算

さいたま市水道局 84,900 65,000 39,608

建設局
下水道計画
課

水道管移設負担金
水道局との負担協議に
よる

下水道整備の際、支障となる水道
管の移設工事に伴う負担金の支出

下水道整備の際、支障と
なる水道管の移設工事

移設する水道管の口径･延長
などにより積算

さいたま市水道局 10,900 7,000 0

建設局
下水道計画
課

大都市下水道計画研究会負
担金

参加者負担金等
大都市の下水道事業に関して、都
市相互の意見交換及び調査研究等
を行うもの

参加負担金 １都市につき28,000円 会議幹事市等 28 28 6

建設局
下水道計画
課

企業者連絡協議会負担金 参加者負担金等
市内の各企業者間における占用調
整等を行うもの

参加負担金 １都市につき20,000円 会議幹事市等 20 20 0

建設局
下水道計画
課

埼玉県下水道事業研究協議
会負担金

参加者負担金等
県内各都市の下水道事業に関し
て、都市相互の意見交換及び調査
研究等を行うもの

参加負担金 １都市につき25,000円 会議幹事市等 25 25 25

建設局
下水道計画
課

大都市臨時研究会負担金 参加者負担金等
大都市の下水道事業に関して、都
市相互の意見交換及び調査研究等
を行うもの

参加負担金 １都市につき24,000円 会議幹事市等 24 24 0
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